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本研究の目的は，我が国の初等中等教育における情報教育の成立・展開期のカリキュラムを，
学習者の意識や反応に基づいて評価し，今後の情報教育のあり方について検討することである。
 本論文では緒論と結論を含め全12章で構成されている。第1章では，本研究の目的を踏まえ，
情報教育のカリキュラム研究の課題と展望について概観し，研究課題1「情報教育の史的
過程に即したカリキュラム評価」，研究課題2「国際的な視野に基づく情報教育のカリキ
ュラム評価」という2つの研究課題を提起した。 
このうち研究課題1には，情報教育成立期(中学校技術・家庭科技術分野に「情報基礎」
領域が設置された1989年～2001年)のカリキュラム評価，情報教育展開期(高校に普通教科
情報が設置された2003年以降)のカリキュラム評価という二つの下位課題を設定した。こ
れらの研究課題に対し本研究では、第2章から第10章において，以下のように対処した。 
まず，研究課題1のうち，情報教育成立期のカリキュラム評価について第2～4章で取り組
んだ。第2章では，情報教育成立期における中学校技術・家庭科技術分野の「情報基礎」領域と
高校工業科「情報技術基礎」の学習内容について，ファジィ分析を用いて学習者の情意領域の評
価を行った。その結果，成立期の学習者は，中高生共にPC操作技能の習得に意識が傾斜する一方
で，「情報の科学的な理解」に関する内容に対して学習の困難感を形成していたことが示唆され
た。第3章では，第2章での検討に引き続き，学習者の情意領域の評価を，特にレディネスとの関
連性に着目して検討した。その結果，学習者である中高生が社会の情報化の拡大時期のなか，
情報の科学的な理解，情報化社会への不安と期待，ツールとしてのコンピュータ活用とい
う意識を生活経験の中で形成していていることがわかった。しかし，これらの意識は，情
報教育の履修後では，コンピュータ操作技能の習得に傾斜し，当時の情報教育担当教員が
中高生の期待や不安を上手く取り上げた指導を展開し得ていない様相が推察された。第4
章ではさらに，情報教育の目標である「情報活用能力」の育成に向けた学習の到達度に着目して
検討した。その結果，成立期の情報教育では，「情報活用の実践力」と「情報社会に参画する態度」
はある程度指導されたが，「情報の科学的な理解」や情報教育の意義や目的についてはあまり重視
されていなかったことが明らかになった。 
次に，研究課題1のうち，情報教育展開期のカリキュラム評価について第5～7章で取り組んだ。 
 
 
 
 
 
 
 第5章では，情報教育展開期の学習者の学習状況をブルーム評価理論のタキソノミーを用いて検
討した。その結果，展開期の学習者は中高生共に｢情報社会に参画する態度｣の観点での理
解が進んでいた反面，｢情報の科学的な理解｣については依然として到達度が低い傾向が把
握された。第6章では，第5章の結果を踏まえ，学習者の「情報活用能力」の習得状況を3
年間の継続的に検討した。その結果，展開期の学習者は中高生共に，PC操作スキルや社会
のメディアの変容に応じた知識獲得に学習が傾斜している実態が把握された。これに対し
て第7章では，普通高校より先に情報教育がスタートしている専門高校（工業科）におい
て，同様に8年間の経時的な横断的調査を実施した。その結果，専門高校（工業科）の情
報教育の学習内容は「情報活用の実践力」や「情報社会に参画する態度」の育成と共に，
｢情報の科学的な理解｣への認識も同程度に重視し，実践されている実態が把握された。 
研究課題2「国際的な視野に基づく情報教育のカリキュラム評価」については第8～10章
で取り組んだ。第8章では，普通教育の学習者を対象に，「情報活用能力」の習得意欲，
情報関連用語の認知度を日本・韓国・中国の三ヵ国で比較した。その結果，日本の中高生
は，韓国や中国の中高生と比較して「情報の科学的な理解」の習得に向け，情報関連用語
に対する適切な知識・理解は充分に達成できていなかったものの，情報活用能力の習得意
欲は3カ国中最も高い状況が把握された。第9章では，日本・韓国・中国の普通教育の学習
者が抱く情報教育のカリキュラム・イメージを比較検討した。その結果，日本の中高生は
韓国や中国に比べて情報教育に関するイメージが認知的領域や情意的領域において初期
段階のレベルで留まっており，技能習得に偏っていることが明らかになった。さらに第10
章では，日本・韓国・中国の工業高校生を対象に，「情報活用能力」に対する習得意欲や
情報関連用語の認知度を調査した。その結果，工業高校生は「情報活用能力」に対する習
得意欲について中学生・普通高校生同様に我が国に優位性があると共に，情報関連用語の
認知度及び情報教育のイメージ共についても，3ケ国間に有意な差は認められなかった。 
第11章では，第2～10章で得られた知見を踏まえ我が国の情報教育のカリキュラムに対
する中高生の意識や反応より，各時期の情報教育カリキュラムの特徴を総合的に考察し
た。その結果，我が国の工業高校では，成立期・展開期共にそれぞれの時期に施行されて
いた学習指導要領に示された情報教育の目標・内容に即したイメージが学習者に形成され
ていたが，中学校及び普通高校では，各時期に施行されていた学習指導要領に示された情
報教育の目標・内容よりも，社会の情報化の進展に伴うトピックの変遷に強く影響されて
いる傾向にあることを指摘した。 
第12章では，以上の各章で得られた知見を整理すると共に，我が国の情報教育の今後の方向性
を展望した。具体的には，①社会の情報化の進展に伴うトピックの変遷を踏まえつつも，適切に｢情
報活用能力｣の育成を中核に据えうるカリキュラム構成の重要性，②情報教育の理念を適切に意識
した実践を展開できるような教育の体系化とそのための教員を育成するための教員養成，教員研
修の重要性，③情報教育に関する国際比較の枠組みとなりうるカリキュラム構成要素を明確化す
る必要性，の3点を中心としてまとめ，今後の課題を展望した。 
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第 1章 緒論 
 
1.1研究の目的 
 本研究の目的は，我が国の初等中等教育における情報教育の成立期・展開期のカリキュラ
ムを，学習者の意識や反応に基づいて評価し，今後の情報教育のあり方について検討するこ
とである。 
 
1.2研究の背景 
1.2.1 情報教育の概念 
 現在，我が国における情報教育という用語は，政策的には 1990 年 7 月に文部省が刊行した
「情報教育に関する手引き」以降，「情報活用能力を育成する教育」と定義されている１）。
また，この情報活用能力という概念は，1986 年 4 月の臨時教育審議会第二次答申において初
めて提言されたものである。情報活用能力の具体的な内容については，その後の教育改革に
よって修正・変更が加えられているものの，「情報活用能力を育成する教育」としての情報
教育の概念は，現在も広く理解されている。 
しかし，後述するように，我が国の初等中等教育における情報に関する教育は，必ずしも
1990 年以降に成立したものだけではない。特に，我が国では，1969 年の専門高校における情
報処理教育が教育課程に位置付けられているが，まず大学における専門的な情報処理教育が
1977 年頃からスタートした。その後，情報教育は教育課程に位置付けられた後，普通高校，
中学校，小学校へと歪な順序で導入されてきた。また，我が国の情報教育という言葉は政策
的に作られたものであるため，この用語は海外の教育課程には表記されていない。 
 そこで本稿では，情報教育の概念を，我が国で 1990 年以降に政策的に定義された「情報活
用能力を育成する教育」という考え方を中心に据えながら，専門高校における情報処理技術
に関する教育を包含するものと捉えることとする。また，海外の教育課程に見られるComputer 
Literacy や Informatics Education など，児童・生徒に情報の適切な活用能力を習得させるため
の教育を，我が国の情報教育という概念と関連づけて捉えることとする２）。言い換えれば，
本稿における情報教育の概念は，児童・生徒が高度に情報化した社会に主体的に適応し，そ
の創造に参加していける資質や能力の育成を目標とする教育と広義に定めることとする。こ
の意味において，本稿でいう情報教育の概念には，各教科の目標達成のツールとして ICT を
活用することを含まない。 
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1.2.2 情報教育の成立過程 
 我が国で，情報化社会が実質的に意識され始めたのは，1960 年代からである。情報教育の
歴史もまた，この時期にその黎明を見ることができる。 
 そこで本稿では，情報教育の成立・展開過程を次の 3 つの時期に区分し整理した。この 3
つの時期について，学習指導要領の改訂と学習指導要領の特徴及び，情報教育に関する
主な背景についてまとめたものを表Ⅰ-1 に示す。 
 
表Ⅰ-1 我が国の情報教育の成立・展開過程と学習指導要領の変遷 
年度 期（期間） 学習指導要領の改訂等 主な背景（学習指導要領の特徴） 　
1945
1948 1947～1949　学習指導要領改訂 1948　中学校職業科と家庭科の設置 　
1950 　 　
　 　
1955 　 　
1958～1960　学習指導要領改訂
1960 　 　
 　　　　1960～1985 情報活用能力は定義されていない時代まで
1965 　 　
1968～1970　学習指導要領改訂 1969　高等学校における情報処理教育の推進
1970 　 　
1973　専門高校･情報処理教育のスタート
1975 　 　
1977～1978　学習指導要領改訂 　
1980 1983　コンピュータが学校教育へ導入される 　
　 　
1985
　　 　　1985～1989　
普通教育の教育課程における情報教育の導入
まで
1985　文部省は情報活用能力の概念を定義，コンピュータ教育元年 　
  1985～2003年 1989　学習指導要領改訂 1989　中学校技術･家庭科に選択領域として｢情報基礎｣
1990 1990　文部省｢情報教育に関する手引き｣を刊行 　
　　　　 1990～2003
学習指導要領に情報活用能力の位置付けを明
示し2003年教科｢情報｣が設置されるまで
　 　
1995 1996～1998　学習指導要領改訂 1997　｢情報活用能力｣を情報教育の3観点として必修化 　
1998～1999　学習指導要領改訂 1998　中学校技術･家庭科に｢情報とコンピュータ｣必修化
2000 　 　
　　 　　2003年以降
教科｢情報｣が学習指導要領の改訂と同時に
共通教科｢情報｣として変更され，現在に至る
まで
2003　高等学校に教科｢情報｣の設置 　
2005 　 　
2008～2009　学習指導要領改訂
学習指導要領のねらいの一層の充実の観点から学習指導要領の一部
改正
2010
2013　改訂　「共通教科情報科｣に変更
2015 　 　
　 　
　 　
黎
明
期
成
立
期
展
開
期
成
立
期
Ⅰ
成
立
期
Ⅱ
 
 
 専門高校における情報処理技術の教育が開始されるものの，情報活用能力という概念がま
だ定義されていない 1960 年代から 1985 年以前を『黎明期』と位置づけた。次に，文部省が
情報活用能力の概念を定義し，学習指導要領上にその位置づけを明示した 1985 年から，教科
｢情報｣が設置される 2003 年までを『成立期』とした。また，この時期を，普通教育の教育課
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程における情報教育の導入（1989 年告示学習指導要領の改訂）までを『成立期Ⅰ』，体系的
な情報教育の成立（1998～1999 年告示学習指導要領の改訂）までを『成立期Ⅱ』に区分する。
そして 2004 年以降，教科｢情報｣が学習指導要領の改訂と同時に，「共通教科情報科」として
変更され，現在に至るまでを『展開期』とする。 
(1) 黎明期（1960年代～1985年） 
①1960年代の社会情勢 
 我が国で，「情報化社会」の到来が叫ばれるようになったのは 1960 年代からである。この
時期は，大きな空調設備のある電子計算機室に，大型，中型，ミニコンピュータなどの階層
的に種別化されたコンピュータを集中管理し，専門家が効率的に情報処理を行うことを目指
す「集中型情報化」であった。 
②情報処理教育の発足 
  こうした社会の情報化に呼応し，教育界からの対応が図られることになる。我が国に
おけるこの時期の教育の対応は「理科教育及び，産業教育審議会」（1969 年）の答申「高等
学校における情報処理教育の推進」に示されている。そこでは，高等学校の専門学科（当時
の工業科や商業科などの職業学科）で，工業関係の情報技術科や商業関係の情報処理科が情
報処理教育を推進する学科として取り上げられた。このようにして教育の情報化はまず，当
時の高等学校の職業教育から始まったといえる。この時期の我が国の情報化の状況は，その
後の 1983 年にOECD（経済協力開発機構(1948 設置)：Organisation for Economic Co-operation and 
Development）の CERI(教育研究革新センター(1968 設置)：Centre for Educational Research and 
Innovation )が行った次のような調査で確認することができる。調査は，教育の情報化について，
4 つのカテゴリー（総合的アプローチ，カリキュラムアプローチ，情報機器のアプローチ，職業
教育的アプローチ）から分析された３）。その結果，我が国は職業教育的アプローチの観点におい
て極めて高い評価を得ている。しかし，当時の普通教育における情報教育は，1960 年代に数学
や算数など一部の教科で対応が図られたものの，OECD が行った調査では普通教育としての
情報教育はほとんど行われていないと評価されている。このように我が国の情報教育は，専
門教育としての情報処理教育が先行する形でスタートした点に特徴がみられる。 
(2) 成立期Ⅰ（普通教育の教育課程における情報教育の導入:1989年告示学習指導要領の改訂 
まで） 
① 1970～80年代の社会情勢 
 1970 年代以降はマイクロエレクトロニクス技術の進歩によって，コンピュータの歴史に大
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きな変化を引き起こした。例えば，1974 年にアメリカの MITS（Micro Instrumentation and 
Telemetry Systems）が開発した Altair 8080 や，1976 年の我が国の TK-80（NEC 製）といった
パーソナルコンピュータの登場以降情報化が社会に広く浸透し始め，OA（Office Automation）
革命が進行した。こうして，ネットワーク型の情報化の前段階としての分散型の情報化が進
展し，従来の経済・産業システムを含めた社会全体の再構築が求められるようになった。ま
た，OS では 1969 年 AT&T のベル研究所で開発された UNIX，1985 年には初代 MS-Windows
や Mac-OS が開発され，これらの OS を搭載したパソコンの発売により，急速な普及をみる
に至った。このような社会の変化に応じて，情報教育も成立期を迎えることとなる。 
②情報活用能力概念の規定と情報教育の成立 
 1985 年 3 月 29 日に，社会教育審議会の教育放送分科会が「教育におけるマイクロコンピ
ュータの利用について」の報告書を提出し，それを受けるかたちで「教育用ソフトウェアの
開発方針」が文部省から公表された。我が国の情報教育は前述したように，1969 年に高等学
校専門高校においてコンピュータ・リテラシーあるいはプログラミングなどの情報処理教育
がスタートしたが，普通教育としての公立小中高校では 1985年からスタートしている２）。1985
年は，当時「コンピュータ教育元年」と言われ，情報に関する教育は，専門教育としての情
報処理教育と併せ，普通教育としての情報教育も行政的対応がとられることとなった。 
 また，同年 6 月に提出された臨時教育審議会第一次答申では，教育改革の基本的な考えの
柱の一つに「情報化への対応」が加えられ，学校教育における情報化への対応が提言された。
ただし，この段階ではまだ，情報活用能力という用語は使われていない。情報活用能力とい
う用語が初めて登場したのは，翌 1986 年 4 月に出された臨時教育審議会第二次答申からであ
る。ポイントとしては，情報活用能力と情報リテラシーを同義語とみなしていること，情報
活用能力を「読み・書き・算盤」と並ぶ基礎・基本と位置付けたことである。また，1987 年
12 月の教育課程審議会の答申で示された 4 つの柱の中では，第二の柱として「自ら学ぶ意欲
と社会の変化に主体的に対応できる能力の育成を重視すること」が示された。ここには，科
学技術の進歩や情報化の進展に対応するために必要な基礎的な能力と，情報の理解，選択，
整理，処理及び，創造などに必要な能力及び，コンピュータ等の情報手段を活用する能力と
態度の育成が図られるよう配慮する，という意味が込められていた。その後，1989 年には小
学校・中学校及び，高等学校の学習指導要領が全面的に改訂された。このとき中学校技術・
家庭科技術分野には「情報基礎」領域が新設された。「情報基礎」領域は，主にコンピュータ
の基本的な操作やハードウェア・ソフトウェアの簡単な操作手順などの内容であり，「情報活
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用能力」の目標を実施するためにはまだ時間がかかった。しかしながら，中学校・高等学校
の情報教育の体系を考える時，教科の学習内容として情報教育が位置付けられたという点で，
「情報基礎」領域の役割は大きいと考えられる。また，1990 年には，文部省から「情報教育
に関する手引き」が刊行された１）。この手引きは，文部省が初めて教育現場向けに情報教育
の実践指針を提示したものである。この中で情報活用能力は，以下のように示されている。 
 ①情報の判断，選択，整理，処理能力及び，新たな情報の創造，伝達能力 
 ②情報化社会の特質，情報化の社会や人間に対する影響の理解 
 ③情報の重要性の認識，情報に対する責任感 
 ④情報科学の基礎及び，情報手段（特にコンピュータ）の特徴の理解，基本的な操作能力
の習得 
 その実践にあたっては，中学校技術・家庭科技術分野の「情報基礎」領域のほか，例えば
高等学校段階の普通教育においては，数学科，理科，家庭科等にコンピュータ等に関する内
容を取り入れた。また，専門高校では，工業科では「情報技術基礎」が必修科目として，商
業科では「情報処理」等が設定され，以下各専門教科における情報に関する学習の基礎とな
る科目では，家庭情報処理，農業情報処理，看護情報処理などが設置された。こうして，情
報教育の内容は，中学校・高等学校を中心に，各教科・科目に広く分散配置される形態によ
って，情報活用能力の育成を図ろうとした。 
(3)成立期Ⅱ（体系的な情報教育の成立:1998～1999年告示学習指導要領改訂，2003年の教科 
「情報」の成立まで） 
① 1990年代の社会情勢 
 1990 年代の中頃から，マルチメディアやインターネット等が爆発的に普及した。それによ
り，ネットワーク型の情報化，すなわち情報通信ネットワーク社会への移行が意識されるよ
うになった。1992 年（平成 4 年）にはこれまでの 10 年間のインターネットの技術の蓄積と
して Web ページがスタートとした。この時期，家庭へのパソコンの普及率は 12.2%である。
一方，社会においては，企業間ネットワークの構築などにより生産性や製品の質が向上し，
電子商取引などによって世界の流通経済機構は大きく変貌することとなる。また日常生活に
おいてはインターネットや携帯情報端末によって新しいコミュニケーションや，オンライン
による商品購買などの消費者としての行動，ライフスタイルが大きく変化してきた。コミュ
ニケーションや情報のやり取りの形態を大きく変えたのがインターネット等の情報通信ネッ
トワークである。電子メールは，人間対人間のコミュニケーションの形態を変え，インター
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ネットで共有される知識は，世界的規模での｢知識の共有化｣を形成し，知の在り方まで変革
しようとしていた。1996 年には，パーソナルコンピュータにおいて OS の革新（Windows95，
MacOS，UNIX）が図られた。また，情報通信ネットワークの進展は，いわゆる「情報化の影
の部分」に関する問題も重要視されるようになる。ネットワークセキュリティの問題は，ク
ラッキングや不正アクセスのように，家庭生活のみならず，企業や政府，自治体の安全をも
脅かすものとなり，大きな問題となった。他にもインターネット上に流れる情報の信憑性，
暴力，性，人権侵害など違法，あるいは不適切な情報に対する対処能力の育成などの課題も
あらわとなる。家庭用のパーソナルコンピュータの普及率は，1993 年では 12.2%，5 年後の
1998 年には 28.8%，情報教育の黎明期末の 2002 年では 58.0%になった。また，2002 年には
インターネット人口は 80％を超える勢いで爆発的に普及していった。インターネットについ
ては，この時期携帯電話の普及率もすでに 1993 年の 3.2%から 2002 年は 87.6％までになり，
携帯電話でのメール送受信がパソコンによるメールの送受信を超える勢いであった。 
② 情報活用能力の再定義と体系的な情報教育の成立 
 この時期，我が国では，1995 年に科学技術基本法が制定され，国の再生・復活を実現させ
るためには，科学技術立国の積極的推進が不可欠という危機意識が社会の中に次第に形成さ
れ共有されることとなった。必然的に，科学技術立国を築き上げる人材の育成への期待も高
まることとなる。 
 しかし，一方では，1999 年の秋ごろから「学力低下」論争が話題となり，社会問題へと発
展していった３）～５）。この学力低下の主張は，「ゆとり教育」の教育改革路線への批判へと
繋がった３）。ハード面に目を向けると，1994 年に文部省（現在の文部科学省）と通産省（現
在の経産省）の両省による「100 校プロジェクト」，コンピュータ教育開発センター（CEC）
による「インターネット接続環境」が提供された。これを受けて 1995 年には学校教育へのイ
ンターネットの導入が始まり，臨時教育審議会では｢教育の情報化｣が提言され，様々な教科
での情報メディアを活用した教育実践が検討され始めた。 
その後，1996 年 7 月の第 15 期中央教育審議会において，「情報教育の体系的な実施」が
提言され，翌 1997 年 10 月に「体系的な情報教育の実施に向けて」（第 1 次答申）６）により，
「情報教育の基本的な考え方」と「体系的な情報教育の内容」が具体化した。このとき，情
報活用能力の 4 観点は，「3.情報の重要性の認識，情報に対する責任感」の観点が他の観点
に吸収される形で主査｢清水康敬｣らの調査協力者会議で 3 観点に整理・統合され，以下のよ
うに定義付けられた。 
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－再定義された情報活用能力－ 
1. 情報活用の実践力 
 課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて，必要な情報を主体的に収
集・判断・表現・処理・創造し，受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる能力 
2.情報の科学的な理解 
 情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と，情報を適切に扱ったり，自らの情報活用
を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解 
3.情報社会に参画する態度 
 社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響を理解し，情報モ
ラルの必要性や情報に対する責任について考え，望ましい情報社会の創造に参画しようと
する態度 
 この考え方は現在まで継続されている。その後，1998 年 7 月に「幼稚園，小学校，中学校，
高等学校，盲学校，聾学校及び，養護学校の教育課程の基準の改定について」が答申され１），
２），「情報化の進展に対応した教育環境の実現に向けて」の最終提言がされた。特に，義務
教育段階での教育の情報化に対応した教育メディアの充実を図るようになり，高等学校にお
いても普通教科「情報」の新設が妥当であるとの提言がされ７），5 年後の 2003 年には高等学
校において，高校教科｢情報｣が設置されるための行政面，教育面の基礎ができあがった。 
 このようして，1998 年の中学校学習指導要領において中学校技術・家庭科技術分野の「情
報基礎」領域が内容 B.として「情報とコンピュータ」に，1999 年の高等学校学習指導要領で
は高等学校に普通教科「情報」が設置された。新しく設置された普通教科「情報」は，「情
報及び，情報技術を活用するための知識と技能の習得を通して（情報活用の実践力），情報
に関する科学的な見方や考え方を養うとともに（情報の科学的な理解），社会の中で情報及
び，情報技術が果たしている役割や影響を理解させ，情報化の進展に主体的に対応できる能
力と態度を育てる（情報社会に参画する態度）こと」をねらいとしている。このねらいを実
現するため，「情報 A」，「情報 B」，「情報 C」から少なくとも 1 科目を履修することと
なり，これらについて先の 3 観点を目標として包括的に展開されることになった８），９）。同
時に小学校・中学校及び，高等学校に国際化や情報化をはじめとする社会の変化を踏まえ，
自ら考え学ぶ力など全人的な「生きる力」の育成を目指した「総合的な学習の時間」が新し
く設置された。この設置により，国際理解，環境，福祉・健康と同列の位置付けで，情報教
育が教科の枠を越えて横断的・総合的に学ばれることとなった。 
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 こうして，1990 年の｢情報教育に関する手引き｣１）に始まる情報教育の体系化はそのほぼ 10
年後に，中学校技術・家庭科技術分野の「情報とコンピュータ」，高等学校の普通教科「情
報」，そして小学校・中学校及び，高等学校における「総合的な学習の時間」のスタートを
もって，我が国の教育課程に，小・中・高等学校の各学校段階で情報教育を実施できる体制
が整い，これをもって一応の体系的な情報教育の形をとれることになった９）。 
(4)展開期（2004年以降～） 
①2000年以降の社会情勢 
 1990 年代に爆発的に進行した情報化の波は，2000 年以降もその勢いを留めることはなかっ
た。インターネット人口は，1998 年の 11％から 2000 年は 34％，2006 年は 79.3％，2010 年
では 94％以上となった。同時に普及率でみると携帯電話は 1996 年では 46％，10 年後の 2006
年では 90％以上であり，2010 年以降に至るとスマートフォンが携帯電話以上の機能と快適さ
を備え，現在では同率になっている。このような一般社会へのメディアの普及は，我が国は
もとよりグローバルな情報ネットワークの普及と高速化，ユビキタス化，低価格化，付加価
値としての様々なアプリケーションやコンテンツのダウンロード機能，さらにはテレビ機能
といった様々な機能や操作性の向上が備わってきたからである。このように社会の情報化に
より誰もが所持するというネットを利用したサービスの普及，会社や自宅，外出先などいつ
でもどこでも場所を問わない情報のクラウド化などますます情報化が進展している。 
しかしながら，情報化の進展とメディアの一般への普及に伴い，そのメディア等の所持者
も低年齢化し，便利さの一方では情報モラルの問題がますます深刻化してきた。例えば，サ
イバー犯罪（ネットワーク利用，不正アクセスなど）やネットワーク犯罪（児童買春・児童
ポルノ法違反，青少年保護育成条例，出会い系サイト，著作権法違反，わいせつ物頒布など）
の現状を見てみる。2011 年度警察白書によると，インターネット人口が 2 人に一人の割合ま
で増加した 2001 年ではサイバー犯罪が 1,339 件，ネットワーク利用犯罪が 1,209 件であり，
2004 年まで 1,000 件台で上昇傾向であった。この件数が 2005 年を境に 1,000 件台のプラスオ
ーダーで急激に増加している。この時期は携帯などの端末の所持率が 9 割を超え，こうした
パソコン，携帯，インターネットの普及の最中，2004 年 7 月には長崎県佐世保市の小 6 女児
によるカッターナイフによる殺人事件が発生した。 
こうした事件が発生して以来社会では，インターネットや暴力シーンのあるメディア映像
の自粛，教育界では義務教育段階での情報モラル教育の本格的な導入の検討を迫られること
となった。 
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③ 情報教育の展開 
 この時期，我が国は科学技術立国の積極的推進が大切であるという危機意識が社会の中に
共有され，科学技術立国を築き上げる人材の育成への期待が高まった。しかし，一方では，
1999 年頃から「学力低下」論争が話題となり，マスコミや様々な分野の論者を巻き込みなが
ら，社会問題へと発展していった。科学技術立国としての国の在り方と学力低下論争の議論
は互いに関連しながら，国の教育行政へ少なからず影響を与えていった５）。また，2006 年に
は，高校において「世界史」や「情報」の未履修が発覚し，教育が抱える歪みを露呈する問
題が浮上し，教育行政や教科「情報」へ少なからず影響を及ぼすこととなった。この時期は，
2004 年に「IT 新改革国家戦略」と称して 2010 年までに全国の公立小・中・高等学校の教員
一人 1 台を目標にパソコン導入する計画があった１０）。2006 年 12 月，経済や政治の変化に呼
応し，社会システムの改革の一つとして教育基本法が約 60 年ぶりに改正され，国際社会に生
き抜く力の育成をさらに進めるに至り，教育の新しい理念が定められた。また，2007 年 6 月
は教育基本法改正を受けて，学校教育法の一部改正が行われ，新たな義務教育の目標が規定
されるとともに，各学校段階の目的・目標規定が改正された。 
このことについては，2008 年 1 月の中央教育審議会答申「幼稚園，小学校・中学校・高等
学校及び，特別支援学校の学習指導要領等の改善について」にまとめられている１０）。この
時期は学習指導要領が小・中・高等学校で改訂されている。2011 年は小学校，2012 年は中学
校で全面実施され，2013 年は高等学校で年次進行により実施された１１）。情報教育は，小・
中・高等学校での「総合的な学習の時間」での検討の余地を残すものの，中学校技術・家庭
科技術分野では，前学習指導要領期の 2 内容から 4 内容に再編され，全て必修となり，内容
B.「情報とコンピュータ」は，内容 D.「情報に関する技術」に改変された１２），１３）。高等学
校では普通教科「情報」が｢共通教科情報科｣と呼ばれるようになった９）。改訂の方針は，「高
校生の実態は多様化している一方で，情報及び，情報機器等の活用が社会生活に必要不可欠
な基盤として発展する中，これらを活用して高い付加価値を創造することができる人材の育
成」を求めている。これらを踏まえ，情報活用の実践力の確実な定着や情報に関する倫理的
態度と安全に配慮する態度や規範意識の育成を特に重視した上で，生徒の能力や適性，興味・
関心，進路希望等の実態に応じて，情報や情報技術に関する科学的あるいは社会的な見方や
考え方について，より広く，深く学ぶことを可能とするよう現行の科目構成を見直し，「社
会と情報」，「情報の科学」の 2 科目を設ける。」と示され，従前の「情報 A，B，C」が「社
会と情報」，「情報の科学」の 2 科目に再編された。専門教科「情報」については，「情報
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産業の構造の変化や情報産業が求める人材の多様化，細分化，高度化に対応する観点から，
情報の各分野における応用的・発展的な知識・技術や職業倫理等を身に付けた人材を育成す
る」という観点から，従前の 11 科目が 13 科目に再編された。この学習指導要領の改訂を踏
まえ，文部科学省は，1990 年年に「教育の情報化に関する手引き」を刊行した。この手引で
は，情報活用能力を育成することを狙いとする情報教育と，分かりやすい授業を目指して教
授・学習ツールとして ICT を活用すること（ICT 活用教育）とを明確に区別した。また，情
報教育では情報モラル教育に 1 章を割き，その重要性を明確に指摘している。その後，情報
モラル教育は，「情報モラルキックオフガイド」１４）をはじめとして，学校現場での授業実
践を支援する様々な資料や教材が開発・流通されるようになってきている。 
 このように，我が国の情報教育は，1960 年代から職業教育的アプローチに基づく情報教育
としてスタートした後，社会における情報化の進展に呼応するように，普通教育としての情
報教育への深化・進展してきた。その中で，我が国固有の能力観である情報活用能力が中核
的な役割を担ってきた。おそらく，このような育成すべき能力感を中核に各学校段階で教育
課程を編成しえた点に，我が国の情報教育と諸外国のコンピュータ・リテラシー系の教育の
差異を見て取ることができよう。また，この情報活用能力という概念を用いることによって，
黎明期には混同のみられた情報教育と学習ツールとしての ICT 活用の概念が，成立期・展開
期と進展する中で，明確化したことも，この概念の持つ重要性の一つと考えられる。 
 
1.3先行研究の整理 
1.3.1 カリキュラムの考え方 
 情報教育のカリキュラムを考える上でまず，この用語の意味について確認する必要がある。
なぜなら，この用語は今日多義的に用いられており，カリキュラムと一口に言っても国の基
準に定める教育内容や学習者の経験の層を指す場合もある。｢カリキュラム」という用語は，
元々ラテン語の｢走路｣を語源とし，「人生の来歴」を意味する言葉である。転じて，それは「学
ぶ道」を意味し，ある教育目的を実現するために構成された「学び」の内容（Scope）と順序（Sequence）の
計画として理解されている１５）。言い換えれば，カリキュラムとは，学習者に期待される学習活動を
予想して，それが有効に実現されるような内容と方法を伴った教育的働きかけを，予め目的
意識的に計画化したものである。カリキュラムに基づく教育実践とは，計画が学習者の中で
具体的に実行されるにつれて，はじめの予想を超えて学習や指導が発展していくダイナミッ
クな過程全体をさしている。したがってカリキュラムは，絶えず教育実践の動的過程を経て
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検討され創りかえられていく。広くは，カリキュラムによる実践と再創造の過程を含め，動
的過程全体を視野に入れて取り組む一連の諸活動を，カリキュラム作りという１５）～１９）。 
 カリキュラムと同義語的に使用されるのが「教育課程」である。「教育過程」が「教育と
いう事実が起きている状態や様子などの過程」に対し，「教育課程」は「各学校の教育計画
であり学習指導要領において地域や学校の実態及び，児童の心身の発達や特性を充分考慮し
て行われるものであり，一方では教育計画という意味を含んでいるもの」であり，この点カ
リキュラムとは大きく違う意味を持つ１６）。しかも，歴史的にみても日本では比較的新しい
用語であり，第二次世界大戦終了(1945 年)まではカリキュラムという言葉は使用されず，む
しろ「教科課程」「学科課程」と呼ばれていた。カリキュラムを「教育課程」と同義語とし
たのは，1951 年の「学習指導要領(試案)」からである。この言い換えには，一つは，教科や
学科以外の教育内容も含めることを意図とするものと，もう一つは，教育課程と呼ぶことに
より，教科や学科のように教師中心あるいは教師主体の学校教育をやめ，より学習者主体の
学校教育を目指そうという方向性を示したかったからである。この２つの点は現在でも妥当
なものであり，重要な意図があったこととして見落としてはならない１５）～１８）。このカリキュ
ラムを構成する手続きは，計画（plan）－実践（do）－評価（see）と表現される。タイラー （R.W.Tyler,1949）
２０)は，カリキュラム編成と授業計画実施に不可欠な要因として，①教育目標の設定，②学習経験の選択，③
学習経験の組織，④教育評価の4要素を明確にした。これは「タイラー の原理」と呼ばれる。さらに，ウィー
ラー （P.K.Wheeler,1967）２１)は，「タイラー の原理」を「カリキュラム過程」として接続し，反復的な一連の
流れを示している。「タイラー の原理」や「カリキュラム過程」の基底には，カリキュラムの構成が教育目標
の設定をもって出発し，教育目標を基準に教育内容の選択と教材の組織，授業計画，評価が遂行されるという
考え方がある。その後，19 世紀末のアメリカで，教育行政と学校の権限の分離を背景として再
定義されたが，佐藤（1996）によれば，『教育行政の規定する教科課程の大綱を「（学習指
導要領：course of study）」と呼び，「カリキュラム」は，学校での教師と子供が創造する教
育経験の総体を定義する言葉となった』としている１６）。 
 さて，1974 年に「カリキュラム開発に関する国際セミナー」が我が国で開かれた。これは，
文部省が CERI（教育研究革新センター）と共同で開催したもので，OECD の教育活動に協力
する形で実施された１６）。この国際会議で「カリキュラム」は「授業･学習の計画や教授細目，
その他の教育内容について述べられた意図(指導要領など)を指すばかりでなく，この意図や計
画が実践に移されていく方法までを指し，子供の学習活動のすべてにかかわる極めて広範な
ものを意味する」と定義された。そしてこの定義の中には，潜在的カリキュラムも含まれて
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いた。これは学習者が教師の意図に従って行う学習活動とは別に，学校の中で仲間や教師と
の接触の中から学んでいくような学習活動を意味している。これらの見地に立って翌 1975 年
に我が国の法令上の解釈では，「教育課程は教科と教科外の科目や活動行事などから編成さ
れ，これらの大綱を定めた指導要領がカリキュラムである」とされた。こうして学校におけ
る「教育経験の総体」と定義されているカリキュラムの意味は，現在に至っている。したが
って，本論文でのカリキュラムはこの定義に沿うこととする。 
 本研究では，上記のカリキュラム概念に即して，前節で区分した情報教育の黎明期，成立
期，展開期のそれぞれについて，カリキュラムの開発，実践，評価，国際比較という４つの
観点から先行研究を整理することとする２２）。 
 
1.3.2 情報教育のカリキュラムに関する先行研究の整理 
(1)情報教育黎明期における先行研究 
 1989 年の学習指導要領改訂までの情報教育黎明期における先行研究は，次のように整理で
きる。まず，情報教育のカリキュラム開発に関しては，林田（1985）による学校におけるコ
ンピュータの教育利用に関する研究２３），山極 （1986）による学校におけるコンピュータ・
リテラシーの育成に関する研究２４）など，コンピュータ・リテラシー教育に関する研究が行
われている。情報教育の実践に関しては，岡崎(1988)がコンピュータを用いた学習が生徒に与
える心理的影響について検討しているのをはじめ２５），中西（1988）による情報処理技術者
育成のための「CAROL 計画」に関する研究２６），武井（1989）による小学校におけるパソコ
ン通信の指導に関する研究２７）などが見られる。また，情報通信ネットワークの利用に関し
ては，山田（1988）による学校間国際情報通信の検討２８），伊藤ら（1989）による国際情報
通信の教育的利用とその問題点に関する研究２９）などが行われている。その一方で，大隅ら
（1988）による小・中学校におけるワープロを活用したコンピュータ教育の試み３０），水島
（1989）によるコンピュータ教育ツールとしてのソロバンの可能性の検討３１），笠原（1988）
による視聴覚的教材提示教具としてのコンピュータの活用と教育効果の検討３２），林（1987）
による問題解決学習における CAI 教材の活用に関する研究３３）など，学習ツールとしてのコ
ンピュータ活用に関する研究が数多くみられる。また，評価に関しては，星野（1987）によ
る情報処理系専門学校における教育評価の検討３４）など，技能習得に関する評価研究が試み
られている。しかし，国際比較研究に関しては，先行研究は管見する限り定かではない。 
 このように情報教育の黎明期は，普通教育に情報教育の位置付けがない状況の中で，コン
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ピュータ・リテラシー教育の推進を中心に，CAI 研究と相まって進展していたと考えられる。 
(2)情報教育成立期における先行研究 
 1989 年の学習要領改訂以降，1998～1999 年告示学習指導要領改訂３５）～３７）までの情報教育
成立期における先行研究は，次のように整理できる。まず，情報教育のカリキュラム開発に
関して松田・坂元（1991）が，Logo を利用した小学校高学年における情報教育カリキュラム
の開発と評価に関する研究に取り組んでいる３８）。また，松田ら（1990）による普通高校に
おける情報教育カリキュラムに関する考察３９），松村・沖山（1992）による情報活用能力育
成のための教授方略と教育効果に関する研究４０），永野（1996）による普通高校向けの情報
教育カリキュラム（文系向け）の構成と評価に関する研究４１）など，小学校や高校への情報
教育の拡充に向けた検討が開始されている。情報教育の実践に関する研究では，須曽野ら
（1997）らによる「情報基礎」領域での Logo プログラミングの実践と評価に関する研究４２）
はじめ，菊地（1993）による情報基礎教育の現状と展望４３），山口（1996）による「情報基
礎」実施上の問題点に関する調査研究４４），森山ら（1997）による「情報基礎」領域におけ
るプログラム設計能力の向上に対する心的諸要因の検討などの先行研究４５）がみられる。い
ずれも，中学校技術・家庭科技術分野に「情報基礎」領域が設置されたことを受けて，その
実践開発を展開したものと位置づけられる。 
 情報教育の評価に関する研究では，森本（1991）による日本語ワープロ学習における学習
評価の試み４６），源河ら（1995）によるインターネット活用能力養成を目的とした情報教育
の評価に関する研究４７）など，黎明期と同様に，ICT 操作技能の観点からの検討が行われてい
る。その他，学習ツールとしてのコンピュータ活用に関しては，沖ら（1994）によるコンピ
ュータ・リテラシーを育成する教員用自学自習教材に関する事例研究４８），加藤・木下（1995）
マルチメディア教材開発のための素材データベースのインターネットによる流通４９）など，
コンピュータ技術の進展に対応したマルチメディア教材の開発が進められている。しかし，
国際比較研究に関しては，先行研究は管見する限り定かではない。 
 このように展開期の先行研究は，体系的な情報教育の枠組みの構築を受けて，カリキュラ
ムの開発を中心に展開されていたと考えられる。また，中学校技術・家庭科や高校情報科な
ど正規の教育課程上に位置付けられた情報教育の推進に向けた実践研究が本格的に開始され
た点に特徴を見ることができる。 
(3)情報教育展開期における先行研究 
 1998～1999 年に改訂され，2003 年に完全実施された学習指導要領下の情報教育展開期にお
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ける先行研究は次のように整理できる。まず，カリキュラム開発に関しては，小田ら（2001）
が幼・小・中・高校の「総合的な学習の時間」の体系的展開の中で情報活用能力の活性化に
向けた課題と方法論を検討した研究５０），井上・林（2004）がメディアを活用した授業にお
ける児童・生徒の主体的学習態度の変容を検討した研究５１）など，新しく「総合的な学習の
時間」での情報教育に関するカリキュラム開発研究が始められている。 
それと呼応するように，横田・林（2001）が教育行政の立場から見た情報教育に関する教
員研修の現状と課題を検討した研究５２），横山・岩田（2000）が小学校にて地域の教師及び，
教育機関が連携する情報教育カリキュラムの開発の試み５３）など，学校での情報教育推進体
制の構築に向けた検討が開始されている。情報教育の実践に関しては，村尾ら（2004）が中
学校技術・家庭科技術分野の「情報とコンピュータ」でのプログラム作成学習のための言語
比較を行った研究５４），森山（2001）がデバッグ事例研究とグループによる分業プログラミ
ングを取り入れた学習指導方法を検討した実践研究５５）など，中学校技術・家庭科技術分野
の「情報とコンピュータ」に関する実践研究が展開されている。また，野田・竹田（2005）
による高大連携を取り入れた情報 A のカリキュラム開発５６），小田・永野(2012)による情報活
用能力育成モデルカリキュラムの開発に関する研究５７），森山ら（2006）によるコンピュー
タとの関連性認識が情報科の授業に対する意識に及ぼす影響を検討した研究５８）など，高校
に情報科が設置されたことを受けた実践開発に関する研究が行われている。 
 情報教育の評価に関しては，小川（2001）が英国の情報教育の評価方法を参考に，我が国
の情報教育の達成度別評価について検討した研究５９），森山ら（2001）が中学生のプログラ
ミング学習でのニューラルネットワークを活用した学習効果の予測モデルと授業評価への応
用を検討した研究６０），近藤（2008）が情報科のプレゼンテーション実習での教師と生徒に
よる相互評価を比較した研究６１），大河原（2004）が情報科における観点別学習状況による
評価のあり方について検討した研究６２），栗山ら（2005）がゲームプログラミングを題材と
した情報教育の評価方法について検討した研究６３）などが行われている。国際比較としては，
林ら（2005）が中国山東省済南市を対象として ICT 活用の教育利用に関する日中比較調査を
行った研究６４），益本ら（2007）が日本とタイの中学生を対象に情報収集及び，情報活用能
力の国際比較を行った研究６５）などが行われてきている。その他，この時期の特徴として，
鶴田・田中（2011）が組織的・系統的なカリキュラム開発と実践の視点から中等教育段階に
おける「ネット安全教育」の在り方について検討した研究６６）をはじめ，中村・飯田ら（2005）
による中学校技術・家庭科での情報モラルに関する研究６７），尾崎（2010）による中学校技
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術・家庭科における情報モラル教育の実践６８），宮川・森山ら（2011）による中学生の道徳
的規範意識と情報モラルに対する意識との関係性の検討６９），宮下・森本ら（2012）による
情報モラル教材の動的生成とこれを支援する教材管理システムの実践７０）など，情報モラル
教育のカリキュラムや教材，実践の開発に関する研究が活発化している７１）～７４）。 
一方，我が国では内閣官房による「IT 国家戦略」７５）と文部科学省の「情報活用能力」７６）
調査により今後の教育課程の有り様を検討している。「IT 国家戦略」では 2020 年までに世
界最高水準の IT 活用社会の実現と成果の国際展開を目指し，①未来に向けて成長する社会，
②街・人・仕事の活性化による活力ある社会，③安全・安心・豊かさが実感できる社会，④
公共サービスが受け入れられる社会，の 4 つの戦略を立て，地域の活力と豊かさが実現でき
る社会に貢献させることとした。また，「情報活用能力」調査は 2013 年～2014 年にかけて，
全国 220 校の小学 5 年生の児童と中学 2 年生の生徒と校長及び，担任に対して，情報活用能
力の 3 観点に関する活用傾向の調査を実施した。その結果，いずれも情報を関連付け，整理
活用し発信すること，個人情報など情報モラルに関しての理解度や，自動制御や情報処理手
順など科学的理解に関して課題が見られることが判った。この情報処理手順については，小
中高校の発達段階に応じたプログラミング教育についても再考することとなった。 
 このように情報教育展開期の先行研究は，体系的な情報教育の枠組みのもと，全国で展開
された情報教育の事例蓄積に応じ，国家的な調査・研究も含めた，実践的な研究が数多く行
われている。それに伴い，児童生徒の学習状況の把握という観点が強調されるようになり，
結果として評価や国際比較に関する研究も少しずつではあるが充実しはじめている。また，
社会における情報モラル，情報セキュリティの問題に呼応し，情報モラル教育に関する研究
が急速に進められている点に特徴を見ることができる。 
 
1.4問題の所在 
 以上，情報教育の黎明期・成立期・展開期のそれぞれについて関連する先行研究を整理し
た。その結果，黎明期では，普通教育に情報教育が位置づけられていない状況の中で，コン
ピュータ・リテラシー教育の推進を中心に，CAI 研究とあいまって進展していたことに特徴
がみられた。その後，展開期では，体系的な情報教育の枠組みの構築を受けて，カリキュラ
ムの開発を中心に展開されていたこと，中学校技術・家庭科や高校情報科など正規の教育課
程上に位置付けられた情報教育の推進に向けた実践研究が本格的に開始された点に特徴がみ
られた。そして，現在に至る展開期では，全国的な情報教育の広がりに応じた実践的な研究
第 1章 緒論 
16 
 
が数多く行われていること，それに伴い，児童生徒の学習状況の把握という観点が強調され
るようになり，評価や国際比較に関する研究が充実しはじめたこと，社会における情報モラ
ル，情報セキュリティの問題に呼応して情報モラル教育に関する研究が急速に進められてい
る点に特徴が見られた。これらを俯瞰すると，情報教育におけるカリキュラム研究には，次
の 2 点を課題として指摘することができる。 
第一に，情報教育のカリキュラム研究のトピックが，それぞれの時代背景に極めて強い影
響を受けている点である。これは，1960 年代から現在に至るまでの短期間のうちに情報通信
技術が飛躍的に進歩したことによる。言い換えれば，情報教育のカリキュラム研究では，不
易なカリキュラム理論の構築と実際的な社会状況への対応という両者のバランスを取ること
の難しさを見ることができる。こうした難しさによって情報教育では，それぞれの時代に実
施されたカリキュラム研究の内容がその時代に普及した特定の情報通信技術に依拠しやす
く，得られた知見を未来に向けて普遍化しにくい点に課題が生じる。特に，生活を取り巻く
ICT 環境の変化に着目すると，インターネットの普及や GUI 環境を持つコンピュータの普及
が急激に進んだ成立期，その後のインターネットの高速化や情報端末の小型化が進み ICT 環
境が日常的なものとなっていく展開期は，このような社会背景と情報教育のカリキュラムの
あり方との関連性に大きな違いが生じている可能性は否定できない。このように，情報教育
の史的展開の中で，成立期と展開期に着目したカリキュラム評価の必要が第一の課題となる。 
第二に，カリキュラムの開発・実践に関する研究に比して評価・国際比較に関する研究が
出遅れている点である。前述した通り，情報教育では黎明期から脈々とカリキュラムの開発・
実践に関する研究は行われてきている。しかし，情報教育の黎明期・成立期では共に，評価・
国際比較に関する研究は十分に行われておらず，展開期になってようやくその萌芽を見るこ
とができる。したがって今後は，我が国の情報教育のカリキュラムの方向性を検討する上で，
国際的な観点からの検討が第二の課題となる。 
 これら二つの課題を関連づけると，情報教育のカリキュラムを不易な視点及び，国際的な
視点から評価し，改善していくことの重要性が指摘できる。しかし，前述した通り，時代や
社会の背景を完全に排除して，厳密に不易な視点のみを取り出したカリキュラム研究を行う
ことは不可能である。この問題へのアプローチには様々な方法論が可能であり，その一つと
して，学習者の視点から見たカリキュラムの価値を把握する方法が考えられる。これは，学
習者に自らの情報教育での学習経験を振り返らせ，自己の人生における情報教育の果たした
役割を捉えさせる方法である。これによって，時代や社会の状況とその中に生きる個々の生
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徒との相対的な関係性の中で情報教育のカリキュラムの価値を把握できるのではないかと考
えられる。これはカリキュラムそのものの研究というよりは，学習者の視点から見たカリキ
ュラムのイメージを研究するというアプローチといえよう。このようなカリキュラムのイメ
ージの研究は，国による文化や社会状況の違いも相対化できる可能性があるため，今後の国
際比較研究への応用も考えられる。 
そこで本研究では，このような考え方に基づき，学習者が情報教育に対して抱く意識
や反応に基づいてカリキュラムの評価を史的・国際的な観点から進めることとした。具
体的には，第一の課題に対応しては，情報教育の史的展開に即して，成立期，展開期の
それぞれにおいて当時の情報教育に対する学習者の反応の分析を試みることとする。ま
た，第二の課題に対応しては，展開期にある我が国の情報教育の状況を，学習者の意識
や反応に基づいて国際比較する。 
 
1.5研究のアプローチと論文の構成 
1.5.1 研究のアプローチ 
以上のように第 1 章では，本研究の目的を踏まえ，1960 年代の黎明期から現在に収集した情
報教育カリキュラムと評価についての先行研究等を概観し，我が国の情報教育の成立期から展
開期にいたるカリキュラム評価の必要性を検討し，そこから 2 つの課題を抽出した。そこで本
研究では，これら 2 つの課題に対して，次のように 3 つのアプローチを試みる。 
（1）情報教育成立期におけるファジィ分析を用いたカリキュラム評価 
 まず，第一の課題である情報教育の史的展開に即したカリキュラム評価の検討である。
これは前述したように，ICT 環境の普及が進んだ成立期，ICT 環境の日常化が進んだ展
開期のそれぞれについて検討する必要がある。しかし，これらの時期の違いによって学
習者の意識を把握する手法を適切に使い分ける必要がある。成立期では，社会的に ICT
環境の急速な普及が生じたが，言い換えれば，当時の社会には ICT 環境を手に入れてい
る学習者とそうでない学習者とが混在した状況になっている。したがって，この時期の
カリキュラム評価では，ICT 経験を多く備えている学習者がいる反面，ICT に対して具
体的な経験が少なく，曖昧なイメージや意識しか持たない学習者が存在している点に展
開期との違いを見ることができる。そこで成立期のカリキュラム評価では，この時期の
学習者の存在を前提に，ファジィ分析の導入を試みる。ファジィ分析は，分析者自身が
評価値を定義可能であるため，曖昧さを持つデータの分析に適している。すなわちこの
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成立期のような異なる ICT環境が多く見られる時期の学習者個々人の曖昧さをパラメー
タとしてデータに含めた評価手法としてはで非常に適切な方法であり，従来の因子分析
等と併せることで，学習者の情意面がより明確に評価できると考えられる。このように
ファジィ分析を用いることで，個々の学習者の持つ ICT 環境の違い，イメージや経験の
違いや曖昧さを考慮したカリキュラム評価を試みる。これを研究 1 とする。 
（2）情報教育展開期におけるタキソノミーに基づくカリキュラム評価 
 これに対して，情報教育展開期は，ICT 環境の普及がかなり進んだ社会情勢を背景に
持つ。むしろこの時期は，インターネットの高速化，接続環境の充実，携帯電話やスマ
ートフォンなどの携帯型小型情報端末の普及がなされた時期である。したがって，情報
教育の学習者は，ICT に対してかなり明確なイメージや意識，具体的な経験を持つ者が
多くなる。言い換えれば，この時期のカリキュラム評価では，学習者が具体的な経験を
基礎に学んでいることを前提に，情報教育の到達目標に対してどの程度，自己の発達を
見て取れるかという観点で評価することが重要と考えられる。このような到達目標の理
論的枠組みとしては，ブルーム（B.S.Bloom）の提唱するタキソノミーの考え方が利用
できる。タキソノミーは教育目標分類学と言われ，ある教育の目標を，認知（Cognitive 
Domain）・精神運動（Psychomotor Domain -physical Skills）・情意（Affective Domain -feeling 
or emotional area）の 3 観点に分類し，構造化するものである。したがって，本研究では，
情報教育の目標をタキソノミーに基づいて分類し，その内容に対する学習者の自己評価
を得ることによって，学習者のカリキュラムに対する意識やイメージを把握することを
試みる。これを研究 2 とする。 
（3）国際比較研究による情報教育のカリキュラムと評価の検討（研究課題 3） 
 第 2 の課題である国際的視野からの情報教育カリキュラムと評価の検討については，前述し
たように，学習者の意識分析に基づく国際比較を行うことで，情報教育に対するカリキュラム
の評価を相対化して捉えることができると考えられる。とはいえ，大きな文化的，社会的背景
の異なる国間での比較においてカリキュラム評価を相対化して捉えることは難しい。その意味
では，諸外国の比較研究上必要な教員意識やカリキュラム，政府体制を勘案した上で，海外の
情報教育の状況との国際比較を行うことが重要である。そこで本研究では，文化的には共通性
があるものの，社会情勢や情報教育のカリキュラムに差異のある日本・韓国・中国の 3 か国を
取り上げ，調査・比較することとする。これを研究 3 とする。そして，研究課題 1 から 3 への
対処として得られた知見を整理し，今後の情報教育のカリキュラムの体系化に向けて，その評
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価と方向性を総合的に考察する。これらの各研究課題間の関係性を図Ⅰ-2に示す。 
 
1.5.2 論文の構成 
 図Ⅰ-2 に基づき，本研究では，次の通り各章の内容を構成する。 
 第 1 章では，本研究の目的と情報教育のカリキュラム研究の課題と展望について概観し，3
つの課題を提起した。これらの議題に即して，本研究では第 2 章以降を次のように構成する。 
 まず，研究 1 に関しては，第 2 章において情報教育成立期の学習者の ICT 環境や経験の差違
が大きく異なる時期における情意領域の評価として，当時の評価の観点である｢知識・理解｣｢関
心・意欲・態度｣に着目しながら学習内容について因子分析を試みる。その上で，因子分析に
よって抽出された各因子についてファジィ分析を試みる。第 3 章では，情報教育成立期におけ
る情報教育についての学習者の反応を 2 章と同じ分析手法により試みる。第 4 章では，同手法
によりこれまでの調査項目をより具体的に｢ワープロ・リテラシー｣と｢コンピュータ・リテラ
シー｣，これら技能面だけで無く情報全体を含めた｢情報リテラシー｣についての評価を試みる。 
 次に，研究 2 に関しては，第 5 章では，情報教育展開期における中学校及び，普通高校の教
育における学習者によるカリキュラム評価を把握するための分析を試み，第 6 章でも同じく中
学校及び，普通高校について学習者の反応を経時的に把握するための分析を試みる。第 7 章で
は，情報教育展開期における職業高校生による情報教育の評価とその経時的変容を分析し，情
報教育の方向性を試みる。 
 研究 3 に関しては，第 8 章では，日本・韓国・中国の普通中高生の情報教育の認知度と意欲
に関する国際比較を検討，第 9 章では，第 8 章の国と普通中高生に対する情報教育のカリキュ
ラム・イメージに関する国際比較を検討し，第 10 章では，職業教育について普通高校と比較
しながら，日本と韓国の工業高校生の情報教育の内容に関する国際比較を検討する。 
 さらに第 11 章では，これまで第 2 章から第 10 章までの成立期と展開期の中高生及び，普通
高校生と専門高校生について，社会の変化を踏まえながら，情報教育のカリキュラムに対する
イメージの変遷と学習者の評価について時系列的かつ総合的に検討する。 
最後に第 12 章では，上記の 2～11 章で明らかになった知見を踏まえ，今後の中学校・高等
学校における情報教育体系化の在り方とカリキュラムの方向性について考察すると共に，今
後の課題について展望する。ここで次章からは，中学校，普通高等学校，専門高校（工業高
校）の生徒のことを中高生と総称するが，必要に応じて中学生，普通高校生，専門高校生（工
業高校生・職業高校生）という言葉も使用している。 
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図Ⅰ-2 本研究の課題 
課題 1-1 
情報教育の成立期の
評価 
課題 1-2 
情報教育の展開期の
評価 
研究 1 
ファジィ分析を用
いた成立期の評価 
 
第 2，3，4章 
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学習者の意識分析
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第 8．9，10章 
総合的考察 
第 11章 情報教育のカリキュラム評価に関する総合的考察 
 
情報教育のカリキュラム評価の展望 
第 12章 結論及び今後の課題 
課題 1 
 
情報教育の史的過程に即した
カリキュラム評価 
課題 2 
 
国際的な視野に基づく情報
教育のカリキュラム評価 
第 1 章 緒論 
 我が国の初等中等教育における情報教育のカリキュラム評価研究の必要性を提起 
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第 2章 情報教育成立期における学習者の情意面の評価の試み 
 
2.1目的 
本章の目的は，第 1 の研究課題である「情報教育の史的展開に即したカリキュラム評価」へ
の対処として，情報教育成立期のカリキュラムに対する中高生の情意領域の評価を探索的に把
握することである。 
第 1 章で述べた通り，情報教育成立期には，1993 年中学校技術・家庭科技術分野の「情報基
礎」領域が設置され１３），７７），1994 年度から専門高校のカリキュラムの中に科目として工業
科に「情報技術基礎」，商業科に「情報処理」などが導入された７８）。 
そこで第 2 章では，これらのカリキュラムで学習した中高生を対象に，情意領域の評価につ
いて検討する。その際，第 1 章で述べた通り，社会の情報化の進展状況を鑑み，ICT に関する
経験や知識に対して曖昧さを持つ学習者の状況に考慮したファジィ分析７９）を用いる。具体的
には，まず，中学校技術・家庭科技術分野の「情報基礎」領域で取り上げられている学習内容
１３）に工業科の「情報技術基礎」８０)の科目内容を加味して整理し，調査票を作成した。次に，
評価項目の妥当性をクラスター分析により判断した。そして，標準的な情報教育の履修後の学
習者の情意領域の評価を検討するための因子分析を行い，そこから抽出される各因子について
ファジィ分析を行い，教師の教授行動と学習者の情意領域の評価を検討した。 
 
2.2ファジィ分析 
ここで，ファジィ分析について概説する８１），８２)。ファジィ分析には，メンバーシップ関数
とファジィ測度を用いて分析を行う。 
［メンバーシップ関数］ 
メンバーシップ関数(membership function)とは，一般的にファジィ集合（A）である全体集合
（U）の各要素に対して，0 から 1 との間の 1 つの値を，その所属度（ある集合に所属してい
る度合い）に応じて割り当てる関数で， 
μＡ：U →［0，1］・・・・・・・・式 1 
で定義されており８３），それが対象としている集合への要素の偏り（度合い）を表している。
この度合いが大きければ，その集合への偏りが大きくなるような関数を，メンバーシップ関数
と呼ぶ。本研究では，この所属度に回答内容を対応させてメンバーシップ関数を定義した。 
 ここで，一般的な集合の場合は，全体集合内の各要素に 1 または 0 のいずれかの数値を割り
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当て，それによってクリスプ（“明確な要素”の意味，普通クリスプ集合を“一般的な集合”
と呼ぶ）な集合の要素であるかないかを判別している。これに対しファジィ集合では，全体集
合の要素に割り当てる値を，ある特定の範囲内の値をとるものとして，それが対象としている
集合への要素の偏り（度合い）を表している。この度合いが大きくなる程，その集合への偏り
が大きくなるような関数を，メンバーシップ関数と呼ぶ。そこでここでは，以下のような手法
でメンバーシップ関数を定義した。 
 全体集合をＵとすると，ファジィ集合Ａは，先の式１で表される。ここで，集合は普通｛ ｝
の記号で示されるが，メンバーシップ関数の場合これをμＡで表し，ファジィ集合Ａは次のよ
うに示される８４），８５）。ここでμＡはファジイ集合Ａの各要素であり，この集合Ａは，メンバ
ーシップ関数の値との対（pair）となっている。これは， 
 A=｛（ａ1， μＡ(ａ1)），（ａ2，μＡ(ａ2)），･･･，（ａn，μＡ(ａn)）｝・・・式 2 
となるが，この式 2 は，以下の式 3 のような式でも示すことが出来る。 
A=μＡ(a１)/a１＋μＡ(a２)/a２＋･･･＋μＡ(aｎ)/aｎ  
     n＝ΣμＡ(aｉ)/aｉ（＝ΣμＡ(aｉ)/aｉ）・・・・・・・・・・・・・・・・・式 3 
       aｉU           i=1 
 これは集合Ｕの要素について全てのメンバーシップ関数を抽出することを示し，全ての要素
ａの総和で示されるという意味になる。ここでＡは，メンバーシップ関数の総和を示しており，
｢/｣や｢＋｣はそのための記述をあらわしているもので，普通の数学の演算の意味ではない。 
なお，メンバーシップ関数は，メンバーシップ度（grade of membership）ともいうが，本論文
では統一してメンバーシップ関数と称することとする。 
［ファジィ測度］８５），８６） 
ファジィ測度とは，人間の主観的判断や評価自体を問題とする場合，一般の確率の概念と枠
組み（クリスプ集合ともいう）では無理があるため，もう少し曖昧な（評価の範囲を任意に広
げる尺度）評価の範囲を広げ，人間が主観的に判断するのに便利である曖昧な尺度，すなわち
数学的な「ものさし」のことをいう８６）。先にあげたメンバーシップ関数が，式 1 で与えられ
るのに対して，ファジィ測度ではＸを各クリスプ集合（一般的に用いる集合）とすると， 
ｇ：P(X) → ［0，1］・・・・・・式 4 
で定義される。 
これは，ファジィ測度では全体集合内の各クリスプ集合(Ｘ)に対して，単位区間［0，1］内
のある特定の要素がそれらの集合に属する有効な情報の度合いを示す値を割り当てている。し
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たがって，P を 0 と 1 だけでなく，区間［0，1］内の値をとるとすれば，この“集合のような
もの”は関数，μ：X→［0，1］・・・式 5  
で特徴付けることができる。 
ここで P(X)を部分集合とすると，P(X)はχ∈X のＰに“属している”度合いを表す。この意
味においては，メンバーシップ関数値が 0 か 1 のいずれかしかとらないファジイ集合は普通の
意味の集合となる。これをファジィ集合と区別してクリスプ集合という。 
そこで，このような特徴を持つファジィ測度，すなわち「評価する側で尺度(達成度，目標値)
を設定できる」という長所を生かして，ファジィ測度を求めることができる。この求め方は，
一般には，「各調査項目の平均値を中心として線対称，かつ上方に凸な放物線を描き，その中
で被験者が取りうる値の範囲（定義域）」と定義できる。本研究で用いた調査項目に沿って説
明すると，その 20 項目のそれぞれの平均値をとり，その平均値を中心として対象な，上に凸
な放物線を描き，その中で生徒が取りうる値の範囲（定義域）を求める。具体的には，図Ⅱ-1
のように中央の 5 を左右対称として，一般にファジィ分析では，2.5～7.5 の範囲で含まれる面
積が 70％に達する場合にその範囲を定義域とすることができ，この 2.5～7.5 の山の対称点(C)
をファジィ測度として評価者側で決める。 
仮に生徒の平均点が 7.8 とするとき，この点を対象点として 70％を占めるとき，これをファ
ジィ測度として定める。このようにしてファジィ測度を定めるが，生徒の回答が良いほど右へ
放物線全体が移動する。そこで，さらに信頼性や客観性を高めるため，80％以上の定義域をフ
ァジィ測度とした。そして，このファジィ測度の範囲内で，それぞれの回答のメンバーシップ
関数値を求め，その値が 0.7 以上のものを検討した８５）。これは，学習の理解度（到達度）や
満足度が，各調査項目の評価を，10 段階中 7 以上であれば妥当であると判断できる。すなわち
ファジィ測度では 70％を標準的なラインとして各項目に適用することにより，ICT への強い興
味や PC 操作の技能習得といった生徒の意欲や興味・関心という情意面が深く関わる学習につ
いて検討するものである。  
以上，メンバーシップ関数とファジィ測度について概観したが，このように，人間の感情や
態度，興味・関心といった曖昧さの関与する因子を集合として扱い，数値化，分析できるとい
う特徴を備えている８１）～８５）。これらは当時，ファジィ学会等でも工学分野を中心として分析
されているが７９），８６），教育分野でも可能な分析手法と考えた。つまり，情報教育の成立期
のような異なる ICT環境が多く見られる時期の個人の曖昧さをパラメータとしてデータ
に含めて評価手法としてはで非常に適切な方法であり，従来の因子分析等と併せること
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でより学習者の情意面が評価できると考えられる。 
本研究は学習者による評価であり，情報教育成立期における中学校及び，高等学校の生徒の
興味・関心・技能について評価している。そこで生徒個々の ICT 環境の相違を踏まえた情意の
評価が可能であるという特性を生かして，従来行ってきた因子分析を踏まえた上で８７）～９３），
ファジィ分析による情報教育の分析を試みた。 
2.5 7.5
1.00 メンバーシップ関数値
値
0.75
70%0.50
域 0.25
ファジィ測度
0.00
1 2 3 4 ５ 6 7 8 9 10
定 義 域
Ｕ →［0,1］
図Ⅱ-1．ファジィ測度 
2.3方法 
2.3.1 調査対象 
調査対象は埼玉県と東京都内の中学生 3 年 114 名（男子 60 名，女子 54 名）及び，専門高校
である工業高校生 1 学年 130 名（男子 70 名，女子 60 名）で，1995 年履修後に実施した。 
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2.3.2 履修した情報教育の内容 
調査対象者である学習者の情報教育の内容について，まず中学校では 1993 年に技術・家庭
科技術分野の選択領域である「情報基礎」が完全実施されている。学習指導要領上の内容は，
「問題を解決するために必要な情報を自分の力で入手・判断・選択し，整理・加工し，自己の
問題解決に役立てる情報を処理し表現ができる基礎的な能力を養う」ために，コンピュータを，
手段あるいは思考のツールとして，ソフトウェア活用やハードウェアの仕組み，あるいはプロ
グラミングや制御といった具体的な学習内容がある，としている。 
この様な学習指導要領上の内容を理解しつつ，本調査対象者は，「情報基礎」学習としてコ
ンピュータの仕組み，プログラミング（BASIC），ソフトウェアの活用（ワープロ・表計算・
図形処理ソフトなど）を履修していた。高等学校では，中学校での情報教育の基礎の上に指導
されるとあるが，ここでは「情報技術基礎」学習である産業社会と情報技術，コンピュータ基
本操作とソフトウェア活用（ワープロ，表計算），情報科学の内容である情報理論，論理回路，
ハードウェア，ソフトウェア，プログラミング（BASIC）を履修していた。中高生いずれも，
座学であるハードウェアや情報科学の内容と実習としてコンピュータ活用やプログラミング
の内容を適宜融合させながらの学習を経験していた。 
 
2.3.3 履修後の調査 
履修後の調査は，筆者らが技術教育における教授行動を分析する際に用いた評価票８７）～９３）
の内容を情報教育のものに変更して使用した。このときの評価票の質問項目は，当時の「情報
基礎」の学習内容であるコンピュータの仕組み，プログラミング（BASIC），ソフトウェアの
活用について学習指導要領に定められた学習内容の範囲の項目を選定した。こうして設定した
評価項目が，それぞれ学習者自身の評価（これを S 評価票とする），学習者による教師の専門
的学習に関する評価（これを T１評価票とする），学習者による教師の授業全般に関する評価（こ
れを T２評価票とする）の各評価票である。S 評価票を図Ⅱ-2，T１評価票を図Ⅱ-3，T２評価票を
図Ⅱ-4 に示す。いずれの評価票も主因子法による因子分析を行い，ノーマルバリマックス法に
より因子軸を回転させ，因子負荷量 0.500 以上を基準として因子の抽出を行った９４）。 
続いて，生徒の情意面の評価を分析するため，図Ⅱ-5 に示す 20 項目を用いた調査を実施し，
因子分析及び，ファジィ分析を行った。この 20 項目は，学習指導要領より「興味・関心・意
欲」に該当する項目を抽出し，中学生 3 年生計 114 名を対象とした予備調査を実施し，クラス
ター分析により項目の内容及び，その項目数の妥当性を確認したものである。 
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３．情報基礎の学習【 年 月 日】
中学校 学年 科 番 男・女 氏名
技術科｢情報基礎｣の内容についての学習であなたはどのようにしましたしたか。
次の1～10の項目のについて、自分がどこにあてはまるか、一番近い所１つ○印を付けなさい。
（授業をよくするための調査ですから、成績には関係ありません。感じたままを記入して下さい。）
（記入例）
５ ４ ３ ２ １
悪い例 ○
５ ４ ３ ２ １
良い例 ○
よあ だあ どい ああ まあ
くて いて ちえ まて って
は たは らな りは たは
ま いま とい ま くま
る る も ら ら
な な
５ ４ ３ ２ １
１．情報基礎の教科書は適時参考にした。・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
２．レポートは必ず提出した。・・・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
３．コンピュータの作動，終了は正しく行った。・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
４．コンピュータ動作中は正しく操作した。・・・・・・・・・
（入力・出力・演算・記憶・制御）
５ ４ ３ ２ １
５．２進数と１０進数の変換方法を十分練習した。・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
６．フローチャートを実習中は考慮にいれた。・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
７．ＢＡＳＩＣプログラミングを納得いくまで行った。・・・・
５ ４ ３ ２ １
８．日本語入力等のソフト操作を十分行った。・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
９．数値やデータの取扱を十分行った。・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
10．実習中は真面目に参加した。・・・・・・・・・・・・・・
図Ⅱ-2 S評価票 
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４．情報基礎の学習【 年 月 日】
高等学校 学年 科 番 男・女 氏名
技術科｢情報基礎｣の内容について、あなたの先生の様子はどうでしたか。
次の1～10の項目について、自分がどこに当てはまるか、一番近いところ1つに○印を付けなさい。
この調査は、先生についてです。成績には関係ありません。感じたままを記入して下さい。）
（記入例）
５ ４ ３ ２ １
悪い例 ○
５ ４ ３ ２ １
良い例 ○
よあ だあ どい ああ まあ
くて いて ちえ まて って
は たは らな りは たは
ま いま とい ま くま
る る も ら ら
５ ４ ３ ２ １
１．情報のテキストは常に参照させた。・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
２．レポートは必ず提出するよう指導した。・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
３．コンピュータの作動，終了は常に注意している。・・・・・
５ ４ ３ ２ １
４．コンピュータは正しく操作できるよう指導した。・・・・・
（入力・出力・演算・記憶・制御装置の働きを指導）
５ ４ ３ ２ １
５．２進数と１０進数の変換方法を十分練習させた。・・・・・
５ ４ ３ ２ １
６．フローチャートを実習中はわかりやすく説明した。・・・・
５ ４ ３ ２ １
７．ＢＡＳＩＣプログラミング中は疑問点を随時解決した。・・
５ ４ ３ ２ １
８．日本語入力等のソフト操作は，その操作法を・・・・・・・
わかりやすく指導した。
５ ４ ３ ２ １
９．数値やデータの取扱いの注意点を指導した。・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
10．実習中は真面目に参加するよう指導した。・・・・・・・・
 図Ⅱ-3 T１評価票 
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５．情報基礎学習の全般について，あなたの感じの一番近い所に○をつけなさい。
「 」中学校「 」学年「 」科「 」番氏名（ ）
よあ だあ どい あは 全は
くて いて ちえ まま くま
は たは らな りら あら
ま いま とい あな てな
る る も てい い
５ ４ ３ ２ １
１．授業中、我々の様子を見て助言・注意をした。・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
２．良い点を評価し、さらに助言を行なった。・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
３．全員を平等に扱った。・・・・・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
４．授業の終了時には後片づけの指導をした。・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
５．実習中各自の作業に留意した。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
６．次回の実習用具を忘れないよう指導した。・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
７．質問にはわかりやすく答え、説明した。・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
８．我々の考えや気持ちを大切にし、これを伸ばす・・・・・・
ようにしていた。
５ ４ ３ ２ １
９．我々の意見を充分聞いて授業を行なった。・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
10．先生自身の考えを押しつけない。・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
11．我々全体への注意、個人への注意を行ない、・・・・・・・
実習の安全面に留意していた。
５ ４ ３ ２ １
12．重要点は、はっきり板書した。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
13．班または全体で協力するよう言った。・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
14．目標を明確に示した。・・・・・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
15．明るい感じで授業していた。・・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
16．授業の雰囲気を明るくするよう努めた。・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
17．板書、説明の内容はわかりやすかった。・・・・・・・・・
図Ⅱ-4 T２評価票 
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【次の質問について，あなたの感じる一番近いところに○をつけて下さい】
※ 数字の上につけなくてもかまいません。
10 8 6 4 2 0
（１）フロッピーディスクの初期化を十分できる・・・・
（２）ファイルの複写が確実にできる・・・・・・・・・
（３）ファイルの名前を自由に変更できる・・・・・・・
（４）ディレクトリを確実に作ることができる・・・・・
（５）フロッピーのファイル入出力が正確にできる・・・
（６）プリンターへの出力操作が自由にできる・・・・・
（７）ソフトウェアの処理の仕組みがよくわかる・・・・
（８）ソフトウェアのマニュアルを読んで理解できる・・
（９）マニュアルを使いこなせる・・・・・・・・・・・
（10）プログラムを作るのは難しそうだ・・・・・・・・
（11）人間はあまりにコンピュータに頼りすぎる・・・・
（12）プログラムは何か興味をひかれる・・・・・・・・
（13）プログラムはおもしろいと思う・・・・・・・・・
（14）ソフトは思考の訓練に有効である・・・・・・・・
（15）プログラムを学ぶのは良い・・・・・・・・・・・
（16）プログラムは専門家がすべきである・・・・・・・
（17）プログラムは国語や数学同様大切である・・・・・
（18）プログラムはソフト同様大切である・・・・・・・
（19）プログラムはコンピュータの基礎である・・・・・
（20）プログラムは他のソフトの基礎である・・・・・・
図Ⅱ-5 実践後の理解度調査項目（ファジィ分析･因子分析評価項目） 
 
本調査では，同一の調査項目に対してファジィ分析のために 10 段階による回答，因子分析
のための 5 段階による回答の 2 度回答させた。10 段階による回答では，十分に理解した（最大
値 10）から全く理解できない（最小値 0）までを 1 段階ずつ区切り，その間の任意の数値につ
いて各生徒が，妥当と思う場所に○印をつける方法とした。5 段階による回答では，「とても」，
「だいだい」，「どちらともいえない」，「あまり」，「まったく」とした。 
分析では，まず 5 段階による回答に対する因子分析により，生徒の情意の構造を把握する。
その後，10 段階による回答に対するファジィ分析を用いて各因子を構成する各項目のメンバー
シップ関数を求め，項目間で比較した。 
 
2.4結果及び考察 
2.4.1情報教育に対する学習者による評価 
情報教育に対する学習者の評価について，ファジィ分析と因子分析の結果とその関係を考察
した。方法は，S 評価票，T１及び，T２評価票による分析と，調査項目についてクラスター分析・
因子分析を行い，その上でファジィ分析を行い，情報教育での情意面の評価を考察した。 
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(1)学習者自身の情報教育に関する評価 
中学生と工業高校生を合わせた全体のデータを用い，学習者自身の情報教育に対する評価（S
評価票；図Ⅱ-2）に対する因子分析を行い，バリマックス回転後，共通因子として三つの因子
を抽出した。因子寄与率は，61.5％であり，因子の解釈は，0.500 以上のものを高い因子負荷量
とした。結果を表Ⅱ-1 に示す。 
第 1 因子で高い負荷量を示す項目は，4，7，8 番の 3 項目であり，これは「技能熟練」を示
している。第 2 因子で高い負荷量を示す項目は，2，3 番の 2 項目であり，これは「技能の確認」
を示している。続く第 3 因子で高い負荷量を示す項目は，5，6，9，10 番の 4 項目であり、こ
れは「学習の心構え」を示している。このように学習者自身が捉える情報教育に対する評価に
は，当時の技能を主とする学習内容に呼応するような因子，すなわち「技能熟練」，「技能の
確認」，「学習の心構え」の 3 因子で構成され，当時の学習指導要領に定められたプログラミ
ング（BASIC），ソフトウェアの活用についての学習内容の中の特に技能に傾斜していること
が示唆された。 
表Ⅱ-1 S評価の因子分析 
ノーマル・バリマックス法 Ｖ＝39.834
Ａ（１） Ａ（２） Ａ（３） 共通性
１ ０．２８９ ０．２６４ ０．２２２ ０．１１１
２ ０．１０７ *０．５３６ ０．１２８ ０．５９１
３ ０．２８５ *０．６７０ ０．３６４ ０．４９６
４ *０．５２９ ０．４１０ ０．２７６ ０．４９３
５ ０．１６２ ０．１６３ *０．６４０ ０．５６１
６ ０．２７６ ０．１３３ *０．６４２ ０．７２７
７ *０．７３１ ０．２３６ ０．３４６ ０．４５８
８ *０．９９９ ０．２３４ ０．２７６ ０．７４９
９ ０．４５８ ０．１８５ *０．８０３ ０．９９７
１０ ０．２１６ ０．３１９ *０．６７０ ０．６４６
 
(2)教師の教科内容に関する専門的な教授行動に対する評価 
次に，教師の教科内容に関する専門的な教授行動に対する評価（T１評価票；図Ⅱ-3）に対す
る因子分析の結果，バリマックス回転後，共通因子として三つの因子が抽出された。ここでの
因子寄与率は，72.4％であり，因子の解釈は，0.500 以上のものを高い因子負荷量とした。結果
を表Ⅱ-2 に示す。それぞれの評価項目について，第１因子で高い負荷量を示す項目は，5，6，
7，8，9 番の 5 項目であり，これは「理論と実習の確認指導」を示している。第 2 因子で高い
負荷量を示す項目は，1，2 番の 2 項目であり，これは「学習の心構え」を示している。続く第
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3 因子で高い負荷量を示す項目は，3，4，10 番の３項目であり，これは「技能向上指導」を示
している。このように教師の教科内容に関する指導に対して学習者は，当時の情報教育の学習
内容を示すような因子，すなわち「理論と実習の確認指導」，「学習の心構え」，「技能向上
指導」の 3 因子を捉えていたことが示唆された。 
 
表Ⅱ-2 T１評価の因子分析 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝63.682
Ａ（１） Ａ（２） Ａ（３） 共通性
１ ０．４２３ *０．５７６ ０．３０２ ０．６４１
２ ０．２１６ *０．９５７ ０．３０１ ０．５２０
３ ０．１３９ ０．３９６ *０．７７９ ０．５８７
４ ０．２７２ ０．０３１ *０．５４１ ０．７３４
５ *０．５８９ ０．１２８ ０．２４４ ０．５５１
６ *０．５４５ ０．１９７ ０．０５５ ０．６５８
７ *０．６２２ ０．０９０ ０．１５３ ０．５１２
８ *０．７６４ ０．１２９ ０．３９７ ０．６５７
９ *０．６２１ ０．０６１ ０．４１２ ０．５５９
１０ ０．２１０ ０．２２８ *０．７３２ ０．５６４
 
(3)教師の一般教授学的な指導及び授業運営に対する評価 
同様にして教師の一般教授学的な指導及び，授業運営に対する評価（T２評価票；図Ⅱ-4 に対
する因子分析を行った。その結果，共通因子として，三つの因子が抽出された。因子寄与率は
84.5％であり，因子の解釈は，0.500 以上のものを高い因子負荷量とした。結果を表Ⅱ-3 示す。 
 
表Ⅱ-3 T２評価の因子分析 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝71.254
Ａ（１） Ａ（２） Ａ（３） 共通性
１ *０．５１７ ０．１２０ ０．２１３ ０．３２４
２ ０．２４６ *０．６２４ ０．４６５ ０．７４５
３ *０．５６０ ０．２１９ ０．２６４ ０．６３４
４ ０．１８２ *０．８８６ ０．１２８ ０．６２４
５ *０．６９４ ０．１４５ ０．００３ ０．７２３
６ ０．２９５ ０．２３４ ０．３３４ ０．４１７
７ ０．１５２ ０．４４５ ０．２７８ ０．６５７
８ ０．３２３ *０．６７２ ０．４４３ ０．６８４
９ *０．５６１ ０．２１８ ０．１６５ ０．４８７
１０ *０．７３５ ０．２４９ ０．４３６ ０．５７９
１１ *０．６４９ ０．２９３ ０．３９９ ０．３４５
１２ ０．０３３ *０．７４５ ０．２１８ ０．６７３
１３ ０．３１２ ０．２６３ ０．３７６ ０．７３８
１４ ０．２２８ ０．２２４ *０．６２３ ０．５９３
１５ ０．３７５ ０．３１２ *０．７３２ ０．３１９
１６ ０．４８０ ０．１８３ *０．５８２ ０．８９３
１７ ０．３７６ ０．６１９ *０．５２６ ０．７３７
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第 1 因子で高い負荷量を示す項目は，1，3，5，9～11 番の 6 項目であり，これは「学習への意
欲的取り組みの指導」を示している。第 2 因子で高い負荷量を示す項目は，2，4，8，12 番の
4 項目であり，これは「信頼関係の育成」を示している。続く第 3 因子で高い負荷量を示す項
目は，14～17 番の 4 項目であり，これは「生徒の能力を加味した実習指導」を示している。な
お，回答者として，コンピュータの演習が初めての者も多数（80％）いるため，機器に関する
興味・関心が最も高い因子になった。 
このように教師の一般教授学的な指導や授業運営に対する学習者の捉えは，「学習への意欲
的取り組みの指導」，「信頼関係の育成」，「生徒の能力を加味した実習指導」の 3 因子で構
成されていることが示唆された。 
 
2.4.2 情報教育履修後の学習者の情意面の評価 
20 項目について調査を行った。調査項目の分析は，まずクラスター分析により技能面，知識・
理解面，情意面のそれぞれの評価項目の妥当性を調べた後，因子分析とファジィ分析の両方を
実施した。この目的は，学習者の学習の到達度を調べると共に，教師の指導と生徒の学習向上
の関わりの両面から情意面を検討することである。 
[クラスター分析] 
分析結果を図Ⅱ-6 に示す。図の縦軸は距離を，横軸は共通性（評価項目相互の関連）を示す。 
図Ⅱ-6 に示すように距離 50 以上に設定すると，大きく三つのクラスターに分けることがで
きた。これにより，技能面（項目 1～6），知識・理解面（7～9），そして情意面（10～20）に
評価項目が分かれており，評価項目の妥当性が裏付けられた。 
[因子分析による評価] 
ファジィ分析に用いた評価項目（20 項目）について因子分析を行い，バリマックス回転後，
共通因子として三つの因子が抽出された。なお，因子の解釈は，0.500 以上のものを高い因子
負荷量とした９５）。結果については，中学生を表Ⅱ-4 に，高校生を表Ⅱ-5 に示す。 
まず中学生は，表Ⅱ-4 に示すように，第１因子は，因子寄与率は 65.2％であり，因子負荷量
の高い因子は，項目 1～4，7～10，22，23 である。これより「技能に関する知識・理解」の因
子が高いことを示している。次に第 2 因子は，因子寄与率は 32.2％であり，因子負荷量の高い
因子は，17，18，20 の 3 項目である。これより授業に対する「態度」の因子が高いことを示し
ている。第 3 因子は，因子寄与率は 23.4％であり，因子負荷量の高い因子は，12，13，20 の 3
項目である。これよりコンピュータを主とする情報メディアに対する「興味・関心・意欲」の
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因子が高いことを示している。 
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図Ⅱ-6 理解度調査項目に対するクラスター分析（最長距離法） 
 
表Ⅱ-4 中学生の因子分析結果 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝１７０．６５
Ａ（１） Ａ（２） Ａ（３） 共通性
１ *０．６８０ ０．１３２ ０．１０６ ０．４９１
２ *０．７１７ ０．０８１ ０．１２１ ０．５３５
３ *０．６２１ ０．１４１ ０．２０８ ０．４４８
４ *０．６３２ ０．００３ ０．１８３ ０．４３３
５ ０．４５２ ０．３４２ ０．００８ ０．３２１
６ ０．４６９ ０．３３９ ０．２０７ ０．３７８
７ *０．６６８ ０．０２０ ０．０７３ ０．４５１
８ *０．６８３ ０．０２７ ０．３１４ ０．５６６
９ *０．６３６ ０．０２７ ０．３６１ ０．５３５
１０ ０．６１１ ０．１５４ ０．１８５ ０．４３２
１１ ０．２６３ ０．２９１ ０．４６１ ０．３６６
１２ ０．２９３ ０．０５９ *０．７５４ ０．６５８
１３ ０．２７６ ０．０６０ *０．８０２ ０．７２３
１４ ０．２５０ ０．３２１ ０．１１２ ０．１７８
１５ ０．４５３ ０．２３１ ０．４０３ ０．４２０
１６ ０．２６７ ０．１００ ０．０２３ ０．０８２
１７ ０．１３８ *０．７０１ ０．２２５ ０．５６０
１８ ０．１４５ *０．９５９ ０．２４６ ０．９９９
１９ ０．２１７ *０．４３４ ０．３１２ ０．３３２
２０ ０．００５ *０．８３５ ０．１４６ ０．７１８
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 次に工業高校生は，表Ⅱ-5 に示すように，第 1 因子は，因子寄与率は 26.7％であり，因子負
荷量の高い因子は，項目 1～7 の 7 項目である。これより「技能」の因子が高いことを示して
いる。次に第 2 因子は，因子寄与率は 21.2％であり，因子負荷量の高い因子は，8，13，16，
17，19 の 5 項目である。これより授業に対する「態度」の因子が高いことを示している。第 3
因子は，因子寄与率は 15.2％であり，因子負荷量の高い因子は，11，12，14，15 の 4 項目であ
る。これよりコンピュータソフトに対する「興味・関心・意欲」の因子が高いことを示してい
る。 
[ファジィ分析による評価] 
得られた各因子を構成する各項目に対し，情意面という曖昧さの関与する評価項目を集合と
して扱い，それを数値化して分析することを試みた。まず，10 段階による回答に対して「ファ
ジィ測度」を与えた。ファジィ測度による定義域は，メンバーシップ関数で大きい値と言われ
る 0.7 以上を目安とした８２）～８５）。 
 
表Ⅱ-5 高校生の因子分析結果 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝５０．４５
Ａ（１） Ａ（２） Ａ（３） 共通性
１ *０．７２６ ０．０６９ ０．１５８ ０．５５７
２ *０．６４５ ０．１８３ ０．３０１ ０．５４１
３ *０．７６９ ０．１３０ ０．２０４ ０．６５０
４ ０．４７１ ０．３５３ ０．１０２ ０．３５７
５ *０．７４５ ０．１４９ ０．０５５ ０．５８１
６ *０．７８９ ０．０３０ ０．１３５ ０．６４０
７ *０．５２５ ０．３４９ ０．０６９ ０．４０２
８ ０．１７６ *０．５６１ ０．０８３ ０．５６９
９ ０．４３７ ０．２５４ ０．０９２ ０．４９２
１０ ０．０８８ ０．３８４ ０．００１ ０．１５５
１１ ０．０２６ ０．４６１ *０．５２４ ０．３１６
１２ ０．２３０ ０．２５４ *０．５２１ ０．２０４
１３ ０．２６１ *０．５１７ ０．０８６ ０．３４２
１４ ０．０１１ ０．０９３ *０．６０６ ０．３７６
１５ ０．０４５ ０．１３７ *０．６０７ ０．３８９
１６ ０．０１８ *０．５５０ ０．１６９ ０．２３２
１７ ０．１３７ *０．５２８ ０．２６８ ０．１０７
１８ ０．０５０ ０．４２８ ０．２８４ ０．２６６
１９ ０．２４７ *０．５１３ ０．１０９ ０．３３６
２０ ０．１３０ ０．２６３ ０．３４８ ０．２０７
 
まず中学生では，生徒の全評価項目の平均値が 5.00 であるので，平均値 5.00 を中央値にし
たメンバーシップ関数を設定した。評価項目の平均値が入る範囲を考慮して，3.0 を 0，7.0 を
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1 の定義域を持つメンバーシップ関数と定めると，平均値 5.00 はメンバーシップ関数値が 0.50
となる。したがって，低い平均値を示している評価項目の 4（平均値 4.07），7（平均値 4.00），
9（平均値 4.14），10（平均値 3.88）の各メンバーシップ関数は，それぞれ 0.25，0.25，0.26，
0.24 となった。これらの項目はいずれも情報教育の内容のうち，プログラミングや情報管理，
ハード関係の内容に関し，理解不足であることを示すものと考えられる。なお，メンバーシッ
プ関数値が 0.70 以上の項目は 13，16，18，20 の 4 項目のみであった。これらを先に分析した
結果の因子の値と比較する。 
まず，第 1 因子｢技能に関する知識・理解」は評価項目 1～4，7～10 の 8 項目であり，これ
らのメンバーシップ関数の平均値は 0.32 であった。次に，第 2 因子「態度」は評価項目 17，
18，20 の 3 項目であり，これらのメンバーシップ関数の平均値は 0.73 であった。そして，第 3
因子「興味・関心・意欲」は評価項目 12，13 であり，これらのメンバーシップ関数の平均値
は 0.77 という結果であった。これらより，｢興味・関心・意欲｣のメンバーシップ関数の値が最
も高くなっていることがわかった。 
次に工業高校生では平均値が，6.72 であるので，6.00 を中央値としてメンバーシップ関数を
設定した。すなわち，5.0 を 0，9.0 を 1.00 の定義域を持つメンバーシップ関数と定めると，平
均値 6.72 はメンバーシップ関数値が 0.50 となる。評価項目の 1，3，4，5，7 では，メンバー
シップ関数が，それぞれ 0.25，0.21，0.17，0.18，0.20 となり，いずれも情報教育の内容のコン
ピュータ・リテラシーやハード関係の内容に関し，理解不足であることを示している。これら
を先に分析した結果の因子の値と比較すると，第 1 因子｢技能に関する知識・理解」は評価項
目 1～7 の 7 項目であり，これらのメンバーシップ関数の平均値は 0.24 であった。第 2 因子「態
度」は評価項目 8，13，16，17，19 の 5 項目のメンバーシップ関数の平均値は 0.56，第 3 因子
「興味・関心・意欲」の 11，12，14，15 の 4 項目のメンバーシップ関数の平均値は 0.59 とな
った。 
以上の結果より，学習者の情意面の評価では，「関心・意欲・態度」因子においてメンバー
シップ関数が相対的に高い値を示したことから，情報教育に対する情意面の認識が高いことが
明らかとなった。 
 
2.4.3考察 
本章では，成立期の情報教育について，ICT 環境の異なる中高生に対して，因子分析による
評価と同時に，ファジィ分析による情意面の評価を行った。その結果，当時の情報教育に対す
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る学習者のイメージが，「技能の熟練」「技能の確認」「学習の心構え」であったことが示唆
された。そして，教師の教授行動に対する学習者のイメージでは，教科内容に関する指導へは
「理論と実習の確認指導」，「学習の心構え」，「技能向上指導」という捉え方，一般的な教
授行動や授業運営については「学習への意欲的取り組ませ」，「信頼関係」，「生徒に合う実
習指導」という捉え方を有していたことが示唆された。 
一方，因子分析とファジィ分析を併用した情意面の評価では，「興味・関心・意欲」因子に
該当する項目のメンバーシップ関数が相対的に高かったものの，コンピュータ・リテラシーや
ハードウェア関係，プログラミングなどに関する項目においてメンバーシップ関数が低い値を
示した。このことから，成立期の情報教育において学習者は，当時の学習指導要領に定められ
たプログラミング（BASIC），ソフトウェアの活用についての学習内容の中の，特に操作技能
の習得へ傾斜すると共に，「情報の科学的な理解」に関する内容に対しては学習の困難感を形
成していたことが示唆された。このことは，当時の情報教育の学習内容に示されているコンピ
ュータ操作の技能やアプリケーションソフト活用を主な目標とすることと，情報教育の目標と
独立してあるべきはずの｢コンピュータ・リテラシー｣が，その主な学習内容であることを示し
ている。 
 
2.5まとめ 
 本章では，第 1 の研究課題への対処として，情報教育成立期のカリキュラムに対する中高生
の情意領域の評価を探索的に把握した。その際，社会の情報化の進展状況を鑑み，ICT に関す
る経験や知識に対して曖昧さを持ち学習者の状況に考慮したファジィ分析の適用を試みた。 
その結果，当時の情報教育に対する学習者のイメージが「技能の熟練」「技能の確認」「学
習の心構え」であり，操作技能の習得に意識が傾斜すると共に，「情報の科学的な理解」に関
する内容に対しては学習の困難感を形成していたことが示唆された。これは当時の情報教育を
担当する教師の指導内容，指導方法に強く影響されていたものと推察される。 
続く第 3 章では，本章で得られた結果を基礎に，S，T1，T2 評価票での調査と共に，情報教
育履修前のレディネスと履修によるその変容に着目して検討を進めることとする。 
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第 3 章 情報教育成立期における学習者のレディネスと履修によるイメージの変容 
 
3.1 目的 
第 2 章では，成立期の情報教育について，ICT 環境の異なる中高生に対して，因子分析
による評価と同時に，ファジィ分析による情意面の評価を行った。その結果，当時の学習
者の意識が，操作技能の習得へ傾斜すると共に，「情報の科学的な理解」に関する内容に
対しては学習の困難感を形成していたことを示した。本章では，第 2 章での検討に引き続
き，情報教育成立期における中高生の情意領域の評価を，特にレディネスとの関連性に着
目して検討することを目的とした。 
具体的には，まず情報教育の履修前にレディネス調査を作成した。レディネス調査の内
容は，履修前の学習者の情報教育に対するイメージを調査するものとする。履修後は，第
2 章と同様の S（学習者自身の情報教育に対する評価），T1（教師の教科内容に関する専門
的な教授行動に関する評価），T2（教師の一般教授学的な指導及び，授業運営に対する評
価）評価票を用いて情報教育に対する学習者の評価を行った。これらの評価と共に，20 項
目からなる理解度調査票をプログラミングの学習要素を付加して 23 項目に改変し，情報教
育の履修前後での変容に着目して分析した。ここでプログラミングの要素を追加したのは，
第 2 章において中高生が情報の科学的な理解に関する内容に対しては学習の困難感を有し
ていたことを考慮し，この点についてのより詳細な検討を図るためである。 
 
3.2 方法 
3.2.1 調査対象 
調査対象は中学校では京都市内の 3 年生 120 名（男子 65 名，女子 55 名），高校では埼
玉県内の工業高校生１学年 80 名（男子 45 名，女子 35 名）である。調査期間は，1996 年
度の履修の前後である。 
 
3.2.2 レディネス調査 
レディネス調査は，履修前の学習者の情報教育に対するイメージを調査するものである。
調査内容は，複数のアプリケーションソフト（ワープロ，表計算等）の操作に対する興味
・関心を問う 7 項目，PCやプログラミングに対する意識を問う 20 項目の計 27項目である。
分析は，単純集計と同時に情報教育のイメージについて因子分析を行った。 
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なお，調査は，5 段階の評定尺度法により分析した。これを図Ⅲ-1 に示す。 
１．情報教育の学習を始めるにあたり，あなたの感じの一番近い所に○をつけなさい。
「 」学校「 」学年「 」科「 」番氏名（ ）
よあ だあ どい あは 全は
くて いて ちえ まま くま
は たは らな りら あら
ま いま とい あな てな
る る も てい い
５ ４ ３ ２ １
１．ワープロの学習には興味がある。・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
２．表計算の学習には興味がある。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
３．ＣＡＤの学習には興味がある・・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
４．画像処理の学習には興味がある。・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
５．図形処理の学習には興味がある。・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
６．プログラミングの学習には興味がある。・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
７．データベースの学習には興味がある。・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
８．コンピュータは人間の代理ができる・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
９．コンピュータは書く力を少なくする。・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
10．コンピュータは難しそうだ。・・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
11．コンピュータはうまく使えそうだ。・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
12．コンピュータを使用するのは怖い。・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
13．人間がコンピュータに使われている。・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
14．プログラムの作成は難しそうだ。・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
15．プログラムは専門家が作製すべきだ。・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
16．コンピュータは将来必ず役立つ。・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
17．プログラミングは面白そうだ。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
18．プログラミングは将来役立ちそうだ。・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
19．プログラミングは満足できそうだ。・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
20．プログラミングは興味深そうだ。・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
21．プログラミングは簡単そうだ。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
22．プログラミングは単純そうだ。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
23．プログラミングは明解そうだ。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
24．プログラミングは優しそうだ。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
25．プログラミングは親しみやすそうだ。・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
26．プログラミングは明るそうだ。・・・・・・・・・・・・・
５ ４ ３ ２ １
27．プログラミングは楽しそうだ。・・・・・・・・・・・・・
図Ⅲ-1 情報教育のレディネス調査項目 
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3.2.3 履修した情報教育の内容 
調査対象者である学習者の情報教育の内容について，まず中学校では 1993 年に技術・
家庭科技術分野の選択領域である「情報基礎」が完全実施されている。学習指導要領上の
内容は，「問題を解決するために必要な情報を自分の力で入手・判断・選択し，整理・加
工し，自己の問題解決に役立てる情報を処理し表現ができる基礎的な能力を養う」ために，
コンピュータを，手段あるいは思考のツールとして，ソフトウェア活用やハードウェアの
仕組み，あるいはプログラミングや制御といった具体的な学習内容がある，としている。 
この様な学習指導要領上の内容を理解しつつ，本調査対象者は，「情報基礎」学習とし
てコンピュータの仕組み，プログラミング（BASIC），ソフトウェアの活用（ワープロ・
表計算・図形処理ソフトなど）を履修した。高等学校では，中学校での情報教育の基礎の
上に指導されるとあるが，ここでは「情報技術基礎」学習である産業社会と情報技術，コ
ンピュータ基本操作とソフトウェア活用（ワープロ，表計算），情報科学の内容である情
報理論，論理回路，ハードウェア，ソフトウェア，プログラミング（BASIC）を行った。
中高生いずれも，座学であるハードウェアや情報科学の内容と実習としてコンピュータ活
用やプログラミングの内容を適宜融合させながら実践を行った。 
 
3.2.4 履修後の調査 
履修後の調査は，第 2 章と同様に対象となる学習者に，学習者自身の評価（S 評価票），
学習者による教師の教科内容に関する専門的な教授行動に対する評価（T１評価票），教師
の一般教授学的な指導及び，授業運営に対する評価（T２評価票）
８７）～９３）のそれぞれの
評価票により行った。そして，これらの回答を主因子法による因子分析を行い，ノーマル
バリマックス法により因子軸を回転させ，因子負荷量 0.500 以上を基準として因子を抽出
し分析した９４）。この結果と，ファジィ分析による評価を比較検討した。 
次に，第 2 章と同様の手法によるファジィ分析を行った。図Ⅱ-5 に示すように，第 2 章
の調査は 1995 年実施で 20 項目であったが，本章は図Ⅲ-2 に示すように 1 年後の 1996 年
実施で 23 項目による調査を行った。ここで項目を追加したのは，評価票は第 2 章において
中高生が情報の科学的な理解に関する内容に対しては学習の困難感を有していたことを考
慮し，この点についてより詳細な検討を図るため，新たにプログラミング関係を 3 問追加
した。追加した質問項目は，中高生のレディネス調査に際して行ったプログラミングの知
識や情意面をより具体的に確認するためのもので，｢簡単なプログラムは作成できる｣｢プロ
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グラムのような難しいことは適さない｣｢私にも勉強すればプログラミングができるだろ
う｣の 3 問である。 
 
【次の質問について，あなたの感じる一番近いところに○をつけて下さい】
※ 数字の上につけなくてもかまいません。
10 8 6 4 2 0
（１）フロッピーディスクの初期化を十分できる・・・・・
（２）ファイルの複写が確実にできる・・・・・・・・・・
（３）ファイルの名前を自由に変更できる・・・・・・・・
（４）ディレクトリを確実に作ることができる・・・・・・
（５）フロッピーのファイル入出力が正確にできる・・・・
（６）プリンターへの出力操作が自由にできる・・・・・・
（７）ソフトウェアの処理の仕組みがよくわかる・・・・・
（８）ソフトウェアのマニュアルを読んで理解できる・・・
（９）マニュアルを使いこなせる・・・・・・・・・・・・
（10）簡単なプログラム作成はできる・・・・・・・・・・
（11）人間はコンピュータに頼っている・・・・・・・・・
（12）情報処理に興味をひかれる・・・・・・・・・・・・
（13）情報理論はおもしろいと思う・・・・・・・・・・・
（14）ソフトは思考の訓練に有効である・・・・・・・・・
（15）情報科学を学ぶのは役に立つ・・・・・・・・・・・
（16）プログラムは専門家の仕事と考える・・・・・・・・
（17）情報科学は他教科同様大切である・・・・・・・・・
（18）プログラムはソフト操作処理同様大切である・・・・
（19）情報理論はコンピュータの基礎である・・・・・・・
（20）情報理論は情報処理の基礎である・・・・・・・・・
（21）初めてのソフトも使用できそうである・・・・・・・
（22）プログラムのような難しいことは適さない・・・・・
（23）私にも勉強すればプログラミングができるだろう・・
図Ⅲ-2 履修後の修正版理解度調査項目（ファジィ分析･因子分析評価用） 
 
ただし，質問項目は，例えば中学生が｢プログラムはおもしろいと思う｣という質問項目
に対して高校では｢情報理論はおもしろいと思う｣というように文言を学習段階に応じた用
語に置き換えた。なお，質問の設定方法は，各学校段階の学習指導要領と公立学校で使用
されている複数の教科書・資料集を基に作成した。 
本調査では，同一の調査項目に対してファジィ分析のために 10 段階による回答，因子
分析のための 5 段階による回答の 2 種類を回答させた。10 段階による回答では，十分に理
解した（最大値 10）から全く理解できない（最小値 0）までを 1 段階ずつ区切り，その間
の任意の数値について各生徒が，妥当と思う場所に○印をつける方法とした。5 段階によ
る回答では，「とても」，「だいだい」，「どちらともいえない」，「あまり」，「まっ
たく」とした。分析では，まず 5 段階による回答に対する因子分析により，生徒の情意の
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構造を把握する。その後，10 段階による回答に対するファジィ分析を用いて各因子を構成
する各項目のメンバーシップ関数を求め，項目間で比較した。 
以上，中学・高校における情報教育成立期の学習について，従来の評価項目による因子
分析とファジィ分析を適用し調査することで学習者の履修後の反応を見た。 
 
3.3.結果及び考察 
3.3.1 レディネスの検討 
中学・高校の各段階でのレディネス調査の結果を集計した。まず，中学生で｢情報教育｣
の学習内容で最も興味・関心のあった分野は，高い順に，ワープロ（4.8），表計算（4.2）
と図形処理（中学；4.2）である。以下，CAD（中学；2.4），言語（中学；1.8），データ
ベース（中学；1.6）となっている。 
次に高校生（工業）で｢情報教育｣の学習内容で最も興味関心のあった分野は，高い順に，
ワープロ（4.2），表計算（3.8）である。以下，言語（3.7），図形処理（3.1），データベ
ース（3.0），CAD（2.7）であり，いずれも 10 段階の評価の 5.0 以上となっている。この
結果から，中高生が情報教育に抱く情報領域のイメージは，ワープロ，表計算及び，言語
といった内容が，図形処理，CAD に比べて興味・関心が高いことが明らかになった。また，
コンピュータに関するイメージは，「コンピュータは将来必ず役立つ」，「学ぶ価値があ
る」，「興味深い」，「関心がある」というもので，いずれも 4.0 以上の評価である。こ
れらの中高生のレディネスは，この時期がパーソナルコンピュータやインターネットの普
及拡大期であったため，コンピュータ操作に対する憧れや期待感を中高生が抱いていたた
めではないかと考えられる。 
次に，因子分析による結果である。各回答項目について，バリマックス回転後，共通因
子として三つの因子が抽出された。因子寄与率は，中学・高校，それぞれ第 1 因子では 64.1
・54.3％，第 2 因子では 13.5・23.0％，第 3 因子では 10.0・15.1％であり，因子の解釈は，
0.500 以上のものを高い因子負荷量として行い，これらの項目群を扱った。なお，各因子
共に中学校，高校共に同様の結果が出ているので，ここでは専門高校生（工業）の因子分
析結果を表Ⅲ-1 に示す。 
まず第 1 因子で高い負荷量の項目は，4，5，14～17，18 の 7 項目あり，これは画像や処
理，プログラミングに対する興味の深さ，専門性への憧れをあらわすもので，「情報の科
学的な理解への期待｣の因子と命名した。これには TV や映画などの映像文化において CG
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が多用され始めたことと関連しているのではないかと考えられる。第 2 因子で高い負荷量
の項目は，7，10，12，13，20～22 の 7 項目あり，プログラミングに対する興味・関心と
コンピュータに対する漠然とした不安感の両者が含まれていた。これは当時，進展しつつ
あった情報化社会に対する意識を反映したものと考えられる。すなわち，コンピュータが
高度な処理を実現するものであるという期待感と，それらが高度に進展しすぎた社会への
不安感が入り混じったものと考えられる。そこで本因子を「情報化社会に対する期待と不
安｣の因子と命名した。第 3 因子で高い負荷量の項目は，1～3，8，9，11，23，24 の 8 項
目であり，ワープロの活用への興味とそれによる書く力の低下への懸念を含み，プログラ
ミングに対しては明解さや易しさを求めている。また，表計算や CAD の興味は，因子負荷
量が負の値を示した。これらの項目は，コンピュータを生活や仕事のツールとして捉えた
興味・関心をあらわすものではないかと考えられる。そこで本因子を「ツールとしてのコ
ンピュータへの期待｣の因子と命名した。 
 
表Ⅲ-1 レディネス調査の因子分析（専門高校生） 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝41.341
評価項目 第1因子 第2因子 第3因子 共 通 性
1. ワープロ興味 ０．２３５ ０．１１４ *０．６８７ ０．５６７
2. 表計算の興味 ０．３４８ ０．２１３ *－０．７７８ ０．６６４
3. CADへの興味 ０．４１２ ０．３３５ *－０．８９５ ０．７７４
4. 画像処理への興味 *０．６１０ ０．０４８ ０．０１５ ０．３７４
5. 図形処理への興味 *０．５４０ ０．１０６ ０．２３６ ０．２６０
6. ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞの興味 ０．３０６ ０．０１５ ０．０８３ ０．１０１
7. ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽへの興味 ０．１１６ *－０．５９５ ０．３４４ ０．３７７
8. PCの人間の代理 ０．３３２ ０．２２８ *－０．６３９ ０．２２０
9. PCによる書く力低下 ０．２６６ ０．１７２ *０．６０４ ０．４６５
10.PCは難しい ０．０９２ *０．７１７ ０．０２４ ０．５２３
11.PCは操作しやすい ０．０１３ ０．３６１ *０．５４８ ０．２７４
12.PCの操作は怖い ０．０８９ *０．７５８ ０．１５５ ０．６０６
13.人はPCに使われる ０．１５９ *０．７５０ ０．２３８ ０．６４４
14.プログラム作成困難 *０．６５１ ０．３７８ ０．１０３ ０．５７８
15.プログラムは専門家 *０．７２５ ０．３６１ ０．０３２ ０．６５７
16.PCは将来役立つ *０．７９６ ０．３４９ ０．０１６ ０．７５４
17.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ面白い *０．５７５ ０．１９０ ０．１６０ ０．７３７
18.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ将来役立 ０．３２３ ０．１７７ ０．１２８ ０．１５２
19.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ満足 *０．５０６ ０．４４３ ０．２１２ ０．４９７
20.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ興味深い ０．３６１ *０．５８１ ０．０３８ ０．４６９
21.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ簡単そう ０．２４５ *０．５６６ ０．００２ ０．３８１
22.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ単純そう ０．４４４ *０．６２６ ０．０３６ ０．５９０
23.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ明解そう ０．００８ ０．３４９ *０．５８６ ０．４６５
24.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ優しそう ０．０７６ ０．４７５ *０．５５６ ０．３５６
25.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ親しみ ０．４４８ ０．４２１ ０．０１２ ０．３１１
26.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ明るそう ０．３５６ ０．３４５ ０．２１４ ０．３１０
27.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ楽しそう ０．２２１ ０．４４１ ０．１１５ ０．２１２
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3.3.2 情報教育履修後の学習者による評価 
情報教育の履修後に，第 2 章と同様の S 評価票，T１及び，T２評価票
９５）～９７）による分
析と，情意面の評価を行った。 
(1)学習者自身の情報教育に関する評価 
学習者自身の情報教育に関する評価（S 評価票；図Ⅱ-2）について因子分析を行った結
果，バリマックス回転後，共通因子として三つの因子を抽出した。因子寄与率は，中学生
・高校生でそれぞれ，第 1 因子では 64.2・58.8％，第 2 因子では 21.3・20.6％，そして第 3
因子では 12.7・9.4％であり，因子の解釈は，0.500 以上のものを高い因子負荷量とした。 
なお，中学生・高校生共に同様の因子傾向の結果であった。ここでは，高校生の分析結
果を表Ⅲ-2 に示す。 
          表Ⅲ-2 S 評価の因子分析（高校） 
ノーマル・バリマックス法 Ｖ＝40.873
第1因子 第2因子 第3因子 共通性
１ ０．３３９ ０．２２１ ０．１２２ ０．２１２
２ ０．１２７ *０．７３６ ０．１４８ ０．５４７
３ ０．４３５ *０．６９５ ０．３６５ ０．５９６
４ *０．６２９ ０．３５０ ０．３５６ ０．４３３
５ ０．１５１ ０．１５３ *０．６５７ ０．７６２
６ ０．１７４ ０．２３３ *０．７５１ ０．７３３
７ *０．８３２ ０．２４１ ０．２４６ ０．３３８
８ *０．６５８ ０．２１１ ０．２５８ ０．７５４
９ ０．３３６ ０．２４５ *０．７３４ ０．８４５
１０ ０．４１５ ０．２１５ *０．５９８ ０．７２１
 
まず第 1 因子で高い負荷量の項目は，コンピュータ・リテラシーに関することをあら
わすもので，これは「技能熟練」を示している。次に第 2 因子で高い負荷量の項目は，
コンピュータ・リテラシーの達成の度合いをあらわすもので，これは「技能の確認」を
示している。続く第 3 因子で高い負荷量の項目は，授業時の集中の度合いや心構えをあ
らわすもので，これは「学習の心構え」を示している。 
(2)教師の教科内容に関する専門的な教授行動に対する評価 
次に，教師の教科内容に関する専門的な教授指導に対する評価（T１評価票；図Ⅱ-3）に
ついて因子分析を行った結果，バリマックス回転後，共通因子として三つの因子を抽出し
た。因子寄与率は，中学生・高校生でそれぞれ，第 1 因子では 61.2・52.3％，第 2 因子で
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は 17.3・18.5％，そして第 3 因子では 16.4・15.6％であり，因子の解釈は，0.500 以上のも
のを高い因子負荷量とした。なお，中学生・高校生共に同様の因子傾向の結果であった。 
この分析結果について，高校生を代表として表Ⅲ-3 に示した。 
 
表Ⅲ-3 T１評価の因子分析（高校） 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝55.828
第1因子 第2因子 第3因子 共通性
１ ０．３３３ *０．６８６ ０．４２５ ０．５４４
２ ０．１１６ *０．８５７ ０．２１１ ０．５２１
３ ０．１２５ ０．３４５ *０．８５６ ０．５４１
４ ０．１７２ ０．１０２ *０．６８４ ０．７３６
５ *０．６９９ ０．１３６ ０．３１２ ０．４５３
６ *０．６４５ ０．１５６ ０．１４５ ０．６８９
７ *０．７４５ ０．１１２ ０．１０１ ０．６２２
８ *０．８６４ ０．１３１ ０．２９７ ０．６４８
９ *０．５６１ ０．０７８ ０．４２３ ０．７５４
１０ ０．３１１ ０．３３６ *０．８９２ ０．５５４
 
まず第 1 因子で高い負荷量の項目は，情報リテラシーとコンピュータ・リテラシーに関
する指導をあらわすもので，これは「理論と実習の確認指導」を示している。次に第 2 因
子で高い負荷量の項目は，授業時の集中の度合いや心構えに対する指導をあらわすもので，
これは「学習の心構えへの指導」を示している。続く第 3 因子で高い負荷量の項目は，コ
ンピュータ・リテラシーの実習に関する指導をあらわすもので，これは「技能向上指導」
を示している。これらは，情報教育における｢専門教授｣｢学習への姿勢｣｢技能｣に配慮した
指導である。以下，これらの因子を総称して｢専門教授学的指導｣因子群とする。 
(3)教師の一般教授学的な指導及び授業運営に対する評価 
同様にして生徒の捉える教師の一般教授学的な指導及び，授業運営に対する評価（T２評
価票：図Ⅱ-4）について因子分析を行った結果，バリマックス回転後，共通因子として三
つの因子を抽出した。因子寄与率は，中学生・高校生でそれぞれ，第 1 因子では 53.7・44.6
％，第 2 因子では 24.9・21.5％，そして第 3 因子では 20.4・18.4％であり，因子の解釈は，
0.500 以上のものを高い因子負荷量とした。 
なお，中学生・高校生共に同様の因子傾向であった。ここでは，高校生の分析結果を表
Ⅲ-4 に示す。 
第 1 因子で高い負荷量の項目は，生徒への平等な対応と明確な目標の上での指導をあら
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わすもので，これは「信頼関係の育成」を示している。第 2 因子で高い負荷量の項目は，
生徒の授業進度に応じた対応に関する指導をあらわすもので，これは「生徒の能力を加味
した実習指導」を示している。続く第 3 因子で高い負荷量の項目は，生徒の授業への能動
的参加に関する指導をあらわすもので，これは「学習への意欲的取り組みの指導」を示し
ている。これらは，教育に対する｢信頼｣｢能力段階｣｢動機付け｣に配慮した指導であり授業
運営である。以下，これらの因子を総称して｢一般教授学的指導｣因子群とする。 
 
表Ⅲ-4 T２評価の因子分析（高校） 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝71.254
第1因子 第2因子 第3因子 共通性
１ *０．６１５ ０．２１５ ０．４３３ ０．４２２
２ ０．２３３ *０．５２４ ０．３４５ ０．７２５
３ *０．７６１ ０．１１９ ０．３６４ ０．５４４
４ ０．２５２ *０．７８６ ０．２２７ ０．５４６
５ *０．５８４ ０．２４６ ０．１３４ ０．４４５
６ ０．３５９ ０．２５６ ０．４２１ ０．６４７
７ ０．１４４ ０．３３５ ０．２７５ ０．６８１
８ ０．２２３ *０．５８４ ０．３３３ ０．５１１
９ *０．６６２ ０．２６５ ０．４２５ ０．４８４
１０ *０．８４５ ０．４４２ ０．３３６ ０．５６８
１１ *０．７９５ ０．３４３ ０．３９４ ０．２３５
１２ ０．１３４ *０．５８５ ０．２１４ ０．７６３
１３ ０．２１３ ０．１２３ ０．２７１ ０．７８８
１４ ０．４１１ ０．３４６ *０．６３３ ０．４６３
１５ ０．２００ ０．２２２ *０．８３１ ０．２６９
１６ ０．４２６ ０．２７３ *０．６８１ ０．８８３
１７ ０．２５７ ０．４５９ *０．６２５ ０．６３７
 
3.3.3 情報教育履修後の学習者の情意面の評価 
学習者の情報教育に対するイメージと理解度を評価するため，23 の評価項目（図Ⅲ-1）
の妥当性を見るためにクラスター分析を行った。本学習では，学習者に対する情意面の回
答項目を，前回同様のクラスター分析である最短距離法（furthest neighbor method）を用い
た。この分析については第 2 章で示しているため，本情報教育の学習でもこの回答項目を
調査項目として用いることとした。 
なお，それぞれ技能面（項目 1～6），知識・理解面（7～10），関心・意欲・態度面（11
～23）に評価項目が分かれている。以上の確認の上で，因子分析による評価を行った。因
子分析は，バリマックス回転後，共通因子として三つの因子を抽出した。中学生の分析結
果を表Ⅲ-5 に，高校生の分析結果を表Ⅲ-6 に示す。それぞれの評価項目について，因子寄
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与率は，中学・高校でそれぞれ第 1 因子では 22.3・38.5％，第 2 因子では 15.6・27.4％，
第 3 因子では 12.9・21.4％であり，因子の解釈は，0.500 以上を高い因子負荷量とした。 
まず中学生では，第 1 因子で高い負荷量の項目は，コンピュータを主とする情報メディ
アに関する指導をあらわすもので，これは「情報教育に対する関心・意欲・態度」という
情意面を示している。次に第 2 因子で高い負荷量の項目は，コンピュータ・リテラシーの
技能に関する指導をあらわすもので，これは「PC 操作の技能」を示している。続く第 3
因子で高い負荷量の項目は，コンピュータ・リテラシーの意義に関する指導をあらわすも
ので，これは「PC 操作の知識・理解」を示している。 
工業高校生では第 1 因子で高い負荷量の項目は，コンピュータ・リテラシーの指導と知
識に関する指導をあらわすもので，これは「PC 操作の技能と知識」を示している。次に第
2 因子で高い負荷量の項目は，コンピュータを主とする情報メディアに関する指導をあら
わすもので，これは「情報教育に関する関心・意欲・態度」という情意面を示している。
続く第 3 因子で高い負荷量の項目は，コンピュータを主とする情報メディアの意義に関す
る指導をあらわすもので，これは「PC 操作の態度と知識・理解」を示している。 
 
表Ⅲ-5 学習後の因子分析（中学校） 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝55.373
第1因子 第2因子 第3因子 共通性
１ ０．１３３ *０．７９６ ０．２６７ ０．７２３
２ ０．１５９ *０．８８１ ０．１５７ ０．８２７
３ ０．２８９ *０．８３８ ０．０１５ ０．７８５
４ ０．１１７ ０．３５２ ０．４５０ ０．３４０
５ ０．４３５ *０．６４９ ０．２５６ ０．６７７
６ ０．２１９ ０．３６２ *０．６１７ ０．５８２
７ ０．３２３ ０．３７２ *０．６９９ ０．７１５
８ ０．１９５ ０．２５１ *０．７６４ ０．７５２
９ ０．２２２ ０．１２９ *０．６０３ ０．５５１
１０ ０．４０８ ０．１７２ ０．０７６ ０．２３５
１１ ０．３３５ ０．１２９ ０．１１８ ０．１４３
１２ *０．６５１ ０．１７３ ０．１０４ ０．４６５
１３ *０．６８５ ０．１１４ ０．１９３ ０．５１９
１４ ０．４９６ ０．０３５ ０．２６９ ０．３１９
１５ *０．５５３ ０．００５ ０．３８６ ０．４５５
１６ ０．０３２ ０．０３６ ０．４２６ ０．１８４
１７ ０．４７４ ０．１８９ ０．１６８ ０．２８８
１８ *０．７２６ ０．１９５ ０．１３１ ０．５８２
１９ *０．８２７ ０．２０８ ０．０８７ ０．７３５
２０ *０．７８０ ０．１８０ ０．０９５ ０．６５０
２１ *０．５５４ ０．２４２ ０．３１５ ０．４６４
２２ ０．１３５ ０．０７１ ０．３８６ ０．１７２
２３ *０．６８７ ０．２２６ ０．０４１ ０．５２５
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表Ⅲ-6 学習後の因子分析（高校） 
ノーマル・バリマックス回転 Ｖ＝62.582
第1因子 第2因子 第3因子 共通性
１ *０．６３５ ０．１２６ ０．１８３ ０．４６７
２ *０．７３４ ０．１１２ ０．３７４ ０．４４１
３ *０．７２６ ０．１６２ ０．０９１ ０．５６２
４ *０．６５０ ０．０２８ ０．１７１ ０．４５３
５ *０．７７５ ０．０９６ ０．１４５ ０．６３２
６ *０．７０８ ０．３２４ ０．３１３ ０．７０４
７ ０．１９４ ０．１２６ *０．８０３ ０．６９９
８ *０．７４９ ０．１３２ ０．４３５ ０．７６８
９ *０．６７８ ０．０５１ ０．４２０ ０．６３９
１０ ０．０４３ ０．０５２ *０．５１４ ０．２６９
１１ ０．１８８ ０．１０３ *０．７７４ ０．０７６
１２ ０．３１８ ０．０４２ *０．５０４ ０．３５７
１３ ０．３９５ ０．１７６ *０．５３１ ０．３７３
１４ ０．０８４ *０．５７９ ０．０３０ ０．１５２
１５ ０．１１９ *０．７１５ ０．１２５ ０．５４１
１６ ０．２０６ ０．３９２ *０．６６３ ０．３２８
１７ ０．０２６ *０．５０５ ０．３０７ ０．３５０
１８ ０．１２１ *０．５５９ ０．２０８ ０．３７１
１９ ０．０３１ *０．７６０ ０．０６８ ０．５８３
２０ ０．１１７ *０．８０５ ０．０３９ ０．６６３
２１ ０．３９１ ０．１１８ *０．５９８ ０．２５６
２２ ０．２７３ *０．７５０ ０．２２３ ０．６８６
２３ ０．３５７ ０．０２８ *０．５８４ ０．４６９
 
[ファジィ分析による評価] 
情意面という曖昧さの関与する評価について，第 2章と同様にファジィ分析を用いた検
討を試みた９８），９９）。先の 23 項目について，「ファジィ測度」を与え，メンバーシップ
関数値を求めた。まず情報科学やメディアに関する回答の一部，すなわち評価項目の 4，7，
16 では，メンバーシップ関数値は，それぞれ 0.5，0.6，0.4 であった。なお，先の 3 項目
以外は，すべて 0.7 以上であった。 
これらメンバーシップ関数の平均値を高校の因子分析の値と比較する。 
まず，中学校では生徒の全評価項目の平均値が 6.04 であるので，平均値 6.00 を中央値
にしたメンバーシップ関数を設定した。評価項目の平均値が入る範囲を考慮して，4.0 を 0，
8.0 を 1.0 の定義域を持つメンバーシップ関数と定めると，平均値 6.04 はメンバーシップ
関数値が 0.50 となる。そこで各因子を見ると，それぞれ第 1 因子「情報教育に対する関心
・意欲・態度」のメンバーシップ関数の平均は 0.72，高校の第 2 因子「PC 操作の技能」の
関数平均は 0.33，そして高校の第 3 因子「PC 操作の知識・理解」の平均は 0.26 であり，
「興味・関心・意欲」の因子のメンバーシップ関数値が最も高くなっている。次に，高校
生では平均値が，6.72 であるので，6.00 を中央値としてメンバーシップ関数を設定した。
すなわち，5.0 を 0，9.0 を 1.0 の定義域を持つメンバーシップ関数と定めると，平均値 6.72
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はメンバーシップ関数値が 0.50 となる。そこで各因子を見ると，それぞれ第 1 因子「PC
操作の技能と知識」のメンバーシップ関数の平均は 0.74，高校の第 2 因子「情報教育に関
する関心・意欲・態度」の関数平均は 0.93，そして高校の第 3 因子「知識・理解と PC 操
作の態度」の平均は 0.86 であり，「興味・関心・意欲」の因子のメンバーシップ関数値が
最も高くなっている。なお，他の 2 つの因子である「PC 操作の知識や技能・態度」と「知
識・理解」のメンバーシップ関数値はいずれも 0.74，0.86 と高い。 
これらの結果は，概ね第 2章で示された傾向と同様であった。 
 
3.4 考察 
以上の結果から，1995 年前後の ICT 環境の異なる中高生に対する情報教育の反応につい
て，履修前にレディネスと情報教育履修後の意識との関連性について考察する。 
前述したように，情報教育履修前のレディネス調査では，当時がパーソナルコンピュー
タやインターネットの普及拡大期であったため，コンピュータ操作に対する憧れや期待感
を中高生が抱いていたことが示された。また，その意識には，①画像や処理，プログラミ
ングに対する興味の深さ，専門性への憧れをあらわす「情報の科学的な理解への期待｣の因
子，②プログラミングに対する興味・関心とコンピュータに対する漠然とした不安感の両
者が含まれる「情報化社会に対する期待と不安｣因子，③コンピュータを生活や仕事のツー
ルとして捉えた興味・関心をあらわす「ツールとしてのコンピュータへの期待｣の因子とい
う因子構造のあることが示唆された。このようなレディネスを有する中高生が情報教育を
履修した後は，「技能の熟練」「技能の確認」「学習の心構え」を意識し，教師に対して
は「理論と実習の確認指導」「学習の心構えへの指導」「技能向上指導」，すなわち「専
門教授学的指導」を求めていた。また教授行動全般に関しては「信頼関係の育成」「生徒
の能力を加味した実習指導」「学習への意欲的取り組みの指導」といった「一般教授学的
指導」を求めていた。同時に情報教育の情意面の評価では，「関心・意欲・態度」の因子
が，中高生共にメンバーシップ関数の最大値であることから，学習者の情報教育に対する
情意面の意識が深いことが明らかになった。 
これらの結果から，情報教育履修前の中高生が持つ情報教育への期待感は，必ずしも情
報教育の履修体験と連動していないことが示唆された。中高生は履修前に「情報の科学的
な理解」に対して一定の期待感を有していたものの，履修後の意識では「情報の科学的な
理解」への意識は高くなく，むしろ学習の困難感を有するに至っていた。また，中高生が
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履修前に抱いていた情報化社会の今後の行方に対する漠然とした不安感についても，直接
的に取り上げられることはなく，履修後の意識に同様の因子は表出しなくなっている。 
これに対して，中高生が履修前に有していた「ツールとしてのコンピュータ活用」への
期待には，当時の情報教育はよく応えており，履修後に形成された意識の主要な構造がコ
ンピュータ操作技能の習得に傾斜していた。中高生は「技能の熟練と態度」の形成につい
て，教師からの「学習者の能力を加味した指導と信頼関係」という「一般教授学的指導の
中の人間的な接触」を求めており，「専門教授学的指導」が教師の教科指導力に基づく信
頼に，「一般教授学的指導」が学習者の教師に対する情意的信頼と関係していた。そして，
一般教授学的指導は「興味・関心・意欲・態度｣と関係し，専門教授学的指導が「知識・理
解｣と関係し，この両者によって PC操作に関する「技能習得」への意識が形成されていた
と推察される。 
 
3.5 まとめ 
以上，本章では，第 2 章での検討に引き続き，情報教育成立期における中高生の情意領
域の評価を，特にレディネスとの関連性に着目して検討した。その結果，情報教育成立期
では，学習者である中高生が社会の情報化の拡大時期にあって「情報の科学的な理解」，
情報化社会への不安と期待，ツールとしてのコンピュータ活用，という意識を生活経験の
中で形成していた。しかし，これらの意識は，情報教育の履修によってコンピュータ操作
技能の習得という一点に傾斜し，当時の情報教育担当教員が中高生の不安や期待を上手く
取り上げた指導を展開しきれていなかった様相が推察された。これは，教師の ICT に関す
る教科指導力と教育的指導の方法や考え方に深く関係していたものと考えられ，情報教育
の概念や意味よりも，目の前の情報機器を適切に使いこなせる技能や実践力の育成に傾倒
していたものと考えられる。本来，情報教育では，｢情報活用能力｣の育成が教科の目標と
なっている。したがって，情報教育のカリキュラム評価は，目標の到達度と評価の観点で
ある「知識・理解｣「技能」「関心・意欲・態度」について検証することが重要と考えられ
る。そこで続く第 4 章では，第 2，3 章で得られた学習者の情意面と指導者の教授意識の関
係を踏まえ，学習者が情報教育を履修したことによって抱く目標到達度への自己評価につ
いて検討することとした。これにより，従来の情報教育の学習に関する到達度やイメージ
だけでなく，ICT 活用やソフト活用，及び，これらを併せ持つ情報リテラシーの形成度を
評価することで成立期の情報教育における学習者と指導者の実態について検討する。 
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第 4章 情報教育成立期における学習者の情報リテラシーの評価 
 
4.1目的 
 本章の目的は，第 2 章と第 3 章で明らかになった学習者の状況，すなわち｢学習者の情報
教育に対する意識は，指導者の教科指導に関する考え方に強く影響し，学習者は PC に対
する興味・関心・意欲や操作技能といった情意面が高い｣という結果を踏まえ，情報教育の
固有の目標である情報活用能力の育成に向けた学習の到達度(情報リテラシーの形成度)に
着目して検討することである。 
成立期全般を通した情報教育カリキュラムの学習内容は，1997 年～1998 年当時は「ワ
ープロ活用」「コンピュータ・リテラシー」といった情報の実践力や，情報理論や PC の
ハードやソフト関係の情報の科学的な理解，これらと情報モラル等を含む情報に参画する
態度など，情報活用能力が情報教育の目標として認識された１１）。 
このような考え方の潮流は，P.G.Zurkowski（1979）が提唱した情報リテラシ （ーInformation 
Literacy）という考え方に端を発するとされている。その後，情報リテラシーの考え方は米
国，オーストラリア，ニュージーランド等の図書館教育や大学共通教育において重要視さ
れ，現在では情報教育で育成する主要な概念になるに至っている。ここでいうリテラシー
は本来，「読み」，「書き」などの識字のことであり，社会参加に必要な基礎的な素養と
いう意味を持っている。したがって，情報リテラシーの考え方は，情報化社会において主
体的に生きていくために必要な基礎的な素養を育成することと考えることができる。この
ような考え方を踏まえ，当時文部省は我が国における情報リテラシーを概念化し，情報活
用能力という用語を生み出している。1986 年 4 月に出された臨時教育審議会第二次答申で
は，「初等・中等教育などへの情報手段の活用を進め，それを通じて情報活用能力（情報
リテラシー）の育成を図る必要がある」と述べられている１）。このことからも，我が国の
情報教育の目標となっている情報活用能力が，情報リテラシーの概念とほぼ同義で使用さ
れていることが読み取れる。 
そこで本章では，我が国の情報教育における情報活用能力を指して，情報リテラシーと
表現することとする。そして，情報教育成立期の学習者の情報リテラシーの状況を，学習
者自身の自己評価と，指導者である教師による評価との関連性から検討することとした。 
具体的には，情報リテラシーと ICT 関係についての評価，学習者と教師の教授行動の関
係について学習の前後で調査した。その際，情報リテラシーの達成度を，「技能面」，「情
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意面」，「知識面」から構造的に捉えることとする。さらに，前章で得られた「学習者が
指導者の教科指導に関する考え方に強く影響している」という結果から，指導者の教授行
動の推移についても検討する。 
 
4.2方法 
調査は，対象となる中高生に，情報教育の履修前後で行った。分析では，第 2，3 章の
結果を踏まえ，ファジィ分析による中学・高校の系統的分析を行い，同時に教師の評価項
目の目標分析を比較検討することとした９９），１００）。 
4.2.1 調査対象 
調査対象は，中学校では東京・千葉県内の 3 学年 158 名（男子 90 名，女子 68 名），高
校では埼玉県内の工業高校生 3 学年 80 名（男子 52 名，女子 28 名），そして指導者は 25
名（中学 10 名，高校 15 名）である。 
なお，調査期間は，中学生は 1998 年，工業高校生は 1997 年である。この時期は，2003
年からの高校教科｢情報｣に向けて，1997 年に「体系的な情報教育の実施に向けて」（第 1
次答申）により，情報教育の目標である情報活用能力が 3 観点に整理・統合されている。
しかし，本章の実践は，4 観点で提示された情報活用能力(文部省 1986)のもとに実施され
たものである。 
 
4.2.2 履修した情報教育の内容 
情報教育の内容は，中学校技術・家庭科技術分野では｢情報基礎｣，専門高校では｢情報
技術基礎｣である。学習内容は，中学校では標準的な技術科の情報教育に関する内容であり，
コンピュータのハードウェアの理解，ハードとソフトの関係，プログラミングの基礎，ア
プリケーションソフトウェアの活用を行った。工業高校では，情報科学を中心とする情報
理論・情報社会と倫理・論理回路・ハードウェア・ソフトウェア等と情報化社会全般を講
義し，実習は，ソフト活用（ワープロ・表計算・プレゼンテーション・インターネットな
ど)と言語（BASIC・HTML によるホームページ作成）である１００）。そして，これを「調
べ・検索し・まとめ・伝達する」といった情報活用と，科学的理解・情報社会のあり方な
どの基本的な学習を行った。 
なお，本実践の内容は，第 3 章と同様である。 
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4.2.3 調査票及び評価項目 
情報教育の履修前後にそれぞれ同一の評価項目を回答させ，同時に各段階の現場教師に
よる目標達成について調査，この学習者と指導者について比較・検討した。 
評価票は，ワープロ活用，コンピュータ・リテラシー，情報リテラシーで構成した。各
評価票は，第 2 章及び，第 3 章（1995～1997 年の情報教育の評価）で用いたものベースと
し，教育課程審議会や協力者会議及び，情報教育のカリキュラムの行動目標，各学校段階
の学習指導要領にある学習内容１１）と使用されている複数の教科書等を基に，共通する必
須項目を抽出し作成した。 
①ワープロ活用に関する履修前後の評価 
文書作成の評価は，図Ⅳ-１に示すような 25 項目である。 
項目は，それぞれ入力のスムースさや印刷など文書作成の技能面（9 項目），関心・意欲
・態度あるいは社会への配慮などの情意面（7 項目），そして文書作成の書式などワープ
ロ活用や工夫などの知識面（9 項目）である。 
② コンピュータ・リテラシーに関する履修前後の評価 
コンピュータ・リテラシーの評価は，図Ⅳ-2 に示すような 30 項目である。項目は，そ
れぞれワープロ・表計算などのソフト活用やメディア操作などの技能面（12 項目），PC
に関する関心・意欲・態度などの情意面（7 項目），PC 活用や工夫及び，ハード・ソフト，
OS，2 進数などの知識面（11 項目）である。 
③ 情報リテラシーに関する履修前後の評価 
情報リテラシーの評価は，図Ⅳ-3 に示すような 30 項目である。 
項目は，先のソフト活用やメディア操作などの技能面（11 項目），関心・意欲・態度や
適切な配慮などの思考を含む情意面（11 項目），情報科学やコンピュータ活用の知識や工
夫，情報社会への参画の判断などの知識面（8 項目）である。  
 
4.2.4 分析方法 
情報教育の履修前後の評価項目は，履修前では「～できそうである」という表現を使い，
履修後は「～できる」という表現にした。各評価票は，因子分析では，評価 5 は「とても」，
評価 4 は「だいだい」，評価 3 は「どちらともいえない」，評価 2 は「あまり」，評価 1
は「まったく」の 5 段階の回答に対して因子分析を行った。ファジィ分析では，第 2，3
章と同様に回答項目として与えた 10 段階（充分に理解した最大値を 10，全く理解できな
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い最小値を 1 とする）の項目を目安として，学習者が，妥当と思う序列尺度上の任意の場
所に〇をつける方法である８１）～８５）。 
学校名（ ）学籍番号（ ）学年（ ）氏名（ ）
【ワー プロ活用アンケー ト項目】
本アンケー トは「ワー プロ」全般とこれに関係する情報についての理解，そして「ワー プロ」をどの様に活用していくかについて，
授業前と終了後の２回にわたって調べるものです。皆さんがいままでの授業を通して，どの程度理解したか，これをあなた方自身に
問いかけてください。
これは，我々 が今後どのようなカリキュラムを作成するかの参考資料としますので，成績には全く関係がありません。
思ったように回答して下さい。回答は，数直線上の任意の場所に○を付けて下さい。
まったく どちらともいえない 全くその通り『回答例』
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
○
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10＜回答項目＞
１．すべての文字入力(記号等も含む)には自信がある ・・・・・・・・・・・・・・
２．アルファベットまたはかな入力は無理なくできる ・・・・・・・・・・・・・・
３．入力のスピー ドは早いほうだ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
４．文章作成後の誤字脱字はほとんどない ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
５．マウス操作はスムー スにできる ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
６．印刷機(プリンタ)の扱いには慣れている ・・・・・・・・・・・・・・・・・
７．パソコンへのソフトのインストー ルは自分でできる ・・・・・・・・・・・・・
８．印刷用紙の大きさの規格(Ａ４，Ｂ５等)は判っている・・・・・・・・・・・・・
９．文字入力中のリズムは自分なりにできている ・・・・・・・・・・・・・・・
．たとえ１時間程度の作業でもその時刻や姿勢など体調に注意している ・・・・・10
．入力作業中は自分なりの時間配分に気を付けている ・・・・・・・・・・・・・11
．体の調子が悪いときは無理のないようにしている ・・・・・・・・・・・・・12
．ワー プロは書く力や漢字の記憶力を弱くする ・・・・・・・・・・・・・・13
．ワー プロを使うことに興味をひかれる ・・・・・・・・・・・・・・14
．コンピュー タ等の機器を使うことはおもしろい ・・・・・・・・・・・・・・15
．ワー プロは将来必ず仕事に役立つ ・・・・・・・・・・・・・・・16
．ワー プロのマニュアルを読むことで操作は充分理解できる ・・・・・・・・・・17
．判らない漢字は部首検索等ですぐに調べている ・・・・・・・・・・・・18
．文字数や用紙の大きさなどの書式の設定はうまくできる ・・・・・・・・・・・19
．手紙文や正式文書などの書式はきちんと理解している ・・・・・・・・・・20
．手紙文や正式文書などの語句の使い方はきちんと理解している・・・・・・・・21
．文字の太さ，色，罫線などの文章表現はうまくできる ・・・・・・・・・・22
．ワー プロに関するハー ド関係の専門用語は理解しているつもりである ・・・・・23
．ワー プロに関するソフト関係の専門用語は理解しているつもりである ・・・・・24
．ワー プロを使用することは，調べ・まとめるといった思考訓練に役だつ・・・・25
図Ⅳ-1 文書作成評価票（ワープロ活用） 
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【コンピュー タ・リテラシー アンケー ト項目】
本アンケー トは「コンピュー タ」全般とこれに関係する情報についての理解，そして「コンピュー タ」をどの様に活用していくか，
について授業前と終了後の２回にわたって調べるものです。皆さんがいままでの授業を通して，どの程度理解したか，これをあなた
方自身に問いかけてください。
これは，我々 が今後どのようなカリキュラムを作成するかの参考資料としますので，成績には全く関係がありません。
思ったように回答して下さい。回答は，数直線上の任意の場所に○を付けて下さい。
まったく どちらともいえない 全くその通り『回答例』
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
○
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10＜回答項目＞
１．ＦＤ(ﾌﾛｯﾋﾟ ﾃｰﾞ ｨｽｸ)の初期化には慣れている ・・・・・・・・・・・・・・・・・
２．ＦＤとＨＤ両方のﾌｧｲﾙのコピー 移動削除ﾌｧｲﾙ名変更などはうまくできる・・・・, , ,
３．パソコンへのソフトのインストー ルは自分でできる ・・・・・・・・・・・・・・
４．すべての文字入力(記号等も含む)に自信がある ・・・・・・・・・・・・・・
５．加減乗除や最大値・最小値などの基本関数は無理なくできる ・・・・・・・・・・
６．表計算の帳票作成のスピー ドは早いほうだ ・・・・・・・・・・・・・・・・・
７．マウス操作はスムー スにできる ・・・・・・・・・・・・・・・・・
８．クロス集計などの統計関数はうまくできる ・・・・・・・・・・・・・・・・・
９．蓄積されたデー タの様々 な検索や並び替えがうまくできる ・・・・・・・・・・・
．複数のソフトをリンクさせ思い通りの表現(ﾌﾟ ﾚｾﾞ ﾝﾃｰ ｼｮﾝ)ができる ・・・・・・・10
．簡単なホー ムペー ジは作成することができる ・・・・・・・・・・・・・・・・11
．印刷機(プリンタ)の扱いには慣れている ・・・・・・・・・・・・・・・・12
．たとえ１時間程度の作業でもその時刻や姿勢など体調に注意している ・・・・・13
．パソコン作業中は自分なりの時間配分に気を付けている ・・・・・・・・・・14
．体の調子が悪いときは無理のないようにしている ・・・・・・・・・・・・・15
．コンピュー タ等の機器を使うことに興味をひかれる ・・・・・・・・・・・・・16
．コンピュー タ等の機器を使うことは容易である ・・・・・・・・・・・・・17
．人間はコンピュー タ等の機器に頼り過ぎている ・・・・・・・・・・・・・18
．コンピュー タは将来必ず仕事に役立つ ・・・・・・・・・・・・・・・・19
．文字，数字の数や用紙の大きさなどの書式の設定はうまくできる ・・・・・・・20
．文字の太さ，色，罫線などの文章表現はうまくできる ・・・・・・・・・・・21
．報告書作成時ﾜｰ ﾌﾟ ﾛﾃﾞ ﾀｰﾍﾞ ｽｰ等を複合し，利用目的に応じて活用している ・・・22 , ,
．判らないことは辞典やコンピュー タなど種々 の道具(ツー ル)を活用している・・・23
．印刷したデー タ・文書で不要のものはシュレッター 等で処分している ・・・・・24
．ｲﾝﾀｰ ﾈｯﾄなどのデー タ改ざんやプライバシー 問題について常に注意している ・・・25
．ＯＳの意味は理解しているつもりである ・・・・・・・・・・・・・・・・・26
．コンピュー タの基本的な構成や機能は理解しているつもりである ・・・・・・・27
．２進数や論理回路の意味は理解している ・・・・・・・・・・・・・・・・・28
．コンピュー タを使用することは，調べ・まとめるといった思考訓練に役だつ ・・29
．社会の中でのコンピュー タの活用のされ方は理解しているつもりである ・・・・30
図Ⅳ-2コンピュータ・リテラシー評価票 
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情報リテラシー アンケー ト項目】【
本アンケー トは「情報」全般についての理解や「情報」をどのように活用し，またコンピュー タ等の機器をどの様に利用してい， ，
くかについて授業前と終了後の２回にわたって調べるものです。皆さんがいままでの授業を通して，どの程度理解したか，これをあ
なた方自身に問いかけてください。
これは，我々 が今後どのようなカリキュラムを作成するかの参考資料としますので，成績には全く関係がありません。
思ったように回答して下さい。回答は，数直線上の任意の場所に○を付けて下さい。
まったく どちらともいえない 全くその通り『回答例』
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
○
＜回答項目＞
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
１．ＦＤ(ﾌﾛｯﾋﾟ ﾃｰﾞ ｨｽｸ)の初期化には慣れている ・・・・・・・・・・・・・・・・・
２．ＦＤとＨＤ両方のﾌｧｲﾙのコピー 移動削除ﾌｧｲﾙ名変更などはうまくできる・・・・, , ,
３．パソコンへのソフトのインストー ルは自分でできる ・・・・・・・・・・・・・・
４．すべての文字入力(記号等も含む)には自信がある ・・・・・・・・・・・・・・
５．加減乗除や最大値・最小値などの基本関数は無理なくできる ・・・・・・・・・・
６．表計算の帳票作成のスピー ドは早いほうだ ・・・・・・・・・・・・・・・・・
７．プリンタやマウス等の機器操作はスムー スにできる ・・・・・・・・・・・・・・
８．クロス集計などの統計関数はうまくできる ・・・・・・・・・・・・・・・・・
９．蓄積されたデー タの様々 な検索や並び替えがうまくできる ・・・・・・・・・・・
．複数のソフトをリンクさせ思い通りの表現(ﾌﾟ ﾚｾﾞ ﾝﾃｰ ｼｮﾝ)がてきる ・・・・・・・10
．簡単なホー ムペー ジは作成することができる ・・・・・・・・・・・・・・・・・11
．たとえ１時間程度の作業でもその時刻や姿勢など体調に注意している ・・・・・・12
．パソコン作業中は自分なりの時間配分に気を付けている ・・・・・・・・・・・・13
．体の調子が悪いときは無理のないようにしている ・・・・・・・・・・・・・・・14
．コンピュー タ等の情報機器を使うことに興味をひかれる ・・・・・・・・・・・・15
．コンピュー タ等の情報機器を使うことは容易である ・・・・・・・・・・・・・・16
．人間はコンピュー タ等の機器に頼り過ぎている ・・・・・・・・・・・・・・・17
．コンピュー タは将来必ず仕事に役立つ ・・・・・・・・・・・・・・・・・18
．蓄積されたデー タは紛失しないようきちんと保管している ・・・・・・・・・・・19
．印刷したデー タ・文書で不要のものはシュレッター 等で処分している ・・・・・・20
． ・パソコン通信などの個人情報には充分注意し，対処している ・・・・・21 E-mail
．ｲﾝﾀｰ ﾈｯﾄなどのデー タ改ざんやプライバシー 問題について常に注意している・・・・22
．メー ルでの正式文書送受信の際は簡潔性・明確性に注意している ・・・・・・・・23
．判らないことは辞典やコンピュー タなど種々 の道具(ツー ル)を活用している・・・・24
．報告書作成時ﾜｰ ﾌﾟ ﾛﾃﾞ ﾀｰﾍﾞ ｽｰ等を複合し，利用目的に応じて活用している・・・・25 , ,
．コンピュー タを使用することは，調べ・まとめるといった思考訓練に役だつ・・・・26
．様々 な生の情報や雑誌･新聞･ﾎｰ ﾑﾍﾟ ｼｰﾞ 等の加工情報の事実判断には留意している・・27
．伝える相手により情報を的確に加工し正しく伝えることができる・・・・・・・・28 ,
．自分で情報を収集しまとめたことをﾌﾟ ﾚｾﾞ ﾝﾃｰ ｼｮﾝｿﾌﾄ等により伝えることができる・・29
．社会の中での情報機器の活用のされ方は理解しているつもりである ・・・・・・・30
図Ⅳ-3 情報リテラシー評価票 
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こうして得られた各学習者の回答項目について，情報教育の知識・理解面（以下，知識
面とする），情報の技能や関心・意欲・態度，あるいは適切な配慮や思考（以下，情意面
とする）の重視の傾向のそれぞれを把握することとした。また，学習者からの調査のみで
なく，同時に情報教育の授業を行った教師（教育経験が 10 年以上ある 30 歳以上の教師）
に対して履修前後に調査を実施させて頂きこれらを比較検討した。教師に対する調査内容
は，例えば文書作成（ワープロ活用）に関する調査項目で「3.入力のスピードは速いほう
だ」であれば，これを「3. 入力のスピードは速くさせたい」というような教授者の立場の
表現で調査を実施した。 
 
4.3結果及び考察 
学習前後の「文書作成」「コンピュータ・リテラシー」「情報リテラシー」の 3 種類の
調査と指導者側の評価を対応させながら考察した。 
4.3.1 評価票の妥当性の確認 
まず，評価項目の妥当性を見るためクラスター分析を用いた。クラスター分析(最短距離
法)は，異質集団から類似集団を集め，グループ化することが主目的であるが，ここでは 3
領域(技能，情意，知識)の調査項目に偏りがないかを確認し，学習者のデータをとらえる
ことに用いた１４）。 
分析の結果，いずれの評価項目も 50～60％の範囲において均等なデンドログラムであり，
3 つのグループ（技能，情意，知識）に分れており，本実践での各回答項目は妥当である
といえる。 
 
4.3.2 情報教育履修前後のファジィ分析と因子分析 
学習者の情報教育に対する履修前後の理解度を評価し，学習者側と授業者側の関係の具
体化を試みた。そこで，前章と同様に因子分析とファジィ分析を活用し，これを比較した。 
(1)文書作成（ワープロ活用）に関する学習者の変容 
学習者の文書作成や教師の授業の進め方，及び，情意的関係について評価を行った。そ
の分析結果を表Ⅳ-1 に示す。 
因子分析の結果については，因子寄与率と因子を命名したものを，ファジィ分析につい
ては各項目のメンバーシップ関数とその関数値 0.70 以上について表中に｢●｣で記載した。 
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表Ⅳ-1 文書作成に関する評価の分析結果 
メンバーシップ
関数値　授業前 0.7以上
メンバーシップ
関数値　授業後 0.7以上
メンバーシップ関
数値授業前 0.7以上
メンバーシップ関
数値　授業後 0.7以上
1.文字入力の自信 0.49 0.82 ● 0.12 　 0.83 ●
2.キー入力の自信 0.65 0.97 ● 0.22 　 0.85 ●
3.タッチタイピングの自信 0.42 0.61 0.15 0.48
4.文書作成の正確さ 0.57 0.82 ● 0.26 　 0.84 ●
5.マウス操作 0.64 0.92 ● 0.42 　 0.96 ●
6.印刷方法 0.41 0.85 ● 0.28 　 0.87 ●
7.ソフトのインストール 0.31 0.47 0.31 0.72 ●
8.印刷時の設定 0.72 ● 0.68 0.32 0.82 ●
9.文字入力のスムースさ 0.46 0.57 0.28 0.66
10.作業時の体調管理 0.41 0.56 0.38 0.69
11.作業時間 0.47 0.49 0.39 0.71 ●
12.体調管理 0.71 ● 0.77 ● 0.55 　 0.81 ●
13.ワープロによる漢字力の減退 0.68 0.69 0.56 0.84 ●
14.ワープロへの興味 0.95 ● 0.94 ● 0.68 　 0.96 ●
15.PC操作への興味 0.95 ● 0.93 ● 0.66 　 0.98 ●
16.ワープロ活用の将来性 0.94 ● 0.95 ● 0.45 　 0.97 ●
17.ワープロマニュアルの理解度 0.46 0.55 0.45 0.88 ●
18.難解な漢字等の検索方法理解 0.36 0.51 0.32 0.75 ●
19.書式設定の理解 0.37 0.48 0.41 0.81 ●
20.正式文書の作成理解 0.34 0.46 0.42 0.74 ●
21.正式文書の語句の理解 0.38 0.49 0.32 0.53
22.文字等のレイアウト理解 0.49 0.81 ● 0.33 　 0.84 ●
23.ハードウェアの専門用語理解 0.21 0.32 0.35 0.62
24.ソフトウェアの専門用語理解 0.21 0.28 0.29 0.61
25.ワープロの情報活用理解 0.86 ● 0.95 ● 0.66 　 0.78 ●
因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率
第１因子 技能 16.7 技能 24.1 技能 22.3 技能 31.6
第２因子 興味・関心 15.5 情報管理 12.4 情報管理 22.2 知識・理解 19.1
第３因子 知識・理解 13.3 興味・関心 10.1 興味 15.9 情報管理 12.2
評価項目
中学生 高校生
 
 
因子分析では，バリマックス回転後，三つの共通因子を抽出した｡因子寄与率は，中学
・高校でそれぞれ表Ⅳ-1 に示すように，履修前後で中学生では第１因子は 16.7・24.1％，
第 2 因子は 16.5・12.4％，第 3 因子は 13.3・10.1％である。 
高校生では第 1 因子は 22.3・31.6％，第 2 因子は 22.2・19.1％，第 3 因子は 15.9・12.2
％である。なお，因子の解釈は，0.500 以上のものを高い因子負荷量とした。第 1 因子で
高い負荷量の項目は，履修の前後で同じであり，ワープロ活用に関することをあらわすも
ので，これは中学・高校いずれも「文書作成の技能」を示している。次に第 2 因子で高い
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負荷量の項目は，中学･高校生共に履修の前後で異なった。中学では履修前は PC やワープ
ロへの操作についての関心などの「興味・関心」から，履修後はソフトの社会での活用の
度合いをあらわすなどの「情報管理」，高校では履修前は体調管理や作業管理といった情
意面などの「情報管理」から，履修後はワープロやメディア，論理回路などの知識の充実
といった「知識・理解」へ推移している。続く第 3 因子で高い負荷量の項目も中学・高校
共に履修の前後で異なった。中学では履修前はコンピュータの仕組みや文書作成の際の書
式の設定などの「知識・理解」から，履修後は授業時の興味や心構えを示す「興味・関心」，
高校では履修前はこの「興味・関心」から，履修後は体調管理や作業管理といった情意面
などの「情報管理」へ推移している。 
ここで，中学・高校の履修前後の「技能面」「知識面」「情意面」のメンバーシップ関
数値の推移をみると，中学校は文書作成の「技能面」について，工業高校ではいずれの面
も上昇傾向であった。 
(2)コンピュータ・リテラシーに関する学習者の変容 
学習者がコンピュータを様々なツールとして活用し，社会の中での ICT 活用などの，コ
ンピュータ・リテラシーについての評価を行い，その分析結果を表Ⅳ-2 に示した。 
因子分析では，バリマックス回転後，三つの共通因子を抽出した｡因子寄与率は，中学
・高校でそれぞれ表Ⅳ-2 に示すように，履修前後で中学生では第１因子は 15.5・21.4％，
第 2 因子は 14.9・18.9％，第 3 因子は 14.7・14.7％である。 
高校生では第 1 因子は 27.5・32.8％，第 2 因子は 20.1・21.8％，第 3 因子は 11.8・9.3％
である。なお，因子の解釈は，0.500 以上のものを高い因子負荷量とした。 
第 1 因子で高い負荷量の項目は，中学･高校生共に履修の前後で異なった。中学では履
修前後共に PC やツール的活用といった「技能」，高校では履修前は「技能」から，体調
管理や作業管理といった情意面などの「情報管理」へ推移している。 
次に第 2 因子で高い負荷量の項目は，中学･高校生共に履修の前後で異なった。中学で
は履修前は PC 操作についての関心などの「興味・関心」から，履修後はソフトの社会で
の活用の度合いをあらわすなどの「情報管理」，高校では履修前は PC 操作やメディアに
対する興味といった情意面などの「興味」から，履修後は PC やメディアの活用や操作と
いった「ツール的活用と技能」へ推移している。 
続く第 3 因子で高い負荷量の項目は中学では履修の前後で同じであるが，高校は履修の
前後で異なった。中学では履修前後共にコンピュータの仕組みや文書作成の際の書式の設
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定などの「知識・理解」，高校では履修前はこの「知識・理解」から，履修後は PC やツ
ール的活用といった「技能」へ推移している。 
表Ⅳ-2 コンピュータ･リテラシー評価の分析結果 
　
メンバーシップ
関数値　授業前 0.7以上
メンバーシップ関数
値授業後 0.7以上
メンバーシップ
関数値　授業前 0.7以上
メンバーシップ関数値
授業後 0.7以上
1.FDの初期化ができる 0.35 0.46 0.16 0.87 ●
2.保存媒体双方のファイル管理 0.28 0.38 0.13 0.78 ●
3.PCへのインストール 0.21 0.31 0.13 0.78 ●
4.全ての文字入力の自身 0.49 0.81 ● 0.22 0.77 ●
5.表計算での加減乗除ができる 0.39 0.32 0.16 0.61
6.表計算の帳票作成はスムースにできる 0.25 0.49 0.14 0.56
7.マウス操作 0.65 0.89 ● 0.38 0.88 ●
8.クロス集計などの統計処理 0.21 0.31 0.14 0.51
9.データの検索などができる 0.21 0.32 0.13 0.61
10.複数ソフトによる操作技術 0.19 0.31 0.14 0.43
11.ホームページが作製できる 0.24 0.25 0.12 0.27
12.プリンタの操作は慣れている 0.35 0.58 0.18 0.61
13.休憩や体調管理に留意 0.41 0.53 0.35 0.55
14.PC操作の時間配分管理 0.47 0.47 0.31 0.51
15.無理しない 0.71 ● 0.77 ● 0.66 0.78 ●
16.PC等の機器に対する興味 0.98 ● 0.88 ● 0.91 ● 0.95 ●
17.PC等の操作は容易である 0.39 0.48  0.31 0.61 　
18.PCに人は頼っている 0.71 ● 0.91 ● 0.61 0.78 ●
19.PCは仕事に必ず役立つ 0.95 ● 0.95 ● 0.84 ● 0.89 ●
20.印刷等の書式設定はうまくできる 0.37 0.48  0.21 0.88 ●
21.文章表現やレイアウトはうまくできる 0.49 0.75 ● 0.18 0.82 ●
22.報告書作成時複数種類のソフト活用可能 0.23 0.32 0.16 0.67
23.検索時の種々のPC等メディアや道具活用 0.22 0.43 0.21 0.48
情報科学 24.機密文書等のデータ管理 0.21 0.24 0.16 0.35
25.ネットでのプライバシー問題に留意 0.31 0.36 0.21 0.44
26.OSの意味の理解 0.18 0.21 0.15 0.64
27.PCのハード･ソフトの理解 0.29 0.38 0.16 0.61
28.2進数や論理回路の理解 0.23 0.33 0.16 0.61
29.PC使用は調べる等の思考訓練に役立つ 0.83 ● 0.95 ● 0.59 0.67
30.社会でのPC活用の理解 0.47 0.56  0.41 0.71 ●
因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率
第１因子 技能 15.5 ﾂｰﾙ的活用と技能 21.4 技能 27.5 情報管理 32.8
第２因子 興味 14.9 情報管理 18.9 興味 20.1 ﾂｰﾙ的活用と技能 21.3
第３因子 知識・理解 14.7 知識･理解 14.7 知識・理解 11.8 技能 9.3
評価項目
中学校 高等学校
 
ここで，中学・高校の履修前後の「技能面」「情意面」「知識面」のメンバーシップ関
数値の推移をみると，中学・高校共にコンピュータ･リテラシーの「技能面」について上昇
傾向であった。 
(3)情報リテラシーに関する学習者の変容 
学習者の「情報活用の実践力」，「情報の科学的な理解」，「情報社会に参画する態度」
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の全般に関する意識，すなわち，情報リテラシーについての評価を行い，その分析結果を
表Ⅳ-3 に示した。因子分析では，バリマックス回転後，三つの共通因子を抽出した｡因子
寄与率は，中学・高校でそれぞれ表Ⅳ-3 に示すように，履修前後で中学生では第 1 因子は
19.9・23.8％，第 2 因子は 13.1・13.1％，第 3 因子は 13.1・13.0％である。高校生では第 1
因子は 31.3・31.1％，第 2 因子は 16.8・23.3％，第 3 因子は 11.9・17.1％である。なお，因
子の解釈は，0.500 以上のものを高い因子負荷量とした。 
第 1 因子で高い負荷量の項目は，中学･高校生共に履修の前後で異なった。中学では履
修前は PC やメディア操作といった「技能」から，PC やメディア活用といった「PC 活用」，
高校では履修前は「知識・理解」から，PC やメディア活用といった「PC 活用」へ推移し
ている。 
次に第 2 因子で高い負荷量の項目は，中学・高校生共に履修の前後で異なった。中学で
は PC 操作やメディアに対する興味といった情意面などの「興味」から，履修後は情報に
関する知識やソフトの活用技能をあらわすなどの「知識と技能」，高校では PC やメディ
ア操作といった「技能」から，履修後は PC の仕組みや文書作成の際の書式の設定などの
「知識・理解」へ推移している。 
続く第 3 因子で高い負荷量の項目は中学・高校生共に履修の前後で異なった。中学では
PC の仕組みや文書作成の際の書式の設定などの「知識・理解」から履修後は PC 操作やメ
ディアに対する興味といった情意面などの「興味」，高校では履修前は PC 操作やメディ
アに対する興味といった情意面などの「興味」から，履修後は「情報管理」へ推移してい
る。 
ここで，中学・高校の履修前後の「技能面」「知識面」「情意面」のメンバーシップ関
数値の推移をみると，中学・高校共に情報リテラシーの「技能面」について上昇傾向であ
った。 
 
4.3.3 学習者による自己評価と指導者による評価との関連性 
情報教育履修前後について，3 つの評価票の「知識面」「技能面」「情意面」のそれぞ
れのメンバーシップ関数値，因子分析による 3 つの因子，併せて，指導者側の各評価票に
おける達成目標を比較検討した。これを表Ⅳ-4 に示す。 
文書作成における中学・高校の両教育段階の評価について，おおむね履修後のメンバー
シップ関数値が高くなっている。具体的には，中学・高校共に学習者は「技能面」と「知
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識面」を重視している。一方，指導者も，中学・高校共に「技能面」と「知識面」を重視
している。 
 
表Ⅳ-3 情報リテラシー評価の分析結果 
メンバーシップ
関数値　授業前 0.7以上
メンバーシップ
関数値 授業後 0.7以上
メンバーシップ
関数値 授業前 0.7以上
メンバーシップ
関数値 授業後 0.7以上
1.FDの初期化ができる 0.35 0.46 0.34 0.81 ●
2.保存媒体双方のファイル管理 0.28 0.38 0.23 0.77 ●
3.PCへのインストール 0.21 0.31 0.28 　 0.71 ●
4.全ての文字入力の自身 0.49 0.81 ● 0.37 　 0.76 ●
5.表計算での加減乗除ができる 0.24 0.32 0.31 0.57
6.表計算の帳票作成は適切にできる 0.25 0.49 0.31 0.56
7.マウス操作 0.64 0.91 ● 0.39 　 0.81 ●
8.クロス集計などの統計処理 0.21 0.31 0.31 0.53
9.データの検索などができる 0.21 0.32 0.25 0.57
10.複数ソフトによる操作技術 0.19 0.31 0.22 0.47
11.ホームページが作製できる 0.24 0.25 0.19 0.28
12.休憩や体調管理に留意 0.41 0.57 0.39 0.45
13.ＰＣ操作の時間配分管理 0.47 0.48 0.41 0.46
14.休憩や体調管理に留意 0.71 ● 0.77 ● 0.33 0.61
15.PC等の機器に対する興味 0.98 ● 0.89 ● 0.23 　 0.84 　
16.PC等の操作は容易である 0.39 　 0.48  0.39 　 0.74 ●
17.PCに人は頼っている 0.71 ● 0.91 ● 0.32 　 0.78 ●
18.PCは仕事に必ず役立つ 0.94 ● 0.94 ● 0.26 　 0.96 ●
19.蓄積されたデータの保管 0.42 　 0.62  0.27 0.71 ●
20.機密文書等のデータ管理 0.21 0.25  0.27 0.37
21.ネット通信の際の個人情報管理 0.29 0.24  0.28 0.31
22.ネットでのプライバシー問題に留意 0.31 0.26 0.31 0.36
23.メール文書の適切な処理に留意 0.25 0.27 0.25 0.35
24.検索時の種々のPC等メディアや道具活用 0.32 0.43 0.26 0.51
25.報告書作成時複数種類のソフト活用可能 0.23 0.32 0.31 0.52
26.PC使用は調べる等の思考訓練に役立つ 0.82 ● 0.94 ● 0.27 0.61
27.情報源（第1次，第2次情報など）の留意 0.32 0.26 0.27 0.53
28.情報の適切な加工と伝達方法に留意 0.29 0.34 0.28 0.49
29.収集した情報を処理しプレゼンで伝える 0.19 0.22 0.24 0.47
30.社会の中でのPC活用の理解 0.41 0.47  0.37 0.67
因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率 因子名 因子寄与率
第１因子 技能 19.9 ＰＣ活用 23.8 知識・理解 31.3 ＰＣ活用 31.1
第２因子 興味 13.1 知識と技能 13.1 技能 16.8 知識・理解 23.3
第３因子 知識・理解 13.1 興味 13.0 興味・関心 11.9 情報管理 17.1
評価項目
中学校 高等学校
 
 
次にコンピュータ･リテラシーにおける中学・高校の両教育段階の評価について，履修
後のメンバーシップ関数値が高くなっている。また，中高生共に PC 活用に際しては「情
意面」を重視している。一方，指導者も，中学・高校共に「情意面」を重視している。情
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報リテラシーにおける中学・高校の両教育段階の評価について，概ね実践後のメンバーシ
ップ関数値が高くなっている。また，中高生共に情報社会に参画する態度や情報の管理な
どの「情意面」の値が他の技能面と知識面より大きい。一方，指導者も，中学・高校共に
「情意面」を重視している。 
 
表Ⅳ-4 各評価票のメンバーシップ関数の比較表 
中学校 高等学校 中学校 高等学校 中学校 高等学校
学習前 0.28 0.28 0.31 0.24 0.32 0.28
学習後 0.58 0.61 0.51 0.63 0.48 0.52
指導者側 0.52 0.52 0.32 0.45 0.44 0.63
学習前 0.22 0.19 0.23 0.17 0.24 0.29
学習後 0.51 0.75 0.44 0.64 0.44 0.62
指導者側 0.52 0.55 0.42 0.42 0.31 0.63
学習前 0.46 0.45 0.71 0.57 0.53 0.31
学習後 0.54 0.65 0.83 0.72 0.73 0.61
指導者側 0.42 0.48 0.72 0.51 0.53 0.73
知識面
技能面
情意面
ワープロ活用 コンピュータ・リテラシー 情報リテラシー
 
 
4.3.4 考察 
以上，情報教育に関する中高生の履修前後の評価結果についてまとめると，文書作成に
関する評価では，中学ではワープロ技能，高校でもワープロ技能を重視し，履修前後の学
習の傾向を見ると，中学では文書作成のワープロに関する「技能面」について，高校では
「技能面」と「知識面」が上昇傾向であり，情意面の上昇傾向は低くなった。コンピュー
タ･リテラシーに関する評価では，中学では PC 技能，高校では PC のツール的活用と情報
管理を優先し，履修前後の学習の傾向をみると，中学ではコンピュータ操作に関する「技
能面」について，高校では「技能面」と「知識面」が上昇傾向であり，情意面の上昇傾向
は低くなった。情報リテラシーに関する評価では，中学では PC 活用，工業高校でも PC 活
用を優先し，履修前後の学習の傾向をみると，中学・高校共に情報リテラシーの「技能面」
と PC の仕組みや文書作成の際の書式の設定などの「知識面」について上昇傾向であった
が，情報リテラシーに関する評価の中の情報科学についての「知識面」の上昇傾向は技能
面と情意面に比べて低くなっている。 
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これらの結果により，1995 年代前後の情報教育は，学習者は「思考及び，関心・意欲・
態度」といった「情意面」の伸びは低いものの，ワープロ技能や PC 操作といった「技能
面」を重要な内容としていたと考えられる。また，情報リテラシーの評価については知識
面の重視度が低い傾向にあった。情報リテラシーの知識面とは，論理回路，進数，プログ
ラミング，メール送受信の仕組みといった「情報の科学的な理解」に関する内容と「コン
ピュータ活用の知識や工夫」，「情報社会への参画する態度」などである。一方，指導者
の意識では，中学校の場合は，コンピュータ・リテラシーの技能面，すなわちコンピュー
タ操作に関する技能や情報管理を重視していた。工業高校の場合は，情報リテラシーの「情
意面」，すなわち情報社会に参画する態度や情報モラルを重視していた。 
このように，現状では，中高生共に情報及び，PC 活用を重視するものの，「情報の科学
的な理解」についてはあまり重視していないことが伺える。また，指導者は，中学及び，
高校の教師自身も PC 操作や情報モラルなどを重視している。このことは，第 2，3 章の知
見である「学習の成果が指導者の一般的教授行動や信頼，教授内容に影響する」という結
果を踏まえ判断すると，学習者は PC 操作や技能，活用能力，情報モラルの内容の理解の
範囲に留まることとなり，「情報の科学的な理解」の内容まではなかなか到達することが
出来ない実態であることがわかった。これらを第 3 章で確認された『「専門教授学的指導」
が教師の教科指導力に基づく信頼に，「一般教授学的指導」が学習者の教師に対する情意
的信頼と関係する』ことと関連づけると，次の図Ⅳ-4 ように整理できる。 
これらのことから，教師の｢教科指導力」は学習者の「技能面」と「知識面」である「知
識・理解・技能」に関係し，学習者の「教師に対する情意的信頼」は「関心・意欲・態度」
に関係する。そしてこの両者が，当時の ICT 関係の中でも PC 操作などの「技能」と関係
していることが明らかになった。ただし，評価の 4 観点の中の｢判断｣と｢思考｣については， 
課題を解決するために必要な｢判断｣や｢思考｣については，専門教授学的指導は｢判断｣に，
一般教授学的指導は｢思考｣に関係すると考えられる。 
 
4.4まとめ 
本章では，情報教育の目標である情報リテラシーの育成に向けた学習の到達度を中心に
して検討した。これより，当時の情報教育の ICT 活用やコンピュータ･リテラシー教育へ
の傾斜は，結果として「情報活用の実践」と「情報社会に参画する態度」はある程度指導
されたものの，「情報の科学的な理解や情報教育の意義」については指導において重視さ
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れるに至っていないことが明らかになった。 
 
中学 ・ 高校生の情報教育
教 科 指 導 力
判断，知識・理解専門教授学的指導
教科指導力に
基づく信頼
技 能
教師に対する
情意的信頼
思考，関心・意欲・態度一般教授学的指導
 
図Ⅳ-4 情報教育成立期の学習における教師と学習者の関係 
 
第 1 章で述べた通り，研究課題 1 は，ファジィ分析を用いて情報教育成立期のカリキュ
ラム評価を行うことであった。この課題に対して第 2～4 章において検討した。 
その結果，第 2 章では，成立期の情報教育に対する学習者のイメージが「技能の熟練」
「技能の確認」「学習の心構え」であり，操作技能の習得に意識が傾斜すると共に，「情
報の科学的な理解」に関する内容に対しては学習の困難感を形成していたことが示唆され
た。そしてこの結果は，情報教育を担当する指導者の指導内容や指導方法に強く影響して
いたことが明らかとなった。 
また，第 3 章では，同成立期の学習者である中高生が，社会の情報化の拡大時期にあっ
て「情報の科学的な理解」，情報化社会への不安と期待，ツールとしてのコンピュータ活
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用という意識を生活経験の中で形成していた。しかし，これらの意識は，情報教育の履修
によってコンピュータ操作技能の習得という一点に傾斜し，当時の情報教育担当教員が中
高生の期待や不安を上手く取り上げた指導を展開しきれていなかったことが明らかとなっ
た。 
そして，第 4 章では，情報教育成立期における教師と学習者の関係として，教師の専門
教授学的指導が学習者の判断や知識・理解を促し，一般教授学的指導が学習者の思考及び，
興味・関心・態度を促し，その両者があいまって技能習得が図られていた様相が把握され
た。これらの知見より，前述した研究課題 1 へは概ね対応することができたと考えられる。 
そこで続く第 5 章からは，研究課題 2 である情報教育展開期のカリキュラム評価につい
て検討を進めることとする。 
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第 5章 情報教育展開期の学習者によるカリキュラム評価 
 
5.1目的 
第 2～4 章において取り組んだ研究課題 1-1 に関しては，成立期における情報教育の内
容に対しては次のようなことが示唆された。第 2 章では情報教育成立期のカリキュラムに
対する中高生の情意領域の評価について，社会の情報化の進展状況を鑑み，ICT に関する
経験や知識に対して曖昧さを持つ学習者の状況を考慮し，探索的に把握した。その結果，
当時の情報教育に対する学習者のイメージが「技能の熟練」「技能の確認」「学習の心構
え」であり，操作技能の習得に意識が傾斜すると共に，「情報の科学的な理解」に関する
内容に対しては学習の困難感を形成していたことが示唆され，当時の情報教育を担当する
教師の指導内容，指導方法に強く影響されていたことが明らかになった。第 3 章では，同
成立期の学習者である中高生が，社会の情報化の拡大時期にあって「情報の科学的な理
解」，情報化社会への不安と期待，ツールとしてのコンピュータ活用という意識を生活経
験の中で形成していた。しかし，これらの意識は，情報教育の履修によってコンピュータ
操作技能の習得という一点に傾斜し，当時の情報教育担当教員が中高生の期待や不安を上
手く取り上げた指導を展開しきれていなかったことが明らかとなった。そして，第 4 章で
は，情報教育成立期における教師と学習者の関係として，教師の専門教授学的指導が学習
者の知識・理解を促し，一般教授学的指導が学習者の関心・意欲・態度を促し，その両者
があいまって技能習得が図られていた様相が把握された。そしてこの結果は，情報教育を
担当する指導者の指導内容や指導方法に強く影響していたことが明らかとなった。これら
の知見より，前述した研究課題 1 へは概ね対応することができたと考えられる。そこで続
く第 5 章からは，研究課題 2 である情報教育展開期のカリキュラム評価について以下のよ
うな検討を進めることとする。 
まず第 5 章では，情報教育展開期における中学校と普通高校生の情報教育についての
学習者によるカリキュラム評価の反応に関し，中学校と高等学校では学習する情報に関す
る必修用語についてその理解度や重視度の把握を試みる。併せて，高等学校ではこれまで
の研究課題 1 で検討した評価内容をさらに，ブルーム(B.S.Bloom)評価理論，すなわちタ
キソノミーにより再検討して情報教育のイメージ評価を試みる１０１），１０２）。 
この評価方法に関しては，情報教育における評価の 4 つの観点のうち「知識・理解」
「技能」「関心・意欲・態度」の 3 つの観点については検討したが，創意や工夫の要素が
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含まれる「思考・判断・表現」は「知識・理解」と「関心・意欲・態度」の観点に含まれ
る形での評価であった。そのため，「知識・理解」と「技能」の関係や，「知識・理解」
の学習の段階とその到達度などについては，これら 4 つの観点について学習の前後でどの
様に推移しているかについては，さらに精査する必要がある。この 4 つの評価の観点につ
いて，学習者の理解度やその推移を把握するために，1970 年代から提唱されているブル
ームらの評価理論，すなわち評価法と学習者の到達度を調べる上で有効であるとされてい
るタキソノミーを活用した評価法により検討することとする。この手法により，情報教育
の目標である情報活用能力（情報リテラシー）の学習内容についての各観点の学習段階を
把握し，さらに「情報の科学的な理解」の検討を深める上で有効な手段と考える。 
第 6 章では，第 5 章と同様の中学生と普通高校生について学習者によるカリキュラム
評価ではあるが，教科｢情報｣が 2003 年度からスタートして 3 年間の経時的な変容を把握
するための分析を試みる。 
第 7 章では，第 5 章，第 6 章と同様の展開期における情報教育の学習者による経時的
な変容の把握ではあるが，いち早く情報教育を導入した職業高校生（工業高校生）による
情報教育の評価とその経時的変容を試みる。 
 
5.2方法 
5.2.1 ブルーム評価理論での情報教育の評価の考え方 
当時文部省の示す 4 つの評価の観点について，学習者の抱く情報教育のイメージを調
べる上では，その比較・検討する上で理論的枠組みが必要である。この理論的枠組みとし
て本章からは，ブルーム(B.S.Bloom)の評価理論１０３），１０４）を援用する。ブルームの評価
理論は，教育目標の分類を図Ⅴ-1 に示すように「精神運動的領域(Psychomotor Domain)」
「認知的領域(Cognitive Domain)」「情意的領域(Affective Domain)」とするものである。 
「精神運動的領域」は学習者のある作業を達成する際の段階で，模倣から始まり，操
作，正確化，文節化，そして熟練に達する。これは評価の 4 観点の技能と思考・表現の 2
つの観点にあたり，「技能」は精神運動的領域のスタート段階にあたる。 
「認知的領域」は知識の再生や理解及び，知的な諸能力の発達に関する諸目標から成
る領域である。知識から理解，応用，分析，統合，評価の段階をとり，これは評価の 4 観
点の中の知識・理解と判断の 2 つの観点にあたり，この｢知識･理解｣は認知的領域のスタ
ート段階にあたる。 
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「情意的領域」は学習者の学習に対する受け入れから始まり，反応，価値付け，組織
化，個性化の段階をとり，これは 4 観点の中の（興味・関心）・意欲・態度という 1 つの
観点にあたり情意的領域では関心，意欲，態度の順となっている。 
このようにブルームの評価理論は，学習者が持つ情報教育に関する教育目標に対して
どの領域からどの程度まで到達しえたかを把握することができる。そこで本研究では，ブ
ルームの評価理論に基づいた学習者の情報教育の到達度を検討することとする。学習内容
は，従来の各領域である技能面，知識面，情意面として，これらをそれぞれ精神運動的領
域，認知的領域，情意的領域と称することとする。 
・精神運動的領域（技能面）：ワープロ・表計算・インターネット等のコンピュータ・リ
テラシーを中心とするメディア活用の技能面に関すること，及び，PC 活用時の思考や表
現の内容を 1～20 の 20 項目。 
・認知的領域（知識面）：情報理論とコンピュータ概念，ハードやソフトに関する知識や
理解面，及び，情報に関する内容を理解し判断する内容を 21～35 の 15 項目。 
・情意的領域（情意面）：情報手段の活用や情報社会に参加する上での興味や関心・意欲，
望ましい態度，及び，情報モラルに関するものなどの情意面の内容を 36～50 の 15 項目。 
質問の設定方法は，情報教育の目標である情報活用能力と 3 観点を柱として，ブルー
ム等の教育目標分類(Taxonomy of educational objectives)１０３），１０４）と先行研究７）～１１）よ
り得られた評価項目を元に検討した。 
 
模倣 理解 受け入れ (興味)
技能 知識 関心
操作 応用 反応
正確化 思考 分析 理解 価値付け 意欲
分節化 表現 統合 組織化
判断 態度
熟練化 評価 個性化
精神運動的領域 認知的領域 情意的領域
 
図Ⅴ-1 ブルーム評価理論と評価の観点の関係 
 
5.2.2 調査対象及び調査内容 
調査対象は，2005 年 5 月栃木県の公立中高生である。対象学習者は中高生共に 3 年生
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で，中学生は 79 名，高校生は 116 名である。履修時のコンピュータは，一人１台使用し，
他のメディアとして OHP，デジィタルカメラ，OHC などの設備を備え，授業科目は，中
学校では技術科の｢情報とコンピュータ｣，高校では教科｢情報｣の学習内容である。この両
者で，各学校段階に沿ったコンピュータ･リテラシー等や基本的なプログラミングの実習
と情報ネットワークに関する知識，ハードウェア・ソフトウェア技術を含めた知識やセキ
ュリティ・プライバシー等の講義が主な学習内容である。 
 
5.2.3 履修した情報教育の内容 
情報教育の内容は，中学校技術・家庭科では｢情報とコンピュータ｣，普通高校及び，
専門高校では教科｢情報｣である。学習内容は，中学校は標準的な技術科の情報教育の内容
でコンピュータの仕組み（コンピュータの基本的な構成と機能），ハードウェア･ソフト
ウェア，プログラミング，アプリケーションソフトによる情報の活用や利用分野の把握を
行った。高等学校は，情報の収集・発信と情報機器の活用や情報の統合的な処理とコンピ
ュータ活用，情報科学を中心とする情報理論・情報倫理・論理回路・ハードウェア・ソフ
トウェア等と情報化の進展と社会への影響全般を講義し，実習は，ソフト活用（ワープロ
・表計算・プレゼンテーション・インターネットなど)と言語（BASIC・HTML によるホ
ームページ作成）である１００）。そして，これを「調べ・検索し・まとめ・伝達する」と
いった「情報活用の実践力」と，「情報の科学的な理解」「情報社会に参画する態度」な
ど情報の 3 観点に沿った学習を行った。なお，本実践の内容は，第 3 章と同様である。 
 
5.2.4 分析のための評価票 
第 5 章では，中高生に対して各学校段階での情報教育の認知度と同時に，ブルーム評
価理論に基づき，情報教育の目標である「情報活用能力の育成」を踏まえ，評価の 4 観点
を含めて評価することが妥当と考えた。そこで，中高生に対する情報必須用語の認知度調
査を行い，その上で高校生に対してブルーム評価理論による認知領域・精神運動領域・情
意領域の 3 領域による情報教育のイメージを調査した。 
(1)中学校における情報教育の必須用語に関する認知度調査 
技術・家庭科「情報とコンピュータ」の必須用語について，2005 年に 2 社の教科書か
ら 40 項目を抽出した１０５）。評価尺度は｢全くあてはまらない｣｢あまりあてはまらない｣
｢どちらでもない｣｢少しあてはまる｣｢とてもよくあてはまる｣の 5 件法とし，評価項目数は
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40 項目である。評価項目は｢アイコンの意味を知っている｣「イメージスキャナの意味を
知っている」等の表現法で，ネットワークやプログラム関係，情報教育に関する専門用語
やソフトウェア関係の項目である。この評価票を図Ⅴ-2 に示す。 
【情報教育関係アンケート項目】
本アンケートは，皆さんの情報全般の理解やイメージについて調べ，今後の小学・中学・高校・大学のカリキュラムを検討し
作成する上での参考資料とするものです。 成績等個人情報には全く関係がありません。
皆さんが中学校の授業の経験を通して，どの程度その語句の意味や方法を知っているのか，あるいは理解しているのか，あなた
方自身の率直な考えで回答してください。
※回答は，数直線上の任意の数値上に○を付けて下さい。
あまり知らない 少し知っている
全く知らない どちらでもない とてもよく知っている
1 2 3 4 5
＜回答項目＞
1 2 3 4 5
１． アイコンの意味を知っている
２． イメージスキャナの意味を知っている
３． インターネットの意味を知っている
４． Ｗｅｂページの意味を知っている
５． ＭＯディスクの意味を知っている
６． 応用ソフトウェアの意味を知っている
７． キーボードの操作方法を理解している
８． 基本ソフトウェア（ＯＳ）の意味を知っている
９． インターネット等のデータ検索の方法を知っている
10． コンパクトディスク（ＣＤ）の意味を知っている
11． コンピュータウイルスの意味を知っている
12． コンピュータグラフィックス（ＣＧ）の意味を知っている
13． コンピュータネットワークの意味を知っている
14． サーバの意味を知っている
15． 図形処理の操作方法を理解している
16． セルの意味を知っている
17． ソフトウェアの意味を知っている
18． 著作権を理解している
19． ディジタルカメラの操作方法を理解している
20． ディジタル化の意味を知っている
21． ディスプレイの意味を知っている
22． データの意味を知っている
23． 基本的なデータベースの操作方法を知っている
24． 電子メールの意味を知っている
25． ドメイン名の意味を知っている
26． ネットワークの意味を知っている
27． ハードウェアの意味を知っている
28． ハードディスクの意味を知っている
29． パスワードの意味を知っている
30． 基本的な表計算ソフトの操作方法を知っている
31． ファイルの意味を知っている
32． フォルダの意味を知っている
33． プリンタの操作方法を知っている
34． プレゼンテーションの意味を知っている
35． プログラムの意味を知っている
36． フロッピーディスクの意味を知っている
37． 文書処理（ワープロ）の意味を知っている
38． マウスの意味を知っている
39． ユーザーＩＤの意味を知っている
40． ユーザー名の意味を知っている
 
図Ⅴ-2 中学校の必修用語の認知度調査項目 
 
(2)高等学校における情報教育の必須用語に関する認知度調査 
 2003 年度全国で使用されている教科｢情報｣の教科書，上位 3 社（全体の 83.8%）の必
須用語 60 項目より成る１０５）。調査尺度は同様の 5 件法である。項目は，｢URL の意味を
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知っている｣｢著作権の意味を知っている｣等の表現法で，検索エンジン等のネットワーク
関係，LSI 等の専門用語関係, 知的財産権等のメディアリテラシー関係の必須用語の項目
である。この評価票を図Ⅴ-3 に示す。 
学校名（ ） 学年（ ）
出身高校を○で囲んで下さい → 普通高校 専門高校＜工業・商業＞
【情報教育関係アンケート項目】
本アンケートは，小学・中学・高校・大学のカリキュラムを検討する上での参考資料です。 成績には全く関係がありません。
皆さんが高等学校の授業を通して，どの程度意味を知り，あるいは理解したのか，自分自身の率直な考えで回答してください。
※回答は，数直線上の任意の数値上に○を付けて下さい。
あまり知らない 少し知っている
全く知らない どちらでもない とてもよく知っている
1 2 3 4 5
＜回答項目＞
１．ＣＤ－ＲＯＭの意味を知っている
２．ＥＮＩＡＣの意味を知っている
３．ＧＩＦ形式の意味を知っている
４．ＨＴＭＬの意味を知っている
５．ＩＣの意味を知っている
６．ＪＰＥＧ形式の意味を知っている
７．ＬＡＮの意味を知っている
８．ＬＳＩの意味を知っている
９．ＯＳの意味を知っている
10．ＰＯＰサーバーの意味を知っている
11．ＰＯＳシステムの意味を知っている
12．ＳＭＴＰサーバの意味を知っている
13．ＳＯＨＯの意味を知っている
14．ＴＣＰ／ＩＰの意味を知っている
15．ＵＲＬの意味を知っている
16．Ｗｅｂページの意味を知っている
17．ＷＷＷの意味を知っている
18．アナログの意味を知っている
19．アニメーションの原理（仕組み）を知っている
20．アプリケーションの意味を知っている
21．アンケート作成の理由・意味を知っている
22．インターネットの仕組み・意味を知っている
23．インターフェイスの意味を知っている
24．オンラインショッピングの意味を知っている
25．画素の意味を知っている
26．画像情報の意味を知っている
27．検索エンジンの意味を知っている
28．個人情報の保護・意味を知っている
29．コミュニケーションの意味を知っている
30．コンピュータウイルスの意味を知っている
31．情報社会の意味を知っている
32．情報収集の意味を知っている
33．情報の信頼性の意味を知っている
34．プレゼンテーションでのスライドの意味を知っている
35．表計算のセルの意味を知っている
36．知的財産権の意味を知っている
37．著作権の意味を知っている
38．ディジタルの意味を知っている
39．ディレクトリィの意味を知っている
40．データベースの意味を知っている
41．テーマ設定の意味を知っている
42．テキストファイルの意味を知っている
43．電子メールの意味を知っている
44．添付ファイルの意味を知っている
45．ドメイン名の意味を知っている
46．ハードウェアの意味を知っている
47．バイトの意味を知っている
48．基本的な表計算の操作方法を知っている
49．ファイルの意味を知っている
50．フォルダの意味を知っている
51．プライバシーの意味を知っている
52．ブラウザの意味を知っている
53．プレゼンテーションの意味を知っている
54．プロジェクタの操作方法を知っている
55．マルチメディアの意味を知っている
56．メディアの意味を知っている
57．文字コードの意味を知っている
58．文字化けの意味を知っている
59．問題解決の意味を知っている
60．リンクの意味を知っている
 
図Ⅴ-3 高等学校の必修用語の認知度調査項目 
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(3)高等学校における情報教育のイメージに関する調査 
これまでの調査は，情報教育に関するイメージについて文書作成，コンピュータ・リ
テラシー，当時の情報リテラシーの履修後や履修前後で調査した。本章では，展開期の
2003 年に高校に教科｢情報｣が設置され，学習指導要領も改訂されていることから，これ
まで調査していた内容を統括しブルーム評価理論に基づいた調査項目を設定した。調査尺
度は同様の 5 件法である。項目は，認知領域では｢OS の意味を知っている｣，精神運動領
域では｢表計算の基本関数が使用できる｣，情意領域では「コンピュータ操作に興味を引か
れる」等の表現法でそれぞれの領域を確認できる質問形式にした。これを図Ⅴ-4 に示す。 
 
学校名（ ）学年（ ）氏名（ ）
出身高校を○で囲んで下さい → 普通高校 専門高校＜工業・商業＞
【情報教育関係アンケート項目】
本アンケートは，皆さんの情報全般の理解やイメージについて調べ，今後の小学・中学・高校・大学のカリキュラムを検討し
作成する上での参考資料とするものです。 成績には全く関係がありません。
皆さんが現在までの授業等の経験を通して，どの程度理解しているのか，あるいは理解したのか，あなた方自身の率直な考えで
回答してください。 ※回答は，数直線上の任意の数値上に○を付けて下さい。
あまり当てはまらない 少し当てはまる『回答例』
全く当てはまらない どちらでもない とてもよく当てはまる
1 2 3 4 5
＜回答項目＞ 1 2 3 4 5
１．ＦＤ・ＭＯ等の記憶媒体の初期化ができる ・・・・・・・・・・・・・
２．ＦＤとＨＤ両方のﾌｧｲﾙのコピー,移動,削除,ﾌｧｲﾙ名変更ができる ・・・・
３．ローマ字入力またはかな入力ができる ・・・・・・・・・・・・・
４．様々な文字入力(記号等も含む)を行うこと ・・・・・・・・・・・・・
５．判らない漢字・記号を部首検索等で調べること ・・・・・・・・・・・
６．入力スピードと正確さがある ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
７．文章作成後の誤字脱字はほとんどない ・・・・・・・・・・・・・・・
８．マウス操作はスムースにできる ・・・・・・・・・・・・・・・
９．プリンタ等の周辺装置の扱いには慣れている ・・・・・・・・・・・・
10．文字の太さ，色，罫線等の文章表現（デザイン）を行うことができる・・・
11．文字数や用紙の大きさなどの書式の設定を行うこと ・・・・・・・・
12．表計算の加減乗除や最大・最小値等の基本関数を使用できる ・・・・・
13．表計算の表やグラフの作成ができる ・・・・・・・・・・・・・・・
14．クロス集計や検定等の基本的な統計関数ができる ・・・・・・・・・・
15．蓄積されたデータの様々な検索や並び替えができる ・・・・・・・・・・
16．複数のソフトを活用した表現(ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ)ができる ・・・・・・・・・
17．基本的なホームページは作成できる ・・・・・・・・・・・・・・・・
18．ホームページの色，文字，罫線等のレイアウト表現ができる ・・・・・
19．コンピュータへのソフトのインストールができる ・・・・・・・・・・
20．レポート作成時に複数のソフトを活用できる ・・・・・・・・・・・
21．ワープロは書く力や漢字の記憶力を強くする ・・・・・・・・・・・
22．ワープロを使うことに興味をひかれる ・・・・・・・・・・・
23．ワープロは将来必ず仕事に役立つと思う ・・・・・・・・・・・・
24．ワープロに関するハード関係の専門用語は理解している ・・・・・・・・
25．ワープロに関するソフト関係の専門用語は理解している ・・・・・・・・
26．手紙文や正式文書などの書式や語句の使用は理解している・・・・・・・・
27．印刷用紙の大きさや規格(Ａ４，Ｂ５等)は理解している ・・・・・・・・
28．ＯＳの意味を理解している ・・・・・・・・・・・・・・・・・
29．コンピュータの基本的な構成や機能は理解している ・・・・・・・・・
30．２進数や論理回路の意味は理解している ・・・・・・・・・・・・
31．コンピュータ等の機器を使うことはおもしろい ・・・・・・・・・・・・
32．ソフトのマニュアルを読むことで操作は充分理解できる ・・・・・・・・・
33．メールでの正式文書送受信の際は簡潔性・明確性に注意している ・・・・・
34．E-mail・携帯メールなどの個人情報には充分注意している ・・・・・・・・
35．ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでのデータ改ざんやプライバシー問題について充分注意している ・・
36．１時間程度の作業でも姿勢（眼，肩，足）に注意している ・・・・・・・・
37．入力作業中は自分なりの時間配分に気を付けている ・・・・・・・・・・
38．体の調子が悪いときは機器操作に無理のないようにしている ・・・・・・・
39．コンピュータ作業中は時間配分に気を付けている ・・・・・・・・・・
40．ワープロソフトを活用することは，文章を整理する思考訓練に役だつ ・・・
41．コンピュータ作業中のリズムは自分なりにできている ・・・・・・・・・
42．コンピュータ等の機器を使うことに興味をひかれる ・・・・・・・・・
43．コンピュータ等の機器を使うことは容易である ・・・・・・・・・
44．判らないことは辞典やコンピュータなどの道具(ツール)を活用している・・
45．印刷したデータ・文書で不要なものはシュレッター等で処分している ・・
46．人間はコンピュータ等の機器に頼り過ぎている ・・・・・・・・・・・・
47．蓄積されたデータは紛失しないようきちんと保管している ・・・・・・・
48．生の情報や雑誌・新聞・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等の判断には注意している ・・・・・・
49．コンピュータを活用することは，調べ・整理する等の思考訓練に役だつ・・
50．社会の中でのコンピュータの活用のされ方は理解している ・・・・・・・
 
図Ⅴ-4 ブルーム評価理論に基づく学習後のイメージ評価票 
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5.2.5 分析方法 
 まず，中学校において情報教育に関する知識や実践の重要度を見るために図Ⅴ-1 の 40
項目の調査を実施した。次に，高等学校において，情報教育に関する知識や実践の重要度
を見るために図Ⅴ-2 の 50 項目の調査を行った。続けて，普通高校生に対して情報教育の
イメージを調査するために，図Ⅴ-3 の 50 項目の調査を行った。回答項目は，学習者の情
報教育全般の学習内容を因子分析により，その重要度と情報教育の現状認識を調べた。な
お，調査は履修後に実施した。 
因子分析は，バリマックス回転により因子軸を回転させ，因子寄与率の差を考慮し，
因子負荷量を 0.45 以上とした上で，共通因子を抽出することとした９）。以上の分析法に
より，大学情報教育の目標の重視度，専門・普通高校生の実態の関係を調査し，カリキュ
ラムの方向性を検討することとした。 
 
5.3結果及び考察 
調査項目の妥当性については，尺度弁別力を GP 分析による Cronback の α 係数が，中
学・高校生に対する情報用語の調査，情報教育イメージ調査のいずれも α＝0.950～0.978
となり，尺度の内定整合性は確認されている。 
5.3.1 中学校情報必須用語の認知度調査結果 
 中学校の情報教育に関する必須用語に対して，主因子法による因子分析を行い，バリマ
ックス回転を実施した。因子の回転後，0.500 以上を高い因子負荷量として項目群をみて，
因子の解釈・命名を行った。以下，高等学校の必修用語，高等学校のイメージ調査の因子
分析においても同様に，スクリープロット法を用いて因子軸の回転を行い，最終解を得た。 
 その結果，3 因子が抽出された。これを表Ⅴ-1 に示す。中学校情報必須用語の分析結果
は，第 1 因子に「21.ディスプレイ」「31.ファイル形式」「38.マウス」等で構成され，情
報システム関係の因子と解釈される。そこで本因子を「PC に関するシステム関係の知
識」因子と命名した。第 2 因子は主に「5.MO ディスク」「6.応用ソフトウェア」「25.ド
メイン名」「26.ネットワーク」等で構成され，ネットワークに関する情報実習関係の因
子と解釈される。そこで本因子を「情報ネットワークの実践関係の知識」因子と命名した。
第 3 因子は主に「9.インターネット等データ検索」「11.コンピュータウイルス」「18.著
作権」等で構成され，情報モラルとセキュリティ関係の因子と解釈される。そこで本因子
を「ネットワークと情報モラルの知識」因子と命名した。 
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 因子寄与率は，第 1 因子 31.6％，第 2 因子 24.1％，第 3 因子 14.0％である。 
 
表Ⅴ-1 中学校必修用語の因子分析結果 
 因子1  因子2  因子3
1.アイコン 0.585 0.386 0.328
2.イメージスキャナ 0.067 0.777 0.137
3.インターネット 0.688 0.098 0.446
4.Ｗｅｂページ 0.566 0.462 0.138
5.ＭＯディスク 0.098 0.802 0.257
6.応用ソフトウェア 0.203 0.689 0.019
7.キーボードの操作方法 0.704 0.256 0.243
8.基本ソフトウェア（ＯＳ） 0.139 0.797 0.052
9.インターネット等データ検索 0.288 -0.086 0.817
10.コンパクトディスク（ＣＤ） 0.537 0.300 0.385
11.コンピュータウイルス 0.589 0.230 0.607
12.コンピュータグラフィックス 0.453 0.420 0.496
13.コンピュータネットワーク 0.250 0.793 0.304
14.サーバ 0.534 0.595 0.276
15.図形処理 0.105 0.576 0.516
16.セル 0.768 0.185 0.216
17.ソフトウェア 0.537 0.540 0.265
18.著作権 0.484 0.394 0.612
19.ディジタルカメラ操作方法 0.241 0.690 0.129
20.ディジタル化 0.096 0.779 0.154
21.ディスプレイ 0.845 0.260 0.180
22.データ 0.869 0.236 0.127
23.データベース 0.557 0.612 -0.055
24.電子メール 0.828 0.137 0.308
25.ドメイン名 0.380 0.731 0.078
26.ネットワーク 0.319 0.816 0.119
27.ハードウェア 0.525 0.681 0.074
28.ハードディスク 0.449 0.568 0.371
29.パスワード 0.707 0.274 0.307
30.基本的な表計算ソフト操作 0.725 0.242 0.268
31.ファイル 0.858 0.217 0.208
32.フォルダ 0.798 0.236 0.286
33.プリンタ操作 0.819 0.099 0.304
34.プレゼンテーション -0.010 0.512 0.641
35.プログラム 0.369 0.176 0.715
36.フロッピーディスク 0.469 0.284 0.735
37.文書処理(ワープロ) 0.602 0.142 0.684
38.マウス 0.848 0.167 0.103
39.ユーザーＩＤ 0.735 0.451 0.114
40.ユーザー名 0.473 0.517 0.257  
 
5.3.2高等学校情報必須用語の認知度調査結果 
 普通高校生の学習内容に対する重要度を調査するため，教科「情報」必須用語 60 項目
を因子分析した。分析は，主因子法による因子分析を行い，バリマックス回転を実施した。
第 5章 情報教育展開期の学習者によるカリキュラム評価 
75 
 
因子の回転後，0.500 以上を高い因子負荷量として項目群をみて，因子の解釈・命名を行
った。その結果を表Ⅴ-2 に示す。 
 
表Ⅴ-2普通高校必修用語の因子分析結果 
因子項目  因子1  因子2  因子3
1.CD-ROM 0.372 0.746 -0.087
2.ENIAC 0.822 0.270 0.026
3.GIF形式 0.722 0.299 -0.180
4.HTML 0.801 0.119 -0.164
5.IC 0.558 0.700 -0.143
6.JPEG形式 0.662 0.342 -0.035
7.LAN 0.444 0.682 -0.199
8.LSI 0.733 0.210 -0.365
9.OS 0.657 0.388 -0.279
10.POPｻｰﾊﾞ 0.763 0.057 -0.237
11.POSｼｽﾃﾑ 0.791 0.156 -0.190
12.SMTPｻｰﾊﾞ 0.854 0.056 -0.284
13.SOHO 0.830 0.068 -0.351
14.TCP/IP 0.846 0.044 -0.424
15.URL 0.679 0.534 -0.070
16.Webﾍﾟｰｼﾞ 0.444 0.505 -0.386
17.WWW 0.468 0.401 -0.297
18.ｱﾅﾛｸﾞ 0.366 0.441 -0.672
19.ｱﾆﾒｰｼｮﾝ 0.554 0.452 -0.438
20.ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ 0.440 0.499 -0.537
21.;ｱﾝｹｰﾄ作成 0.150 0.393 -0.215
22.ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの仕組み 0.336 0.543 -0.215
23.ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ 0.690 0.319 -0.120
24.ｵﾝﾗｲﾝｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ 0.434 0.212 -0.591
25.画素 0.211 0.685 -0.211
26.画像情報 0.512 0.622 -0.342
27.検索ｴﾝｼﾞﾝ 0.712 0.428 -0.166
28.個人情報 -0.038 0.799 -0.388
29.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ -0.020 0.638 -0.355
30.ｳｨﾙｽ -0.002 0.782 -0.332
31.情報社会 0.056 0.452 -0.702
32.情報収集 0.071 0.467 -0.717
33.情報の信頼性 0.236 0.549 -0.634
34.ｽﾗｲﾄﾞ 0.421 0.302 -0.555
35.ｾﾙ 0.795 0.021 -0.524
36.知的財産権 0.637 0.113 -0.516
37.著作権 0.143 0.793 -0.166
38.ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 0.306 0.413 -0.649
39.ﾃﾞｨﾚｸﾄﾘ 0.787 0.097 -0.528
40.ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 0.422 0.195 -0.742
41.ﾃｰﾏ設定 0.473 0.578 -0.313
42.ﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙ 0.434 0.542 -0.475
43.電子ﾒｰﾙ 0.099 0.711 -0.131
44.添付ﾌｧｲﾙ 0.187 0.475 -0.353
45.ﾄﾞﾒｲﾝ名 0.436 0.231 -0.497
46.ﾊｰﾄﾞｳｪｱ 0.466 0.479 -0.532
47.ﾊﾞｲﾄ 0.528 0.621 -0.230
48.表計算の操作 0.493 0.609 -0.415
49.ﾌｧｲﾙ 0.347 0.779 -0.228
50.ﾌｫﾙﾀﾞ 0.170 0.736 -0.275
51.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.000 0.515 -0.221
52.ﾌﾞﾗｳｻﾞ 0.516 0.143 -0.576
53.ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 0.194 0.431 -0.555
54.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ 0.541 0.264 -0.523
55.ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ 0.131 0.423 -0.593
56.ﾒﾃﾞｨｱ 0.212 0.693 -0.352
57.文字ｺｰﾄﾞ 0.680 0.558 -0.102
58.文字化け 0.512 0.514 -0.041
59.問題解決 0.524 0.645 -0.157
60.ﾘﾝｸ 0.448 0.570 -0.090  
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因子寄与率は，第 1 因子 26.6％，第 2 因子 24.0％，第 3 因子 15.7％である。分析の結
果，第 1 因子に「4.HTML」「12.SMTP サーバ」「14.TCP/IP」等で構成され，情報ネット
ワーク関係の因子と解釈される。そこで本因子を「ネットワーク技術の知識」因子と命名
した。第 2 因子は主に「25.画素」「48.表計算の操作」「49.ファイル」等で構成され，PC
の操作技術に関する因子と解釈される。そこで本因子を「PC に関するシステム関係の知
識」因子と命名した。第 3 因子は主に「31.情報社会」「33.情報の信頼性」「36.知的財産
権」等で構成され，情報社会とモラル関係の因子と解釈される。そこで本因子を「情報社
会と情報モラルの知識」因子と命名した。 
 
5.3.3 高等学校情報教育に対するイメージ 
 情報教育の学習後の自己評価の回答について，バリマックス回転後，因子負荷量 0.500
以上に着目した。その結果，3 因子が抽出されたが，これを表Ⅴ-3 に示す。因子寄与率は，
第 1 因子 18.0％，第 2 因子 14.1％，第 3 因子 11.4％である。 
分析結果は，いずれの年度も第１因子は「技能習得」であり，以下，ほぼ「知識・理
解」と「情報モラル」の因子が抽出された。また，平成 17，18 年度の普通高校の生徒の
場合は，因子として｢知識・理解｣が抽出され，｢知識・理解｣について十分な指導を受けて
いないことも伺えた。 
まず第 1 因子に「13.帳票作成」「17.HP 作成」「20.複数ソフト活用」等で校正され，
PC ソフトの活用に関する因子と解釈される。そこで本因子を「PC 活用の基礎的な知識と
技能」因子と命名した。第 2 因子は主に「3.入力」「10.文章表現」「22.ワープロ興味」
等で構成され，文書作成に関する因子と解釈される。そこで本因子を「文書作成の技能と
知識」因子と命名した。第 3 因子は主に「35.プライバシー」「36.作業姿勢」「49.コンピ
ュータと思考」等で構成され，PC 活用の際の留意点やモラルに関する因子と解釈される。
そこで本因子を「PC 活用におけるモラルと態度」因子と命名した。 
 
5.3.4 考察 
以上，第 5 章では，中高生に対する各学校段階での情報教育の認知度と併せて，ブル
ーム評価理論の精神運動的領域・認知的領域・情意的領域の各評価項目と評価の 4 観点で
ある「知識・理解」「技能」「関心・意欲・態度」「思考・判断・表現」の関係に注目し，
普通高校生の情報教育に関するイメージについて検討した。その結果，中学生の情報教育
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に関する認知度は「PC に関するシステム関係の知識」「情報ネットワークの実践関係の
知識」「ネットワークと情報モラルの知識」であった。普通高校生では，「ネットワーク
技術の知識」「PC に関するシステム関係の知識」「情報社会と情報モラルの知識」であ
った。 
 
表Ⅴ-3 普通高校情報教育のイメージに関する因子分析結果 
調査項目名 因子1 因子2 因子3
1.初期化 0.667 -0.061 0.225
2.ﾌｧｲﾙ管理 0.634 0.054 0.220
3.入力 0.032 0.745 0.079
4.全入力 0.164 0.797 -0.037
5.部首検索 0.317 0.484 0.110
6.入力速度 0.187 0.615 0.191
7.正確入力 0.099 0.679 0.089
8.ﾏｳｽ操作 0.278 0.567 0.115
9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.350 0.675 0.144
10.文章表現 0.473 0.666 0.062
11.書式設定 0.442 0.640 0.150
12.基本関数 0.673 0.327 -0.045
13.帳票作成 0.778 0.250 -0.128
14.統計関数 0.744 0.120 -0.016
15.検索等 0.675 0.194 0.179
16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ 0.647 0.041 -0.043
17.HP作成 0.643 0.125 -0.054
18.HP表現 0.724 0.223 0.050
19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.568 0.206 0.213
20.複数ｿﾌﾄ 0.807 0.084 0.123
21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.147 0.092 0.241
22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 -0.213 0.586 0.377
23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 -0.152 0.297 0.373
24.ﾊｰﾄﾞ 0.691 0.184 0.247
25.ｿﾌﾄ 0.572 0.237 0.217
26.文書語句 0.334 0.249 0.462
27.用紙規格 0.061 0.438 0.292
28.ＯＳ 0.689 -0.078 0.295
29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基礎 0.387 0.381 0.264
30.論理回路 0.566 0.053 0.116
31.興味 -0.057 0.476 0.256
32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.448 0.373 0.241
33.ﾒｰﾙ送受信注意 0.263 0.516 0.205
34.個人情報 0.115 0.410 0.363
35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ -0.035 0.474 0.524
36.作業姿勢 0.140 -0.045 0.655
37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間 0.153 0.121 0.751
38.体調 -0.115 0.260 0.518
39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間 0.279 0.054 0.611
40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 -0.046 0.249 0.678
41.文書入力 0.296 0.223 0.472
42.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ興味 -0.310 0.230 0.511
43.容易 0.390 0.335 0.171
44.道具として活用 0.046 0.303 0.106
45.用紙の確実な処分 0.137 -0.005 0.266
46.人間とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 0.123 0.009 0.335
47.保管 0.318 0.427 0.478
48.情報判断 0.266 0.299 0.534
49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考 0.012 0.182 0.601
50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.204 0.290 0.460  
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これらは，中高生共に PC に関するハードやソフトなどのシステム関係やネットワーク
に関する知識を重視する傾向があることが判った。また，普通高校生のイメージ調査の結
果は，因子として「PC 活用の基礎的な知識と技能」「文書作成の技能と知識」「PC 活用
におけるモラルと態度」があり，いずれも PC あるいは特定のソフトの操作技能とそれに
関する知識を重視していることが判った。 
 
5.4まとめ 
 第 5 章では，2003 年の展開期のスタート時期の学習者を対象に，ブルームのタキソノ
ミーを用いたカリキュラム評価を試みた。その結果，中高生共に情報関連用語に関する認
知度については，PC に関するハードやソフト関係及び，ネットワークに関する知識を重
点的に学習する傾向があった。また，普通科高校での情報教育の本格化に伴う，学習者の
情報教育に対すイメージであるが，「情報活用能力」を目標とする高校教育のカリキュラ
ム内容とは異なって，PC スキルや情報モラルの特定の内容であることが明らかになった。 
このことは，因子「情報モラル」の抽出度から判断すると，当時の社会問題であるイ
ンターネットによる個人情報やプライバシーということに関する生徒の注目の高さと考え
られる。しかしながら，2005 年度の調査を見る限りにおいて，教科「情報」導入を行っ
た普通高校での，ブルーム評価理論でいう各 3 領域の初期段階が因子としてあげており，
評価の 4 観点でいう「理解」「表現」「態度」が不足している。これらのことから，教
科｢情報｣の導入段階については，「情報社会に参画する態度」の観点で理解が進むと考え
られるが，「情報の科学的な理解」の観点については進み難い可能性が指摘できる。 
そこで続く第 6 章では，本章と同様の手法を用いて，2005 年～2007 年までの 3 年間の
継続的な調査を実施し，展開期の情報教育の態様をさらに詳細に検討することとする。 
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第 6 章 情報教育展開期のカリキュラムにおける学習者の反応の経時的変化 
 
6.1 目的 
第 5 章では，情報教育の学習者から見たカリキュラム編成について，2005 年度
ブルーム (B.S.Bloom)等の教育評価理論 (taxonomy of educational objectives)と「精神
運動的領域 (Psychomotor Domain)」「認知的領域 (Cognitive Domain)」「情意的領域
(Affective Domain)」の 3 領域を用い，情報教育の目標の 3 観点と評価の観点を比
較しながら検討した。その結果，情報教育の学習内容が科学的理解より PC スキ
ル，あるいは情報モラルに傾斜する傾向であることがわかった。このことは，教
科「情報」の導入段階においては，PC に関する技能や情報モラルなどの「情報活
用の実践力」と「情報社会に参画する態度」の観点ではある程度理解が進むと考
えられるが，「情報の科学的な理解」の観点では難いことが明らかになった。ま
た，カリキュラム内容が，情意的領域，認知的領域，精神運動的領域の各上位の
学習段階まで達成しているとは言えず，学年段階に応じたカリキュラム内容の改
善が必要であることも判った。  
そこで，本章では，この点を踏まえて，中学校及び，普通高等学校における
「情報活用能力」の育成に向けたカリキュラムの在り方，情報教育のカリキュラ
ム評価と体系化の在り方を継続調査により検討することを目的とする。  
 
6.2 方法 
6.2.1 中高生に対する情報教育の認知度とイメージの調査 
(1)中学校における情報教育の必須用語に関する認知度調査 
技術・家庭科技術分野「情報とコンピュータ」の必須用語について，2005 年度
同様に，2006 年度も同様の 2 社の教科書から 40 項目を抽出した１０５），１０６）。
評価尺度は｢全くあてはまらない｣｢あまりあてはまらない｣｢どちらでもない｣｢少し
あてはまる｣｢とてもよくあてはまる｣の 5 件法とし，必須用語の変更を確認した結
果，評価項目は同数の 40 項目である。修正された評価項目は例えば，｢MO ディ
スクの意味を知っている｣を「CD や DVD の意味を知っている」，「フロッピー
ディスクの意味を知っている」を「USB メモリの意味を知っている」等の表現法
に改めた。40 項目は，ネットワークやプログラム関係，情報教育に関する専門用
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語やソフトウェア関係の項目である。この評価票を図Ⅵ -1 に示す。  
 
【情報教育関係アンケート項目】
本アンケートは，皆さんの情報全般の理解やイメージについて調べ，今後の小学・中学・高校・大学のカリキュラムを検討し
作成する上での参考資料とするものです。 成績等個人情報には全く関係がありません。
皆さんが中学校の授業の経験を通して，どの程度その語句の意味や方法を知っているのか，あるいは理解しているのか，あなた
方自身の率直な考えで回答してください。
※回答は，数直線上の任意の数値上に○を付けて下さい。
あまり知らない 少し知っている
全く知らない どちらでもない とてもよく知っている
1 2 3 4 5
＜回答項目＞
1 2 3 4 5
１． アイコンの意味を知っている
２． イメージスキャナの意味を知っている
３． インターネットの意味を知っている
４． Ｗｅｂページの意味を知っている
５． ＣＤやＤＶＤの意味を知っている
６． 応用ソフトウェアの意味を知っている
７． キーボードの操作方法を理解している
８． 基本ソフトウェア（ＯＳ）の意味を知っている
９． インターネット等のデータ検索の方法を知っている
10． コンパクトディスク（ＣＤ）の意味を知っている
11． コンピュータウイルスの意味を知っている
12． コンピュータグラフィックス（ＣＧ）の意味を知っている
13． コンピュータネットワークの意味を知っている
14． サーバの意味を知っている
15． 図形処理の操作方法を理解している
16． セルの意味を知っている
17． ソフトウェアの意味を知っている
18． 著作権を理解している
19． ディジタルカメラの操作方法を理解している
20． ディジタル化の意味を知っている
21． ディスプレイの意味を知っている
22． データの意味を知っている
23． 基本的なデータベースの操作方法を知っている
24． 電子メールの意味を知っている
25． ドメイン名の意味を知っている
26． ネットワークの意味を知っている
27． ハードウェアの意味を知っている
28． ハードディスクの意味を知っている
29． パスワードの意味を知っている
30． 基本的な表計算ソフトの操作方法を知っている
31． ファイルの意味を知っている
32． フォルダの意味を知っている
33． プリンタの操作方法を知っている
34． プレゼンテーションの意味を知っている
35． プログラムの意味を知っている
36． ＵＳＢメモリの意味を知っている
37． 文書処理（ワープロ）の意味を知っている
38． マウスの意味を知っている
39． ユーザーＩＤの意味を知っている
40． ユーザー名の意味を知っている
 
図Ⅵ-1 中学校｢情報とコンピュータ｣の認知度調査項目 
 
(2)高等学校における情報教育の必須用語に関する認知度調査 
教科「情報」で学習する必須用語は，2005 年度と 2006 年度は 60 項目であるが，
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2007 年度は，学習指導要領一部改訂に伴い，対象となる高等学校では教科書の改
訂版を使用しているため，必須用語の検討を行い 50 項目を設定した１０５）～１０７）。
ただし，学習指導上の目標や指導内容に変更はない。この評価票を図Ⅵ -2 に示す。  
 
・右の高校を○で囲んで下さい ･･････････ 出身高校種別 ・普通高校 ・専門高校（工業，商業，他）
・高校で教科｢情報｣は学習しましたか？･･･ はい いいえ
・学んだ場合は，その情報の種別は･･･････ 情報Ａ 情報Ｂ 情報Ｃ
【情報教育関係アンケート項目】
本アンケートは，小・中・高・大学の情報のカリキュラムを検討する上での参考資料です。 成績には全く関係がありません。
皆さんが高等学校の授業を通して，どの程度意味を知り，あるいは理解したのか，自分自身の率直な考えで回答してください。
※回答は，数直線上の任意の数値上に○を付けて下さい。
あまり知らない 少し知っている
全く知らない どちらでもない とてもよく知っている
1 2 3 4 5
＜回答項目＞
１．２進数や１６進数の意味を知っている
２．ＡＮＤ・ＯＲ・ＮＯＴの意味を知っている
３．ＣＤ，ＤＶＤなどの意味を知っている
４．ＣＰＵの意味を知っている
５．ＨＴＭＬとタグの意味を知っている
６．ＩＰアドレスの意味を知っている
７．ＪＰＥＧやＰＮＧ形式の意味を知っている
８．ＬＡＮの意味を知っている
９．ＯＳの意味を知っている
10．ＰＯＰサーバの意味を知っている
11．ＴＣＰ／ＩＰの意味を知っている
12．ＵＲＬとＷｅｂページの意味を知っている
13．ＷＷＷとインターネットの意味を知っている
14．圧縮と解凍の意味を知っている
15．アナログとディジタルの意味を知っている
16．暗号化の意味を知っている
17．演算・記憶・制御装置の意味を知っている
18．オンラインショッピングの意味を知っている
19．カテゴリー検索・キーワード検索の意味を知っている
20．検索エンジンの意味を知っている
21．個人情報や個人情報保護法の意味を知っている
22．コミュニケーションの意味を知っている
23．コンピュータウイルスの意味を知っている
24．産業財産権や知的財産権の意味を知っている
25．著作権・肖像権・商標権・特許権などの意味を知っている
26．メディアリテラシーの意味を知っている
27．ディジタルデバイドの意味を知っている
28．データベースの仕組みや意味を知っている
29．電子商取引の仕組みや意味を知っている
30．クライアントサーバ・システムの仕組みや意味を知っている
31．プレゼンテーションでのスライドの方法や意味を知っている
32．マルチメディアの意味を知っている
33．ファイアウォールの意味を知っている
34．プロトコルの原理や意味を知っている
35．量子化の意味を知っている
36．ＣＣＤの意味を知っている
37．ＥＮＩＡＣの意味を知っている
38．ＡＶＩやＭＰＥＧ，ＷＡＶＥ等のﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｧﾌｧｲﾙの形の意味を知っている
39．ＩＣやＬＳＩの意味を知っている
40．ＩＴやＩＣＴの意味を知っている
41．アニメーションの意味を知っている
42．カーナビゲーションシステムの意味を知っている
43．画素の意味を知っている
44．情報の信憑性（信頼性）の意味を知っている
45．テキストファイルの意味を知っている
46．テクノストレスの意味を知っている
47．ドロー系ソフトウェアの意味を知っている
48．ネットワーク犯罪の意味を知っている
49．ファイル形式の意味を知っている
50．複合条件の意味を知っている
図Ⅵ-2 高等学校教科｢情報｣の認知度調査項目 
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図Ⅵ -2 に示すように，調査項目は 50 項目に絞られ抽出された。抽出項目の条
件として，全国の高校で 7 割以上を占める教科書の共通必須用語とした。2005 年
度の場合は，上位 3 社で全国の 83.8%，2006 年度以降は 73.9%の使用率であり，4
社以下は各々10％未満であった。そこで，調査上 3 社で情報教育に関する認知度
調査が実施可能と考え選定した。調査項目の評価尺度は｢1.全く当てはまらない｣
｢2.あまり当てはまらない｣｢3.どちらでもない｣｢4.少し当てはまる｣｢5.とても良く
当てはまる｣の 5 件法である。また，質問方法は，例えば｢2･16 進数の意味を知っ
ている｣｢AND･OR･NOT 回路の意味を知っている｣など『～の意味を知っている』
という認知度（知識・理解度）をみるための方式を使用した。  
(3)中高生における情報教育のイメージに関する調査 
調査項目は，2005 年度～2007 年度の 3 年間の経年経過を見るため，語句の表現
はその当時の学習指導要領や教科書等に応じて若干修正してはいるが，同一内容
にて三領域に分類した 50 項目より成る１０５），１０６）。これを図Ⅵ -3 に示す。なお，
情報教育に関するイメージ調査は高校生に対しては 2005 年から 2007 年の 3 年間
であるが，中学生に対しては 2006 年度から調査を行っている。  
これらの項目は，情報教育の目標である「情報活用能力」と「情報活用の実践
力・情報の科学的な理解・情報社会に参画する態度」の 3 観点を踏まえ，各々活
用・技能等の精神運動的領域 (Psychomotor Domain)の 20 項目，知識・理解等の認
知的領域 (Cognitive Domain)の 15 項目，そして情報手段活用や情報社会参画態度
等の情意的領域 (Affective Domain)の 15 項目である。項目の設定は，ブルーム
(B.S.Bloom)らの教育目標の分類 (Taxonomy of educational objectives)１０３），１０４）
と，教科「情報編」の学習指導要領等を参考にした。質問方法は，以下のように
なる。まず，精神運動的領域（主に活用・技能面）では「マウス操作がスムース
にできる」「表計算の基本関数が使用できる」など『～できる』という質問形式
にした。次に，認知的領域（主に知識・理解面）では「OS の意味を理解してい
る」「2 進数や論理回路の意味を理解している｣など『～理解している』という質
問形式にした。そして情意的領域（主に情報活用・参画態度面）では「コンピュ
ータ作業中は時間配分に気をつけている」「社会の中でのコンピュータの活用の
され方は理解している」など『～している』という質問形式にした。  
なお，調査項目の妥当性は，本調査の結果クロンバック (Cronbach)の α 係数が，
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中学校・高等学校の情報用語，情報教育いずれも α＝0.940～0.968 となり，尺度
の内定整合性は確認された。調査項目の評価尺度は，先の｢高校情報必須用語｣の
調査同様に 5 件法を使用した。  
 
【情報教育関係アンケート項目】
本アンケートは，皆さんの情報全般の理解やイメージについて調べ，今後の小学・中学・高校・大学のカリキュラムを検討し
作成する上での参考資料とするものです。 成績には全く関係がありません。
皆さんが現在までの授業等の経験を通して，どの程度理解しているのか，あるいは理解したのか，あなた方自身の率直な考えで
回答してください。 ※回答は，数直線上の任意の数値上に○を付けて下さい。
あまり当てはまらない 少し当てはまる『回答例』
全く当てはまらない どちらでもない とてもよく当てはまる
1 2 3 4 5
＜回答項目＞ 1 2 3 4 5
１．USBﾒﾓﾘや外付けﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ等の外部記憶装置を接続できる ・・・・・・・・
２．USBﾒﾓﾘや外付けﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ等ﾌｧｲﾙのｺﾋﾟｰ,移動,削除,名前変更ができる・・・・
３．ローマ字入力 または かな入力ができる ・・・・・・・・・・・・・・
４．様々な文字入力(記号等も含む)を行うこと ・・・・・・・・・・・・・・
５．判らない漢字・記号を部首検索等で調べること ・・・・・・・・・・・・
６．入力スピードと正確さがある ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
７．文章作成後の誤字脱字はほとんどない ・・・・・・・・・・・・・・・・
８．マウス操作はスムースにできる ・・・・・・・・・・・・・・・・
９．プリンタ等の周辺装置の扱いには慣れている ・・・・・・・・・・・・・
10．文字の太さ，色，罫線等の文章表現（デザイン）を行うことができる・・・・
11．文字数や用紙の大きさなどの書式の設定を行うこと ・・・・・・・・
12．表計算の加減乗除や最大・最小値等の基本関数を使用できる ・・・・・
13．表計算の表やグラフの作成ができる ・・・・・・・・・・・・・・・
14．クロス集計や検定等の基本的な統計関数ができる ・・・・・・・・・・
15．蓄積されたデータの様々な検索や並び替えができる ・・・・・・・・・・
16．複数のソフトを活用した表現(ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ)ができる ・・・・・・・・・
17．基本的なホームページは作成できる ・・・・・・・・・・・・・・・・
18．ホームページの色，文字，罫線等のレイアウト表現ができる ・・・・・
19．コンピュータへのアプリケーションソフトのインストールができる ・・・
20．レポート作成時に複数のソフトを活用できる ・・・・・・・・・・・
21．ワープロは書く力や記憶力を強くする ・・・・・・・・・・・・・・・
22．ワープロを使うことに興味をひかれる ・・・・・・・・・・・・・
23．ワープロは将来必ず仕事に役立つと思う ・・・・・・・・・・・・・
24．ワープロに関するハード関係の専門用語は理解している ・・・・・・・・・
25．ワープロに関するソフト関係の専門用語は理解している ・・・・・・・・・
26．手紙文や正式文書などの書式や語句の使用は理解している・・・・・・・・・
27．印刷用紙の大きさや規格(Ａ４，Ｂ５等)は理解している ・・・・・・・・・
28．ＯＳの意味を理解している ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
29．コンピュータの基本的な構成や機能は理解している ・・・・・・・・・・
30．２進数や論理回路の意味は理解している ・・・・・・・・・・・・・
31．コンピュータ等の機器を使うことはおもしろい ・・・・・・・・・・・・
32．ソフトのマニュアルを読むことで操作は充分理解できる ・・・・・・・・・
33．メールでの正式文書送受信の際は簡潔性・明確性に注意している ・・・・・
34．E-mail・携帯メールなどの個人情報には充分注意している ・・・・・・・・
35．ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでのデータ改ざんやプライバシー問題について充分注意している ・・
36．１時間程度の作業でも姿勢（眼，肩，足）に注意している ・・・・・・・・
37．入力作業中は自分なりの時間配分に気を付けている ・・・・・・・・・・
38．体の調子が悪いときは機器操作に無理のないようにしている ・・・・・・・
39．コンピュータ作業中は時間配分に気を付けている ・・・・・・・・・・
40．ワープロソフトを活用することは，文章を整理する思考訓練に役だつ ・・・
41．ＣＤやＤＶＤ等の光メディアを使って，データを書き込んだり，
読み込んだりすることができる ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
42．コンピュータ等の機器を使うことに興味をひかれる ・・・・・・・・・・
43．コンピュータ等の機器を使うことは容易である ・・・・・・・・・・
44．判らないことは辞典やコンピュータなどの道具(ﾂｰﾙ)を活用し調べている ・・
45．印刷したデータ・文書で個人情報などが含まれるものは
シュレッダー等で処分している ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
46．人間はコンピュータ等の機器に頼り過ぎている ・・・・・・・・・・・・・
47．蓄積されたデータは紛失しないようきちんと保管している ・・・・・・・・
48．雑誌や新聞，ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの情報などは鵜呑みにしないように自分なりに
判断している ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
49．コンピュータを活用することは，調べ・整理する等の思考訓練に役だつ・・・
50．社会の中でのコンピュータの活用のされ方は理解している ・・・・・・・・
図Ⅵ-3 ブルーム評価理論に基づく学習後のイメージ評価票 
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6.2.2 調査対象及び調査内容 
(1)調査対象 
調査対象は，2005 年度から 2007 年度にかけての中学生と普通高校生である。
中学生は，2005 年度は 79 名，2006 年度は 122 名，2007 年度は 104 名で，合計
305 名である。普通高校生は，2005 年度は 116 名，2006 年度 175 名，2007 年度
190 名で，合計 481 名で合計 786 名である。  
なお，有効回答数は，中学生と高校生共に 97％以上で，合計 763 名である。  
(2)履修内容 
中学生・普通高校生の情報教育の学習内容は，第 5 章と同じである。中学校で
は技術・家庭科｢情報のコンピュータ｣，高等学校では普通教科「情報」である。
学習内容は，中学校は標準的な技術科の情報教育の内容でコンピュータの仕組み
（コンピュータの基本的な構成と機能），ハードウェア･ソフトウェア，プログラ
ミング，アプリケーションソフトウェアによる情報の活用や利用分野の把握を行
った。高等学校では，情報の収集・発信と情報機器の活用や情報の統合的な処理
とコンピュータ活用，情報科学を中心とする情報理論・情報倫理・論理回路・ハ
ードウェア・ソフトウェア等と情報化の進展と社会への影響全般を講義し，実習
は，ソフト活用（ワープロ・表計算・プレゼンテーション・インターネットなど )
と言語（BASIC・HTML によるホームページ作成）である１００）。そして，これを
「調べ・検索し・まとめ・伝達する」といった情報活用の実践力と，科学的理解
・情報社会参画する態度など情報の 3 観点に沿った学習を行った。このような調
査対象科目と内容に基づき検討する。この 3 年間は，中学生は技術・家庭科「情
報とコンピュータ」を 100%，数学等他教科でも月 1～2 回程度学習していた。ま
た，高校では教科「情報」及び，数学・理科・社会などで ICT を活用した授業を
学習していた。これらを情報教育に関する学習レディネスとした。  
(3)分析方法 
調査期間は，情報教育の展開期における学習者の学習内容の理解度と経時的変
容を見るため 2005 年度から 2007 年度の 3 年間について，中学生・普通高校生の
情報必須用語の認知度とイメージを検討した。なお，調査は上記の履修後に実施
した。分析方法は，認知度とイメージについての評価については因子分析を実施，
併せて知識の構造化を検討するための「クラスター分析」を行った。因子分析に
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ついては，因子が 0 に収束していく際に明らかに固有値として認められる範囲と
した。これに主因子法を適用し，因子の回転は直交回転（バリマックス法）を行
った。その後共通因子を抽出し，因子負荷量が 0.500 以上の項目群により因子の
命名を行った。また，クラスター分析については，原データの距離計算はマハラ
ノビスの汎距離を用い，手法は実用性に優れた手法とされるウォード法により非
類似度でクラスター形成を確認の後，デンドログラムの階層構造により調査した。
これらの分析により，学習者の視点から見た情報教育のカリキュラム評価につい
て検討していくこととした。  
なお，2007 年度の認知度の調査については，2005 年度教科「情報」の一部改訂
が実施されたことを考慮し，3 年後の高校 3 年次生が履修するため，ブルームの
評価理論に照らし合わせて 60 項目の調査を 50 項目に改め，これを分析した。  
 
6.3 結果及び考察 
6.3.1 中学生の情報教育の認知度とその構造化 
中学校の情報教育に関する必須用語の認知度に関して，主因子法による因子分
析を行い，バリマックス回転を実施した。因子の回転後，0.500 以上を高い因子負
荷量として項目群をみて，因子の解釈・命名を行った。以下，高等学校の必修用
語，高等学校のイメージ調査の因子分析においても同様に，スクリープロット法
を用いて因子軸の回転を行い，最終解を得た。  
その結果，2005 年度と同様に 2006 年度，2007 年度共に 3 因子が抽出された。
2006 年度の結果を表Ⅵ -1 に，2007 年度の結果を表Ⅵ -2 に示す。まず，2005 年度
の中学校情報必須用語の認知度の分析結果は，第 5 章で述べた通り 3 因子，すな
わち第 1 因子は「PC に関するシステム関係の知識」，第 2 因子は「情報ネットワ
ークの実践関係の知識」，第 3 因子は「ネットワークと情報モラルの知識」因子
が抽出されている。2006 年度について，中学校情報必須用語の認知度の分析結果
は，第 1 因子に「8.基本ソフトウェア (OS)」「14.サーバ」「17.ソフトウェア」
「27.ハードウェア」等で構成され，情報システム関係の因子と解釈される。そこ
で本因子を「PC に関するシステム関係の知識」因子と命名した。第 2 因子は主に
「12.コンピュータグラフィックス (CG)」「18.著作権」「24.電子メール」「29.パ
スワード」等で構成され，ネットワークに関する情報実習とモラル関係の因子と
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解釈される。そこで本因子を「ネットワークと情報モラルの実践関係の知識」因
子と命名した。第 3 因子は主に「31.ファイル」「32.フォルダ」「33.プリンタ操
作」等で構成され，情報機器操作の際の技能関係の因子と解釈される。そこで本
因子を「PC 操作技能の知識」因子と命名した。因子寄与率は，第 1 因子 28.5％，
第 2 因子 25.2％，第 3 因子 13.6％である。  
 
表Ⅵ-1 中学生の情報教育の認知度に関する因子分析（2006 年度） 
 因子1  因子2  因子3
1.アイコン 0.461 0.594 0.243
2.イメージスキャナ 0.657 0.350 0.124
3.インターネット 0.292 0.581 0.296
4.Ｗｅｂページ 0.529 0.478 0.175
5.ＭＯディスク 0.723 0.347 0.168
6.応用ソフトウェア 0.761 0.262 0.196
7.キーボードの操作方法 0.241 0.607 0.386
8.基本ソフトウェア（ＯＳ） 0.799 0.227 0.155
9.インターネット等データ検索 0.299 0.648 0.236
10.コンパクトディスク（ＣＤ） 0.466 0.577 0.136
11.コンピュータウイルス 0.299 0.618 0.323
12.コンピュータグラフィックス（ＣＧ）0.456 0.749 0.180
13.コンピュータネットワーク 0.621 0.471 0.249
14.サーバ 0.635 0.443 0.293
15.図形処理 0.700 0.271 0.230
16.セル 0.602 0.316 0.409
17.ソフトウェア 0.762 0.233 0.398
18.著作権 0.378 0.614 0.225
19.ディジタルカメラ操作方法 0.490 0.595 0.176
20.ディジタル化 0.655 0.511 0.136
21.ディスプレイ 0.399 0.522 0.412
22.データ 0.432 0.505 0.480
23.データベース 0.661 0.313 0.375
24.電子メール 0.269 0.703 0.327
25.ドメイン名 0.696 0.254 0.212
26.ネットワーク 0.670 0.356 0.379
27.ハードウェア 0.738 0.323 0.367
28.ハードディスク 0.639 0.435 0.350
29.パスワード 0.286 0.704 0.415
30.基本的な表計算ソフト操作 0.590 0.391 0.415
31.ファイル 0.331 0.435 0.746
32.フォルダ 0.309 0.535 0.661
33.プリンタ操作 0.334 0.561 0.569
34.プレゼンテーション 0.533 0.368 0.411
35.プログラム 0.477 0.424 0.560
36.フロッピーディスク 0.394 0.634 0.463
37.文書処理(ワープロ) 0.372 0.615 0.492
38.マウス 0.266 0.594 0.499
39.ユーザーＩＤ 0.525 0.570 0.356
40.ユーザー名 0.569 0.528 0.292  
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表Ⅵ-2 中学生の情報教育の認知度に関する因子分析（2007 年度） 
 因子1 因子2 因子3
1.アイコン 0.383 0.408 0.102
2.イメージスキャナ 0.078 0.659 0.155
3.インターネット 0.574 0.347 0.286
4.Ｗｅｂページ 0.501 0.282 0.342
5.ＭＯディスク 0.055 0.714 0.040
6.応用ソフトウェア 0.056 0.599 0.102
7.キーボードの操作方法 0.519 0.195 0.193
8.基本ソフトウェア（ＯＳ） 0.238 0.532 0.125
9.インターネット等データ検索 0.618 0.360 0.212
10.コンパクトディスク（ＣＤ） 0.622 0.431 0.155
11.コンピュータウイルス 0.529 0.371 0.226
12.コンピュータグラフィックス 0.373 0.577 0.261
13.コンピュータネットワーク 0.456 0.617 0.250
14.サーバ 0.347 0.510 0.340
15.図形処理 0.272 0.595 0.283
16.セル 0.241 0.654 0.205
17.ソフトウェア 0.333 0.605 0.266
18.著作権 0.673 0.372 0.251
19.ディジタルカメラ操作方法 0.604 0.406 0.232
20.ディジタル化 0.446 0.655 0.075
21.ディスプレイ 0.489 0.570 0.354
22.データ 0.587 0.397 0.357
23.データベース 0.407 0.583 0.248
24.電子メール 0.747 0.131 0.123
25.ドメイン名 0.404 0.592 0.009
26.ネットワーク 0.624 0.465 0.242
27.ハードウェア 0.356 0.664 0.126
28.ハードディスク 0.524 0.522 0.302
29.パスワード 0.758 0.112 0.147
30.基本的な表計算ソフト操作 0.469 0.577 0.267
31.ファイル 0.558 0.285 0.773
32.フォルダ 0.569 0.306 0.747
33.プリンタ操作 0.430 0.278 0.582
34.プレゼンテーション 0.369 0.564 0.435
35.プログラム 0.556 0.431 0.536
36.フロッピーディスク 0.617 0.408 0.245
37.文書処理(ワープロ) 0.679 0.316 0.177
38.マウス 0.867 0.213 0.222
39.ユーザーＩＤ 0.819 0.237 0.264
40.ユーザー名 0.842 0.258 0.274  
 
次に，2007 年度の中学校情報必須用語の認知度の分析結果は，第 1 因子は主に
「18.著作権」「29.パスワード」「39.ユーザー ID」「40.ユーザー名」等で構成さ
れ，ネットワークに関する情報モラル関係の因子と解釈される。そこで本因子を
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「情報モラルとセキュリティの知識」因子と命名した。第 2 因子に「8.基本ソフ
トウェア (OS)」「14.サーバ」「17.ソフトウェア」「27.ハードウェア」等で構成
され，情報システム関係の因子と解釈される。そこで本因子を「PC に関するシス
テム関係の知識」因子と命名した。第 3 因子は主に「31.ファイル」「32.フォル
ダ」「33.プリンタ操作」等で構成され，情報機器操作の際の技能関係の因子と解
釈される。そこで本因子を「PC 操作技能の知識」因子と命名した。因子寄与率は，
第 1 因子 28.1％，第 2 因子 22.4％，第 3 因子 9.3％である。  
 
6.3.2 高校生の情報教育の認知度とその構造化 
高等学校の情報教育に関する必須用語の認知度に関して，教科「情報」必須用
語 60 項目を因子分析した。分析は，中学校における因子分析と同様の方法である。
その結果，2006 年度は 2005 年同様に 3 因子が，2007 年度は 4 因子が抽出された。
2006 年度の結果を表Ⅵ -3 に，2007 年度の結果を表Ⅵ -4 に示す。  
まず，2005 年度の高等学校情報必須用語の認知度の分析結果は，第 5 章で述べ
た通り 3 因子，すなわち第 1 因子は「ネットワーク技術の知識」，第 2 因子は
「PC に関するシステム関係の知識」，第 3 因子は「情報社会と情報モラルの知
識」因子が抽出されている。  
2006 年度の高等学校必修用語の認知度の分析結果は，第 1 因子は主に「26.画像
情報」「30.コンピュータウイルス」「48.表計算の操作」「49.ファイル」等で構
成され，PC の操作技術とセキュリティに関する因子と解釈される。そこで本因子
を「PC に関するシステムとセキュリティの知識」因子と命名した。第 2 因子に
「33.情報の信頼性」「36.知的財産権」「53.プレゼンテーション」「55.マルチメ
ディア」等で構成され，情報ネットワーク関係の因子と解釈される。そこで本因
子を「ネットワーク技術の知識」因子と命名した。第 3 因子は主に「4.HTML」
「7.LAN」「12.SMTP」「14.TCP/IP」等で構成され，情報ネットワーク関係の因
子と解釈される。そこで本因子を「情報ネットワークの知識」因子と命名した。
因子寄与率は，第 1 因子 26.1％，第 2 因子 18.2％，第 3 因子 17.3％である。  
2007 年度（表Ⅵ -4）の調査は，高校教科｢情報｣の一部改訂と掲載される教材や
メディア関係を考慮して，それまでの 60 項目から 50 項目に修正した。2007 年度
の高等学校必修用語の認知度の分析結果は，第 1 因子は主に「13.WWW」「21.個
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人情報」「24.知的財産権」「25.著作権・肖像権」等で構成され，情報社会への参
画態度や情報セキュリティに関する因子と解釈される。そこで本因子を「情報モ
ラルとセキュリティの知識」因子と命名した。  
 
表Ⅵ-3 高校生の情報教育の認知度に関する因子分析（2006 年度）  
 因子1  因子2  因子3
1.CD-ROM 0.609 0.240 0.262
2.ＥＮＩＡＣ 0.015 0.181 0.833
3.ＧＩＦ 0.315 0.070 0.669
4.ＨＴＭＬ 0.286 0.041 0.685
5.ＩＣ 0.324 0.185 0.607
6.ＪＰＥＧ 0.261 0.089 0.681
7.ＬＡＮ 0.261 0.158 0.655
8.ＬＳＩ 0.024 0.141 0.854
9.ＯＳ 0.353 0.100 0.588
10.ＰＯＰ 0.060 0.165 0.854
11.ＰＯＳ 0.046 0.179 0.774
12.ＳＭＴＰ -0.017 0.126 0.839
13.ＳＯＨＯ 0.112 0.242 0.660
14.ＴＣＰ/ＩＰ 0.064 0.263 0.720
15.ＵＲＬ 0.626 0.302 0.222
16.Ｗｅｂ 0.674 0.336 0.215
17.ＷＷＷ 0.600 0.263 0.323
18.アナログ 0.716 0.264 0.249
19.ｱﾆﾒｰｼｮﾝ 0.486 0.325 0.418
20.ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ 0.491 0.320 0.412
21.ｱﾝｹｰﾄ 0.402 0.191 0.420
22.ﾃﾞｰﾀ検索 0.587 0.272 0.354
23.ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ 0.097 0.302 0.657
24.ｵﾝﾗｲﾝｼｮﾂﾋﾟﾝｸﾞ 0.733 0.177 0.298
25.画素 0.727 0.135 0.242
26.画像情報 0.617 0.321 0.361
27.検索ｴﾝｼﾞﾝ 0.515 0.306 0.480
28.個人情報 0.785 0.200 0.217
29.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 0.677 0.335 0.103
30.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｲﾙｽ 0.788 0.263 0.109
31.情報社会 0.570 0.410 0.075
32.情報収集 0.642 0.497 0.117
33.信頼性 0.627 0.532 0.180
34.スライド 0.471 0.602 0.164
35.セル 0.497 0.594 0.253
36.知的財産権 0.240 0.554 0.335
37.著作権 0.701 0.338 0.057
38.ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 0.559 0.580 0.175
39.ﾃﾞｨﾚｸﾄﾘｨ 0.220 0.589 0.455
40.ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 0.414 0.641 0.310
41.テーマ 0.444 0.574 0.287
42.ﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙ 0.458 0.637 0.329
43.電子ﾒｰﾙ 0.752 0.299 0.067
44.添付ﾌｧｲﾙ 0.763 0.312 0.066
45.ドメイン 0.568 0.500 0.264
46.ハード 0.591 0.575 0.229
47.バイト 0.679 0.461 0.111
48.表計算ソフト 0.621 0.465 0.198
49.ファイル 0.706 0.501 0.126
50.フォルダ 0.647 0.489 0.077
51.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.595 0.381 -0.037
52.ブラウザ 0.511 0.528 0.262
53.ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 0.415 0.718 0.140
54.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ 0.249 0.756 0.291
55.ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ 0.418 0.723 0.196
56.ﾒﾃﾞｨｱ 0.436 0.676 0.264
57.文字ｺｰﾄﾞ 0.384 0.661 0.305
58.文字化け 0.393 0.549 0.218
59.問題解決 0.302 0.597 0.251
60.リンク 0.579 0.425 0.070  
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表Ⅵ-4 高校生の情報教育の認知度に関する因子分析（2007 年度） 
 因子1 因子2 因子3 因子4
1.２・１６進数 0.113 0.398 0.526 0.119
2.論理回路 0.335 0.275 0.268 0.058
3.CD-ROM 0.426 0.125 0.299 0.174
4.CPU 0.295 0.272 0.464 0.120
5.HTML 0.249 0.297 0.629 0.192
6.IPアドレス 0.356 0.282 0.635 0.039
7.JPEG等 0.224 0.286 0.689 0.173
8.LAN 0.254 0.225 0.718 0.237
9.OS 0.207 0.274 0.739 0.210
10.POPサーバ 0.074 0.441 0.697 0.083
11.TCP/IP 0.084 0.533 0.611 0.062
12.ＵＲＬ，Ｗｅｂ 0.678 0.140 0.364 0.223
13.ＷＷＷ 0.570 0.305 0.368 0.229
14.圧縮・解凍 0.456 0.308 0.413 0.349
15.アナログとディジタル 0.620 0.143 0.240 0.399
16.暗号化 0.547 0.328 0.157 0.199
17.五大装置 0.472 0.392 0.166 0.107
18.ｵﾝﾗｲﾝｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ 0.745 0.076 0.180 0.239
19.ｶﾃｺﾞﾘｰ検索等 0.817 0.036 0.181 0.214
20.検索ｴﾝｼﾞﾝ 0.708 0.227 0.287 0.002
21.個人情報 0.726 0.106 0.062 0.151
22.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 0.709 0.129 0.007 0.279
23.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｲﾙｽ 0.792 0.024 0.060 0.305
24.知的財産権など 0.642 0.252 0.210 0.074
25.著作権・肖像権等 0.791 0.021 0.036 0.159
26.ﾒﾃﾞｨｱﾘﾃﾗｼｰ 0.244 0.719 0.084 -0.125
27.ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾃﾞﾊﾞｲﾄﾞ 0.260 0.740 0.113 0.108
28.ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 0.279 0.678 0.237 0.154
29.電子商取引 0.189 0.689 0.345 0.136
30.ｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑ 0.110 0.769 0.271 0.168
31.ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの工夫 0.316 0.416 0.171 0.425
32.ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ 0.332 0.394 0.190 0.501
33.ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ 0.320 0.563 0.252 0.205
34.プロトコル 0.041 0.738 0.283 0.195
35.量子化 0.002 0.765 0.334 0.170
36.ＣＣＤ -0.015 0.753 0.244 0.272
37.ＥＮＩＡＣ -0.045 0.692 0.359 0.292
38.ＥＴＣの意味 0.240 0.306 0.121 0.524
39.ＩＣの意味 0.236 0.357 0.055 0.644
40.ＩＴの意味 0.295 0.172 0.130 0.679
41.ｱﾆﾒｰｼｮﾝ 0.586 0.069 0.204 0.512
42.ｶｰﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 0.519 0.074 0.152 0.580
43.画素の意味 0.433 0.074 0.283 0.526
44.情報の信頼性 0.278 0.368 0.435 0.473
45.ﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙ 0.307 0.388 0.318 0.380
46.ﾃｸﾉｽﾄﾚｽ 0.288 0.439 0.149 0.243
47.ドロー系ソフト 0.087 0.558 0.338 0.355
48.ﾈｯﾄﾜｰｸ犯罪 0.481 0.163 0.181 0.604
49.ﾌｧｲﾙ形式 0.370 0.418 0.205 0.465
50.複合条件 0.112 0.634 0.290 0.365  
 
第 2 因子に「26.メディアリテラシー」「27.ディジタルデバイド」「29.電子商
取引」「37.ENIAC」等で構成され，情報社会関係の因子と解釈される。そこで本
因子を「情報社会の知識」因子と命名した。第 3 因子は主に「5.HTML」「6.IP ア
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ドレス」「10.POP サーバ」「11.TCP/IP」等で構成され，情報ネットワーク関係
の因子と解釈される。そこで本因子を「情報ネットワークの知識」因子と命名し
た。第 4 因子は主に「32.マルチメディア」「39.IC」「40.IT」「43.画素」等で構
成され，情報メディア関係の因子と解釈される。そこで本因子を「情報メディア
の知識」因子と命名した。因子寄与率は，第 1 因子 18.6％，第 2 因子 17.8％，第
3 因子 12.3％，第 4 因子は 10.2％である。 
 
6.3.3 中高生に対する情報教育に関するイメージ 
(1)中学生の情報教育に関するイメージ 
中学生に対してのイメージ調査は 2006 年度から実施した。2006 年度は，学習
者の自己評価の回答について，バリマックス回転後，因子負荷量 0.500 以上に着
目した。その結果，5 因子が抽出されたが，これを表Ⅵ -5 に示す。  
因子寄与率は，第 1 因子 25.9％，第 2 因子 13.8％，第 3 因子 12.8％，第 4 因子
10.1％，第 5 因子 4.5％である。まず第 1 因子に「24.ハード」「25.ソフト」「20.
複数ソフトの操作」等で構成され，PC ソフトの活用に関する因子と解釈される。
そこで本因子を「PC 活用の基礎的な知識と技能」因子と命名した。第 2 因子は主
に「31.メディアへの興味」「44.道具として ICT 活用」「48.情報判断」等で構成
され，コンピュータ等のメディア活用に関する因子と解釈される。そこで本因子
を「 ICT 活用の興味と態度」因子と命名した。第 3 因子は主に「4.様々な入力方
法」「5.部首入力」「10.文章表現」等で構成され，文書作成時の処理に関する因
子と解釈される。そこで本因子を「表現処理技能」因子と命名した。第 4 因子は
主に「 36.作業姿勢」「37.ワープロ作業時間」「 38.体調管理」等で構成され，
VDT 作業時の健康配慮に関する因子と解釈される。そこで本因子を「VDT 作業時
の健康配慮態度」因子と命名した。第 5 因子は主に「21.ワープロは記憶を強くす
る」「22.ワープロへの興味」「23.ワープロは仕事に役立つ」等で構成され，文書
作成ソフトの役割に関する因子と解釈される。そこで本因子を「表現処理ソフト
活用」因子と命名した。  
2007 年度の学習者の自己評価の分析の結果，4 因子が抽出されたが，これを表
Ⅵ -6 に示す。因子寄与率は，第 1 因子 22.8％，第 2 因子 20.1％，第 3 因子 18.3％，
第 4 因子 3.8％である。まず第 1 因子に「24.ハード」「25.ソフト」「20.複数ソフ
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トの操作」等で構成され，PC ソフトの活用に関する因子と解釈される。そこで本
因子を「PC 活用の基礎的な知識と技能」因子と命名した。第 2 因子は主に「39.
コンピュータ作業時間」「44.道具として ICT 活用」「48.情報判断」等で構成さ
れ，コンピュータ等のメディア活用と健康等に関する因子と解釈される。そこで
本因子を「 ICT 活用の興味と健康配慮」因子と命名した。  
 
表Ⅵ-5 中学生の情報教育のイメージに関する因子分析（2006 年度） 
 因子1 因子2 因子3 因子4 因子5
1.ﾌｧｲﾙ管理 0.540 0.192 0.362 0.197 -0.031
2.ﾌｧｲﾙ操作 0.474 0.159 0.492 0.126 0.111
3.入力 0.031 0.267 0.763 0.092 0.079
4.全入力 0.237 0.182 0.804 0.069 0.054
5.部首検索 0.391 0.093 0.673 0.081 0.091
6.入力速度 0.406 0.134 0.629 0.167 0.203
7.正確入力 0.335 0.187 0.551 0.212 0.125
8.ﾏｳｽ操作 0.254 0.271 0.718 0.125 0.054
9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.499 0.277 0.585 0.045 0.015
10.文章表現 0.513 0.285 0.637 0.015 0.116
11.書式設定 0.584 0.221 0.454 0.154 0.202
12.基本関数 0.675 0.194 0.295 0.216 0.107
13.帳票作成 0.727 0.206 0.287 0.115 0.143
14.統計関数 0.772 0.220 0.209 0.188 0.005
15.検索等 0.772 0.307 0.272 0.096 0.093
16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ 0.729 0.276 0.268 0.155 0.013
17.HP作成 0.838 0.238 0.236 0.073 0.055
18.HP表現 0.759 0.295 0.248 0.114 0.067
19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.724 0.331 0.312 0.066 0.146
20.複数ｿﾌﾄ 0.834 0.214 0.202 0.242 0.064
21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.458 0.315 0.143 0.229 0.524
22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.457 0.346 0.166 0.198 0.593
23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 0.286 0.308 0.269 0.269 0.824
24.ﾊｰﾄﾞ 0.698 0.176 0.182 0.260 0.299
25.ｿﾌﾄ 0.777 0.187 0.108 0.300 0.223
26.文書語句 0.722 0.239 0.238 0.243 0.136
27.用紙規格 0.385 0.390 0.372 0.291 0.592
28.ＯＳ 0.614 0.094 0.118 0.281 0.243
29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基礎 0.557 0.364 0.263 0.194 0.162
30.論理回路 0.747 0.067 0.203 0.254 0.082
31.興味 0.235 0.749 0.226 0.079 0.088
32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.545 0.404 0.409 0.058 0.255
33.ﾒｰﾙ送受信注意 0.481 0.399 0.272 0.377 0.276
34.個人情報 0.105 0.430 0.406 0.531 -0.074
35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.108 0.488 0.234 0.544 0.023
36.作業姿勢 0.334 0.151 0.031 0.727 0.098
37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間 0.328 0.093 0.049 0.774 0.140
38.体調 0.077 0.359 0.101 0.698 0.117
39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間 0.201 0.212 0.101 0.829 0.078
40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.346 0.356 0.252 0.445 0.372
41.文書入力 0.340 0.645 0.141 0.348 -0.012
42.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ興味 0.195 0.833 0.200 0.157 0.211
43.容易 0.479 0.594 0.244 0.232 -0.064
44.道具として活用 0.435 0.532 0.273 0.123 0.189
45.用紙の確実な処分 0.416 0.245 0.085 0.353 0.156
46.人間とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 0.293 0.599 0.231 0.254 0.145
47.保管 0.461 0.468 0.280 0.372 0.132
48.情報判断 0.205 0.570 0.215 0.326 0.150
49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考 0.244 0.675 0.211 0.293 0.193
50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.328 0.491 0.235 0.219 0.111  
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第 3 因子は主に「4.様々な入力方法」「5.部首入力」「10.文章表現」等で構成
され，文書作成時の処理に関する因子と解釈される。そこで本因子を「文書処理
技能」因子と命名した。第 4 因子は「17.HP 作成」「18.HP 表現」で構成され，
HP の表現処理に関する因子と解釈される。そこで本因子を「表現処理技能」因子
と命名した。  
表Ⅵ-6 中学生の情報教育のイメージに関する因子分析（2007 年度） 
 因子1 因子2 因子3 因子4
1.ﾌｧｲﾙ管理 0.444 0.283 0.355 0.167
2.ﾌｧｲﾙ操作 0.326 0.179 0.574 0.112
3.入力 0.107 0.269 0.736 0.032
4.全入力 0.144 0.236 0.846 0.085
5.部首検索 0.311 0.138 0.775 0.168
6.入力速度 0.343 0.336 0.679 0.088
7.正確入力 0.373 0.430 0.673 0.032
8.ﾏｳｽ操作 0.241 0.327 0.782 0.097
9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.527 0.223 0.621 0.084
10.文章表現 0.372 0.217 0.745 0.074
11.書式設定 0.483 0.139 0.645 0.134
12.基本関数 0.741 0.230 0.432 -0.006
13.帳票作成 0.709 0.202 0.424 0.110
14.統計関数 0.730 0.222 0.354 -0.051
15.検索等 0.686 0.230 0.381 0.186
16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ 0.782 0.206 0.247 0.103
17.HP作成 0.567 0.186 0.168 0.531
18.HP表現 0.561 0.099 0.279 0.598
19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.586 0.147 0.400 0.370
20.複数ｿﾌﾄ 0.765 0.223 0.254 0.289
21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.458 0.450 0.190 -0.051
22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.351 0.529 0.297 -0.111
23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 0.304 0.500 0.376 -0.044
24.ﾊｰﾄﾞ 0.747 0.288 0.155 -0.042
25.ｿﾌﾄ 0.760 0.295 0.187 -0.065
26.文書語句 0.723 0.299 0.320 -0.020
27.用紙規格 0.556 0.395 0.378 -0.057
28.ＯＳ 0.710 0.119 0.097 0.165
29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基礎 0.590 0.376 0.274 0.129
30.論理回路 0.767 0.174 0.079 0.145
31.興味 0.293 0.465 0.515 0.029
32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.597 0.407 0.356 0.044
33.ﾒｰﾙ送受信注意 0.390 0.519 0.426 0.299
34.個人情報 0.133 0.652 0.474 0.338
35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.135 0.727 0.438 0.328
36.作業姿勢 0.317 0.730 0.022 -0.076
37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間 0.242 0.711 0.090 0.141
38.体調 0.180 0.760 0.114 -0.055
39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間 0.203 0.750 0.103 -0.138
40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.462 0.694 0.163 -0.065
41.文書入力 0.277 0.579 0.305 -0.007
42.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ興味 0.270 0.628 0.454 -0.025
43.容易 0.475 0.410 0.483 0.099
44.道具として活用 0.334 0.586 0.357 0.213
45.用紙の確実な処分 0.488 0.429 0.204 0.206
46.人間とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ -0.023 0.367 0.140 0.215
47.保管 0.224 0.664 0.281 0.271
48.情報判断 0.189 0.745 0.318 0.287
49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考 0.175 0.655 0.360 0.286
50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.240 0.555 0.447 0.155  
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(2)高校生の情報教育に関するイメージ 
普通高校生に対しての情報教育のイメージ調査は 2005 年度から実施した。  
まず，2005 年度の高等学校情報教育のイメージについての分析結果は，第 5 章
で述べた通り 3 因子，すなわち第 1 因子は「PC 活用の基礎的な知識と技能」，第
2 因子は「文書作成の技能と知識」，第 3 因子は「PC 活用におけるモラルと態
度」因子が抽出されている。2006 年度について，情報教育のイメージ分析の結果，
4 因子が抽出されたが，これを表Ⅵ -7 に示す。  
第 1 因子は主に「34.個人情報」「35.プライバシー」「46.人間とコンピュー
タ」「48.情報判断」等で構成され，情報社会への参画態度やモラルに関する因子
と解釈される。そこで本因子を「PC 活用のモラルに関する知識」因子と命名した。
第 2 因子は主に「24.ハード」「25.ソフト」「28.OS」等で構成され，PC 活用の基
礎的事項に関する因子と解釈される。そこで本因子を「PC 活用の基礎的な知識」
因子と命名した。第 3 因子に「12.基本関数」「13.帳票作成」「14.統計関数」
「15.検索」等で構成され，表計算の活用に関する因子と解釈される。そこで本因
子を「計算処理技能」因子と命名した。第 4 因子は「36.作業姿勢」「37.ワープロ
作業時間」「38.体調の留意」「39.コンピュータ作業時間」等で構成され，VDT
作成時の健康配慮に関する因子と解釈される。そこで本因子を「VDT 作業時の健
康配慮態度」因子と命名した。因子寄与率は，第 1 因子 19.4％，第 2 因子 17.3％，
第 3 因子 12.3％，第 4 因子は 8.2％である。  
2007 年度について，情報教育のイメージ分析の結果，5 因子が抽出されたが，
これを図Ⅵ -8 に示す。第 1 因子は主に「34.個人情報」「35.プライバシー」「46.
人間とコンピュータ」「48.情報判断」等で構成され，情報社会への参画態度やモ
ラルに関する因子と解釈される。そこで本因子を「PC 活用のモラルに関する知
識」因子と命名した。第 2 因子に「12.基本関数」「 13.帳票作成」「 14.統計関
数」「15.検索」等で構成され，表計算の活用に関する因子と解釈される。そこで
本因子を「計算処理技能」因子と命名した。第 3 因子は主に「24.ハード」「25.ソ
フト」「28.OS」等で構成され，PC 活用の基礎的事項に関する因子と解釈される。
そこで本因子を「PC 活用の基礎的な知識」因子と命名した。第 4 因子は主に「4.
様々な文字入力が出来る」「5.部首検索」「6.入力速度」「10.文章表現」等で構
成され，文書作成時の処理関係の因子と解釈される。そこで本因子を「表現処理
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技能」因子と命名した。第 5 因子は主に「23.ワープロは役立つ」「42.コンピュー
タへ興味」「44.PC を道具として活用」等で構成され，コンピュータ・リテラシ
ー活用関係の因子と解釈される。そこで本因子を「PC の適切な活用法」因子と命
名した。因子寄与率は，第 1 因子 18.1％，第 2 因子 16.2％，第 3 因子 11.9％，第
4 因子は 11.8％，第 5 因子 6.5％である。  
 
表Ⅵ-7 高校生の情報教育のイメージに関する因子分析（2006 年度） 
 因子1  因子2  因子3  因子4
1.初期化 0.237 0.515 0.227 0.067
2.ﾌｧｲﾙ管理 0.416 0.433 0.332 0.127
3.入力 0.573 0.120 0.333 0.020
4.全入力 0.576 0.252 0.449 0.014
5.部首検索 0.449 0.296 0.302 -0.017
6.入力速度 0.362 0.381 0.439 0.105
7.正確入力 0.366 0.264 0.304 0.204
8.ﾏｳｽ操作 0.634 0.257 0.352 0.074
9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.445 0.487 0.386 0.084
10.文章表現 0.391 0.432 0.642 0.075
11.書式設定 0.383 0.366 0.698 0.135
12.基本関数 0.241 0.218 0.847 0.220
13.帳票作成 0.243 0.255 0.855 0.196
14.統計関数 0.096 0.406 0.611 0.323
15.検索等 0.183 0.400 0.732 0.181
16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ 0.114 0.663 0.395 0.183
17.HP作成 0.124 0.613 0.470 0.139
18.HP表現 0.187 0.587 0.482 0.213
19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.314 0.670 0.286 0.087
20.複数ｿﾌﾄ 0.209 0.661 0.363 0.174
21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.230 0.227 0.138 0.193
22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.513 0.194 0.083 0.100
23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 0.528 0.082 0.138 0.178
24.ﾊｰﾄﾞ 0.323 0.704 0.132 0.219
25.ｿﾌﾄ 0.312 0.740 0.189 0.271
26.文書語句 0.330 0.584 0.271 0.247
27.用紙規格 0.510 0.325 0.265 0.139
28.ＯＳ 0.360 0.594 0.172 0.134
29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基礎 0.478 0.556 0.189 0.222
30.論理回路 0.151 0.555 0.292 0.235
31.興味 0.660 0.240 0.046 0.132
32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.440 0.648 0.172 0.211
33.ﾒｰﾙ送受信注意 0.538 0.443 0.146 0.201
34.個人情報 0.654 0.178 0.194 0.210
35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.606 0.316 0.172 0.335
36.作業姿勢 0.366 0.289 0.130 0.565
37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間 0.332 0.194 0.110 0.740
38.体調 0.338 0.176 0.226 0.660
39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間 0.215 0.238 0.263 0.806
40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.513 0.305 0.217 0.356
41.文書入力 0.513 0.422 0.229 0.378
42.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ興味 0.618 0.273 0.022 0.159
43.容易 0.364 0.589 0.210 0.278
44.道具として活用 0.579 0.293 0.201 0.238
45.用紙の確実な処分 0.220 0.343 0.042 0.367
46.人間とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 0.613 0.163 0.085 0.223
47.保管 0.603 0.267 0.265 0.317
48.情報判断 0.635 0.222 0.173 0.317
49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考 0.681 0.159 0.220 0.246
50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.633 0.265 0.167 0.337  
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表Ⅵ-8 高校生の情報教育のイメージに関する因子分析（2007 年度） 
 因子1 因子2 因子3 因子4 因子5
1.初期化 0.280 0.520 0.289 0.202 0.038
2.ﾌｧｲﾙ管理 0.226 0.433 0.209 0.312 0.269
3.入力 0.241 0.012 -0.041 0.629 0.309
4.全入力 0.246 0.241 0.121 0.682 0.266
5.部首検索 0.242 0.395 0.215 0.599 0.020
6.入力速度 0.259 0.352 0.321 0.673 -0.102
7.正確入力 0.418 0.318 0.212 0.661 0.032
8.ﾏｳｽ操作 0.240 0.202 0.109 0.757 0.312
9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.294 0.461 0.260 0.576 0.082
10.文章表現 0.136 0.422 0.036 0.717 0.241
11.書式設定 0.290 0.604 0.024 0.437 0.203
12.基本関数 0.233 0.719 0.184 0.190 0.140
13.帳票作成 0.137 0.822 0.166 0.189 0.148
14.統計関数 0.154 0.766 0.287 0.065 0.061
15.検索等 0.238 0.787 0.312 0.114 0.217
16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ 0.229 0.759 0.359 0.145 0.175
17.HP作成 0.231 0.618 0.254 0.339 0.112
18.HP表現 0.255 0.642 0.215 0.356 0.045
19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.258 0.567 0.266 0.346 0.124
20.複数ｿﾌﾄ 0.204 0.647 0.395 0.338 0.011
21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.382 0.233 0.478 0.223 0.027
22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.290 0.302 0.492 0.199 0.227
23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 0.372 0.187 0.386 0.258 0.504
24.ﾊｰﾄﾞ 0.233 0.279 0.890 0.057 -0.016
25.ｿﾌﾄ 0.215 0.317 0.890 0.052 -0.011
26.文書語句 0.189 0.321 0.586 0.167 0.287
27.用紙規格 0.434 0.277 0.318 0.295 0.353
28.ＯＳ 0.337 0.305 0.566 0.128 0.177
29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基礎 0.392 0.326 0.495 0.190 0.285
30.論理回路 0.130 0.283 0.624 0.069 0.254
31.興味 0.407 0.233 0.120 0.312 0.395
32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.311 0.343 0.373 0.346 0.447
33.ﾒｰﾙ送受信注意 0.408 0.178 0.298 0.275 0.542
34.個人情報 0.510 0.107 -0.006 0.346 0.498
35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.699 0.138 -0.006 0.146 0.400
36.作業姿勢 0.601 0.239 0.119 0.136 0.143
37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間 0.675 0.189 0.254 0.145 0.142
38.体調 0.681 0.104 0.226 0.167 0.080
39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間 0.653 0.202 0.268 0.154 -0.066
40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.644 0.178 0.354 0.197 0.078
41.文書入力 0.495 0.409 0.330 0.284 0.155
42.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ興味 0.464 0.149 0.230 0.290 0.545
43.容易 0.471 0.349 0.446 0.202 0.314
44.道具として活用 0.443 0.248 0.304 0.293 0.566
45.用紙の確実な処分 0.448 0.217 0.251 0.112 0.308
46.人間とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 0.627 0.200 0.025 0.229 0.330
47.保管 0.707 0.262 0.187 0.175 0.201
48.情報判断 0.728 0.201 0.187 0.191 0.089
49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考 0.740 0.170 0.201 0.248 0.137
50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.667 0.275 0.230 0.289 0.173  
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6.3.4 考察 
以上，学習者である中学生・普通高校生の情報教育の認知度とブルームのタキ
ソノミーを用いたイメージ調査を実施し，そこから情報教育のカリキュラム評価
を試みた。まず，認知度の中学生・普通高校生の因子項目をそれぞれ表Ⅵ -9(1)(2)
に示す。  
 
表Ⅵ-9(1) 2005～2007 年度の中学生の情報教育認知度の因子群 
2005年度 2006年度 2007年度
第1因子 PCに関するシステム関係の知識 PCに関するシステム関係の知識 情報モラルとセキュリティの知識
第2因子 情報ネットワークの実践関係の知識ネットワークと情報モラルの実践関係の知識 PCに関するシステム関係の知識
第3因子 ネットワークと情報モラルの知識 PC操作技能の知識 PC操作技能の知識
 
表Ⅵ-9(2) 2005～2007 年度の高校生の情報教育認知度の因子群 
2005年度 2006年度 2007年度
第1因子 ネットワーク技術の知識 PCに関するシステムとセキュリティの知識 情報モラルとセキュリティの知識
第2因子 PCに関するシステム関係の知識 ネットワーク技術の知識 情報社会の知識
第3因子 情報社会と情報モラルの知識 情報ネットワークの知識 情報ネットワークの知識
情報メディアの知識
 
2005 年度は，第 5 章より中学生・普通高校生共に PC に関するハードやソフト
などのシステム関係やネットワークに関する知識を重視する傾向があることが判
っている。2006 年度は中学生の場合は，2005 年度の傾向に PC 操作技能というス
キル面が加わっている。高校生の場合は，2005 年度と同様のシステム関係やネッ
トワーク関係に関する知識を重視している。次に，2007 年度の中学生の場合は，
2006 年度と同様の PC に関する知識重視である。高校生の場合も 2006 年度と同様
の知識であるが，これに情報メディアの知識が加わっている。  
以上，3 年間の経時的変容を見ると，2005 年度の知識は 3 年間の変化が無い。
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中学生では PC 技能が，普通高校生ではメディアに関する知識が加わるものの，
メディア媒体に関する知識重視の傾向があった。 
次に，イメージ調査の中学生・普通高校生の因子項目をそれぞれ表Ⅵ -10(1)(2)
に示す。  
 2005 年度は，普通高校生のみであるが，第 5 章より PC あるいは特定のソフト
の操作技能とそれに関する知識を重視していることが判っている。  
 2006 年度は中学生の場合は，PC 活用と特定のソフト活用に関する知識，興味，
技能が中心であり，これらの因子は 2007 年度も変わらない。また，普通高校生の
場合は，2006 年度は，全年度（2005 年度）の PC スキルや情報モラルの因子に健
康留意の因子が加わり，2007 年度は健康留意の因子に代わり，アプリケーション
ソフトの活用に傾斜していた。  
 
表Ⅵ-10(1) 2006～2007 年度の中学生の情報教育イメージの因子群 
2005年度 2006年度 2007年度
第1因子 PC活用の基礎的な知識と技能 PC活用の基礎的な知識と技能
第2因子 ICT活用の興味と態度 ICT活用の興味と健康配慮
第3因子 表現処理技能 文書処理技能
第4因子 VDT作業時の健康配慮態度 表現処理技能
第5因子 表現処理ソフト活用
 
 
表Ⅵ-10(2) 2005～2007 年度の高校生の情報教育イメージの因子群 
2005年度 2006年度 2007年度
第1因子 PC活用の基礎的な知識と技能 PC活用のモラルに関する知識 PC活用のモラルに関する知識
第2因子 文書作成の技能と知識 PC活用の基礎的な知識 計算処理技能
第3因子 PC活用におけるモラルと態度 計算処理技能 PC活用の基礎的な知識
第4因子 VDT作業時の健康配慮態度 表現処理技能
第5因子 PCの適切な活用法
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以上のことから，2005 年度から 2007 年度にかけて調査した学習者である中学
生・普通高校生の情報教育の結果は，いずれもコンピュータ・リテラシーとそれ
を活用する際の情報モラルや健康等には留意しているものの，情報の完全必修化
の後も，情報教育展開期における目標である｢情報リテラシー｣とその 3 観点の充
実には検討すべき問題があることが明らかになった。  
 
6.4 まとめ 
第 6 章では，第 5 章での結果，すなわち 2005 年度の学習者の情報教育に関する
認知度とブルームのタキソノミーを用いたカリキュラム評価を試みた結果を受け
て，その後 2007 年度までの 3 年間継続調査を行った。その結果，情報教育の認知
度について言えば，中学生・普通高校生共に PC スキルや社会のメディアの変容
に応じた知識への傾斜であった。また，タキソノミーについて言えば，中学生・
普通高校生共にコンピュータ・リテラシー中心で，情報教育の目標である情報リ
テラシーの充実には至らず，科学的な理解については進展が難しいことが判った。  
このことは，中学生の場合は，ブルーム評価理論で言うと，基礎的な技能（精
神運動的領域）とそのための知識・理解（認知的領域）と態度（情意的領域）の
上に，健康留意（情意的領域）と情報利活用に必要な知識・理解（認知的領域）
へ構造化していた。普通高校生では PC 活用のための知識・理解（認知的領域）
と PC スキル（精神運動的領域）から情報モラルやセキュリティ態度（情意的領
域）へ構造化していた。すなわち，3 観点の中の｢情報活用実践力｣と「情報社会
参画」の面では理解が進むと考えられるが，「情報の科学的な理解」については
検討すべきことがわかった。これは情報教育の認知度調査の「内容が情報の科学
的な理解ではなく，むしろ情報社会参画を重視する」の両者の傾向から判断する
ことができる。また，ブルームの教育目標でいう認知的領域の知識・理解段階，
精神運動的領域の技能段階，情意的領域の興味・関心・態度段階までは達成して
いると考えられるが，認知度やイメージ調査で抽出された因子を見る限りにおい
て，精神運動的領域の表現，認知的領域の理解と判断，情意的領域の態度の段階
までには至っていないことが示唆された。  
次の第 7 章では，いち早く情報教育を導入した職業高校生による情報教育カリ
キュラムの評価とその経時的変化について検討を試みる。  
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第 7 章  職業教育における情報教育のカリキュラムに対する学習者の反応の
経時的変化 
 
7.1 目的 
第 5 章と第 6 章では普通教育における情報教育のカリキュラム評価について，
学習者である中学生・普通高校生からの情報を得た。これは，情報教育展開期で
ある 2003 年度に，小学校各教科，中学校技術・家庭科技術分野の「情報とコンピ
ュータ」を中心とする情報教育と併せて，高等学校では普通教科「情報」がスタ
ートしたことによる。一方，専門高校では，黎明期から続く従来の情報教育を基
礎に，専門教科「情報」が新設されている。本研究では，これまで第 2～4 章にお
いて高校生の情報教育に対する反応として，職業教育に在籍する高校生を対象と
した調査を実施してきた。しかし，情報教育展開期では，普通教育としての情報
教育と職業教育としての情報教育が大きく二分されるようになる。  
そこで第 7 章では，情報教育を普通高校より早くから進めると共に，展開期に
おいて専門教科「情報」が追加された専門高校に焦点を当てて，前章と同様にブ
ルーム教育評価理論を利用した学習者のカリキュラム評価を経時的に検討するこ
ととした。 
 
7.2 分析方法 
7.2.1 教科「情報」の設置前後における 8 年間の継続した情報教育の調査 
 調査は，2000 年～2007 年の過去 8 年間の情報教育に対する学習者の変容を見て
いる。ここで実施した情報教育の必修用語の認知度調査とイメージ調査の設問表
現は，例えば，FD(フロッピーディスク )から HD (ハードディスク )，そして，USB
メモリーと教科書での表現などに応じて若干の修正は行っているが，同一調査内
容にて実施した。必修用語認知度調査は 2005 年度から開始し，2005 年度・2006
年度は 60 項目，2007 年度からは 50 項目である。また，情報教育のイメージ調査
は，8 年間を通して 50 項目であり，第 5 章，第 6 章で述べたように，情報の活用
技能を中心とする精神運動的領域（Psychomotor Domain）を 20 項目，知識・理解
等の認知的領域（Cognitive Domain）を 15 項目，情報手段活用や情報社会参画態
度等の情意的領域（Affective Domain）を 15 項目の計 50 項目である１０３），１０４）。  
調査項目の評価尺度は，いずれの調査も 5 件法を使用した。  
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7.2.2 調査対象及び調査内容 
(1)調査対象 
 調査対象は，複数の専門高校（工業高校）の 3 年生で，2000 年～2007 年の 8 年
間である。2000 年度は 52 名，2001 年度は 66 名，2002 年度は 70 名でいずれも 1
校，2003 年度は 175 名，2004 年度は 121 名，2005 年度は 110 名，2006 年度は
147 名，2007 年度（平成 19 年度）は 129 名でいずれも 2 校で，総計 870 名である。  
(2)調査内容 
  調査内容は，工業高校生は，教科「情報」「情報技術基礎」「情報処理」とい
った教科目で，週 1 回（50 分）を基本とし，主に実習ではワープロ・表計算等を，
講義ではコンピュータ概論・ネットワークの基礎などである。学習環境は，当時
実施されていた「e-Japan 計画」に準じた設備で，コンピュータ等は 1 人 1 台，他
メディア（OHP・投影プロジェクター）やネットワークを利用している。  
 以上のような調査対象と内容に基づき，本研究における情報教育は，専門高校
としての職業教育の目的と情報教育の関係に視点を当てながら検討した。  
なお，調査はいずれも各授業の履修後に実施している。  
 
7.2.3 分析方法 
 まず，情報教育に関するイメージ評価について，調査開始の 2000 年度以降 8 年
間にわたり，先の第 5 章，第 6 章同様の方法で実施した。  
次に，2005 年度以降は工業高校での必須用語の認知度を調査するために，先の
第 5 章，第 6 章同様の方法で実施した。回答項目は，いずれも最短距離法による
デンドログラムの階層構造により，各項目のグループ化を把握できるクラスター
分析により分析した。  
いずれの学習者に対する調査についても，最初単純集計により 8 年間の評価推
移を整理し，その上で因子分析により，回答項目の重要度と情報教育の現状認識
を調べた。因子分析の方法は，固有値が正という基準を用いて因子数を求めるが，
その因子が 0 に収束していく際に明らかに固有値として認められる範囲とし，こ
れに主因子法を適用し，因子の回転はバリマックス法を用いた。その後，共通因
子を抽出し，因子負荷量が 0.500 以上の項目群により因子の命名を行った９）。  
これらの分析法により，専門高校生の実態との関係を調査し，情報教育のカリ
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キュラムの方向性を検討することとした。  
 
7.3 結果及び考察 
7.3.1 クラスター分析による評価票の分析結果 
工業高校生のクラスター分析の結果については，第 5 章，第 6 章と同様である。  
調査初年度の 2000 年度の工業高校生から 2007 年度の工業高校生においても，
分析の結果，いずれも認知的領域(知識面)，精神運動的領域（技能面），情意的
領域(情意面)の各領域に分散しており，これらの調査項目は，評価項目として妥
当であると考えてよい。  
 
7.3.2 専門高校情報教育における学習者のイメージ 
(1)自己評価の状況 
学習者である専門高校生による自己評価を 2000 年度～2007 年度の 8 年間継続
して実施した。結果について，各領域の 8 年間の推移表を教科「情報」の設置前
と設置後のそれぞれ二つに分け，それぞれの調査項目の平均値をグラフ化するこ
ととした。これについて，精神運動的領域の設置前後を図Ⅶ -1(a)(b)，認知的領域
の設置前後を図Ⅶ -2(a)(b)，情意的領域の設置前後を図Ⅶ -3(a)(b)にそれぞれ示す。  
学習者の評定平均値の傾向としては，2002 年度までは精神運動的領域，認知的
領域，情意的領域の順に平均値が上昇する傾向がある。これに対して，高校に教
科「情報」が設置された 2003 年度以降の平均値は下降する傾向がある。  
しかしながら，年度が進行するにつれて，3 つの領域の平均値に差があまり見
られないという特徴があった。そこで，これら精神運動，認知，情意の三領域の
自己評価平均値を表Ⅶ-1 に示す。この 3 領域の平均値からも，2003 年度に教科
「情報」が導入された直後については，自己評価平均値は高い傾向にあるが，そ
れ以降はやや平均値が下がる傾向にあった。ただし，3 領域のいずれかが平均値
が高く，いずれかが低いというものではない。このことは，専門高校における情
報教育では，3 領域の学習内容にあまり偏りがないというイメージを持っている。  
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図Ⅶ-2(a) 知識面（認知的領域）の情報設置前の評価推移 
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図Ⅶ-2(b) 知識面（認知的領域）の情報設置後の評価推移 
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図Ⅶ-3(a) 情意面（情意的領域）の情報設置前の評価推移 
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表Ⅶ-1 精神運動・認知・情意領域の自己評価（平均値） 
校 種 専門高校
年 度 精神運動領域 認知領域 情意領域
3.83 3.60 3.372000年度
3.99 3.65 3.492001年度
3.96 3.58 3.422002年度
3.05 3.05 3.272003年度
3.73 3.62 3.622004年度
3.08 3.13 3.162005年度
2.77 2.79 2.832006年度
2.82 2.52 2.642007年度
 
(2)専門高校生の情報教育のイメージ 
調査項目は，2000 年度（平成 12 年度）～2007 年度（平成 19 年）の 8 年間の経
時的変容を見るため，専門高校に適合するよう語句の表現を若干修正してはいる
が，同一内容にて三領域に分類した 50 項目より成る。  
すなわち，項目は，中学生・普通高校生同様，情報教育の「情報活用の実践力
・情報の科学的な理解・情報社会に参画する態度」の 3 観点を踏まえ，活用・技
能等の精神運動的領域（ Psychomotor Domain），知識・理解等の認知的領域
（ Cognitive Domain ） ， 情 報 手 段 活 用 や 情 報 社 会 参 画 態 度 等 の 情 意 的 領 域
（Affective Domain）である。8 年間の専門高校の情報教育の因子分析の結果を，
表Ⅶ-2 に示す。 
2000 年度について，情報教育のイメージ分析の結果，3 因子が抽出された。第
1 因子は「8.マウス操作」「9.プリンタ操作」「19.インストール」などで構成さ
れ，PC やメディアに関するスキル向上のための意欲とみられる因子と解釈される。
そこで本因子を「技能習得への意欲」因子と命名した。第 2 因子は「4.PC への様
々な入力方法技術」「22.ワープロへの興味」「42.PC 興味」などで構成され，PC
やメディアに関するスキル向上のための様々な興味とみられる因子と解釈される。  
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表Ⅶ-2 因子名と因子寄与率 
年 度  因子順  因 子 名  因子寄与率  
2000 年度  
第 1 因子  技能習得への意欲  22.7 
第 2 因子  技能面への興味・関心  17.9 
第 3 因子  技能リテラシー  9.7 
2001 年度  
第 1 因子  技能習得への意欲  34.0 
第 2 因子  知識・理解  25.0 
第 3 因子  技能リテラシー  19.0 
2002 年度  
第 1 因子  技能習得への意欲  25.2 
第 2 因子  知識・理解  21.4 
第 3 因子  情報モラルの重視  11.7 
2003 年度  
第 1 因子  技能習得への意欲  23.1 
第 2 因子  知識・理解  21.8 
第 3 因子  情報モラルの重視  15.4 
2004 年度  
第 1 因子  技能習得への意欲  23.2 
第 2 因子  知識・理解  18.6 
第 3 因子  情報モラルの重視  13.7 
2005 年度  
第 1 因子  知識・理解  18.0 
第 2 因子  技能リテラシー  14.1 
第 3 因子  情報モラルの重視  11.4 
2006 年度  
第 1 因子  知識・理解  22.4 
第 2 因子  技能リテラシー  16.6 
第 3 因子  情報モラルの重視  12.1 
2007 年度  
第 1 因子  情報リテラシー  20.6 
第 2 因子  情報社会参画  18.2 
第 3 因子  知識・理解  10.3 
 
そこで本因子を｢技能面の興味・関心｣因子と命名した。第 3 因子は｢17.HP 作成｣
｢44.PC を道具として活用｣｢48.PC を情報判断として活用｣などで構成され，PC 活
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用の際の様々な利用方法や PC やメディア等の操作方法とみられる因子と解釈さ
れる。そこで本因子を｢技能リテラシー｣因子と解釈した。因子寄与率は，第 1 因
子 22.7％，第 2 因子 17.9％，第 3 因子 9.7％である。このようにして，以下の
2001 年度から 2007 年度までの学習者による情報教育履修後のイメージ度につい
て抽出された因子は，いずれの年度も 3 因子抽出された。  
以下，それぞれの年度の因子をあげると，2001 年度は，それぞれ｢技能習得へ
の意欲｣｢知識・理解｣｢技能リテラシー｣で因子寄与率は，第 1 因子 34.0％，第 2 因
子 25.0％，第 3 因子 19.0％である。  
2002 年度は，それぞれ｢技能習得への意欲｣｢知識・理解｣｢情報モラルの重視｣で
因子寄与率は，第 1 因子 41.7％，第 2 因子 5.1％，第 3 因子 2.2％である。  
2003 年度は，それぞれで｢技能習得への意欲｣｢知識・理解｣｢情報モラルの重視｣
で因子寄与率は，第 1 因子 23.1％，第 2 因子 21.8％，第 3 因子 15.4％である。  
2004 年度は，それぞれ｢技能習得への意欲｣｢知識・理解｣｢情報モラルの重視｣で
因子寄与率は，第 1 因子 23.2％，第 2 因子 18.6％，第 3 因子 13.7％である。  
2005 年度は，それぞれ｢知識・理解｣｢技能リテラシー｣｢情報モラルの重視｣で因
子寄与率は，第 1 因子 18.0％，第 2 因子 14.1％，第 3 因子 11.4％である。  
2006 年度は，それぞれ｢知識・理解｣｢技能リテラシー｣｢情報モラルの重視｣で因
子寄与率は，第 1 因子 22.4％，第 2 因子 16.6％，第 3 因子 12.1％である。  
2007 年度は，それぞれ｢情報リテラシー｣｢情報社会参画｣｢知識・理解｣で因子寄
与率は，第 1 因子 20.6％，第 2 因子 18.2％，第 3 因子 10.3％である。  
このように，専門高校では，いずれの年度も第１因子は「技能習得」であり，
以下，「知識・理解」と「情報モラル」の因子が抽出された。  
以上の結果から見ると，ブルーム評価理論に基づく調査項目の全体の傾向とし
て，専門高校では｢技能リテラシー｣や｢技能習得への意欲｣などの因子が総合的な
｢情報リテラシー｣の因子に，｢情報モラルの重視｣の因子が｢情報社会参画｣の因子
に変化している。このように，学習内容が情報活用の実践力を重視ながらも，コ
ンピュータ・リテラシーに偏ることなく，「情報の科学的な理解」について学習
する認識が強くなっている。これは，専門高校での指導者が，情報教育の学習内
容と職業教育としての情報教育に適切に対応している結果と言える。  
2003 年度から普通高校，専門高校に教科「情報」がスタートした。それまで，
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コンピュータ・リテラシーを中心とした技能教育が，2003 年以降は，情報リテラ
シーを目標とする 3 観点を考慮した指導が行われている。また，先の 3 領域の集
計結果からも，2003 年度以降の精神運動，認知，情意面の各領域の評価平均値の
差が少なくなっている。つまり，情報リテラシーを目標とする学習内容において，
情報の科学的な理解の内容は，情報手段活用や情報社会参画態度等の内容と同等
の重視度を学習者が持っている傾向が見られた。  
(3)専門高校生の情報教育の認知度に関する調査 
 情報教育の認知度に関する調査は，2003 年度高校に教科｢情報」が導入されて
からの調査である。したがって，調査は高校の 3 学年全てが履修したと考えられ
る 2005 年度より実施した。なお，2005 年度と 2006 年度は教科「情報」の必須用
語を教科書の 3 者による全国使用教科書占有の関係も有り，60 項目であった。
2007 年度は，教科書の改訂も有り，改めて語句の改訂と教科書に共通する必須用
語を検討した結果，50 項目となった。そのため，各年度の質問項目とその番号は
2005 年度と 2006 年度は同一であるが，2007 年度は異なる。  
まず，2005 年度の高等学校必修用語の認知度の分析結果は，3 つの因子が抽出
された。第 1 因子は主に「4.HTML」「7.LAN」「12.SMTP」「14.TCP/IP」等で構
成され，情報ネットワーク関係の因子と解釈される。そこで本因子を「情報ネッ
トワークの知識」因子と命名した。第 2 因子は主に「35.プライバシー」「37.文書
作成作業時間」｢40.文書作成と思考｣「49.コンピュータと思考」等で構成され，
PC の操作技術と参画態度に関する因子と解釈される。そこで本因子を「PC に関
する技能と参画する態度の知識」因子と命名した。第 3 因子は主に「43.電子メー
ル」「49.ファイル」「50.フォルダ」「51.プライバシー」等で構成され，コンピ
ュータ関係の技能や知識に関する因子と解釈される。そこで本因子を「コンピュ
ータ操作に関する知識」因子と命名した。因子寄与率は，第 1 因子 28.3％，第 2
因子 21.6％，第 3 因子 14.7％である。  
次に 2006 年度の高等学校必修用語の認知度の分析結果は，3 つの因子が抽出さ
れた。第 1 因子は主に「26.画像情報」「30.コンピュータウイルス」「48.表計算
の操作」「49.ファイル」等で構成され，PC の操作技術とセキュリティに関する
因子と解釈される。そこで本因子を「PC に関するシステムとセキュリティの知
識」因子と命名した。第 2 因子は主に「12.基本関数」「14.統計関数」「20.複数
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ソフト」「24.ハード」等で構成され，コンピュータ・リテラシー関係の技能や知
識に関する因子と解釈される。そこで本因子を「コンピュータ操作に関する知
識」因子と命名した。第 3 因子は主に「 4.HTML」「 7.LAN」「 12.SMTP 」
「14.TCP/IP」等で構成され，情報ネットワーク関係の因子と解釈される。そこで
本因子を「情報ネットワークの知識」因子と命名した。因子寄与率は，第 1 因子
28.5％，第 2 因子 19.8％，第 3 因子 17.9％である。  
 2007 年度の高等学校必修用語の認知度の分析結果は，4 つの因子が抽出された。
第 1 因子は主に｢15.アナログとディジタル｣「21.個人情報」「23.コンピュータウ
イルス」「24.知的財産権」等で構成され，情報関係の実習やモラル関係の因子と
解釈される。そこで本因子を「情報実習とモラルの知識」因子と命名した。第 2
因子は主に「26.メディアリテラシー」「27.ディジタルディバイド」「29.電子商
取引」「37.ENIAC」等で構成され，情報の社会における存在などに関する因子と
解釈される。そこで本因子を「情報社会の知識」因子と命名した。第 3 因子は主
に「5.HTML」「6.IP アドレス」「8.LAN」「11.TCP/IP」等で構成され，情報社会
におけるネットワーク関係の因子と解釈される。そこで本因子を「情報ネットワ
ークの知識」因子と命名した。第 4 因子は主に「32.マルチメディア」「38.ETC
の意味」「41.アニメーション」「43.画素の意味」等で構成され，情報処理などの
実習の因子と解釈される。そこで本因子を「情報処理に関する知識」因子と命名
した。因子寄与率は，第 1 因子 18.6％，第 2 因子 17.8％，第 3 因子 12.3％，第 4
因子 10.2％である。  
 以上の各年度の専門高校生の情報教育に関する必修用語の因子群を整理すると，
2005 年度から 2007 年度の 3 年間で出てくるものは｢情報システム｣｢情報実習・実
践｣｢ネットワーク技術｣｢情報社会｣｢情報モラルとセキュリティ｣の 5 つの因子群で
あることがわかった。これらの因子が，2005 年度はネットワーク関係の因子が第
1 因子であったものが，年度を追うごとに情報モラルやセキュリティ関係が第 1
因子として入れ替わる傾向があることがわかる。この時期，教科「情報」は 2003
年の設置から 2005 年は 3 年目に当たり，完全導入の時期である。その後，3 年間
の情報教育に関する必修用語の認知度の推移とみてよい。  
 以上，学習者である専門高校生の情報教育の認知度とブルームのタキソノミー
を用いたイメージ調査を教科「情報」の設置前後，すなわち 2000 年度から 2002
第 7章 職業教育における情報教育のカリキュラムに対する学習者の反応の経時的変化 
111 
 
年度の設置前と 2003 年度から 2007 年度の設置後について実施し，そこから情報
教育のカリキュラム評価を試みた。  
情報教育イメージに関する自己評価の集計結果からは，2003 年度に教科「情
報」が導入された際は，自己評価平均値は高い傾向であるが，それ以降自己評価
が高くなるのでは無く，むしろ，3 領域のいずれの平均値にも差がない，つまり，
学習内容に偏りのないイメージを持っているといえる。また，情報教育イメージ
の因子分析からは，学習内容が，コンピュータ・リテラシーに偏ることなく，
「情報の科学的な理解」について学習する認識が強くなっている。これは，専門
高校での指導者が，情報教育の学習内容と職業教育としての情報教育に適切に対
応している結果と言える。次に，情報教育の必修用語の認知度調査からは，それ
まで，コンピュータ・リテラシーを中心とした技能教育が，2003 年以降は，情報
リテラシーを目標とする 3 観点を考慮した指導が行われている。2003 年度から普
通高校，専門高校に教科「情報」がスタートした。2005 年度から 2007 年度の 3
年間で出てくるものは｢情報システム｣｢情報実習・実践｣｢ネットワーク技術｣｢情報
社会｣｢情報モラルとセキュリティ｣の 5 つの因子群である。これらの因子が，第 1
因子がネットワーク関係であったものが，年度を追うごとに情報モラルやセキュ
リティ関係に入れ替わる傾向があることがわかる。  
 
7.3.3 考察 
専門高校の情報教育における情報教育に対する学習者の経時的変化について調
査を行うにあたり，コンピュータ等の活用技能を中心とする精神運動的領域 (技能
面 )，論理回路等の情報理論やプログラミングなど知識・理解を中心とする認知的
領域 (認知面 )，情報手段活用や情報社会に参画する態度等を中心とする情意的領
（情意面）の因子傾向を見た。併せて，高校教科「情報」が 2003 年度に導入され
たことを踏まえて，完全実施後の 2005 年から 2007 年度の 3 年間について情報教
育の必修用語認知度調査を行った。  
特に普通高校では「情報の科学的な理解を含めた情報リテラシーの学習不足」
ということに関し，本章では専門高校での分析結果に注目したところ，情報リテ
ラシーに対する意識が次第に高くなる傾向にあった。これは，指導者の意識が学
習指導要領での学習内容の把握と学習者の意識の向上の結果として，情報教育の
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イメージでは情報教育の 3 観点の意識の向上に繋がったといえる。また，学習者
の情報教育に対する意識の構造化は，各領域の段階を追った学習，つまり「各学
習領域の知識や技能の構造化による理解度の深化」と考えられる。もちろん，専
門高校においては，技能リテラシーと ICT 活用の関連性を考慮した学習内容は職
業教育としての情報教育の視点に立てば，必須の内容である。しかし，「体系的
な情報教育」という視点では，「職業教育としての技能とコンピュータの活用技
術を重視しつつ，情報リテラシーの視点に立ち，「情報の科学的な理解」のため
の基礎段階を重視した内容」が必要である。先の第 5 章，第 6 章での中学生・普
通高校生に対する情報教育の学習内容のイメージから，｢情報の科学的な理解｣の
内容を充足する情報リテラシーの目標を持つカリキュラムが必要であることを示
した。このことは，専門高校での 8 年間の情報教育全般の調査・分析からは，中
学生・普通高校生の情報教育に対する学習内容のイメージや認知度に比べると，
社会的な背景や当時飛躍的に普及するネットワーク関係のメディアを優先した学
習内容ではなかった。むしろ，専門高校卒業後の生産現場に対応できる内容を重
視した，指導要領に基づく学習内容に準じたものであることがわかった。  
 
7.4 まとめ 
第 1 章で述べたとおり，研究課題 2 は情報教育展開期における中学生・普通高
校生のカリキュラム評価を行うことであった。そこで，第 5 章では，2003 年の展
開期のスタート時期の学習者を対象に，ブルームのタキソノミーを用いたカリキ
ュラム評価を試みた。その結果，中学生・普通高校生共に情報関連用語に関する
認知度については，PC に関するハードやソフト関係及び，ネットワークに関する
知識を重点的に学習する傾向があった。また，学習者の情報教育に対すイメージ
では，情報活用能力を目標とする高校教育のカリキュラム内容とは異なり，PC ス
キルや情報モラルの特定の内容であることが明らかになった。また，因子「情報
モラル」の抽出が多いことからは，当時の社会問題であるインターネットによる
個人情報やプライバシーということに関する生徒の注目の高さが考えられた。し
かしながら，教科「情報」が 2003 年度導入され，その完全実施年度でもある
2005 年度は，本章の調査年度であるが，ブルーム評価理論でいう各 3 領域の初期
段階が因子としてあげており，評価の 4 観点でいう「理解」「表現」「態度」が
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不足していた。これらのことから，教科｢情報｣の導入段階については，情報社会
参画の観点で理解が進むと考えられるが，科学的な理解については進み難い可能
性があることが明らかになった。  
第 6 章では，第 5 章での「2005 年度の学習者の情報教育に関する認知度とブル
ームのタキソノミーを用いたカリキュラム評価を試みた」結果を受けて，その後
2007 年度までの 3 年間継続調査を行った。その結果，情報教育の認知度の調査で
は，中学生・普通高校生共に PC スキルや社会のメディアの変容に応じた知識へ
の傾斜であることがわかった。また，タキソノミーによる調査では，中学生・普
通高校生共にコンピュータ・リテラシー中心で，情報教育の目標である情報リテ
ラシーの充実には至らず，「情報の科学的な理解」については進展が難しいこと
がわかった。このことは，認知的領域の知識・理解段階，精神運動的領域の技能
段階，情意的領域の興味・関心・態度段階までは達成していると考えられるが，
認知度やイメージ調査で抽出された因子を見る限りにおいて，精神運動的領域の
表現，認知的領域の理解と判断，情意的領域の態度の段階までには至っていない
ことが示唆された。この結果は，第 5 章の 2005 年度の単独調査の結果と同様であ
る。すなわち，中学生・普通高校生による学習内容の調査結果から判断すると，
カリキュラム内容が，情意領域の価値・適応，認知領域の応用，精神運動領域の
創造への学習段階まで達成し構成されているとは言えず，学年段階に応じた内容
の吟味が必要である。  
第 7 章では，職業高校における経時的変化を見たが，情報教育のイメージ調査
では，学習内容が，コンピュータ・リテラシーに偏ることなく，「情報の科学的
な理解」について学習する認識が強くなっている。これは，専門高校での指導者
が，情報教育の学習内容と職業教育としての情報教育に適切に対応していること
が明らかになった。また，情報教育の必修用語の認知度調査では，学習指導要領
の内容が適切に含まれ，2005 年度から 2007 年度の 3 年間を通して｢情報システ
ム｣｢情報実習・実践｣｢ネットワーク技術｣｢情報社会｣｢情報モラルとセキュリティ｣
の 5 つの因子群にまとめられることがわかった。  
これらの知見より，展開期の情報教育のカリキュラムに対する学習者の反応を
把握することができ，前述した研究課題 2 へは概ね対応することができたと考え
られる。そこで続く第 8 章からは，我が国の情報教育のカリキュラムが比較的類
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似し，また，我が国の文化と同様の傾向を持つ近隣諸国と比較研究することで，
より我が国の情報教育のカリキュラムの現状や在り方が明確になるものと考えら
れる。その上で，中学校・普通高校と専門高校の情報教育のカリキュラム評価に
ついて検討を進めることとする。  
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第 8 章 普通教育の情報教育に対する学習者の意識と知識に関する国際比較 
 
8.1 目的 
1998 年の中学校学習指導要領１２）以降，我が国は，1998 年からの中学，2003 年からの
小・中・高校における「総合的な学習の時間」，1999 年の高校情報教育の開始により，普
通教育としての情報教育が深化・進展してきた。その中で，固有の能力観である｢情報活用
能力｣が我が国の情報教育の中核的な役割を担ってきた。このように我が国で展開されてき
た情報教育の今後のあり方を検討するためには，体系的なカリキュラム評価を進めていく
ことが重要と考えられるが，その一つとして，国際比較からのアプローチが考えられる。 
前述したように， 2005 年以降の先行研究には，例えば，林ら６４)，益本ら６５）など，我
が国とタイや中国との情報教育に関する国際比較研究が行われている。また，菊地ら(2006)
の 1970～2006 年までの技術教育を含めた西欧及び，アジア諸国の情報教育に関する制度的
な国際比較調査研究７２），益本・宇都宮らの日本とタイの中学生のメディア活用に関する
生活実態の比較研究６５），宇都宮・本郷らの日本とタイの中学生の携帯使用の生活実態の
比較研究７３）などが行われてきている。その他，金沢・丸山・元木らのアメリカと日本の
児童の図書館利用や web 活用についての比較研究などもある７４）。 
しかしこれらの報告は，いずれも日本と特定の外国の児童や中学生に対する情報メディ
ア活用の実態，教育制度や教育課程について，二次資料を用いて比較研究したもので，学
習者の情報教育に関する認知度や関心などの実態に焦点を当てたカリキュラム評価の比較
研究ではない。また，これらの研究以降，学習者の反応という観点から情報教育のカリキ
ュラムに関する国際比較を試みた先行研究は定かではない。 
そこで本章からは，研究課題 3 への対処として，学習者が情報教育に対して抱くカリキ
ュラムのイメージを国際的に比較することで，我が国の情報教育のカリキュラム評価を試
みることとする。そこでここでは，文化的には共通性があるものの，社会情勢や情報教育
のカリキュラムに差異のある日本・韓国・中国の 3 か国を取り上げ，学習者が情報教育の
カリキュラムに対して抱くイメージを調査・比較することとする。具体的には，第 8 章で
は普通教育の情報教育において学習者が抱く知識や意識について，第 9 章では普通教育の
情報教育において学習者が抱くカリキュラムのイメージについて，そして第 10 章では職業
高校の情報教育における学習者の反応について，それぞれ日本・韓国・中国の 3 か国の比
較を試みる。 
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8.2 韓国及び中国の情報教育の概要 
8.2.1 韓国・中国における情報化の進展状況 
 日本と韓国・中国の 3 カ国の中では，韓国が最も社会の情報化は進展している。2011 年
度の国際電気通信連合（ITU）及び，総務省発表によると，世界 155 カ国・地域の人口 1000
人あたりの比率で，韓国では，国民のインターネット利用率が 83.7%（世界第 12 位），コ
ンピュータ個人所有率 92.3%（世界第 1 位）に至っている。 
一方，日本では，インターネット利用率は 80.0%（世界第 19 位），コンピュータ個人所
有率 83.4%（世界第 8 位）であり，3 カ国の中では韓国に次いで情報化の進展が進んでい
る。これに対して 2011 年度の中国統計年鑑によると中国では情報化の進展は目覚ましいも
のの，インターネット利用率は 34.3%（世界第 94 位），コンピュータ個人所有率 30.9%（世
界第 78 位。ただし都市部：71.2%，農村部：10.0％）に留まっている。このような社会状
況のもと，韓国・中国における情報教育の教育課程は次の通りである。 
 
8.2.2 韓国における情報教育 
韓国の情報教育は 1975 年からスタートし，小学校から高校までの情報教育とコンピュ
ータ・リテラシー教育の両面を実施している点が特徴である。つまり，小学校生活科，中
学校技術科の中での情報教育，そして高等学校での情報教育により体系的に実施している。 
韓国の情報教育の様子とその教材を，図Ⅷ-1 に示す。 
 
 
図Ⅷ-1 韓国情報教育の授業風景と使用教材（普通高等学校） 
 
 まず小・中・高校での情報教育では，我が国の小学校にあたる 5～6 年生の 2 年間と，中
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学校にあたる 7～9 年生の 3 年間，そして高校 1 年にあたる 10 年生の合計 6 年間を通して
国民共通基本教科として男女すべての生徒が実科（技術・家庭科）を必修科目として履修
する中で行われている。5～6 年生では，具体的にはコンピュータ・リテラシーなど，生徒
の実践的な経験と実生活での有用性を重んじる教科として，日常生活と家事に必要な基本
的な素養を育成するものである。7～10 年生では技術・産業と家庭生活に関する多様な経
験と進路探索の機会を持たせている。この中で，情報教育の一環として，「コンピュータ
と情報処理」「コンピュータと生活」が位置づけられ，主にコンピュータ・リテラシー，
ハードウェア・ソフトウェア活用，インターネット活用を学ばせている。11～12 年生の２
年間は，高校の裁量活動として選択科目｢コンピュータ｣が設置されている。この科目｢コン
ピュータ｣は，5～10 年生で履修した実科(技術・家庭科)の情報教育を基礎とし，「情報技
術と問題解決能力の育成」を目標としている。ここでの指導内容は，人間とコンピュータ，
コンピュータの基礎，ワードプロセッサー，マルチメディア，PC 通信とインターネットの
5 つの領域で構成されている。この科目は高校での選択科目となっているが，ほとんどの
生徒が履修している。 
このように韓国では，実科（技術・家庭科），科目「コンピュータ」を合わせて，計 6
年間の必修科目と 2 年間の選択科目の中で，最大 8 年間小学校から高校まで体系的に情報
教育とコンピュータ・リテラシー教育を学習する形をとっている。 
 
8.2.3 中国における情報教育 
中国の情報教育は 1982 年からスタートした後，2001 年 9 月の国家基礎教育カリキュラ
ム改革では義務教育課程のカリキュラムが改訂され，続いて 2003 年 3 月は普通高校(高級
中学)カリキュラムが改訂された。これらの改革を経て，義務教育では 2002 年以降，普通
高校では2003年4月より全国の小・中・高校に段階的に情報教育の導入が進められている。 
小学校では，各学校の実態に応じて情報技術に関する科目を設置し，ワープロ活用や基
礎的なコンピュータ・リテラシー，コンピュータ・ネットワークの基礎的な利用法を学ば
せることとされている。中学校（初級中学）では小学校と同様の内容を発展させると共に，
Web ページ，ネットワーク活用，情報のモラルとセキュリティ等の学習内容を扱っている。 
普通高校(高級中学)では，2003 年 3 月の改訂によって，新しい教科「技術」が設置され
た。「技術」には，「情報技術」と「通用技術」の 2 分野が設定されている。「情報技術」
には，必修科目として「情報技術基礎」，選択科目として「アルゴリズムとプログラム設
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計」「マルチメディア技術の応用」「ネットワーク技術の応用」「データベース管理の技
術」「人工知能の初歩」が含まれている。 
中国の情報教育の様子とその教材を，図Ⅷ-2 に示す。 
 
 
図Ⅷ-2 中国情報教育の授業風景と使用教材（普通高等学校） 
 
このように中国においても情報技術として小・中・高一貫した体系的な情報教育が実施
されている。しかし，小学校における科目設定の状況は地域によって異なっており，学習
時間や教員配置，施設・整備には大きなばらつきがある。 
 
8.2.4 日本・韓国・中国の情報教育の状況の差異 
以上のように，韓国と中国の情報教育は，いずれも我が国より早く教育課程がスタート
している。 
しかし，カリキュラムは，韓国，中国いずれも我が国とほぼ同様の学習内容である。た
だし，我が国では中・高において情報教育を担当する科目が設定されているものの，小学
校の情報教育に対しては学習内容や教科編成に関する国家的な規定はない。これに対して，
韓国と中国では小学校から高校まで，体系的に情報教育の目標と内容が国家的に規定され
ている点に差異が見られる。 
このような情報教育のカリキュラム，社会の情報化の進展状況が異なる韓国，中国と日
本の中学生，高校生を対象に，情報教育に対する意識や情報関連用語の認知度について調
査を実施した。 
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8.3 方法 
8.3.1 調査対象 
 本調査は 2009 年から 2010 年にかけて行った。対象者は，日本では，中学生 266 名（東
京都 162 名，千葉県 104 名），普通高校生 158 名（茨城県）である。韓国（清洲市）では，
中学生 99 名，普通高校生 117 名である。中国（遼寧省）では，中学生 100 名，普通高校生
101 名である。なお，調査は，日本・韓国・中国のいずれの国の地域においても現地の教
育委員会及び，当該対象校の学校長の許可を受けて実施している。また，調査は各国の授
業の履修後に実施した。 
 
8.3.2 調査項目 
(1)調査対象者の状況を把握する項目（フェイスシート） 
基本情報を得るため，調査対象者の学校段階と学年・性別，パソコン所有の有無及び，
個人所有か共有かを問う質問項目を設定した。これをフェイスシートとして図Ⅷ-1に示す。 
(2)情報関連用語の認知度を把握する項目 
 調査対象者の情報関連用語に対する認知度を把握するために，2006～2008 年度の日本の
中学校について，技術・家庭科の教科書 2 社から両者に共通する情報関連用語 40 項目を抽出し，
調査項目とした。質問項目では，例えば｢2･16 進数の意味を知っている｣｢AND･OR･NOT 回路の
意味を知っている｣など『～の意味を知っている』という表現を使用した。同様に，2006～2008
年度の日本の高校教科｢情報｣の教科書で，採択率上位 3 社（計 7 割以上）の教科書より，3
社間で共通して取り上げられている情報関連用語 50 項目を抽出し調査項目とした。回答形
式は，各用語に対して，｢とてもよく知っている」，「少し知っている」，「どちらでもない」，
「あまり知らない」，「全く知らない」の 5 件法とした。同様の方法にて，高等学校の教科｢情報｣
についても情報関連用語 50 項目を，先に選定した項目に修正を加えて抽出し，調査項目とした。
これら中学生・普通高校生に対する調査項目は，第 5～7 章（第 6 章では中学校：図Ⅵ-1，高等学
校：図Ⅵ-2）にて示しているのでここでは割愛する。こうして設定した情報関連用語の質問項目
は，第 6 章と第 7 章での情報教育の必修用語の認知度調査により，中高校共に「情報システム」，
「情報実習・実践」，「ネットワーク技術」，「情報社会」，「情報モラルとセキュリテ
ィ」の 5 つのカテゴリーに大別することができた。 
そこで，中学校の必修用語を 5 つのカテゴリーに区分けしたものを表Ⅷ-1，高等学校の必修
用語を 5 つのカテゴリーに区分けしたものをそれぞれ，表Ⅷ-1 と表Ⅷ-2 に示す。 
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(3)情報活用能力に対する習得意欲を把握する項目 
調査対象者の情報活用能力に対する習得意欲を把握するために，日本の情報教育の目標
となっている情報活用能力の 3 観点，すなわち「情報活用の実践力」「情報の科学的な理
解」「情報社会に参画する態度「」のそれぞれについて，「できるようになりたいと思い
ますか」のような表現で習得意欲を問う項目を設定した。回答形式は，各項目に対するあ
てはまりの程度について，「とても」，「まあまあ」，「あまり」，「まったく」の 4 件
法とした。 
これについても，フェイスシート（図Ⅷ-1）に示している。 
 
8.3.3 履修した情報教育の内容 
情報教育の内容は，中学校技術・家庭科では技術分野｢情報とコンピュータ｣，普通高校
及び，専門高校（工業）では教科｢情報｣である。学習内容は，中学校は標準的な技術科の
情報教育の内容でコンピュータの仕組み（コンピュータの基本的な構成と機能），ハード
ウェア・ソフトウェア，プログラミング，アプリケーションソフトウェアによる情報の活
用や利用分野の把握を行った。 
高等学校は，情報の収集・発信と情報機器の活用や情報の統合的な処理とコンピュータ
活用，情報科学を中心とする情報理論・情報倫理・論理回路・ハードウェア・ソフトウェ
ア等と情報化の進展と社会への影響全般を講義し，実習は，ソフト活用（ワープロ・表計
算・プレゼンテーション・インターネットなど）と言語（BASIC・HTMLによるホームペ
ージ作成）である１００）。そして，これを「調べ・検索し・まとめ・伝達する」といった情
報活用の実践力と，科学的理解・情報社会参画する態度など情報の3観点に沿った学習を行
った。なお，本実践の内容は，第6章，第7章と同様である。 
 
8.3.4手続き 
比較研究における対象国での調査では，一般に｢教員意識・カリキュラム・社会的文化
・政府体制・産業界・インターネット｣などの基準に沿って選定する必要がある。 
そこで，2007年から2008年にかけてこれらの基準の中で特に教員意識，カリキュラム，
政府体制を勘案して調査対象国を訪問し，使用されている教科書やカリキュラムをお聞き
し，現場を見学し提案させて頂いた。日本でも同様の方法により，関東周辺の公立学校の
選定を提案させて頂いた。 
第8章 普通教育の情報教育に対する学習者の意識と知識に関する国際比較 
121 
 
 
 １．あなたは今，何年生ですか。 （     ）年生 
 
 ２．性 別        男   女 
 
 ３．あなたは自宅にパソコンを持っていますか。 
   （  ）持っている（個人所有，共有）  （  ） 持っていない 
 
４．次の各質問について，あなたの気持ちに最もあてはまる回答を選んでください。 
 ①あなたは，コンピュータやインターネットを利用して，情報の収集・整理・判断 
・発信などができるようになりたいと思いますか。 
(情報活用実践力習得への意欲) 
      4 とても - 3 まあまあ - 2 あまり - 1 まったく 
 
 ②あなたは，コンピュータやインターネットの働きや仕組み，特徴などを科学的に 
理解したいと思いますか。      (情報の科学的な理解への意欲) 
      4 とても - 3 まあまあ - 2 あまり - 1 まったく 
 
 ③あなたは，情報のモラルやセキュリティなど，情報化社会に参加するために必要な 
基本的な態度を身につけたいと思いますか。 
   (情報社会に参画する態度形成への意欲) 
      4 とても - 3 まあまあ - 2 あまり - 1 まったく 
 
図Ⅷ-1 調査対象者の状況及び情報活用能力に対する習得意欲を把握する項目 
 
表Ⅷ-1 中学校の各カテゴリー別情報用語 
情報必須用語のカテゴリ  ー
情報システム 情報実習･実践 ネットワーク
技術 
情報社会 情報モラルとセキュ
リティ 
 
8 .ＯＳ  
1 4 .ク ラ イ ア ン
ト ・ サ ー バ  
1 7 .ソフトウェア  
2 0 .ア ナ ロ グ と
デ ィ ジ タ ル  
2 1 .デ ィ ス プ レ
 イ  
2 7 .ハ ー ド ウ ェ
 ア  
2 8 .ハ ー ド デ ィ
ス ク  
3 1 .ファイル形 
 式  
3 2 .フォルダ  
3 8 .マウス  
 
 
1.アイコン 
2.イメージスキャ
ナ 
3.WWWとインター
ネット 
5.ＭＯディスク 
6.応用ソフトウェ
ア7.キーボード 
 
4.URL.Webペ
ージ 
24.電子メール 
25.ドメイン名 
26.ネットワー
ク 
 
 
 
13.コンピ
ュータ・ネ
ットワーク 
 
40.ユーザ
ー名 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11.コンピュータ
ウイルス 
18.著作･特許権 
29.パスワード 
39.ユーザーＩＤ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9.データの検索 
10.CD，DVD    12.ＣＧ 
15.図形処理    16.セル 
19.ディジタルカメラ22.データ 
23.データベース 
30.表計算ソフト 
33.プリンタ操作 
34.プレゼン技術  
35 .プログラム  
36.F D       3 7 .ワープロ  
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表Ⅷ-2 高校教科｢情報｣の各カテゴリー別情報用語 
 
情報必須用語のカテゴリ  ー
情報システム 情報実習･実践 ﾈｯﾄﾜｰｸ技術 情報社会 情報ﾓﾗﾙとｾｷｭﾘﾃｨ 
1. 2・16進数 
2.AND･OR･NOT 
4. CPU 
9. OS 
14.圧縮と解凍 
15.アナログとデ
ィジタル 
17.五大装置 
30.クライアント
・サーバ 
35.量子化 
36.CCD 
39.IC 
43.画素 
49.ファイル形式 
50.複合条件 
 
3.CD，DVD 
7.JPEG，PNG 
13.WWWとインタ
ーネット 
19.カテゴリー検索
等 
20.検索エンジン 
28.データベース 
31.プレゼン技術 
32.マルチメディア 
41.アニメーション 
45.テキストファイ
ル 
47.ドロー系ソフト 
 
 
 
5.HTMLとタグ 
6.IPアドレス 
8.LAN 
10.POPサーバ 
11.TCP/IP 
12.URL･Webペ
ージ 
34.プロトコル
の原理 
 
 
 
 
 
 
 
 
18.オンラインシ
ョッピング 
22.コミュニケー
ション 
26.メディアリテ
ラシ  ー
27.ディジタルデ
バイト 
29.電子商取引 
37.マルチメディ
アの形の意味 
38.ETCの意味 
40.IT 
42.カーナビゲー
ションシステム 
46.テクノストレ
ス 
16.暗号化 
21.個人情報保護 
23.コンピュータウ
イルス 
24.産業財産権等 
25.著作･特許権 
33.ファイアウォー
ル 
44.情報の信憑性 
48.ネットワーク犯
罪 
 
 
 
 
 
 
 
具体的な調査は，日本においては調査対象校の情報教育担当教員に依頼して実施した。
韓国・中国においては，筆者らが再度現地に赴いて教育委員会の先生方に調査の意義と目
的，対象校の選定法を説明し，訪問した学校で直接調査，あるいは訪問期間中に情報教育
担当教員に調査を実施して頂いた。調査後，各項目の回答率，平均値を中学・高校別に国
間で比較した。 
 
8.4結果及び考察 
8.4.1調査対象者の状況 
 PC所有の有無について日本・韓国・中国の中学生・普通高校生の状況を表Ⅷ-3に集計し
た。また，所有している場合の家族共有と個人所有の形態を表Ⅷ-4に集計した。これらの
比率に対するχ2検定及び，残差分析を行った。表中の（＋）は残差分析の結果で｢有意に多
い｣，（－）は｢有意に少ない｣と判定されたものである。その結果，PC所有率については
中学生・普通高校生共に中国が最も低かった(中学：91.0％，高校：77.2%）。また，個人
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所有については韓国が中学生・普通高校生共に99.0%以上，家族共有では日本が最も高か
った（中学：56.6%，高校：82.4%）。 
 
表Ⅷ-3 中学生・普通高校生の PC 所有の有無 
 
表Ⅷ-4 PC を所有している中学生・普通高校生の所有形態 
 
8.4.2 情報関連用語の認知度 
 中学生の情報関連用語の認知度について，5 件法に対する回答を，「とてもよく知って
いる」を 5 点，「少し知っている」を 4 点，「どちらでもない」を 3 点，「あまり知らな
い」を 2 点，「全く知らない」を 1 点にそれぞれ得点化し，平均値を求めた。そして，各
国のカテゴリー別平均値に対する一元配置分散分析を行った(表Ⅷ-5)。その結果，｢情報シ
ステム」（Ｆ(2,462)=76.53，p<.01），「情報実習･実践」（Ｆ(2,462)=86.57，p<.01），「ネッ
トワーク技術」（Ｆ(3,462)=83.25，p<.01），「情報社会」（Ｆ(2,462)=64.79，p<.01），「情報
モラルとセキュリティ」（Ｆ(2,462)=59.10，p<.01）のカテゴリーにおいて 3 カ国間の主効果
中学家族所持 個人 中学生所有全体 高校家族所持 個人 高校生所有全体
日本 頻度 145 111 256 112 24 136
割合 56.6% 43.4% 100.0% 82.4% 17.6% 100.0%
(+) (-) (+) (-)
韓国 頻度 1 97 98 1 112 113
割合 1.0% 99.0% 100.0% 0.9% 99.1% 100.0%
(-) (+) (-) (+)
中国 頻度 29 62 91 24 54 78
割合 31.9% 68.1% 100.0% 30.8% 69.2% 100.0%
  (-) (+)
割合は，当該カテゴリに該当する調査対象に対する回答者の比率
中学生： χ 2(2)=94.55    p<.01
高校生： χ 2(2)=173.48　 p<.01
中学生所持 無所持 中学生全体 高校生所持 無所持 高校生全体
日本 頻度 111 155 266 24 134 158
割合 41.7% 58.3% 100.0% 15.2% 84.8% 100.0%
(-) (+) (-) (+)
韓国 頻度 97 2 99 112 5 117
割合 98.0% 2.0% 100.0% 95.7% 4.3% 100.0%
(+) (-) (+) (-)
中国 頻度 62 38 100 54 47 101
割合 62.0% 38.0% 100.0% 53.5% 46.5% 100.0%
割合は，当該カテゴリに該当する調査対象に対する回答者の比率
中学生： χ 2(2)=94.56    p<.01
高校生： χ 2(2)=174..9　 p<.01
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は有意であった。 
そこで LSD 法を用いた多重比較を行った結果，5 つのカテゴリー全てにおいて，いずれ
も中国>韓国>日本の順序性が認められた。 
 
表Ⅷ-5 中学校情報必修用語のカテゴリー別認知度 
日本 韓国 中国
n=266 n=99 n=100
情報システム 平均 3.03 3.44 4.43 F (２,４６２) = 76.53 **
S.D. 1.09 0.85 0.66 中国＞韓国＞日本
情報実習・実践 平均 2.95 3.47 4.30 F (２,４６２) = 86.57 **
S.D. 0.97 0.83 0.62 中国＞韓国＞日本
ネットワーク技術 平均 2.98 3.52 4.50 F (２,４６２) = 83.25 **
S.D. 1.12 0.81 0.73 中国＞韓国＞日本
情報社会 平均 3.14 3.56 4.48 F (２,４６２) = 64.79 **
S.D. 1.20 0.97 0.72 中国＞韓国＞日本
情報モラルとセキュリティ 平均 3.19 3.65 4.46 F (２,４６２) = 59.10 **
S.D. 1.06 0.80 0.64 中国＞韓国＞日本
5件法
** p <.01　　多重比較は，LSD法による
ANOVA中学生
 
 
 同様に，高校生の情報関連用語の認知度について，各国のカテゴリー別平均値に対する
一元配置分散分析を行った(表Ⅷ-6)。その結果，「情報システム」（Ｆ(2,375)=82.52，p<.01），
「情報実習･実践」（Ｆ(2,375)=32.26，p<.01），「ネットワーク技術」（Ｆ(2,375)=151.85，p<.01），
「情報社会」（Ｆ(2,375)=32.62，p<.01），「情報モラルとセキュリティ」（Ｆ(2,375)=10.98，
p<.01）の 3 カ国間の主効果は有意であった。 
 
表Ⅷ-6 普通高校情報必修用語のカテゴリー別認知度 
日本 韓国 中国
n=158 n=117 n=101
情報システム 平均 2.21 3.46 2.69 F (２,３７５) = 82.52 **
S.D. 0.62 0.28 0.25 韓国＞中国＞日本
情報実習・実践 平均 2.67 3.49 3.22 F (２,３７５) = 32.26 **
S.D. 0.64 0.29 0.35 韓国＞中国＞日本
ネットワーク技術 平均 2.08 3.57 2.58 F (２,３７５) = 151.85 **
S.D. 0.59 0.16 0.43 韓国＞中国＞日本
情報社会 平均 2.42 3.24 2.89 F (２,３７５) = 32.62 **
S.D. 0.87 0.18 0.52 韓国＞中国＞日本
情報モラルとセキュリティ 平均 2.97 3.28 3.47 F (２,３７５) = 10.98 **
S.D. 0.53 0.14 0.31 韓国＞中国＞日本
5件法
** p <.01　　多重比較は，LSD法による
ANOVA高校生
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そこで LSD 法を用いた多重比較を行った結果，韓国>中国>日本の順序性が認められた。
これらの結果から，情報関連用語の認知度では，日本の中学生・普通高校生は共に 3 カ国
中で最も低い実態が把握された。これに対して中学生では中国に，高校生では韓国にそれ
ぞれ優位性が認められた。 
 
8.4.3情報活用能力に対する習得意欲 
情報活用能力の3観点に対する習得意欲について国間で比較した。4件法に対する回答を，
「とても」を4点，「まあまあ」を3点，「あまり」を2点，「まったく」を1点にそれぞれ
得点化し，平均値を求めた。そして，中学生の平均値に対する一元配置分散分析を行った。
これを表Ⅷ-7に示す。 
 
表Ⅷ-7 日本・韓国・中国の中学生の 3 観点の比較 
日本 韓国 中国
n=266 n=99 n=100
情報活用実践力習得への意欲 平均 3.23 2.03 1.66 F (2,462) = 219.46  **
S.D. 0.73 0.71 0.69 日本 > 韓国 > 中国
情報の科学的理解への意欲 平均 2.59 2.67 1.63 F (2,462) = 56.30  **
S.D. 0.89 0.76 0.69 韓国 > 日本 > 中国
情報社会に参画する態度形成への意欲 平均 2.99 2.20 1.59 F (2,462) = 219.48  **
S.D. 0.81 0.71 0.67 日本 > 韓国 > 中国
4件法
** p <.01　　多重比較は，LSD法による
中学生 ANOVA
 
 
その結果，「情報活用の実践力」（Ｆ(2,462)=219.46，p<.01），「情報の科学的な理解」
（Ｆ(2,462)=56.30，p<.01），「情報社会に参画する態度」（Ｆ(2,462)=219.48，p<.01）のいず
れの観点についても3カ国間の主効果が有意であった。そこでLSD法を用いた多重比較を行
った。 
その結果，日本の中学生は，「情報活用の実践力」と「情報社会に参画する態度」に対
する習得意欲が3カ国中で最も高かった。しかし，「情報の科学的な理解」に対しては韓国
の中学生の習得意欲が最も高くなった。これに対して中国の中学生は，3観点共に3カ国中
で習得意欲が最も低かった。次に，高校生の平均値に対する一元配置分散分析を行った。
これを表Ⅷ-8に示す。その結果，「情報活用の実践力」（Ｆ(2,375)=196.24，p<.01），「情報
の科学的な理解」（Ｆ(2,375)=18.99，p<.01），「情報社会に参画する態度」（Ｆ(2,375)=114.11，
p<.01）のいずれの観点についても3カ国間の主効果が有意であった。 
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そこでLSD法を用いた多重比較を行った。その結果，3観点共に日本の高校生の習得意欲
が3カ国中で最も高かった。ただし，「情報の科学的な理解」については，日本と韓国の高
校生に有意な差は見られなかった。これに対して中国の高校では3観点共に習得意欲が3カ
国中で最も低かった。ただし，「情報活用の実践力」では，韓国と中国の間に有意な差は
認められなかった。 
 
表Ⅷ-8 日本・韓国・中国の高校生の 3 観点の比較 
日本 韓国 中国
n=158 n=117 n=101
情報活用実践力習得への意欲 平均 3.20 1.87 1.88 F (2,375) = 196.24  **
S.D. 0.63 0.66 0.64 日本 >韓国 = 中国
情報の科学的理解への意欲 平均 2.49 2.56 1.94 F (2,375) = 18.99  **
S.D. 0.86 0.76 0.79 日本 = 韓国 > 中国
情報社会に参画する態度形成への意欲 平均 3.01 2.12 1.79 F (2,375) = 114.11  **
S.D. 0.69 0.66 0.69 日本 > 韓国 > 中国
4件法
** p <.01　　多重比較は，LSD法による
高校生 ANOVA
 
 
これらの結果から，3カ国の中では，日本の中学・高校生は共に「情報活用の実践力」
と「情報社会に参画する態度」に対する習得意欲が強い傾向が示唆された。しかし，「情
報の科学的な理解」に対する習得意欲では，日本よりも韓国の中学生・普通高校生の方が
強い傾向が見られた。これに対して中国の中学生・普通高校生は情報活用能力の習得意欲
が低い実態が把握された。 
 
8.4.4 考察 
 以上の結果を整理し，我が国の情報教育の状況について考察する。 
 まず，PC 所有者に占める個人所有の割合は，韓国が最も高く，日本が最も少なかった。
本研究の調査対象者のPC所有率を2.1節で述べた統計資料に基づく国別平均所有率と比較
すると，いずれも，平均所有率をやや上回る水準であり，調査対象者の各国における情報
環境の相対的な位置づけはほぼ同等であると考えられる。このような状況を持つ調査対象
者の反応として，情報関連用語の認知度では，中学生・普通高校生共に，いずれのカテゴ
リーにおいても我が国の平均値が 3 カ国中有意に低かった。ところが，情報活用能力の 3
観点に対する習得意欲では，日本が中学生・普通高校生共に中学生の「情報の科学的な理
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解」に対する意欲が韓国より低いものの，それ以外については「情報活用の実践力」「情
報社会に参画する態度」「情報の科学的な理解」に対する習得意欲が 3 カ国の中で最も高
かった。 
 このような結果が得られたことから，日本の中学生・普通高校生の特徴として，現段階
の情報教育においては知識・理解の状況が芳しくないものの，情報教育に対する意欲は強
いことが明らかとなった。すなわち，日本の中学生・普通高校生の持つこのような特徴か
ら，我が国の情報教育のあり方について，次の 2 点が指摘できる。 
 第一に，日本の情報教育の学習時間の少なさである。前述したように，日本の中学生・
普通高校生では，情報関連用語の認知度が低く，知識・理解の達成状況が芳しくなかった。
前述したように，日本・韓国・中国の 3 カ国の中では，日本が小・中・高校のカリキュラ
ム上で情報教育に配当される時間が最も少ない。この学習時間の少なさが，情報関連用語
に対する知識・理解の達成状況の低下を招いているのではないかと考えられる。韓国や中
国では小学校の段階から情報関係の内容をカリキュラムの中で学習させているのに対して，我
が国は小学校の段階で一部各教科や総合的な学習の時間に課題解決やコンピュータ・リテラシ
ーの要素として学習させている。そのため，韓国や中国のように情報関係の内容が中学校や高
校段階へ引き継ぐような形にはならない。また，中学校技術・家庭科の中の限られた時間の
中では充分に知識の習得や理解ができず，結果として高校の教科として情報教育を学習す
る段階で，既に韓国や中国の高校生と知識・理解の状況に大きな差が生じているのではな
いかと考えられる。 
 第二に，日本の情報教育における「情報の科学的な理解」に対する志向性の低さである。
前述したように，日本の中学生・普通高校生では，情報活用能力の 3 観点に対する習得意
欲は 3 カ国中最も高かった。ただし，「情報の科学的な理解」では，韓国の中学生・普通
高校生に優位性が認められた。これは日本の中学生・普通高校生は，情報活用能力の 3 観
点のうち，「情報活用の実践力」や「情報社会に参画する態度」に対して「情報の科学的
な理解」の重視度を低く捉えている可能性がある。このような「情報の科学的な理解」に
対する志向性の低さが情報関連用語に対する認知度の低さにも関連しているのではないか
と考えられる。特に，日本の小学校においては，「総合的な学習の時間」に情報教育を位
置づけているため，中学校の情報教育に繋がるような知識・理解を伴う「情報の科学的な
理解」が指導されるケースは極めて少ないと考えられる。このことが，中学・高校段階の
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情報教育における「情報の科学的な理解」に対する生徒の興味・関心の相対的な低下を招
いているのではないかと考えられる。 
 ここで，2009 年に告示された新しい学習指導要領では，高校教科「情報」の科目編成が
見直され，2 観点の 1 つとして「情報の科学」が設置されている。我が国の情報教育の目
標である「情報活用能力」に対する習得意欲が高かったことは，この意欲をどのような過
程を経て，情報教育の目標に向かって学習内容を深めていくか，といった意味で，今後の
情報教育の改善に向けた重要な起点になると考えられる。このように，今回の調査におけ
る日本の高校生の「情報の科学的な理解」に対する志向性や知識・理解の達成状況が改善
されることが期待される。 
 
8.5 まとめ 
 以上，本章では，日本の情報教育のあり方について，中学生・普通高校生を対象とした
国際調査を実施し，韓国・中国との比較検討を行った。その結果，日本の情報教育のカリ
キュラムが，韓国や中国ほど体系的でないため，「情報の科学的な理解」の習得に向けた
動機付けを生徒に適切に持たせることができておらず，結果として，情報関連用語に対す
る適切な知識・理解を達成できていない状況が把握された。 
 続く第 9 章では，本章と同様に，日本・中国・韓国の普通科中学生・普通高校生を対象
に，第 5 章で用いたブルームのタキソノミーに基づくカリキュラム・イメージの評価を試
みる。 
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第 9 章 普通教育の情報教育に対する学習者のカリキュラム・イメージに関する 
国際比較 
 
9.1 目的 
本章では，第 8 章に引き続き，日本・韓国・中国の普通教育において中高生が抱く情報
教育のカリキュラム・イメージを比較検討する。 
異なる国間で学習者の抱く情報教育のカリキュラム・イメージを比較するためには，そ
の比較・検討の羅針盤となる理論的枠組みが必要である。この理論的枠組みとして本章で
は，情報教育に関する学習者のイメージ評価を行う際に，第 5 章と同様に，ブルーム（B.S. 
Bloom）の評価理論６），７）を援用する。ブルームの評価理論は，教育目標の分類を「認知
的領域(Cognitive Domain)」「精神運動的領域(Psychomotor Domain)」「情意的領域(Affective 
Domain)」の 3 領域からなるものである。これについては，第 5 章で詳しく説明している。
このブルームの評価理論によって，学習者がカリキュラムの持つ教育目標に対してどの領
域からどの程度まで到達し得たかを把握することができる。ここでも同様に，学習者の自
己評価の内省をブルームの評価理論に基づいて分析を行っている。 
そこで本章でも，第 5 章以降で実施してきた方法に依拠し，ブルームの評価理論に基づ
くカリキュラムに対するイメージを日韓中の 3 か国間で比較・検討することとする。ここ
で，文部科学省の示す評価の 4 観点「知識・理解」「技能」「思考・判断・表現」「関心
・意欲・態度」についてブルーム評価理論では，認知的領域が知識・理解･判断を，精神運
動的領域が技能・思考・表現を，情意的領域が関心･意欲･態度とした。 
 
9.2 方法 
9.2.1 調査の時期と対象 
調査は 2009 年から 2012 年にかけて日本・韓国・中国においてそれぞれ実施した。我が
国の中高生は，学力的に中位クラスの標準的な公立普通科高校に属し，普通教科「情報」
の科目「情報 A」を必修として履修済であった。韓国や中国では，調査の趣旨をそれぞれ
の国の担当教育委員会及び，候補を選定する当該国の研究協力者に対して説明を行い，調
査の許可を得た上で標準的な学校の選定を依頼した。その結果，韓国では清洲市で，中国
では浙江省で実施した。なお，調査は韓国・中国いずれも授業の履修後に行った。 
調査対象は，日本・中国・韓国の公立中学校 3 年生計 465 及び，公立普通科高校の高校
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3 年生計 496 名，計 961 名とした。中学生は，日本（東京都，千葉県）では 266 名，韓国
（清洲市）では 99 名，中国（浙江省）では 100 名である。普通高校生は，日本（千葉県，
茨城県）では 158 名，韓国（清洲市）では 117 名，中国（浙江省）では 120 名である。調
査時には，韓国・中国では対象校あるいは区域の学校を訪問し担当する教員に我が国の情
報教育のカリキュラムの概要を説明の上，本調査の意義や趣旨について説明した。 
 
9.2.2 質問項目及び分析方法 
調査では，筆者らが我が国の中高生に対して情報教育のカリキュラムに対するイメージ
を把握するために第 5 章，第 6 章，第 7 章で使用した「情報教育に関するイメージ調査項
目」（本村ら 2000）を用いた。項目は，ブルームの評価理論の認知的領域，精神運動的領域，
情意的領域の 3 領域に基づく評価項目を，我が国の評価の観点の代表項目で作成し，計
50 項目を抽出した。質問方法は，以下の通りである。 
認知的領域（主に情報に関する知識・理解・表現）では「OS の意味を理解している」
など『～を理解している』という知識を確認できる質問形式にした。精神運動的領域（主
に情報に関する技能・思考・判断）では「マウス操作がスムースにできる」「表計算の基
本関数が使用できる」など『～できる』という操作法や技能を意識できる質問形式にした。
情意的領域（主に情報に関する関心・意欲・参画態度）では「社会の中でのコンピュータ
の活用のされ方は理解している」など『～している』いう情報活用やモラルなどの確認で
きる質問形式にした。調査項目の評価尺度は 5 件法を使用し，得られたデータを肯定的な
回答から順に 5～1 点に数量化した。韓国・中国における調査では，上記に作成した調査票
をそれぞれネイティブの翻訳者に韓国語及び，中国語に翻訳してもらい，調査票を作成し
た。調査の後，国別に質問項目に対する主因子法及び，プロマックス斜交回転を用いた因
子分析を行った。因子の回転後，因子負荷量が 0.40 以上の項目群を同一因子とみなし，因
子の解釈・命名を行った。因子の解釈と命名は，前述したブルームの評価理論に基づくも
のとし，国別に抽出された因子の構成を比較した。 
 
9.3 結果及び考察 
9.3.1 情報教育のカリキュラムに関する学習者のイメージに対する因子分析 
日本・韓国・中国の中高生の「情報教育に関するイメージ調査項目」（本村ら 2000）に
対する回答を集計した。因子分析の結果，日本の中高生では，初期解において第 5 因子と
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第 6 因子の間で固有値の顕著な減衰が認められた。これはスクリープロット法に適合して
いると考えられるため，上位 5 因子についてプロマックス回転を施し，最終解を求めた。 
以下，全ての因子分析においても同様に，スクリープロット法を用いて因子軸の回転を
行い，最終解を得た。その結果，韓国・中国の中高生は最終解として共に 4 因子が抽出さ
れた。抽出された各因子について，認知的領域は知識から理解・表現へ，精神運動的領域
は技能から思考･判断へ，情意的領域は関心･意欲から態度へ，それぞれ深化していること
を考慮し，因子名を解釈・命名した。得られた因子負荷量について，日本を表Ⅸ-1（中学
生 1a，高校生 1b），韓国を表Ⅸ-2（中学生 2a，高校生 2b），中国を表Ⅸ-3（中学生 3a，
高校生 3b）にそれぞれ示す。 
 
9.3.2 中学生の情報教育に対するカリキュラム・イメージ因子の国間比較 
(1)日本の中学生におけるカリキュラム・イメージ因子の構成 
 日本の中学生では，第 1 因子に「ハード」「ソフト」「複数ソフトの操作」等で構成さ
れ，コンピュータ活用の基礎的事項に関する精神運動的領域と認知的領域の因子と解釈さ
れる。そこで本因子を「PC 活用の基礎的な知識と技能」因子と命名した。第 2 因子は主に
「メディアへの興味」「情報判断」「道具としての ICT 活用」等で構成され，コンピュー
タ等のメディア活用に関する認知的領域と情意的領域の因子と解釈される。そこで本因子
を「ICT 活用の興味と態度」の因子と命名した。第 3 因子は主に「各種入力方法」「文字
検索」「書式設定」等で構成され，文書作成等の処理に関する精神運動的領域の因子と解
釈される。そこで本因子を「表現処理技能」因子と命名した。第 4 因子は主に「コンピュ
ータ作業時間の留意」「ワープロ作業時間の留意」「作業姿勢」等で構成され，VDT 作業
時の健康配慮に関する情意的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「VDT 作業時の健
康配慮態度」因子と命名した。第 5 因子は主に「統計関数」「基本関数」「帳票作成」等
で構成され，表計算の活用に関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を
「計算処理技能」因子と命名した。 
(2)韓国の中学生におけるカリキュラム・イメージ因子の構成 
 韓国の中学生では，第 1 因子は「ハード」「ソフト」「複数ソフト操作」等で構成され，
コンピュータ活用の基礎的事項に関する精神運動と認知的領域の因子と解釈される。そこ 
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表Ⅸ-1 日本の中学校と高等学校のイメージ調査に関する因子分析（プロマックス回転） 
イメージ調査項目 因子1 因子2 因子3 因子4 因子5 イメージ調査項目 因子1 因子2 因子3 因子4 因子5
1.ﾌｧｲﾙ管理 0.485 -0.022 0.248 0.158 -0.011 23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 0.464 0.120 0.069 -0.045 -0.023
15.検索等 0.481 0.112 0.027 -0.046 0.438 33.ﾒｰﾙ 0.574 0.085 0.065 -0.018 0.006
16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ 0.559 0.025 -0.014 0.019 0.405 34.個人情報 0.693 -0.301 0.236 0.003 -0.013
17.HP作成 0.805 0.079 0.014 -0.054 -0.012 35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.730 -0.239 0.101 0.078 -0.086
18.HP表現 0.705 0.134 0.069 -0.065 0.006 36.作業姿勢 0.942 -0.175 -0.318 0.079 0.057
19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.651 0.131 0.119 -0.073 0.084 37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間の留意 0.972 -0.051 -0.396 0.132 0.010
20.複数ｿﾌﾄ操作 0.865 0.014 0.011 0.020 0.034 38.体調管理 0.937 -0.002 -0.339 -0.027 0.162
21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.441 0.238 0.008 0.087 0.045 39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間の留意 0.906 0.064 -0.339 -0.044 0.136
24.ﾊｰﾄﾞ 0.944 -0.001 0.013 -0.007 -0.141 40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.615 0.228 0.050 -0.005 -0.150
25.ｿﾌﾄ 0.946 -0.021 -0.026 0.036 -0.084 41.文書入力 0.534 0.124 0.172 0.109 -0.014
26.文書語句 0.655 0.165 0.052 -0.035 0.082 42.ＩＣＴ活用興味 0.436 0.041 0.379 -0.085 -0.100
28.ＯＳ 0.774 -0.054 -0.055 0.049 0.007 43.容易 0.490 0.196 0.158 0.029 -0.013
29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの基礎 0.514 0.232 0.037 0.042 0.062 44.道具としてICT活用 0.400 0.064 0.373 -0.075 0.111
30.論理回路 0.839 -0.138 -0.014 0.102 0.026 46.人とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 0.515 -0.191 0.369 -0.025 -0.027
32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.408 0.311 0.168 -0.044 0.079 48.情報判断 0.431 0.101 0.303 -0.090 0.083
46.人とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ -0.089 0.559 -0.033 0.109 0.159 49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考訓練 0.427 0.319 0.294 -0.172 -0.076
47.保管 0.188 0.567 -0.007 0.175 0.034 20.複数ｿﾌﾄ操作 -0.174 0.571 0.187 0.257 0.065
48.情報判断 0.048 0.719 0.017 0.145 -0.084 24.ﾊｰﾄﾞ 0.013 0.980 -0.339 -0.241 0.107
49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考訓練 0.000 0.885 0.004 -0.011 -0.103 25.ｿﾌﾄ -0.081 0.900 -0.254 -0.260 0.111
50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.142 0.641 0.068 -0.012 -0.038 26.文書語句 -0.111 0.570 0.125 0.101 0.066
31.メディアへの興味 -0.014 0.766 0.093 -0.127 0.039 28.ＯＳ 0.015 0.746 0.042 0.042 -0.118
33.ﾒｰﾙ 0.295 0.484 0.073 0.082 0.047 29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの基礎 0.002 0.569 0.207 0.140 -0.174
34.個人情報 -0.070 0.562 0.242 0.265 -0.116 30.論理回路 0.009 0.694 -0.264 0.297 -0.106
35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ -0.081 0.631 0.131 0.325 -0.117 47.保管 0.403 0.045 0.485 -0.136 -0.063
41.文書入力 0.062 0.646 -0.089 0.141 0.119 3.各種入力方法 0.155 -0.271 0.543 -0.107 0.066
42.ＩＣＴ活用興味 -0.050 0.960 -0.031 -0.112 0.014 4.文字入力 0.061 -0.209 0.745 -0.036 0.055
43.容易 0.282 0.579 0.031 -0.054 0.053 5.文字検索 0.002 -0.026 0.630 0.118 -0.034
44.道具としてICT活用 0.233 0.684 0.038 -0.071 -0.039 6.入力速度 -0.278 0.106 0.766 -0.096 0.111
2.ﾌｧｲﾙ操作 0.312 -0.003 0.491 0.033 0.000 7.正確入力 -0.228 0.016 0.907 -0.098 0.083
3.各種入力方法 -0.194 0.051 0.920 0.049 -0.105 8.ﾏｳｽ操作 -0.217 -0.132 0.747 -0.123 -0.102
4.文字入力 -0.046 -0.034 0.964 -0.006 -0.050 9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.018 0.117 0.570 -0.014 0.156
5.文字検索 0.218 -0.132 0.800 -0.027 -0.002 10.文章表現 0.002 -0.225 0.836 0.123 0.016
6.入力速度 0.189 0.088 0.531 0.052 0.102 27.印刷様式規格 0.089 0.102 0.515 -0.021 0.110
7.正確入力 0.120 0.179 0.476 0.104 0.091 12.基本関数 0.076 0.060 -0.153 0.799 0.007
8.ﾏｳｽ操作 -0.024 0.210 0.727 -0.008 -0.025 13.帳票作成 -0.029 -0.161 0.024 0.862 0.141
9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.299 0.151 0.473 -0.109 0.115 14.統計関数 0.115 0.118 -0.331 0.953 -0.008
10.文章表現 0.167 0.103 0.605 -0.050 0.160 15.検索等 -0.115 0.363 0.102 0.528 0.053
11.書式設定 0.270 0.095 0.420 -0.061 0.238 16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ -0.084 0.347 0.111 0.495 0.056
36.作業姿勢 0.192 -0.010 -0.052 0.782 -0.021 17.HP作成 0.060 0.067 0.147 0.070 0.740
37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間の留意 0.185 -0.059 -0.010 0.845 -0.013 18.HP表現 0.067 0.027 0.133 0.121 0.755
38.体調管理 -0.170 0.157 0.017 0.780 0.128 19.ｲﾝｽﾄｰﾙ -0.020 0.244 0.306 0.066 0.430
39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間の留意 -0.034 0.031 0.040 0.858 0.036 1.ﾌｧｲﾙ管理 -0.158 0.386 0.153 0.368 -0.083
12.基本関数 0.340 -0.048 0.098 0.083 0.630 2.ﾌｧｲﾙ操作 -0.044 0.282 0.300 0.239 -0.084
13.帳票作成 0.428 0.019 0.086 0.001 0.516 11.書式設定 0.213 -0.172 0.352 0.274 0.250
14.統計関数 0.393 -0.032 -0.026 0.078 0.649 21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.049 0.254 0.311 -0.007 0.038
22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.336 0.354 0.086 0.032 0.021 22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.325 0.167 0.065 0.060 0.033
23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 0.197 0.337 0.213 0.097 0.003 31.メディアへの興味 0.324 0.000 0.347 -0.059 -0.068
27.印刷様式規格 0.230 0.377 0.134 -0.009 0.153 32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.352 0.194 0.057 0.293 -0.090
40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.274 0.353 0.018 0.278 0.012 45.個人情報の管理 0.270 0.157 0.115 0.090 -0.098
45.個人情報の管理 0.366 0.175 -0.070 0.288 0.075 50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.352 0.275 0.398 -0.134 -0.041
表Ⅸ-１(ａ)　中学校 表Ⅸ-2(ｂ)　高等学校
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表Ⅸ-2 韓国の中学校と高等学校のイメージ調査に関する因子分析（プロマックス回転） 
　
イメージ調査項目 因子1 因子2 因子3 因子4 イメージ調査項目 因子1 因子2 因子3 因子4
11.書式設定 0.565 -0.129 0.478 -0.091 14.統計関数 0.415 0.216 0.077 0.031
12.基本関数 0.750 -0.017 0.179 -0.081 24.ﾊｰﾄﾞ 0.675 -0.141 0.169 0.041
14.統計関数 0.855 -0.083 0.052 -0.092 25.ｿﾌﾄ 0.636 -0.088 0.144 -0.023
15.検索等 0.472 -0.032 0.071 0.307 26.文書語句 0.573 0.112 0.042 -0.032
16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ 0.527 -0.022 0.005 0.365 27.印刷様式規格 0.538 0.186 -0.035 -0.017
17.HP作成 0.835 -0.161 -0.262 0.388 28.ＯＳ 0.902 -0.225 -0.288 -0.008
18.HP表現 0.865 -0.045 -0.269 0.342 29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの基礎 0.893 0.022 -0.215 0.092
20.複数ｿﾌﾄ操作 0.614 -0.061 0.040 0.277 30.論理回路 0.708 -0.140 0.135 -0.164
23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 0.404 0.363 0.017 -0.111 31.メディアへの興味 0.709 -0.016 -0.086 0.286
24.ﾊｰﾄﾞ 0.612 0.352 0.165 -0.280 32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.652 0.138 -0.043 -0.061
25.ｿﾌﾄ 0.653 0.215 0.151 -0.127 33.ﾒｰﾙ 0.580 -0.018 0.199 0.012
28.ＯＳ 0.437 0.381 -0.161 0.124 34.個人情報 0.479 0.063 0.145 0.143
30.論理回路 0.507 0.192 -0.109 -0.085 35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.535 0.104 0.108 0.138
32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.421 0.104 0.223 0.177 41.文書入力 0.518 -0.073 0.227 -0.031
21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.251 0.551 0.129 -0.120 42.ＩＣＴ活用興味 0.568 -0.066 0.022 0.257
22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.393 0.583 0.097 -0.320 43.容易 0.733 0.154 -0.194 0.045
36.作業姿勢 0.102 0.431 -0.114 -0.049 44.道具としてICT活用 0.637 0.100 -0.131 0.121
37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間の留意 0.291 0.613 -0.243 -0.055 45.個人情報の管理 0.447 -0.259 0.288 0.023
38.体調管理 -0.085 0.664 -0.230 -0.082 47.保管 0.449 0.083 0.149 0.311
39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間の留意 0.080 0.575 -0.031 -0.067 48.情報判断 0.484 0.123 0.150 0.305
40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.117 0.599 -0.040 0.129 3.各種入力方法 -0.156 0.821 0.083 -0.070
42.ＩＣＴ活用興味 -0.242 0.520 0.326 0.277 4.文字入力 -0.363 0.945 0.113 0.083
44.道具としてICT活用 -0.278 0.609 0.130 0.324 5.文字検索 -0.115 0.592 0.187 -0.080
47.保管 -0.096 0.593 -0.045 0.215 6.入力速度 0.000 0.661 0.070 0.078
48.情報判断 -0.019 0.701 -0.129 0.283 7.正確入力 0.269 0.403 0.000 -0.014
49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考訓練 -0.153 0.472 0.223 0.261 8.ﾏｳｽ操作 0.070 0.643 -0.036 -0.064
3.各種入力方法 -0.034 -0.330 0.661 0.261 9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.242 0.550 -0.074 -0.176
4.文字入力 -0.146 -0.232 0.613 0.269 10.文章表現 -0.139 0.894 -0.086 0.170
5.文字検索 -0.119 0.133 0.612 -0.145 11.書式設定 -0.084 0.825 0.020 -0.017
6.入力速度 0.078 -0.184 0.817 -0.020 13.帳票作成 0.344 0.488 -0.119 0.227
7.正確入力 -0.049 0.252 0.487 0.115 15.検索等 0.323 0.410 0.148 0.076
8.ﾏｳｽ操作 0.115 0.003 0.726 0.000 19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.287 0.504 -0.214 0.163
9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.375 -0.110 0.489 0.152 20.複数ｿﾌﾄ操作 0.200 0.542 0.152 0.056
10.文章表現 0.189 -0.144 0.676 0.136 21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.027 0.066 0.417 0.173
13.帳票作成 0.392 -0.040 0.532 -0.152 22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.023 -0.011 0.574 0.152
1.ﾌｧｲﾙ管理 0.323 -0.256 0.129 0.422 23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 -0.236 0.115 0.585 0.210
2.ﾌｧｲﾙ操作 0.022 -0.148 0.239 0.448 36.作業姿勢 0.142 -0.093 0.650 -0.197
19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.084 -0.005 -0.078 0.616 37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間の留意 0.308 -0.023 0.529 -0.231
34.個人情報 0.017 0.192 0.023 0.430 38.体調管理 -0.377 0.232 0.670 -0.055
35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.136 0.110 -0.071 0.451 39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間の留意 0.055 0.042 0.740 -0.251
50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.022 0.240 0.132 0.433 40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.197 -0.189 0.514 0.184
26.文書語句 0.376 0.343 0.030 0.102 49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考訓練 0.197 0.028 0.437 0.318
27.印刷様式規格 0.171 0.180 0.192 0.152 1.ﾌｧｲﾙ管理 0.241 0.509 -0.139 -0.501
29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの基礎 0.301 0.304 -0.172 0.335 2.ﾌｧｲﾙ操作 0.216 0.597 -0.173 -0.483
31.メディアへの興味 -0.060 0.212 0.366 0.361 46.人とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 0.297 0.082 -0.003 0.563
33.ﾒｰﾙ 0.269 0.389 0.064 0.141 12.基本関数 0.277 0.287 -0.008 0.015
41.文書入力 0.035 0.158 0.256 0.398 16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ 0.384 0.295 0.120 -0.034
43.容易 0.070 0.339 0.324 0.285 17.HP作成 0.345 0.240 0.180 -0.068
45.個人情報の管理 0.382 0.211 -0.066 -0.015 18.HP表現 0.320 0.257 0.091 -0.071
46.人とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ -0.224 0.035 0.260 0.382 50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.260 0.147 0.368 0.250
表Ⅸ-２(ａ)　中学校 表Ⅸ-２(ｂ)　高等学校
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表Ⅸ-3 中国の中学校と高等学校のイメージ調査に関する因子分析（プロマックス回転） 
　
イメージ調査項目 因子1 因子2 因子3 因子4 イメージ調査項目 因子1 因子2 因子3 因子4
4.文字入力 0.649 -0.030 -0.138 0.035 1.ﾌｧｲﾙ管理 0.773 0.035 0.168 -0.201
7.正確入力 0.423 0.166 -0.108 0.054 2.ﾌｧｲﾙ操作 0.715 0.083 0.057 -0.029
31.メディアへの興味 0.550 0.079 -0.068 0.051 4.文字入力 0.669 0.027 -0.055 0.021
32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.486 0.166 0.071 0.132 6.入力速度 0.687 0.032 -0.006 0.043
33.ﾒｰﾙ 0.492 0.162 0.100 0.090 7.正確入力 0.659 0.128 -0.010 0.154
34.個人情報 0.514 0.119 -0.090 0.128 8.ﾏｳｽ操作 0.736 -0.024 -0.005 -0.008
35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.523 -0.023 0.160 -0.064 9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.440 0.445 -0.122 -0.002
42.ＩＣＴ活用興味 0.534 -0.078 0.300 0.021 10.文章表現 0.644 -0.109 0.005 0.186
46.人とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 0.537 -0.132 0.010 -0.074 31.メディアへの興味 0.495 -0.106 0.015 0.087
47.保管 0.642 -0.039 0.038 -0.003 32.ﾏﾆｭｱﾙ理解 0.708 -0.026 -0.067 0.149
48.情報判断 0.579 -0.054 0.221 -0.061 33.ﾒｰﾙ 0.501 0.092 0.255 -0.054
49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考訓練 0.572 -0.156 0.127 0.296 34.個人情報 0.819 0.084 -0.097 0.004
50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 0.702 0.041 0.037 0.026 35.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ 0.787 0.111 -0.009 -0.129
8.ﾏｳｽ操作 0.190 0.476 0.028 -0.177 21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 0.223 0.588 0.067 0.054
9.ﾌﾟﾘﾝﾀ操作 0.016 0.528 -0.112 0.112 22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.092 0.694 -0.008 0.072
10.文章表現 0.156 0.619 -0.043 -0.127 23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 0.199 0.586 0.122 -0.032
11.書式設定 0.365 0.602 -0.064 -0.123 24.ﾊｰﾄﾞ -0.115 0.966 -0.271 0.164
12.基本関数 0.177 0.707 -0.100 -0.010 25.ｿﾌﾄ -0.237 0.899 -0.043 0.162
13.帳票作成 0.095 0.638 -0.161 0.054 26.文書語句 -0.066 0.471 0.254 0.258
14.統計関数 -0.291 0.714 0.090 0.241 27.印刷様式規格 0.177 0.470 -0.014 0.057
15.検索等 -0.188 0.588 0.197 0.097 28.ＯＳ 0.064 0.556 -0.185 0.093
16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ -0.109 0.429 0.035 0.308 29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの基礎 0.235 0.438 -0.091 0.250
17.HP作成 0.080 0.439 0.001 0.078 36.作業姿勢 0.081 0.660 0.066 -0.221
18.HP表現 0.024 0.476 0.390 -0.156 37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間の留意 0.151 0.507 0.144 -0.190
19.ｲﾝｽﾄｰﾙ -0.208 0.593 0.270 -0.152 38.体調管理 -0.007 0.433 0.589 -0.252
20.複数ｿﾌﾄ操作 -0.097 0.485 0.012 0.440 40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 -0.158 0.548 0.501 -0.134
21.ﾜｰﾌﾟﾛ記憶 -0.041 0.010 0.580 0.053 41.文書入力 -0.002 0.002 0.518 0.279
22.ﾜｰﾌﾟﾛ興味 0.011 -0.029 0.547 0.324 42.ＩＣＴ活用興味 -0.019 -0.145 0.709 0.309
24.ﾊｰﾄﾞ -0.240 -0.026 0.513 0.377 43.容易 -0.121 -0.009 0.593 0.346
26.文書語句 -0.072 0.011 0.501 0.328 44.道具としてICT活用 0.091 -0.167 0.461 0.482
27.印刷様式規格 -0.057 0.190 0.462 -0.346 45.個人情報の管理 0.107 0.303 0.502 -0.200
29.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの基礎 0.109 0.190 0.466 -0.253 46.人とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 0.065 0.250 0.456 -0.044
37.ﾜｰﾌﾟﾛ作業時間の留意 0.217 0.005 0.436 -0.092 47.保管 0.097 -0.111 0.792 -0.021
38.体調管理 0.015 -0.076 0.773 0.001 48.情報判断 0.067 -0.134 0.805 0.120
39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間の留意 0.092 -0.109 0.799 -0.191 49.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと思考訓練 -0.086 -0.150 0.990 -0.002
41.文書入力 0.148 -0.046 0.584 0.141 50.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用 -0.010 0.109 0.651 0.025
2.ﾌｧｲﾙ操作 0.319 0.035 -0.094 0.433 12.基本関数 -0.008 -0.066 0.221 0.679
25.ｿﾌﾄ -0.065 -0.039 0.326 0.678 13.帳票作成 0.096 0.017 0.215 0.535
28.ＯＳ 0.006 0.066 -0.100 0.550 14.統計関数 -0.036 0.221 -0.087 0.617
30.論理回路 0.198 -0.054 -0.179 0.739 15.検索等 -0.196 0.309 -0.009 0.763
1.ﾌｧｲﾙ管理 0.114 0.262 -0.042 0.305 16.ﾌﾟﾚｾﾞﾝ -0.163 0.329 -0.041 0.679
3.各種入力方法 0.253 0.169 -0.044 0.175 17.HP作成 0.185 -0.356 0.035 0.692
5.文字検索 0.306 0.299 -0.055 0.038 18.HP表現 0.226 -0.292 0.031 0.696
6.入力速度 0.358 0.221 -0.100 0.242 20.複数ｿﾌﾄ操作 -0.179 0.402 -0.045 0.683
23.ﾜｰﾌﾟﾛ役立 -0.092 0.229 0.359 0.120 30.論理回路 0.352 0.114 -0.274 0.434
36.作業姿勢 0.339 -0.106 0.301 -0.206 3.各種入力方法 0.210 0.293 0.092 0.072
40.ﾜｰﾌﾟﾛと思考 0.353 0.108 0.309 0.215 5.文字検索 0.204 0.346 0.178 0.035
43.容易 0.243 -0.010 0.310 0.108 11.書式設定 0.249 0.080 0.177 0.365
44.道具としてICT活用 0.209 0.181 0.205 -0.196 19.ｲﾝｽﾄｰﾙ 0.223 0.128 0.176 0.318
45.個人情報の管理 0.211 -0.157 0.218 0.189 39.ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ作業時間の留意 0.169 0.356 0.336 -0.119
表Ⅸ-３(ａ)　中学校 表Ⅸ-３(ｂ)　高等学校
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で本因子を「PC 活用の基礎的な知識と技能」因子と命名した。第 2 因子は主に「ワープロ
への興味」「コンピュータ思考訓練」「道具としての ICT 活用」等で構成され，コンピュ
ータ等のメディア活用に関する情意的領域と認知的領域の因子と解釈される。そこで本因
子を「ICT 活用の興味と態度」因子と命名した。第 3 因子は主に「各種入力方法」「文字
検索」「書式設定」等で構成され，文書作成などの表現処理に関する精神運動的領域の因
子と解釈される。そこで本因子を「表現処理技能」因子と命名した。第 4 因子は主に「個
人情報」「プライバシー」「コンピュータ活用」等で構成され，PC 活用とモラルに関する
認知的領域と情意的領域因子と解釈される。そこで本因子を「PC 活用のモラルに関する知
識」因子と命名した。 
(3)中国の中学生におけるカリキュラム・イメージ因子の構成 
中国の中学生では，第 1 因子に「ワープロと思考」「個人情報」「プライバシー」等で
構成され，VDT 活用の批判的能力と情報モラルに関する情意的領域と認知的領域の因子と
解釈される。そこで本因子を「VDT 活用の適切な判断能力」因子と命名した。第 2 因子は
主に「統計関数」「基本関数」「帳票作成」等で構成され，表計算の活用など計算処理に
関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「計算処理技能」因子と命名
した。第 3 因子は主に「コンピュータ作業時間の留意」「ワープロ作業時間の留意」「体
調管理」等で構成され，VDT 作業時の健康配慮に関する情意的領域と認知的領域の因子と
解釈される。そこで本因子を「VDT 作業時の健康配慮態度」因子と命名した。第 4 因子は
主に「OS」「論理回路」「ファイル操作」等で構成され，ICT の基本的な操作に関する認
知的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「ICT の基本技能」因子と命名した。 
 
9.3.3 高校生の情報教育に対するカリキュラム・イメージ因子の国間比較 
(1)日本の高校生におけるカリキュラム・イメージ因子の構成 
日本の高校生では，第 1 因子に「ワープロ作業時間の留意」「体調管理」「プライバシ
ー」等で構成され，PC 活用のモラルに関する情意的領域と認知的領域の因子と解釈される。
そこで本因子を「PC 活用のモラルや態度」因子と命名した。第 2 因子は主に「ハード」「ソ
フト」「論理回路」等で構成され，コンピュータ活用の基礎事項に関する精神運動と認知
的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「PC 活用の基礎的な知識と技能」因子と命名
した。第 3 因子は主に「各種入力方法」「文字入力」「書式設定」等で構成され，文書作
成などの表現処理に関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「表現処
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理技能」因子と命名した。第 4 因子は主に「統計関数」「基本関数」「帳票作成」等で構
成され，表計算の活用に関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「計
算処理技能」因子と命名した。第 5 因子は主に「HP 作成」「HP 表現」で構成され，HP
の表現処理に関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「HP に関する
表現処理技能」因子と命名した。 
(2)韓国の高校生におけるカリキュラム・イメージ因子の構成 
韓国の高校生では，第 1 因子に「コンピュータの基礎」「ICT 活用の興味」「道具とし
て ICT 活用」等で構成され，ICT の適切な活用に関する認知と情意的領域の因子と解釈さ
れる。そこで本因子を「ICT の適切な活用法」の因子と命名した。第 2 因子は主に 「各種
入力方法」「文字入力」等で構成され，文書作成などの表現処理に関する精神運動的領域
の因子と解釈される。そこで本因子を「表現処理技能」因子と命名した。第 3 因子は主に
「コンピュータ作業時間の留意」「作業姿勢への留意」等で構成され，VDT 作業時の健康
配慮に関する情意的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「VDT 作業時の健康配慮態
度」因子と命名した。第 4 因子は主に「ファイル管理」「ファイル操作」等で構成され，
ICT の基本的な操作に関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「ICT
の基本技能」因子と命名した。 
(3)中国の高校生におけるカリキュラム・イメージ因子の構成 
 中国の高校生では，第 1 因子に 「ファイル管理」「入力速度」「マウス操作」等で構成
され，ICT の基本的な操作に関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を
「ICT の基本技能」因子と命名した。第 2 因子は主に「ハード」「ソフト」「OS」等で構
成され，コンピュータ活用の基礎的事項に関する認知的領域の因子と解釈される。そこで
本因子を「PC 活用の基礎的な知識」因子と命名した。第 3 因子は主に「人とコンピュータ」
「個人情報の管理」「情報判断」等で構成され，VDT 作業時のメディアリテラシーに関す
る情意的領域の因子と解釈される。そこで本因子を「VDT 作業時の情報判断」因子と命名
した。第 4 因子は主に「統計関数」「基本関数」「帳票作成」等で構成され，スプレッド
シートの活用など計算処理に関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を
「計算処理技能」因子と命名した。 
 
9.3.4 カリキュラム・イメージに対する因子別尺度平均値の比較 
 以上，日本･韓国･中国の中高生の情報教育のイメージ調査に関する因子を抽出し，これ
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らの各国中高生の因子に尺度平均値を加え整理したものを表Ⅸ-4（中学校），表Ⅸ-5（高
等学校）に示す。 
 
　
　
第1因子 尺度平均(SD) 第2因子 尺度平均(SD) 第3因子 尺度平均(SD) 第4因子 尺度平均(SD) 第5因子 尺度平均(SD)
日本 ブルーム三領域 精神運動・認知 2.486(1.087) 情意･認知 3.144(1.118) 精神運動 3.434(1.153) 情意 2.785(1.241) 精神運動 2.558(1.261)
因子名
韓国 ブルーム三領域 精神運動・認知 3.620(0.635) 情意領域 3.470(0.792) 精神運動 3.052(0.671) 認知 2.866(0.733)
因子名
中国 ブルーム三領域 認知･情意 4.004(0.785) 精神運動 3.512(0.817) 情意･認知 3.274(0.867) 認知 2.705(1.113)
因子名
　
　
第1因子 尺度平均(SD) 第2因子 尺度平均(SD) 第3因子 尺度平均(SD) 第4因子 尺度平均(SD) 第5因子 尺度平均(SD)
日本 ブルーム三領域 認知・情意 2.836(0.975) 認知･精神 2.015(0.979) 精神運動 3.313(0.978) 精神運動 2.307(1.140) 精神運動 2.538(1.334)
因子名
韓国 ブルーム三領域 認知･情意 3.835(0.628) 精神運動 3.019(0.596) 情意･認知 3.317(0.635) 精神運動 3.324(0.757)
因子名
中国 ブルーム三領域 精神運動・認知 3.632(0.827) 認知･情意 3.217(0.806) 情意 3.508(0.826) 精神運動 2.914(0.846)
因子名
PC活用のモラルに関する知識
ICTの基本技能
ICTの基本技能
PC活用の基礎的な知識･技能 ICT活用の興味と態度 表現処理技能
VDT活用の適切な判断能力
表Ⅸ-４　日韓中の中学校情報教育のイメージ傾向
PC活用の基礎的な知識･技能 ICT活用の興味と態度 表現処理技能 VDT作業時の健康配慮態度 計算処理技能
計算処理技能 VDT作業時の健康配慮態度
表Ⅸ-５　日韓中の高等学校情報教育のイメージ傾向
PC活用のモラルや態度 PC活用の基礎的な知識と技能 表現処理技能 計算処理技能 HPに関する表現処理技能
VDT作業時の健康配慮態度
ICTの基本技能 PC活用の基礎的な知識 VDT作業時の情報判断 計算処理技能
ICTの適切な活用法 表現処理技能
 
 
中学生の場合，日本では第 3 因子の「表現処理技能」の平均値が高くこれを重視してい
た。これはブルーム評価の「模倣･操作」で精神運動的領域の初期段階で評価の「技能」に
あたる。韓国では，第 1 因子の「PC 活用の基礎的な知識･技能」の平均値が高くこれを重
視している。これはブルーム評価の「操作・正確化」で精神運動的領域の初・中期段階で
評価の「技能」と「理解･応用」で認知領域の初期段階で評価「知識」にあたるものである。
中国では，第 1 因子の「VDT 活用の適切な判断能力」の平均値が高くこれを重視している。
これはブルーム評価の「理解･応用」で認知的領域の初期段階で評価の「知識」と「受け入
れ・反応」で情意的領域の初期段階で「興味･関心」を重視している。 
一方，高校生の場合は，日本では第 3 因子の「表現処理技能」の平均値が高くこれを重
視している。これはブルーム評価の「模倣･操作」で精神運動的領域の初期段階で評価の「技
能」にあたるものである。韓国では，第 1 因子の「ICT の適切な活用法」の平均値が高く
これを重視している。これはブルーム評価の「分析･統合･評価」で認知的領域の中･後期段
階で評価の「理解･判断」にあたるものと「反応･価値付け」で情意的領域の中期段階で評
価の「関心･意欲」にあたるものである。中国では，第 1 因子の「ICTの基本技能」の平均
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値が高くこれを重視している。これはブルーム評価の「模倣･操作･正確化」で精神運動的
領域の初･中期段階で評価の「技能･思考」と「応用･分析」で認知的領域の中期段階で評価
の「知識･理解」を重視している。 
いずれの国の生徒も PC や VDT・ICT に関する活用や知識を重視しているが，日本の中
高生が共にブルーム評価理論の初期段階のみを重視しているのに対して，韓国や中国の中
高生は 3 領域いずれも初期段階から中期段階へと推移し，情報教育に関する教科内容のイ
メージに偏りがないことが示唆された。 
 
9.3.5 考察 
以上，第 9 章では，ブルーム評価理論の精神運動的領域・認知的領域・情意的領域の各
評価段階に注目して中高生の情報教育に関するイメージについて検討した。その結果，日
本の中高生は技能を重視しているものの，情報教育の 3 観点の認識度が弱く，カリキュラ
ム内容を充分把握していない可能性が指摘できる。一方，韓国や中国では 3 観点の因子の
尺度平均値がほぼ均一であり，両国は中高継続した情報教育を習得しているという生徒の
イメージが伺えた。これは，日本に比べて中国や韓国の情報教育がより体系的に展開され
ていることよるものと考えられる。 
これらの結果から，我が国の情報教育のカリキュラムが韓国や中国ほど体系的でないた
め，情報活用能力，特にブルーム評価理論でいう「認知的領域」と「情意的領域」の内容
の関連性と動機付けを生徒に適切に持たせることができにくく，学習の結果として，適切
な意欲のもと知識を段階的に習得させることが難しいと考えられる。つまり，我が国にお
いては，情報教育のカリキュラムを体系的に構築すると共に，学習者に対しては，情報教
育の目標である情報活用能力の習得に向けて，生徒に学習の意味づけを行い，適切に動機
付けることが極めて重要であると考えられる。 
 
9.4 まとめ 
第 9 章では，日本・韓国・中国の中高生の情報教育に関するイメージを検討した。その
結果，韓国と中国の中高生はカリキュラムに沿った内容の学習段階のイメージを持ってい
るのに対し，日本の中高生は情報教育に関するイメージが認知的領域や情意的領域におい
て初期段階のレベルで留まっており，精神運動的領域に該当する技能習得に偏っているこ
とが明らかになった。このことから我が国の今後の情報教育に対しては，そのカリキュラ
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ムの体系性に課題が見られることを指摘した。その上で，学習者に対しては，情報教育の
目標である情報活用能力の習得に向け，生徒に学習の意味付けを行い，動機付けることの
重要性を指摘した。 
ただし，本章では第 8 章も含めて普通中高生に対する情報教育の必修用語の認知度と目
標の 3 観点の検討とカリキュラムのイメージを国際的に比較したものである。そこで，第
10 章では日本と韓国の専門高校生である工業高校生に対する情報教育に関する必修用語
の認知度と学習に対するイメージについて調査・検討する。 
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第 10 章 職業教育の情報教育に対する学習者の反応に関する国際比較 
 
10.1 目的 
研究課題 3 では，第 8 章と第 9 章において普通教育の情報教育における学習者
の知識や意識，情報教育に対するカリキュラム・イメージなどを日本・韓国・中
国の間での国際比較を実施した。第 10 章ではさらに，日本・韓国・中国の職業教
育である工業高校の情報教育に関し， ICT と職業との関係や意欲についての基本
調査を行った上で，情報教育に関する理解度とイメージを調査し，カリキュラム
内容について学習者の反応に関する国際比較を実施する。  
 
10.2 方法 
10.2.1 調査対象 
本調査は，2008 年から 2010 年にかけて行った。対象者は，日本（千葉県）・
韓国（清洲市）・中国（遼寧省）の専門高校（工業高校）の生徒である。有効回
答は日本では 100％で 75 名，韓国では 98％で 51 名，中国では 63％で 83 名であ
る。なお，調査は，日本・韓国・中国のいずれの地域においても現地の教育委員
会及び，学校長の許可を受けて実施している。  
 
10.2.2 調査項目 
(1)情報教育全体を概観するフェイスシート 
日本・韓国・中国の情報教育の実態調査を比較検討するために，  ICT と職業と
の関係に対する意識を取り上げ，フェイスシートとした。  
(2)情報活用能力に対する習得意欲を把握する項目 
調査対象者の「情報活用能力」に対する習得意欲を把握するために，第 8 章で
使用した日本の情報教育の目標となっている情報活用能力の 3 観点，すなわち
「情報活用の実践力」「情報の科学的な理解」「情報社会に参画する態度」を調
査した。以上，設定した調査表を図Ⅹ -1 に示す。  
(3)情報関連用語の認知度を把握する項目 
教科「情報」で学習する必須用語は 50 項目である。この 50 項目の用語は，第
8 章で使用した高校教科｢情報｣の各カテゴリー別情報必修用語を用いた。これら
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の用語については第 8 章と同様，｢情報システム｣「情報演習」｢ネットワーク技
術｣「情報社会」｢情報モラルとセキュリティ｣の 5 つのカテゴリーに分類して分析
を行った。  
調査項目の評価尺度は｢1.全く当てはまらない｣｢2.あまり当てはまらない｣｢3.ど
ちらでもない｣｢4.少し当てはまる｣｢5.とても良く当てはまる｣の 5 件法である。質
問方法は，例えば｢LAN の意味を知っている｣｢論理回路の意味を知っている｣など
『～の意味を知っている』という認知度（知識・理解度）をみるものである。  
 
【フェイスシート】 
１．あなたは今，何年生ですか。 （     ）年生 
２．性 別        男   女 
３．あなたは，将来，コンピュータやインターネットをどのように活用していきたいと考
えていますか。 あなたの気持ちに最も近いもの一つに○をつけて下さい。 
 ①情報関連産業で仕事につき，専門的にコンピュータやインターネットを活用したい
と考えている。 
 ②情報関連産業ではなく，普通の仕事の中で，道具としてコンピュータやインターネ
ットを活用したいと考えている。 
 ③仕事というよりも，家庭生活の中で，生活を便利にしたり，趣味の道具として，コ
ンピュータやインターネットを活用したいと考えている。 
 ④わからない 
 
４．次の各質問について，あなたの気持ちに最もあてはまる回答を選んでください。  
①あなたは，コンピュータやインターネットを利用して，情報の収集・整理・判断・
発信などができるようになりたいと思いますか。 (情報活用実践力習得への意欲) 
        とても - まあまあ - あまり - まったく 
②あなたは，コンピュータやインターネットの働きや仕組み，特徴などを科学的に理
解したいと思いますか。            (情報の科学的理解への意欲)  
      とても - まあまあ - あまり - まったく 
③あなたは，情報のモラルやセキュリティなど，情報化社会に参加するために必要な
基本的な態度を身につけたいと思いますか。   (情報社会に参画する態度形成へ
の意欲) 
      とても - まあまあ - あまり - まったく 
 
図Ⅹ-1 調査票 
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(4)情報教育のイメージを把握する項目 
調査項目は，第 6 章に示したように 2005 年度以降の普通高校の情報教育の調査
で実施している 50 項目を使用した。調査項目は，「情報活用の実践力・情報の科
学的な理解・情報社会に参画する態度」の 3 観点を踏まえ，各々活用・技能等の
精神運動的領域 (Psychomotor Domain)の 20 項目，知識・理解等の認知的領域
(Cognitive Domain)の 15 項目，そして情報手段活用や情報社会参画態度等の情意
的領域 (Affective Domain)の 15 項目である。項目の設定は，ブルーム(B.S.Bloom)
の教育目標分類(Taxonomy of educational objectives)７），１０３）と先行研究９），１０）
より得られた回答項目，教科「情報編」の学習指導要領等の各評価内容を参考に
している１１），１０５），１０６）。  
 
10.2.3 履修した情報教育の内容 
情報教育の内容は，我が国では中学校技術・家庭科の｢情報とコンピュータ｣を
履修し，情報教育の内容としてコンピュータの仕組み（コンピュータの基本的な
構成と機能），ハードウェア･ソフトウェア，プログラミング，アプリケーション
ソフトによる情報の活用や利用分野の把握を行った。その上で専門高校へ進んだ
生徒を対象とした調査である。したがって，内容は，情報の収集・発信と情報機
器の活用や情報の統合的な処理とコンピュータ活用，情報科学を中心とする情報
理論・情報倫理・論理回路・ハードウェア・ソフトウェア等と情報化の進展と社
会への影響全般を講義し，実習は，ソフト活用（ワープロ・表計算・プレゼンテ
ーション・データベースなど )やネットワーク構築実習と言語（BASIC・C言語・
HTMLによるホームページ作成）である１００）。この点を含めて韓国と中国に訪問
した際に内容を確認し，同じ内容を履修した対象学年で調査して頂いた。  
 
10.2.4 分析方法 
分析方法は，各国の学習者の ICT と職業意識や学習意欲，及び，情報必修用語
の理解度についてはχ二乗検定と一元配置分散分析を行った。また，必須用語認
知度と学習者の情報教育に対するイメージを検討するために一元配置分散分析と
同時に，因子分析を行った。因子分析では，主因子法及び，バリマックス法を用
い，因子負荷量が 0.45 以上の項目群にて因子の命名を行った。得られた因子の解
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釈に基づいて，日本と韓国の情報教育カリキュラム内容について比較･検討した。  
 
10.3 結果及び考察 
10.3.1 フェイスシートの比較結果 
(1) ICT と職業との関連に関する意識 
 日本始め，韓国と中国の専門高校生（工業高校生）に対して， ICT と職業との
関連に関する意識の調査を行い，χ2 検定及び，残差分析を行った。これを表Ⅹ-1
に示す。表中の(＋)は残差分析の結果で｢有意に多い｣，(－)は｢有意に少ない｣と
判定されたものである。 
 
表Ⅹ-1 ICT と自己の関わりについて 
高校生 日本 韓国 中国
n=75 n=51 83
情報関連産業での専門的ICT活用希望 頻度 12  9 13  
割合 16.0% 17.6% 15.7%
仕事での一般ICT活用希望 頻度 12 5  23 (+)
割合 16.0% 9.8% 27.7%
趣味・生活での一般ICT活用希望 頻度 47  27 44
割合 62.7% 52.9% 53.0%
わからない 頻度 4 10 (+) 3
割合 5.3% 19.6% 3.6%
χ 2(6)=17.95  p <.01
 
その結果，全体の傾向として，いずれの国の工業高校生も｢ICT を趣味・生活で
の一般的な活用としたい｣という割合が 50％以上を占めていた。その中でも，3 カ
国を比較すると，中国が｢ICT を一般の仕事で活用したい｣という比率が有意に高
いのに対して，韓国が｢ICT の活用方法が不明｣という比率が有意に高かった。日
本の工業高校生は，特に ICT 活用法の目途に顕著な優位性はなかった。逆に，中
国の工業高校生は，他の 2 カ国より目標が定まっていることが判った。  
(2) 情報活用の習得に向けた学習意欲 
情報活用の実践力の習得に向けた学習意欲について，日本・韓国・中国で比較
した。4 件法に対する回答を，「とても」を 4 点，「まあまあ」を 3 点，「あま
り」を 2 点，「まったく」を 1 点にそれぞれ得点化し，平均値を求めた。そして，
工業高校生の平均値に対する一元配置分散分析を行った。結果を表Ⅹ -2 に示す。 
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表Ⅹ-2 日本・韓国・中国の情報活用の習得に向けた学習意欲 
日本 韓国 中国
n=75 n=51 n=83
平均 3.32 2.06 2.94 F (2,206)=63.67**
S.D. 0.57 0.61 0.67 日本 >中国 > 韓国
平均 2.72 2.43 2.95    F (2,206)=9.91**
S.D. 0.71 0.64 0.62 中国 > 日本 > 韓国
平均 3.13 2.39 3.25 F (2,206)=30.35**
S.D. 0.69 0.66 0.69 日本 = 中国 > 韓国
4件法
** p <.01　　多重比較は，LSD法による
情報の科学的理解への意欲
情報社会に参画する態度形成への意欲
情報活用実践力習得への意欲
ANOVA高校生
 
 
分析の結果，「情報活用の実践力」（Ｆ (2,206)=63.67，p<.01），「情報の科学的
な理解」（Ｆ (2,206)=9.91，p<.01），「情報社会に参画する態度」（Ｆ (2,206)=30.35，
p<.01）のいずれの観点についても 3 カ国間の主効果が有意であった。そこで LSD
法を用いた多重比較を行った。その結果，3 観点の中で「情報活用の実践力」と
「情報社会に参画する態度」に日本の工業高校生の習得意欲が 3 カ国中で最も高
かった。ただし，「情報の科学的な理解」については，中国が有意に高く，「情
報社会に参画する態度」については日本と中国の工業高校生に有意な差は認めら
れなかった。また，韓国の工業高校生については，いずれの観点の意欲も有意に
低いことが判った。 
このことから，日本の工業高校での情報教育は情報活用の実践力が高い意欲を
持っているのに対して，韓国は 3 観点いずれも特別な意欲があるとは言えないと
いうことが示唆された。  
 
10.3.2 情報関連用語の認知度 
我が国の情報教育について，第 8 章で調査したものと同様の認知度調査を実施
した。調査は，高等学校の情報必須用語 50 項目について，日本・韓国・中国にお
いて比較検討した。  
 その方法は，5 件法に対する回答を，「とてもよく知っている」を 5 点，「少
し知っている」を 4 点，「どちらでもない」を 3 点，「あまり知らない」を 2 点，
「全く知らない」を 1 点にそれぞれ得点化し，平均値を求めた。そして，各国の
カテゴリー別平均値に対する一元配置分散分析を行った(表Ⅹ-3)。 
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その結果，｢情報システム」（Ｆ (3,206)=39.01，p<.01），「情報実習･実践」（Ｆ
(2,206)=0.71），「ネットワーク技術」（Ｆ (2,206)=3.68，p<.05），「情報社会」（Ｆ
(2,206)=8.61，p<.01），「情報モラルとセキュリティ」（Ｆ (2,206)=1.06）のカテゴリ
ーにおいて｢情報実習｣と「情報モラル」のカテゴリーを除き 3 カ国間の主効果は
有意であった。そこで LSD 法を用いた多重比較を行った結果，｢情報システム｣と
｢情報社会｣に関しては，その認知度について韓国が 3 カ国中有意に高い。しかし
ながら，｢情報実習・実践｣と｢情報モラルとセキュリティ｣にいずれも有意な差は
無く，｢ネットワーク技術｣に関しては日本と中国に優位性は認められなかった。
つまり，先の中学生及び，普通高校生における 3 カ国の認知度の優位性は，必ず
しも工業高校生については言えないことが明らかになった。 
 
表Ⅹ-3 工業高校必修用語のカテゴリー別認知度 
高校生 日本 韓国 中国 ANOVA
n=75 n=51 n=83
平均 2.25 3.39 3.06 F (2,206)=39.01**
S.D. 0.91 0.53 0.75 韓国＞中国>日本
平均 3.24 3.37 3.36    F (2,206)=0.71
S.D. 0.72 0.45 0.79 韓国=日本=中国
平均 3.25 3.57 3.22    F (2,206)=3.68*
S.D. 0.71 0.69 0.88 韓国＞日本=中国
平均 2.74 3.24 2.99    F (2,206)=8.61**
S.D. 0.64 0.57 0.75 韓国＞日本＞中国
平均 3.49 3.28 3.37    F (2,206)=1.06
S.D. 0.78 0.65 0.91 韓国=日本=中国
5件法
** p <.01　　多重比較は，LSD法による
情報モラルとセキュリティ
情報システム
情報実習・実践
ネットワーク技術
情報社会
 
 
10.3.3 情報教育に関する学習者のイメージ 
自己評価の各項目についてバリマックス回転後，因子負荷量 0.45 以上に着目し
た１２）。分析の結果，いずれも因子 3～4 番目間で固有値が減少しており，3 つの
因子を抽出した。この結果について，日本の工業高校生の結果を表Ⅹ -4，韓国の
工業高校生の結果を表Ⅹ -5，中国の工業高校生の結果を表Ⅹ -6 にそれぞれ示す。  
日本の工業高校生は，第 1 因子は主に｢HP 作成｣｢HP 表現｣｢ワープロ作業時間の
留意｣｢体調管理｣等で構成され，HP の表現処理に関する精神運動的領域の因子と
PC 活用のモラルに関する情意的領域と認知的領域の因子と解釈される。  
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表Ⅹ-4 日本の工業高校生の情報教育のイメージに関する結果
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表Ⅹ-5 韓国の工業高校生の情報教育のイメージに関する結果 
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表Ⅹ-6 中国の工業高校生の情報教育のイメージに関する結果 
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そこで本因子を｢PC 活用のモラルと技能｣因子と命名した。  
第 2 因子は主に｢各種入力方法｣｢文字入力｣｢書式設定｣等で構成され，文書作成
などの表現処理に関する精神運動的領域の因子と解釈される。そこで本因子を｢表
現処理技能｣因子と命名した。第 3 因子は主に｢コンピュータの基礎｣｢論理回路｣
｢PC の興味｣等で構成され，コンピュータ活用の基礎事項に関する精神運動と情意
的領域の因子と解釈される。  
そこで本因子を｢PC 活用の基礎的な知識と興味｣因子と命名した。因子寄与率
は，第 1 因子 23.4％，第 2 因子 19.2％，第 3 因子 15.8％である。  
韓国の工業高校生は，第 1 因子は主に｢各種入力方法｣｢文字入力｣｢書式設定｣等
で構成され，文書作成などの表現処理に関する精神運動的領域の因子と解釈され
る。そこで本因子を｢表現処理技能｣因子と命名した。第 2 因子は主に，｢個人情
報｣｢コンピュータ作業時間の留意｣｢作業姿勢への留意｣等で構成され， ICT の適切
な活用に関する認知と情意的領域と VDT 作業時の健康配慮に関する情意的領域の
因子と解釈される。そこで本因子を｢ICT の適切な活用法と VDT 作業時の健康配
慮に関する態度｣の因子と命名した。第 3 因子は主に，｢HP 作成｣｢HP 表現｣｢ハー
ド｣等で構成され，HP の表現処理や知識に関する認知的領域の因子と解釈され
る。そこで本因子を｢HP に関する表現処理知識｣因子と命名した。因子寄与率は，
第 1 因子 15.4％，第 2 因子 13.8％，第 3 因子 11.2％である。  
中国の工業高校生は，第 1 因子は主に，｢個人情報｣｢コンピュータ作業時間の留
意｣｢作業姿勢への留意｣等で構成され， ICT の適切な活用に関する認知と情意的領
域と VDT 作業時の健康配慮に関する情意的領域の因子と解釈される。そこで本因
子を｢ICT の適切な活用法と VDT 作業時の健康配慮に関する態度｣の因子と命名し
た。第 2 因子は主に｢ワープロ興味｣｢ハード｣｢ソフト｣｢コンピュータ基礎｣等で構
成され，文書作成やコンピュータ活用の基礎的事項に関する精神運動的領域と認
知的領域の因子と解釈される。そこで本因子を｢PC 活用の基礎的な知識と技能｣因
子と命名した。第 3 因子は主に，｢基本関数｣「検索」｢HP 作成｣｢HP 表現｣等で構
成され，費用計算の活用や HP の表現処理や知識に関する精神運動的領域と認知
的領域の因子と解釈される。そこで本因子を｢計算処理技能と HP に関する表現処
理知識｣因子と命名した。因子寄与率は，第 1 因子 22.1％，第 2 因子 13.5％，第 3
因子 13.4％である。  
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10.3.4 考察 
以上，学習者である工業高校生の情報教育の認知度とブルーム評価理論のタキ
ソノミーを用いたカリキュラム・イメージ調査を実施し，そこから情報教育のカ
リキュラム評価を試みた。  日本・韓国・中国の工業高校生の因子項目をそれぞれ
まとめたものを表Ⅹ -7 に示す。 
 
表Ⅹ-7 日本・韓国・中国の工業高校生の情報教育イメージの因子群 
日本の工業高校生 韓国の工業高校生 中国の工業高校生
第1因子 PC活用のモラルと技能 表現処理技能
ICTの適切な活用法とVDT作業時の
健康配慮に関する態度
第2因子 表現処理技能
ICTの適切な活用法とVDT作業時の
健康配慮に関する態度
PC活用の基礎的な知識と技能
第3因子 PC活用の基礎的知識や態度と興味 HPに関する表現処理知識
計算処理技能とHPに関する表現処
理知識
 
 
表Ⅹ -7 に整理したように，日本の工業高校生は興味や参画態度などの情意的領
域と PC に関する基礎的知識といった認知的領域や，PC 活用のモラルや技能など
の精神運動的領域を重視している。韓国の工業高校生は表現処理技能といった精
神運動的領域が第 1 因子として見られ，第 2，第 3 因子を併せると 3 観点の内容
の因子が認められる。このことは，情報教育の授業に対する充実した内容の教授
という生徒のイメージが伺えた。中国の工業高校生は ICT 活用と VDT 作業時の
健康配慮といった認知的領域や情意的領域を第 1 因子として，以下主に技能を主
とする精神運動的領域の内容の因子が認められる。  
これらの結果は，日本・韓国・中国の工業高校生の情報教育に対するカリキュ
ラム・イメージが，特に技能を主とする精神運動的領域のみを重視するのではな
いことが明らかになった。3 カ国の工業高校生はいずれも，知識・理解といった
認知的領域や関心・意欲・態度といった情意的領域のそれぞれの領域にある内
容，すなわち情報教育の評価の観点で言う｢知識・理解｣「関心・意欲・態度」｢技
能｣「思考・判断・表現」の 4 つを情報教育の学習内容というイメージである。つ
まり，工業高校では，いずれの国も情報教育のカリキュラム・イメージについて
も，学習者は，情報教育の目標である情報活用能力の習得に向けて，適切に動機
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付けられていると考えられる。  
 
10.4 まとめ 
第 10 章では，日本・韓国・中国の工業高校生の情報教育に関する 3 観点の意
欲， ICT と職業の関係，必修用語認知度とイメージを検討した。その結果，職業
については，中国の工業高校生が ICT を職業に生かす優位性があるものの，その
他は 3 カ国共に ICT と職業についての有意差がなく，特別な意識が無いことが判
った。情報教育の 3 観点では，日本が「情報の科学的な理解」については中国が
有意に高いものの，中学校や普通高校同様に，3 カ国の中で有意に意欲が高いこ
とがわかった。  
一方，情報教育のイメージでは，韓国がやや優位性があるものの，特別な認知
度に関する開きやイメージの違いは認められなかった。  
こられのことから我が国の今後の情報教育に対しては，工業高校のカリキュラ
ムについては目標に沿った一定の水準があり，これは韓国や中国も同様の水準に
あると考えられる。このことは，第 8 章と第 9 章で考察されたように普通高校の
認知度やイメージ調査での｢日本の情報教育の目標内容から抽出した調査の結果，
情報関連用語の認知度が最も低く情報の科学的な理解の志向性が低い｣という結果
と対照的なことであり，普通高校のカリキュラム及び，体系性に課題が見られる
ことが明らかになった。したがって，中学校や普通高校の学習者に対しては，情
報教育固有の目標である｢情報活用能力｣の習得に向け，学習者に対して情報教育
の意味付けを行い，より目標を持った動機付けの重要性を指摘する。  
 以上，第 8～10 章では，第 1 章で述べた研究課題 3 に対処した。具体的には，
日本に近く，文化面で共通性のある韓国，中国を比較対象として取り上げた。第
8 章では日本・韓国・中国の普通中高生の情報教育の意欲と認知度に関する国際
比較を検討，第 9 章では第 8 章の国と普通中高生に対する情報教育のカリキュラ
ム・イメージに関する国際比較を検討し，第 10 章では職業教育について，日本・
韓国・中国の工業高校生の情報教育の内容に関する国際比較を検討した。  
その結果，第 8 章では，日本の情報教育は韓国や中国に比べて情報関連用語に
対する適切な知識・理解を達成できていないものの情報教育の目標である「情報
活用能力」に向けての意欲が高い状況であることが明らかとなった。このことか
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ら，小・中・高校の各学校段階において，適切に「情報の科学的な理解」に関す
る基礎・基本的な知識の習得の積み重ねを踏まえた情報教育の意義や意味をしっ
かりと意識させていくことが必要と考えられる。そのためには，長期的には小・
中・高校における情報教育の配当時間の増加やカリキュラムの体系化が必要であ
る。その一方で，短期的には，情報教育における中・高校間の学習内容の連携，
生徒の意欲と基礎力を高める効果的な教授法の開発が求められる。 
また，第 9 章では，韓国と中国の中高生はカリキュラムに沿った内容の学習段
階のイメージを持っているのに対し，日本の中高生は情報教育に関するイメージ
が認知的領域や情意的領域において初期段階のレベルで留まっており，精神運動
的領域に該当する技能習得に偏っていることが明らかになった。このようにカリ
キュラムの体系性に課題の見られる今後の日本の情報教育は，学習者に対しては，
情報教育の目標である情報活用能力の習得に向け，生徒に学習の意味付けを行い，
動機付けることの重要性を指摘できる。  
さらに第 10 章では，専門高校（工業高校生）に対象とした検討を行った結果，
情報必修用語認知度は工業高校では各国共に理解度に差がないことが明らかとな
った。また，イメージ調査でも，各国の工業高校生は我が国のカリキュラム及
び，専門高校としての各国の職業教育の目標に沿った学習のイメージを持ってい
ることが明らかになった。その上，我が国の工業高校では， ICT と職業に対する
意識や情報活用能力の 3 観点についての学習意欲が，有意に高い傾向が見られ
た。これは，工業高校のカリキュラムが，より専門的な学習内容を系統的に含
み，なおかつ，情報教育を学ぶ意義を適切に動機づけることができるため，基礎
的・基本的な知識を十分に習得することが可能であったためと考えられる。その
意味においては，普通高校でも，工業高校の持つ知識やイメージに近づくため
に，共通教科「情報」の導入段階で，情報教育の目標である情報活用能力の習得
に向け，生徒に学習の意味づけを行い，適切に動機付けることが大切と考えられ
る。  
以上のことから，今後の日本の情報教育について，情報教育固有の目標である
｢情報活用能力｣の習得に向け，学習者に対して情報教育の意味付けを行い，動機
付けることの重要性を指摘する。また，情報教育の内容全般に言えることとし
て，教育内容が科学的要素よりスキル要素に，情報必須用語調査でも「情報の科
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学的な理解」より「情報社会に参画する態度」を重視する傾向がある。また，カ
リキュラム内容が，情意領域の価値・適応，認知領域の応用，精神運動領域の創
造への学習段階まで達成しているとは言えず，学年段階に応じた内容の吟味が必
要である。  
これらの知見より，前述した研究課題 3 へは概ね対応することができたと考え
られる。そこで第 11 章ではこれまで第 2 章から第 10 章までの成立期と展開期の
中高生及び，普通高校生と専門高校生について，社会の変化を踏まえながら，情
報教育のカリキュラムに対するイメージの変遷と学習者の評価について時系列的
かつ総合的に検討する。  
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第11章 総合的考察 
 
11.1目的 
 第1章（緒論）で述べた通り，教科教育におけるカリキュラムの体系化にあたっては，
教科の成立に関わる社会的状況，育成すべき資質・能力等の目標論，学習者である児童・
生徒の学習状況といった観点から継続的な検討を進め，カリキュラムを改善・開発してい
く営みが求められる３）。特に，カリキュラム構成が社会的状況に伴い，めまぐるしく変
化する性格を持つ情報教育では，この様なカリキュラムの開発・改善・評価のサイクルを
適切に実施することが重要であると考えられる。 
このことについて本研究では，我が国における情報教育の成立・展開過程を以下の区
分に分けて検討した。すなわち，1960年代から1985年以前の専門高校における情報処理関
係の教育の開始と情報活用能力の定義されていない『黎明期』，情報活用能力の概念を定
義し，学習指導要領上にその位置づけを明示した1985年から，教科｢情報｣が設置される20
03年までの『成立期』，そして2003年以降，教科｢情報｣が学習指導要領の改訂と同時に，
2013年に｢共通教科情報科｣として変更され８），１１），現在に至る過程の『展開期』の3つ
の時期である。これらの区分に対して，第2章～第4章では成立期，第5章～第7章では展開
期における情報教育のカリキュラム・イメージを検討した。そして，第8章～第10章では
展開期における我が国と韓国及び，中国の情報教育の比較検討を行った。 
本章では本研究の総括として，以上の各章で得られた知見を関連づけ，学習者の情報
教育に対するカリキュラム・イメージについて，成立期から展開期に至る学習者からみた
時系列的な変遷の検討し，今後の情報教育のあり方について考察する。 
 
11.2専門高校(工業)におけるカリキュラム・イメージ因子の時系列的な変遷 
 まず専門高校（工業）における情報教育のカリキュラム・イメージの変遷を，図ⅩⅠ-1
に示す。 
11.2.1成立期 
 情報教育の成立期（成立期Ⅱ）にあたる1995年の調査では，文書作成技能の熟練（第1
因子），情報管理と責任（第2因子），文書作成の興味や学習の心構え（第3因子）という
因子が抽出され，生徒が情報教育のカリキュラムに対して『コンピュータソフトを使いこ
なすための学習及び，実践』のイメージを持っていることがわかる。続いて，1997年の調
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査では，情報を管理する責任（第1因子），ツール的な活用技能（第2因子），学習の心構
え（第3因子）が，1999年の調査では，情報活用の理解（第1因子），情報に関する知識・
理解（第2因子），情報の管理に関する知識（第3因子）という因子が抽出されている。こ
れは生徒の情報教育に対するカリキュラムに対するイメージが『情報の陰の部分の認識と
コンピュータソフトをツール（道具）として見ることへの理解と実践』へと変遷している
ことを示している。 
 前述したように，成立期の専門高校では，工業科では「情報技術基礎」が，商業科では
「情報処理」等が設定され，情報教育の内容が，中学・高校の各教科・科目に広く分散配
置される形態によって，情報活用能力の育成を図ろうとした。これらの改訂の経緯と照ら
し合わせると，情報活用の理解や知識，あるいは情報の管理の因子が継続して出ているこ
とから，当時の専門高校生の捉える情報教育のカリキュラム・イメージが学習指導要領に
即した情報教育の目的に沿った内容と合致していることが示唆された。 
 
 
図ⅩⅠ-1 専門高校(工業)におけるカリキュラム・イメージ因子の時系列的な変遷 
 
11.2.2展開期 
 次に展開期の専門高校における因子の変遷をみる。その結果，2000年から2004年の調査
では，技能習得への意欲（第1因子），情報に関する知識･理解（第2因子），情報モラル
（第3因子）という因子が抽出され，生徒の情報教育のカリキュラムに対して『ツール的
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活用から技能リテラシーへ，学習の心構えや情報を管理する責任や知識が情報モラルへ，
続いて知識・理解を得る』というイメージを持っていることがわかる。 
続いて2005年，2006年は，情報に関する知識・理解（第1因子），技能リテラシー（第
2因子），情報モラル（第3因子）という因子が抽出された。また，2007年，2011年は，情
報に関する知識・理解（第1因子），情報技能と管理（第2因子），情報社会参画（第3因
子）という因子が抽出された。これは生徒が情報教育のカリキュラムに対して，『知識・
理解を踏まえた意欲から技能』，『情報モラルから情報社会参画態度』へとそれぞれより
高次に高められた認識のイメージを形成していると解釈される。 
 2000年以降の専門高校では，普通高校同様に教科｢情報｣から2013年に共通教科｢情報｣へ
と変遷し，｢システム設計｣｢共通分野｣｢マルチメディア分野｣の3分野は改訂後も変わらな
いが，科目変更として「情報と問題解決」，「情報テクノロジー」，「データベース」及
び，「情報メディア」の4科目を新設，「情報実習」「モデル化とシミュレーション」の2
科目を削除した。この改訂と照らし合わせると，この時期の専門高校生の捉える情報教育
のカリキュラム・イメージも，成立期と同様に学習指導要領に即した情報教育の目的に沿
った内容と合致していると考えられる。 
以上の結果から，専門高校における情報教育では，導入期から成立期にかけて，各々
の時期に施行されていた学習指導要領に示された情報教育の目標・内容に即したカリキュ
ラム・イメージを生徒が形成していることが示唆された。これは，専門高校の教員の授業
実践がそれぞれの時期の学習指導要領に示されていた内容・方法を適切に実践していたこ
とによるものではないかと考えられる。 
 
11.3中学校及び普通高校におけるカリキュラム・イメージ因子の時系列的な変遷 
 次に，中学校及び，普通高校におけるカリキュラム・イメージ因子の時系列的な変遷を
整理した。カリキュラム・イメージ因子の変遷について，中学校の因子の変遷を図ⅩⅠ-2
に，普通高校の因子の変遷を図ⅩⅠ-3に，それぞれ示す。 
11.3.1成立期 
 この2つの図（図ⅩⅠ-2，図ⅩⅠ-3）から中学生及び，普通高校生のイメージについて
の時系列因子は，極めて類似している。そこで，ここでは中学生及び，普通高校生につい
て両時系列の因子について俯瞰する。 
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図ⅩⅠ-2 中学校におけるカリキュラム・イメージ因子の時系列的な変遷 
 
 
図ⅩⅠ-3 普通高校におけるカリキュラム・イメージ因子の時系列的な変遷 
 
まず，情報教育成立期にあたる1995年の調査では，中学生及び，普通高生共に，技能
の熟練（第1因子），技能の確認（第2因子），学習の心構え（第3因子）という因子が抽
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出された。このことから，この時期の生徒は，情報教育のカリキュラムに対して『コンピ
ュータを使いこなすための学習及び，実践』というイメージを持っていることがわかる。 
続いて，1996～1998年の3年間の調査では，中学生及び，普通高校生いずれも情報を管
理する責任（第1因子），ツール的活用技能（第2因子），情報の管理及び，その知識（第
3因子）が抽出された。このことから，生徒の情報教育のカリキュラム・イメージは，こ
の時期に『情報の陰の部分の認識とコンピュータを道具として理解し，情報に関する知識
を深めるための実践』へと変遷していると考えられる。 
この時期は，1986年に4要素からなる「情報活用能力」の概念が提唱され，この考え方
に基づいて1989年に学習指導要領の全面的改訂により中学校技術・家庭科技術分野に「情
報基礎」領域が新設されたカリキュラムが実施されていた時期である。これらの改訂と照
らし合わせると，学習者の抱くカリキュラム・イメージ因子には，「情報活用能力」の4
要素のうち，「情報の判断・選択・整理・処理能力」と「情報の重要性の認識，情報に対
する責任感」に該当する因子は認められるものの，「情報科学の基礎及び，情報手段（特
にコンピュータ）の特徴の理解，基本的な操作力の習得」については，コンピュータ活用
から道具としての利用や理解に留められ，「情報科学の基礎」に該当する因子は認められ
ない。「情報化社会の特質，情報化の社会や人間に対する影響」に該当する因子も明確な
ものは抽出されていない。このことから，この時期の情報教育において学習者は，当時の
情報活用能力の4観点に即したカリキュラム・イメージを適切に形成しえていないことが
示唆された。言い換えれば，この時期の情報教育では，情報教育の理念を支えた情報活用
能力の考え方に即した授業実践が必ずしも展開されていなかった可能性が指摘できる。 
 
11.3.2展開期 
 次に展開期のカリキュラム・イメージ因子として2005年から2010年の6年間の推移を検
討する。その結果，2005年の調査では中高生共に，第1因子は『技能リテラシー』，第2因
子は中学校では『コンピュータ･リテラシー』，普通高校では『情報モラル』，第3因子は
中学校では『情報モラル』，普通高校では『情報に関する知識・理解』が抽出された。 
このように，この時期の生徒の情報教育に対するカリキュラム・イメージは，いずれ
も『ツール的活用』から『技能リテラシー』へ，『学習の心構え』が『情報モラル』へ，
『情報を管理する責任や知識』が『情報に関する知識･理解を得る』とそれぞれ変遷して
いる。 
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しかし，それ以降の2007年から2010年の推移を見ると，いずれの因子も2005年調査で
抽出された因子が継続して抽出され，生徒の情報教育に対するカリキュラム・イメージが
安定していることがわかる。 
 この時期は，1998年以降，中学校では技術・家庭科で｢情報とコンピュータ｣が必修化，
普通高校では教科｢情報｣が新設され，広く学校現場において体系的な情報教育が実施され
た時期である。この中で，学校現場では，情報活用能力（｢情報活用の実践力｣,｢情報の科
学的な理解｣，｢情報社会に参画する態度｣の3観点）を育成する情報教育と学習ツールとし
てのICT活用の概念が明確化された。しかしながら，これらの改訂と照らし合わせると，
この時期の学習者は，情報教育の中で技能リテラシーを重要な要素として考え，それに必
要な知識・理解や情報モラルを習得するところにカリキュラム・イメージが留められてい
ると言わざるを得ない。言い換えれば，展開期に至っても，成立期と同様に情報教育の実
践は，必ずしも学習指導要領の改訂や情報活用能力の概念に沿っていなかったことが指摘
できる。このような普通教育における情報教育の実態は，学習指導要領改訂による学習内
容の変化よりもむしろ，社会的な背景（時代の流れ：パソコンやスマートフォンの中高生
への浸透）に準じて，メディアの活用や注意点などのトピックが取り上げられやすい傾向
によるものと考えられる。この意味において普通教育における情報教育は，学習指導要領
の考え方よりも，社会的背景としてのメディア等情報化の急速な進展という時代の流れに
強く影響されやすい性格を有していたものと考えられる。 
 
11.4我が国における情報教育の課題と展望 
 以上，中学生及び，普通高校生，専門高校生の持つ情報教育に対するカリキュラム・イ
メージを1995年から現在に至るまでを時系列的に整理した。その結果，専門高校の情報教
育は，成立期から展開期にかけて，それぞれの時期に施行されていた学習指導要領に示さ
れた情報教育の目標・内容に即したカリキュラム・イメージが形成されていることが示さ
れた。一方，中学校及び，普通高校では情報教育の指導目標に即した授業が必ずしも展開
されておらず，成立期に至っても学習指導要領の考え方より，むしろメディア等情報化の
急速な進展という時代の流れに強く影響されやすい性格を有していることが明らかになっ
た。これらの結果から次の2点を考察する。 
第一に，情報教育の学習指導上の意義が専門教育と普通教育で異なっている点につい
て考察する。言うまでもなく，専門教育と普通教育との大きな違いは，特定の産業分野へ
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の入職を前提に，スペシャリスト育成を目標としているか，否かという点にある。専門高
校のうち，特に工業高校では，生徒が明確に卒業後工業関係の職に就くという職業意識を
持って学習に挑んでいる。そして，指導する教員側も，その目的達成の方向性で学習指導
要領を参考にしながら指導法を検討することが出来る。この教員意識の理由として考えら
れることは，但馬文昭（1996年）１０７）や伊藤一雄（2001年）１０８）あるいは全国工業高等
学校長協会（1985年以降）１０９）の調査によると，工業高校教員の7割以上は工学部出身で
あり，学部改組された理工学部や電子工学部などの出身者2割を合わせると9割以上であっ
た。つまり，工業高校の教員は，情報に関する専門的な内容を自身の専門科目として学ん
でおり，なおかつ設備等の活用法も専門的な教育を受けていると推察できる。これらのこ
とが，カリキュラムの意図する意味と生徒に対する職業指導の充実，教員が教材及び，各
種メディア等をより良く活用し，より適切な教授活動になったと考えられる。一方，中学
校及び，普通高校では，生徒は卒業後の進路に様々な方向性があるため，特定の産業分野
に必要な職能との関連性に基づく学習指導は行われにくい。したがって教員側は，卒業後
の進路という観点をあまり意識せずに，生徒の生活に直接的に活かすことを目指した情報
教育が展開されやすくなるのではないかと考えられる。 
 第二に，中学校及び，普通高校における情報教育が，専門高校における情報教育に比べ
て，社会の情報化の状況に，強く影響されやすい原因について検討する。まず，中学校で
は，情報教育は技術科の一部として指導されている。しかし，情報に関する内容は2012年
以降の学習指導要領の改訂により，｢材料と加工に関する技術｣，｢エネルギー変換に関す
る技術｣，｢生物育成に関する技術｣，｢情報に関する技術｣という4つの学習内容の中の1つ
となった。しかも，これら4つの内容に対して授業時間数が中学1・2年生で週平均1時間，
中学3年生週平均0.5時間と極めて少ないため，満足な指導を展開することは困難である。 
次に普通高校では，教員の充足，情報の時間数，生徒の履修状況等について課題があ
ると考えられる。日本教育情報化振興会（CEC）の2004年から2015年までの継続調査によ
ると，普通高校における情報科の教員採用数は極めて少なく，2004年以降の採用数は全国
で50名以内であり，14都道府県に限られている。この内7都県は，数学や理科など他教科
の免許を併せ持つことを要件としている。2002年以降教員の確保として当時文部省は9000
人が必要と推計し，数学や理科の教員免許を持つ現職教員に対して認定講習会を開くもの
の全国の合格者は293名に留まり，一方全国の317大学で情報科の教職課程が開講され，学
生は免許を取得することができるが，情報科の教員採用数は極めて少なかった。仮に情報
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の教員を採用するにしても，先述のように，理科あるいは数学の教員免許を持っている必
要があり，情報教員としての単独採用は困難である。さらに，教育学部出身の教員の場合
では，小・中学校の複数教科に関する単位と併行して高校免許に必要な単位が取得可能で
あり，工学部等で学ぶ専門科目に比較して情報関係科目数がかなり少ない。そのため，情
報に関する専門の内容を充分に学ぶことは難しいと推測される。 
 もう一つの理由として情報の時間数の問題がある。例えば，教科書の採択率は，情報B,
Cの履修率が非常に少ない。理由としては，現在の2単位では満足する指導が出来ないこ
とが考えられ，その結果，情報BとCの主な観点である「情報の科学的な理解」や「情報
社会に参画する態度」の育成が不足がちとなる。これらの観点の包括的な育成は，中学校
や高等学校の単一学年のみでは困難で有り，段階的な指導が必要である。この時間数の不
足を解決する考え方としては，複数の学校段階の体系的なカリキュラムが必要であろう。 
こうした｢情報の専門教員の不足」と「教科内容を充分に教授する時間数の不足」とい
う問題が，澤田大祐（2008年）１１０）による｢高等学校における情報科の現状と課題｣の中
で提唱したこととも関係が深いと考えられる。また，赤堀侃司（1997年）１１１）は『「知
識を扱う知識」ゆえ情報科は親学問に該当するものが単純には考えにくく，結果として，
パソコン操作やインターネット操作を学ぶだけで済ませるということになりやすい。その
結果，パソコン教育という誤った情報科教育が行われやすい』と指摘している。先述のよ
うに，筆者は情報教育の概念を『各教科目標達成ツールとしてのICTを活用することを含
まない』ものとして捉えている。しかし，これらの結果から現実には各教科に求められて
いるICT教育としての「情報活用能力」の意識が強い。公教育としての中学校及び，普通
高校教育では，情報教育の学習指導要領の示す教科原理としての「情報活用能力」の育成
が大切である。このような背景から，普通教育における情報教育が，｢情報活用能力｣の育
成を標榜するものの，その学習指導が，必ずしも体系だったものになりづらかったと考え
られる。また，我が国の中学生及び，普通高校生が韓国や中国の高校生に比べて「情報活
用能力」に対する習得意欲が高かったことは，今後の改善に向けた重要な起点になろう。 
したがって，今後の普通教育における情報教育の方向性としては，教科の専門性，教
科の意義，そして体系化を踏まえた上で，社会や生活の中で生じる情報メディアの進展に
実際的な対応を図りつつも，それらの内容知や方法知を適切に教科原理である「情報活用
能力」の育成という不易なコアの形成へと高め，情報教育の教科原理を明確に示すような
教科本来の学習指導方法を工夫していく必要があると考えられる。 
第 12章 結論及び今後の課題 
162 
 
第 12章 結論及び今後の課題 
 
12.1本研究で得られた知見の整理 
 第 1章で述べた通り，本研究の目的は，我が国の初等中等教育における情報教育の成立・展
開過程のカリキュラムを，学習者の意識や反応に基づいて評価し，今後の情報教育のあり方
について検討することであった。これは，課題 1 として「情報教育の史的過程に即したカリキ
ュラム評価」，課題 2 として「国際的な視野に基づく情報教育のカリキュラム評価」という 2
つの課題に基づいている。そこで，1960 年代から現在までに収集した情報教育カリキュラムと
評価についての先行研究等を概観し，我が国の情報教育の成立期から展開期にいたるカリキュ
ラム評価の必要性を検討することとした。そこから，この 2 つの課題について本研究では，以
下の 3 つの研究を抽出した。 
課題1については，2つの研究がある。研究1は，情報教育成立期のカリキュラム評価であ
る。第2章では，学習者のICT環境や経験の差違が大きく異なる時期における情意領域の評価と
して，当時の評価の観点である｢知識・理解｣｢関心・意欲・態度｣に着目しながら学習者の視点
から情報教育の検討を試みた。第3章では，情報教育についての学習者の情意領域の評価につ
いて，レディネスとの関連性に着目して2章と同じ分析手法により試みた。第4章では，同様の
手法によりこれまでの調査項目をより具体的に｢ワープロ・リテラシー｣と｢コンピュータ・リ
テラシー｣，情報教育全体を含めた｢情報リテラシー｣についての評価を試みた。 
 課題 1 の研究 2 は，情報教育展開期のカリキュラム評価である。第 5 章では，中学校及び，
普通高校の教育における学習者によるカリキュラム評価を把握するための分析を試み，第 6 章
では，中学校及び，普通高校について学習者の反応を経時的に把握するため 2005～2007 年度
の分析を試みた。第7章では，職業高校生による情報教育の評価とその経時的変容を2000～2007
年度の 8 年間継続的に分析し，情報教育の方向性を試みた。以上，縦断的な形で「情報教育の
史的過程に即したカリキュラム評価」を試みた。 
 次に，課題 2 の研究 3 は，国際的な視野に基づく情報教育のカリキュラム評価である。第 8
章では，日本・韓国・中国の中学生，普通高校生の情報教育の情報活用能力に対する習得意欲
と情報必修用語に関する国際比較を検討した。第 9 章では，第 8 章と同様のアジア諸国での普
通中学生，普通高校生に対する情報教育のカリキュラム・イメージに関する国際比較を検討し
た。第 10 章では，日本・韓国・中国の専門高校生（工業高校生）に対する，情報教育必修用
語の認知度と学習に対するイメージなどについて検討した。 
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以上，横断的な形で「国際的な視野に基づく情報教育のカリキュラム評価」を試みた。 
以下に，各章で得られた知見及び，結論を整理する。 
 
12.1.1情報教育成立期における学習者の情意面の評価の試み 
 第 2章では，研究課題 1への対処として，情報教育成立期のカリキュラムに対する中高
生の情意領域の評価を探索的に把握した。具体的には，中学校技術・家庭科技術分野の「情
報基礎」領域で取り上げられている学習内容１３)に，工業科の「情報技術基礎」８０)の内容
を加味して整理し，調査票を作成した。次に，評価項目の妥当性をクラスター分析により
判断した。そして，標準的な情報教育の履修後の学習者の情意領域の評価を検討するため
の因子分析を行い，そこから抽出される各因子についてファジィ分析を行い，教師の教授
行動と学習者の情意領域の評価を検討した。その結果，当時の情報教育に対する学習者のイ
メージが「技能の熟練」「技能の確認」「学習の心構え」であり，操作技能の習得に意識が傾
斜すると共に，情報の科学的な理解に関する内容に対しては学習の困難感を形成していたこと
が示唆された。これは当時の情報教育を担当する教師の指導内容，指導方法に強く影響されて
いたものと推察された。続く第 3 章では，本章で得られた結果を基礎に，S（学習者自身の情
報教育に対する評価），T1（教師の教科内容に関する専門的な教授行動に関する評価），T2
（教師の一般教授学的な指導及び，授業運営に対する評価）評価票での調査と共に，情報教
育履修前のレディネスと履修によるその変容に着目して検討を進めることとした。 
 
12.1.2情報教育成立期における学習者のレディネスと履修によるイメージの変容 
 第 3 章では，第 2 章での検討に引き続き，情報教育成立期における中高生の情意領域の評価
を，特にレディネスとの関連性に着目して検討した。具体的には，まず情報教育の履修前にレ
ディネス調査を作成した。レディネス調査の内容は，履修前の学習者の情報教育に対するイメ
ージ調査である。履修後は，第 2 章と同様の S，T1，T2評価票を用いて情報教育に対する学習
者の評価を行った。その結果，情報教育成立期では，学習者である中高生が社会の情報化の拡
大時期にあって「情報の科学的な理解」，情報化社会への不安と期待，ツールとしてのコンピ
ュータ活用，という意識を生活経験の中で形成していた。しかし，これらの意識は，情報教育
の履修によってコンピュータ操作技能の習得という一点に傾斜し，当時の情報教育担当教員が
中高生の期待や不安を上手く取り上げた指導を展開しきれていなかった様相が推察された。こ
れは，教師の ICT に関する教科指導力と教育的指導の方法や考え方に深く関係していたものと
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考えられ，情報教育の概念や意味よりも，目の前の情報機器を適切に使いこなせる技能や実践
力の育成に傾倒していたことが示唆された。 
 
12.1.3情報教育成立期における学習者の情報リテラシーの評価 
 第 4 章では，第 2 章と第 3 章で明らかになった学習者の状況，すなわち｢学習者の情報教育
に対する意識は，指導者の教科指導に関する考え方に強く影響し，学習者は PC に対する興味・
関心・意欲や操作技能といった情意面が高い｣という結果を踏まえ，情報教育の固有の目標で
ある「情報活用能力」の育成に向けた学習の到達度(情報リテラシーの形成度)に着目して検討
した。その結果，当時の情報教育の ICT 活用やコンピュータ･リテラシー教育への傾斜は，「情
報活用の実践」と「情報社会に参画する態度」はある程度指導されたものの，「情報の科学的
な理解や情報教育の意義」については指導において重視されるに至っていないことが明らかに
なった。情報教育成立期における教師と学習者の関係として，教師の専門教授学的指導が学習
者の判断や知識・理解を促し，一般教授学的指導が学習者の思考及び，興味・関心・態度を促
し，その両者があいまって技能習得が図られていた様相が把握された。これらの知見より，前
述した研究課題 1 へは概ね対応することができたと考えられる。 
 
12.1.4情報教育展開期の学習者によるカリキュラム評価 
 第 5 章では，研究課題 2 への対処として，情報教育展開期のカリキュラム評価の把握を試み
た。中学校と普通高校の学習者による情報教育のカリキュラム評価に関し，情報に関する必修
用語についてその理解度や重視度の把握を試みた。併せて，高等学校ではこれまでの研究課題
1 で検討した評価内容をさらに，ブルーム(B.S.Bloom)評価理論(taxonomy of educational 
objectives)，すなわちタキソノミーにより再検討し，「精神運動的領域(Psychomotor Domain)」
「認知的領域(Cognitive Domain)」「情意的領域(Affective Domain)」の 3 領域による情報教育のイ
メージ評価を実施し検討した１０１），１０２）。その結果，中高生共に情報関連用語に関する認知度
については，PC に関するハードやソフト関係及び，ネットワークに関する知識を重点的に学
習する傾向があった。また，普通高校での情報教育の本格化に伴う，学習者の情報教育に対す
イメージであるが，「情報活用能力」を目標とする高校教育のカリキュラム内容とは異なって，
PC スキルや情報モラルの特定の内容であることが明らかになった。しかしながら，本調査で
ある 2005 年度の調査から，教科「情報」が導入されている普通高校では，ブルーム評価理論
でいう各 3 領域の初期段階が因子としてあげられ，評価の 4 観点でいう「理解」「表現」「態
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度」が不足している。すなわち，教科｢情報｣の導入段階は，｢情報社会に参画する態度｣の観点
で理解が進むと考えられるが，｢情報の科学的な理解｣については進み難い可能性が指摘された。 
 
12.1.5情報教育展開期のカリキュラムにおける学習者の反応の経時的変化 
 第 6 章では，第 5 章の結果を踏まえ，中学校及び，普通高等学校における「情報活用能力」
の育成に向けた展開期のカリキュラムの在り方，情報教育のカリキュラム評価と体系化の在り
方を 3 年間継続調査により検討した。その結果，情報教育の認知度について，中高生共に PC
スキルや社会のメディアの変容に応じた知識への傾斜であった。また，タキソノミーについて
言えば，中高生共にコンピュータ・リテラシー中心で，情報教育の目標である情報リテラシー
の充実には至らず，「情報の科学的な理解」については進展が難しいことが明らかになった。
このことは，ブルームの教育目標でいう認知的領域の知識・理解段階，精神運動的領域の技能
段階，情意的領域の興味・関心・態度段階までは達成していると考えられるが，認知度やイメ
ージ調査で抽出された因子を見る限りにおいて，精神運動的領域の表現，認知的領域の理解と
判断，情意的領域の態度の段階までには至っていないことが示唆された。 
 
12.1.6職業教育における情報教育のカリキュラムに対する学習者の反応の経時的変化 
 第 7 章では，情報教育を普通高校より早くから進めると共に，展開期において専門教科「情
報」がスタートしている専門高校に焦点を当て，第 6章と同様にブルーム教育評価理論を利用
した学習者のカリキュラム評価を 8年間経時的に検討した。その結果，専門高校である工業高
校は，学習内容が，コンピュータ・リテラシーに偏ることなく，「情報の科学的な理解」につ
いて学習する認識が強くなっている。これは，専門高校の指導者が，情報教育の学習内容と職
業教育としての情報教育に適切に対応していることが明らかになった。これらの第 5 章～第 7
章の知見より，前述した研究課題 2 へは概ね対応することができたと考えられる。 
 
12.1.7普通教育の情報教育に対する学習者の意識と知識に関する国際比較 
 第 8 章では，研究課題 2への対処として，学習者が情報教育に対して抱く「情報活用能力」
に対する習得意欲と情報教育に関する認知度を国際的に比較することで，我が国の情報教育の
カリキュラム評価を試みた。具体的には，文化的には共通性があるものの，社会情勢や情報教
育のカリキュラムに差異のある日本・韓国・中国の 3か国を取り上げ，中学生及び，普通高校
生に対し，ICT と職業との関係，情報教育における情報必修用語の知識，情報教育に対する学
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習意欲を調査し，比較検討した。その結果，日本の情報教育のカリキュラムは，韓国や中国ほ
ど体系的ではないため，「情報の科学的な理解」の習得に向けた動機付けを生徒に適切に持た
せることが難しい。そのため，情報関連用語に対する適切な知識・理解を達成できていない状
況がある。しかしながら，「情報活用能力」に対する学習意欲の高いことが把握された。 
 
12.1.8普通教育の情報教育に対する学習者のカリキュラム・イメージに関する国際比較 
第 9 章では，日本・韓国・中国の普通教育において中学生・普通高校生が抱く情報教育のカ
リキュラム・イメージを調査し，比較検討した。その結果，韓国と中国の中学生・普通高校生
はカリキュラムに沿った内容の学習段階のイメージを持っているのに対し，日本の中学生・普
通高校生は情報教育に関するイメージが認知的領域や情意的領域において初期段階のレベル
で留まっており，精神運動的領域に該当する技能習得に偏っていることが明らかになった。こ
のことから我が国の今後の情報教育に対しては，そのカリキュラムの体系性に課題が見られる
ことを指摘した。その上で，学習者に対しては，情報教育の目標である「情報活用能力」の習
得に向け，生徒に学習の意味付けを行い，動機付けることの重要性が指摘された。 
 
12.1.9職業教育の情報教育に対する学習者の反応に関する国際比較 
第 10 章では，日本・韓国・中国の職業高校である工業高校の情報教育に関し，ICT と職業と
の関係や意欲についての基本調査及び，情報教育に関する理解度とイメージを調査し，カリキ
ュラム内容について学習者の反応に関する国際比較を実施した。その結果，情報必修用語の認
知度は各国共に理解度に差がなく，3 観点の意欲は我が国が普通高校同様に，3 観点について
の学習意欲が有意に高い傾向にあることが明らかとなった。また，イメージ調査でも，各国の
工業高校生は我が国のカリキュラム及び，専門高校としての各国の職業教育の目標に沿った学
習のイメージを持っていることが明らかになった。 
これは，工業高校のカリキュラムが，より専門的な学習内容を系統的に含み，なおかつ，情
報教育を学ぶ意義を適切に動機づけることができるため，基礎的・基本的な知識を十分に習得
することが可能であったためと考えられる。その意味においては，普通高校でも，工業高校の
持つ知識やイメージに近づくために，｢共通教科情報科」の導入段階で，情報教育の目標であ
る「情報活用能力」の習得に向け，生徒に学習の意味づけを行い，適切に動機付けることが大
切と考えられる。これらの知見より，前述した研究課題 3へは概ね対応することができたと考
えられる。 
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12.1.10 総合的考察 
第 11 章では，第 2 章～第 4 章の成立期と第 5 章～第 7 章の展開期の我が国の情報教育に対
するカリキュラム・イメージと，第 8 章～第 10 章の展開期における我が国と韓国及び，中国
の情報教育との比較検討を踏まえ，カリキュラムの時系列的な展開に対して，学習者がそれぞ
れの時期に抱いていたカリキュラム・イメージを対応づけ，各時期の情報教育カリキュラムの
特徴を時系列的に把握した。その結果，①専門高校では，成立期・展開期共にそれぞれの時期
に施行されていた学習指導要領に示された情報教育の目標・内容に即したイメージが学習者に
形成されていた。②中学校及び，普通高校では，それぞれの時期に施行されていた学習指導要
領に示された情報教育の目標・内容よりも，社会の情報化の進展に伴うトピックの変遷に強く
影響されている，ということが明らかとなった。 
これらの知見から得られた情報教育のカリキュラム評価とブルーム評価理論のタキソノミ
ーについて，それらの関係を図示すると，図ⅩⅡ-1 のようになる。 
 
　    知識   模倣      模倣 受け入れ 興味
  理解 　  　
　    理解   操作      技能 反応 関心
  応用
　 　   正確化      思考 価値付け 意欲
  分析
　    判断   分節化   表現・創造 組織化
  統合 態度
　   熟練化 個性化
  評価
情報活用能力
認知的領域 精神運動的領域 情意的領域
　　主に情報の科学的理解 主に情報社会に参画する態度
主に情報活用の実践力
 
図ⅩⅡ-1 情報教育の目標とブルーム評価理論との関係 
 
12.2結論 
本研究は，1995 年以降 2014 年の約 20 年にわたる継続的な調査・研究を通して，情報教育
のカリキュラム研究について学習者の意識や反応に基づいて検討したものである。これは，我
第 12章 結論及び今後の課題 
168 
 
が国の教育体制が学習指導要領を基準とした教育体制でありながら，当時の急速な情報化社会
の進出という時代背景に特に強い影響を受け，またカリキュラム開発や実践に関する国際比較
研究が非常に少ないこと，そして，情報教育について未だ｢未履修問題｣や「教員採用問題」に
ついて不透明なことが多いことも研究動機としてあげられる。そこでこのカリキュラムと国際
比較研究の僅少さを踏まえ，情報教育のカリキュラムを不易な視点及び，国際的な視点から評
価し，改善していくことの重要性が指摘できると考えた。この問題へのアプローチには様々な
方法論があり得るが，その一つとして，学習者の視点からカリキュラムを把握する方法が考え
られる。これは学習者に自らの情報教育での学習経験を振り返らせ，自己の人生における情報
教育の果たした役割を捉えさせる方法であり，時代や社会の状況とその中に生きる個々の生徒
との相対的な関係性の中で情報教育のカリキュラムの価値を見いだせるものと考えられ，学習
者の視点から見たカリキュラムのイメージを研究するというアプローチといえよう。 
本研究は，縦断的には 1995 年から現代までを黎明期・成立期・展開期を通した情報教育カ
リキュラムの時系列的変遷の中で，中高生である学習者の意識・意欲･知識やイメージを調査・
検討し，横断的には 2003 年以降の展開期における日本・韓国・中国の国際比較研究を実施し，
学習者の意識分析に基づく，今後の我が国の情報教育の在り方について検討したものである。 
その結果， 
① 成立期の情報教育では，操作技能の習得に意識が傾斜すると共に，「情報の科学的な理
解」に関する内容に対しては学習の困難感を形成していたことが明らかになった。 
② 展開期の情報教育では，学習者の情報教育に対するイメージとして，「情報活用能力」
を目標とする高校教育のカリキュラム内容とは異なり，PC スキルや情報モラルの特定の
内容であることが明らかになった。 
③ 職業教育の情報教育では，学習内容が，コンピュータ・リテラシーに偏ることなく，情
報の科学的な理解について学習する認識が強く，職業教育としての情報教育に適切に対
応していることが明らかになった。 
④ 日本・韓国・中国の中学校・普通高校の国際比較では，日本の情報教育は，韓国や中国
に比べて，「情報の科学的な理解」の習得に向けた動機付けを生徒に適切に持たすこと
ができておらず，結果として，情報関連用語に対する適切な知識・理解を達成できてい
ない状況が把握された。情報教育に関するイメージが認知的領域や情意的領域において
初期段階のレベルで留まっており，精神運動的領域に該当する技能習得に偏っているこ
とが明らかになった。 
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⑤ 日本・韓国・中国の工業高校の国際比較では，情報必修用語の認知度は，各国共に理解
度に差がなかった。また，イメージ調査でも，専門高校としての各国の職業教育の目標
に沿った学習のイメージを持っていることが明らかになった。 
 
以上，5つの結果が導き出された。この研究の流れと成果の関連について図ⅩⅡ-2に示す。 
これらの結果より，『専門高校では，成立期・展開期共に各時期に施行されていた学習指導
要領に示された情報教育の目標・内容に即したイメージが学習者に形成されていた』『中学校
及び，普通高校では，各時期に施行されていた学習指導要領に示された情報教育の目標・内容
よりも，社会の情報化の進展に伴うトピックの変遷に強く影響されていた』という 2 つの結論
に達することとなった。 
 
12.3今後の情報教育カリキュラムへの示唆 
 本研究で得られた知見に基づいて，我が国の初等中等教育における情報教育の成立・展開
過程のカリキュラムを，学習者の意識や反応に基づいて評価し，今後の情報教育の在り方を
検討した。その場合，縦断的な視点である情報教育の時系列的な観点と，横断的な視点である
2003 年以降の情報教育における国際比較の観点から先の 2 つの結論が導かれた。 
ここでは，この 2 つの結論を踏まえると，今後の情報教育カリキュラムへの示唆について，
以下の 3 点を考察することができる。 
① 成立期の情報教育では，操作技能の習得に意識が傾斜すると共に，「情報の科学的な理解」
に関する内容に対しては学習の困難感を形成していたことが明らかになった。これらの意
識は，情報教育の履修によってコンピュータ操作技能の習得という一点に傾斜し，当時の
情報教育担当教員が中高生の期待や不安を上手く取り上げた指導を展開しきれていなかっ
た様相が推察された。このときの教師と学習者の関係として，教師の専門教授学的指導が
学習者の判断や知識・理解を促し，一般教授学的指導が学習者の思考及び，興味・関心・
態度を促し，その両者があいまって技能習得が図られていた様相が示唆された。 
② 展開期の普通高校の情報教育では，学習者の情報教育に対するイメージとして，「情報活
用能力」を目標とする高校教育のカリキュラム内容とは異なり，PC スキルや情報モラル
の特定の内容であることが明らかになった。すなわち，教科｢情報｣の導入段階は，｢情報
社会に参画する態度｣の観点で理解が進むと考えられるが，｢情報の科学的な理解｣につい
ては進み難い可能性が指摘された。 
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             今後の我が国の情報教育のあり方 
 
 
       普通中学・普通高校生と専門高校生の成立期・展開期における 
情報教育の時系列の変遷と国際比較分析 （第 11 章） 
 
 
 
    縦断的検討                  横断的検討 
展開期の学習者の情報教育の意識           展開期の諸外国の情報教育の意識 
 ブルーム評価等を用いたイメージと認知度評価         ブルーム評価等を用いたイメージと認知評価 
    普通高校      専門高校            日本･韓国･中国  日本･韓国･中国 
    (第 5,6 章)          (第 7 章)                (第 8,9 章)    (第 10 章) 
  PC リテラシー充実     科学的理解の充実          普通中学･高校     専門高校 
  科学的理解の不足                       認知とイメージ   認知とイメージ 
                               
        中学校(第 5,6 章)                              中学校(第 8,9 章) 
   表現・理解・判断・態度の形成不足              日本：技能習得やソフト活用 
    中学・高校の指導者の情報教育指導状況               韓国：カリキュラムに沿う 
                                 中国：カリキュラムに沿う 
   成立期の学習者の情報教育の意識                                
 ファジイ分析と因子分析を用いた S,T1,T2 評価      日本と韓国・中国の情報教育の体系化の違い 
    PC 等リテラシー･情報リテラシー評価 
普通高校(第 2,3,4 章)    専門高校(第 3,4 章) 
 PC 等技能熟練と因子     情報理論･産業との関係 
                                                    学習者の視点（情報教育） 
       中学校教育(第 2,3,4 章)                       ・意識や反応に基づく評価 
PC 操作技能の習得の一転に傾斜           ・意欲についての評価 
   中学・高校の指導者の情報教育指導状況 
            図ⅩⅡ-2 研究の流れと成果の関連図 
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これをブルームの教育目標でいうと，認知的領域の知識・理解段階，精神運動的領域の技
能段階，情意的領域の興味・関心・態度段階までは達成していると考えられるが，認知度
やイメージ調査で抽出された因子を見る限り，精神運動的領域の表現，認知的領域の理解
と判断，情意的領域の態度の段階までには至っていない。一方，職業高校では，学習内容
が，コンピュータ・リテラシーに偏ることなく，「情報の科学的な理解」について学習す
る認識が強く，職業教育としての情報教育に適切に対応していることが示唆された。 
③ 日本・韓国・中国の国際比較では，日本の情報教育は，韓国や中国に比べて，「情報の科
学的な理解」の習得に向けた動機付けを生徒に適切に持たすことができておらず，結果と
して，情報関連用語に対する適切な知識・理解を達成できていない状況が把握された。情
報教育に関するイメージが認知的領域や情意的領域において初期段階のレベルで留まって
おり，精神運動的領域に該当する技能習得に偏っていることが明らかになった。このこと
から我が国の今後の情報教育に対しては，そのカリキュラムの体系性に課題が見られるこ
とを指摘した。その上で，学習者に対しては，情報教育の目標である情報活用能力の習得
に向け，生徒に学習の意味付けを行い，動機付けることの重要性が示唆された。一方，職
業高校である工業高校では，情報必修用語認知度は，工業高校では各国共に理解度に差が
なく，また，イメージ調査でも，各国の工業高校生は我が国のカリキュラム及び，専門高
校としての各国の職業教育の目標に沿った学習のイメージを持っていることが示唆された。 
 
本研究を通して，普通教育における情報教育は，｢情報活用能力｣の育成を標榜するものの，
その学習指導が，必ずしも体系だったものになりづらかったことがわかる。したがって，今
後の普通教育における情報教育の方向性としては，教科の専門性，教科の意義，そして
体系化を踏まえた上で，社会や生活の中で生じる情報メディアの進展に実際的な対応を
図りつつも，それらの内容知や方法知を適切に教科原理である「情報活用能力」の育成
という不易なコアの形成へと高め，情報教育の教科原理を明確に示すような教科本来の
学習指導方法を工夫していく必要があることが示唆された。 
 
12.4今後の課題 
我が国の情報教育は，小学校・中学校及び，高等学校の各学校段階において，適切に「情報
の科学的な理解」に関する基礎・基本的な知識の習得を積み重ねていくことが必要であると考
えられる。そのためには，長期的には小学校・中学校及び，高等学校における情報教育の配当
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時間の増加やカリキュラムの体系化が必要である。その一方で，短期的には，情報教育におけ
る中学・高校間の学習内容の連携，生徒の意欲と基礎力を高める効果的な教授法の開発が求め
られよう。筆者は，本研究において，学習者から見た情報教育の必修用語の認知度とカリ
キュラム・イメージに関する調査を実施した。2013年以降の学習指導要領の改訂と併せ，
高等学校の情報教育も「共通教科情報科」に改訂され，新たな展開を迎えているが，この
改訂を踏まえた内容の調査と，その指導内容に沿った具体的な教材を用いた実践はこれか
らである。したがって，これら調査と実践について継続的に実施し，より情報教育の実践
状況の評価を進めていく必要があると考えられる。その上で，把握された課題に対処しう
る情報教育の学習指導方法を検討し，実践を展開していく必要がある。 
本研究は，日本では千葉県・茨城県・栃木県・福島県・東京都・京都府，韓国ではソウ
ル市・清洲市，中国では浙江省の複数校の調査を実施した。今後は，より広範囲な調査を
実施し，本研究で得られた知見に対する追試が必要である。次に，より多様なカリキュラ
ム評価の観点の必要性である。本研究では，情報活用能力に対する習得意欲と情報関連用
語の認知度を分析の観点とし，文化的にも近似している中国と韓国との中等教育課程にお
ける国際比較調査を実施した。さらに，情報教育のカリキュラムを俯瞰的に評価するため
に，より多様な観点からのデータ収集の必要性から，同国においてタキソノミーを用いた
情報教育のカリキュラムに対するイメージ調査を実施した。その上で，多様な観点からの
評価資料の蓄積を経て，日本の情報教育のあり方について総合的に検討してきた。こうし
て得られた本研究による知見は，情報教育に関する国際比較研究の第１段階として重要な
位置付けにあると考える。そこで，今後は各国の教育事情も変化していることを踏まえ，
比較研究に必須の教育行政面，教育を行う学校の教員（人員・資質・経験），教育体制，カ
リキュラム，施設の充足などの条件について再確認したい。その上で，アジア圏のインド
ネシアや台湾などの諸国だけでなく，ヨーロッパ圏，例えばイギリスでは 2014年度にナシ
ョナル・カリキュラム（NC）の再構築が実施されており，アメリカにおいても 2013年から
プログラミング教育などの重視による情報教育の新たな展開が検討されており，このよう
な諸外国との比較研究を検討していく必要がある。 
 最後に，カリキュラム評価の手法を考える場合，ブルーム評価理論のタキソノミーによる評
価と併せて，情報教育の成立期において活用した｢ファジイ分析｣による評価は，学習者個々人
の反応や経時的な反応の把握に有効であると考えられる。今後は，本研究の知見を元に『ファ
ジィ分析』を用いた汎用的なカリキュラム評価法の構築をはかっていくことが必要であろう。 
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